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当財 団 は,わ が 国 に お け る情 報 処理 産 業 の発 展 に資 す るため,昭 和43年 以 来,毎

年 海 外 に調 査 団 を派 遣 し,ア メ リカお よ び ヨー ロ ッパ 諸 国 に お け る情 報 処理 分 野

の動 向 あ るい は諸 問 題 の 実 態 に つ いて 明 らか に して まい りま した 。 本年 度 の ヨー

ロ ッパ調 査 で は,主 要 国政 府 の コ ン ピ ュー タ関 連 施 策 が全 く新 しい局 面 を迎 えて

い るこ とか ら,そ の実 態 とね らい を明 らか にす る こ と を主 要 テ ー マ と し,ま た ハ

ー ドウ ェ アお よび ソ フ トウ ェ ア分 野 の 代表 的 企 業 の動 向 をサ ブ ・テー マ と して 取

りあ げ ま した 。 こ こに そ の結 果 を と りま とめ,海 外 の情 報処 理 に関 心 を もた れ る

方 々の ご参 考 に供 した い と存 じ ます 。

な お,本 調査 実施 に 当 って ご尽 力 い ただ い た調査員,ご 支 援,ご 協 力 を賜 わ り

ま した在 日各 国大 使 館 を は じめ,調 査 訪 問先 等 関係 各位 に対 し心 よ り感 謝 の 意 を

表 しま す 。

昭和54年3月

財団法人 日本情報処理開発協会

会 長 上 野 幸 七
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調 査 の 概 要

`

、

1.目 的

海外諸 国にお ける情報処理 および情報処理 産業につ き,そ の実態 を調査す ると

ともに各国での発展 の背 景 と今後の動 向 を把握 し,わ が国 におけ る情報処理 お よ

び情報処理産 業の発 展に資す ることを 目的 とす る。

2.調 査 事 項

ヨ ー ロ ッパ主要 国政 府 の コ ン ビ 』一 夕施策 と企業 の 動 向

3.調 査 対 象 国

イ ギ リ ス,フ ラ ン ス, 西 ドイツ

4.調 査 時 期

昭 和53年12月7日(金)出 発

昭 和53年12月20日(水)帰 国

●

5.調 査機 関

イ ギ リス

フ フ ン ス

InternationalComputersLtd.(ICL)

DepartmentofIndustry(Computers,Systems&

ElectronicsDivision)

InsacDataSystemsLtd.

CompagnieInternationaledeServicesenInforma-

tique(CISI)

CII-HoneywellBu11
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西 ドィ ッ

ノ
Ministeredee'lndustrie(DesIndustries.Electroni-

queetdee'Informatique-DIELI)

Bundesministeriumfti'rForschungundTechnologie.

6.調 査 員

岡崎 保夫

鈴木 茂樹

大蔵省関税局輸出課電算機専門官

(財)日 本情報処理開発協会調査課長代理
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第1章 ヨー ロ ッパ 主 要 国 の コン ピ ュー タ

施 策 ・産 業 界 の動 向
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第1章 ヨー ロ ッパ 主 要 国 の コ ン ピ ュ ー タ施

策 ・産 業 界 の 動 向

1.,1ヨ ー ロ ッ パ ・コ ン ピ ュ ー タ 界 の10年 の 歩 み

ヨ ー ロ ッパ主 要 国 が,コ ン ピ ュ ー タ関 連 サ ポ ー ト策 を開始 して か らま る10年

が 経 過 した 。 イ ギ リスに お け るICL設 立(1968年),フ ランスの 第1次 プラン ・

カル キ ュル策定.(1966年),西 ドイ ツの 第1次 情 報処理 振 興政 策(1967年)を

も って,ヨ ー ロ ッパ の コ ンピ ュー タ産 業 の 本 格 的 幕 明 け とすれ ば,昨 年 まで 約

10年 の 足 跡 を残 して きた こ とにな る 。

こ の10年 を ひ とつ の 歴 史 として 振 り返 った 場 合,各 々の 国 内に お い て,あ るい

は 汎 ヨー ロ ッパ 的 規 模 に お い て,劇 的 と も言 え る展 開 が 見 られ る.最 大 の 山 場 は,

1975年 のUnidata(CII/Siemens/Philips3社 の合 弁 事 業)崩 壊 で あ る 。

これ は60年 代 末 か ら,ECが 提唱 して きた ヨー ロ ッパ ・コ ン ピ ュー タ連合の失 敗

とい うヨ ー ロ ッパ ・コ ン ピ ュー タ史 に 永久 に 残 る事 件 で あ った 。 、

ECは 主要 国 の 育 成 策が 開 始 され た 直 後 の69年 に,「 大型機 共 同開 発 構想 」を

提 唱 した 。 これ は 結 局,ECの か け 声 倒 れ に終 った.し か しUnidataは,ECか

ら見 れ ば,ヨ ー ロ ッパ統 合の 中 核 と して 新 しい期 待 を寄 せ られ る もの だ った 。 事

実,Unidata形 成 前後 に お い て,ECはUnidata支 援 を表 明す る と共 に,本 体

以外 の分 野 での 統 合 す ら打 ちあ げた 。 こ う した背 景 の 中 で船 出 したUnidataが,

あ っけ な く沈 没 した の は,ま さに 内部 分 裂 に原 因 が あ る。

Unidata崩 壊 の主 な原 因 を ま と め る と次 の よ うに なろ う。

第1に,統 一 ライ ン7000の 開 発 分 担,特 に大 型 機 開発 でCIIとSiemensの

意 見衝 突 が あ った と み られ る.結 局大 型 機 は,「Xプ ロ ジ ェク ト」 と してCIIが

担 当 す るこ とにな った(Unidata解 散 後,SiemensはCII開 発 予 定 のX大 型 機

購 入 を却 下 して い る)。
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第2に,Unidata販 売 協定 を め ぐ る対 立 が あ った 。同 協 定 では メ ンバ ー各 社 が

各 々の 国 内 の 販売 網で,メ ンバ ーの 既 存種 も売 って 行 くこ とに な っ てい た 。例 え

ば,CIIは フランスで,メ ンバーの 既 存 機種 も売 って 行 くことに 訳 だ。 この ため,

相 手 方 の 販売 努 力 が足 りな い と い う不満 が表 面化 した。

第3に,統 一 ラ インの 受 注 実 績 も含 め,Unidataの 将 来展 望が当 初見 込 み程開

け な か った 。特 に,CII/Siemensに 口説 か れ て,ICLの 代打 と して参 加 した

Philipsに と っては,こ れ は 思惑 外 れ だ った 。

第4に,CIIの2大 株 主CGEとThomsonCFSが,Unidataサ ポ ー トを め ぐ

らて意 見 が衝 突 した 。CGEとSiemensは 共 に,総 合 電 子電 気 機 器 メ ー カ ーで あ

り,CGEに して みれば,Unidataを 通 じて間 接 的 にで あ れ外 国の 競 争 会 社 を援

助 す る とい う矛 盾 に直面 した 。

第5に,連 合 と い う性 格 上,経 営 ト ップ層 に多様 な人 々が 集 ま り,意 思 の 疎 通

お よ び意 思決 定 な どの 面 で スム ー ズに 行 か なか った 。

以 上 の外 に も失 敗 の要 因 は あ ろ うが,何 れ にせ よ,連 合 体 の マ イ ナ ス面 が予 想

外 に早 く爆発 した と い うこ とに な ろ う。爆 薬 の仕 掛 人 は フ ラ ンス政 府 お よびCII

と言 わ れ るが,点 火 した のは ま ぎれ もな くフ ラ ンス側(CII/HB合 併 工 作)で

あ った 。

さて,ヨ ー ロ ッパ の コン ピュー タ産 業 界 あ る いは政 府 のサ ポ ー ト策 は,こ の

Unidata崩 壊 を機 に大 き く2期 に 分 け られ る。前 期 は各 国 ベ ー スで 育成策 が開始

され た60年 代 後 半 か ら,1975年 の 連 合崩 壊 まで 。後期 は1976年 か ら今 日 まで

で あ る 。 この 両朝 を さ らに2分 し,全 体 として4期 に分 け て考 え る と,ヨ ー ロ ッ

パ ・コ ン ピ ュー タ界 の10年 が 明 瞭 に な って く る(表1)。

第1期 は,60年 代 後 半か ら1971年 まで 。 これは 国 産 業 界 育 成期 とで も称すべ

き期間 で あ る.先 陣 を切 った の は フ ラ ンスで,66年 に第1次 プ ラ ン ・カルキ ュル

を策 定,国 策 メ ーカ ーCIIを 設 立 した 。 この 背 景 とな った のが,い わ ゆ る ブ ル

事 件,CDC事 件 で,何 れ も米 国 コ ン ピ ュー タ産 業界 の パ ワー の強 大 さを 認 識 さ

せ られ た 事 件 だ った 。 フ ラ ンス政 府 は両 事件 を契 機 と して,① 米 国系 メ ーカ ー に
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表1 ヨ ー ロ ッパ ・コ ン ピ ュー タ産 業/政 府 施 策10年 の歩 み

区
分
①

区
分
②

.特

色

イ ギ リ ス フ ラ ン ス 西 ド イ ツ

前

期

(

ユ

ニ、

デ

ー

タ

以

前

)

第

一

期

国
産 ・ ・
業 国振
界策 興

育 メ施
成1策

力闘

1始

設
立

19681CL設 立

196gl

1966第1次 プラ ンカル キ ュル開 始

CII設 立

1969CII,第1号 機(IRIS50)発 表

1967第1次EDP振 興 政策

1969Simens.モ デル306発 表

EECに よ る コ ン ピ ュ ー タ 共 同 開 発 計 画 提 唱1

1970Honeywell,ブ ルGE買 収

1971第2次EDP振 興 政策開始

197011CL/CH/CDC.

19711CL.1900Sシ リーズ発表

保守 党,1CL援 助続行 表明

合弁会社MDC設 立(騨 化)1

1971第2次 プラン・カルキ ュル開始

第

二

期

ヨ

1・

三
パデ

連1

合 タ
へ結

の成

期 と
待駒
と壊
挫

折

一

19721CLト ップ交代

社長 にG.ク ロス就 任

1973

19731CL,モ デル2903発 表

19741CL,新 シリーズ2900で

大型 モ デル2種 発 表

19721CII/Sirnens,提携で合意1

1972Nixdorf/Telefunken,合 弁

会 社 設 立

11イ ギ リ ス な ど の 加 盟 で 拡 大EC発 足
・

1973[CII・ るim… 刀hilip・,U・id・t・ 設 立l
I

19741unidata,第1号 機7720発 表1
,

lU・ ・d・…7・ … リー ズで3機 種糠1

1974Siemens,Nixdorf/Telefunken

合 弁 会 社 買 収ICL,CDC/NCR合 弁 会社

CPIに 参加

CII,HoneywellBul1合 併 で
' ・

△=
ロ思

1975

1975

1975

1975

19751Philips離 脱 でUnidata崩 壊[

1975産 業省.ペ リ'ア ンフォルマティッ

ク業界統 合策発表

ICL/CDC/Plessey/

Nixdorf合 弁でStak設 立

(半 導体標 準化)

1975

「CII/HoneywellBu11合 併調 印1

巨Cの 優 先 プ ・ ジ ・ ク ト開 始1

後

期

(

ユ

ニ

デ

ー

タ

以

後

)

第

三

期

独
自 ・・

路 欧主
線 米力

強含 シ
化 併 リ

企1

業ズ
のの

出整
理 備

19761CL,モ デル2903/20発 表
、

ICL,モ デル2960発 表

ICL,Singer/BMD買 収

ICL.モ デル2904発 表

19761CII-HB発 足l

CII-HB.Unidata継 承 の

7000ラ イ ンを77シ り－Lズ}こ変更

CII-HB,モ デ ル7730,7735

発 表

CII-HB,Xプ ロ ジ ェ ク トをY

に 変 更

1977CII-HB,ネ ッ トワ ー ク ・コ ン

セ プ ト,Unisys/DSE発 表

1976第3次EDP振 興政策 開始'

Siemens,モ デル7722発 表

Siemens.モ デル7738,7743

発表

Siemens,新 コンピュータ事業

部門設立

Siemens.モ デ ル7760発 表

1977Siemens,米 国AMD買 収

'

ICLにDC,合 弁 でControl

Dataset設 立

ICL,Singer子 会社Cogar買 収

ICL,最 後の 助成金 入手

1977工CL,米 子会 社再編

企業 庁,Insac発 足

ICL,モ デ ル2950発 表

ICL,ク ロス社 長辞任

第

四

期

霞..

語

聾募

li

197811CL/日 立 ・繍 提郵 19781情 報 化5ケ 年 政策発表1 19781S・ ・m…/富 士通販売 蹴}

GEC/Fairchild提 携 で

合 意(VLSI)

SaintGobain/National

Semicondqct。r・ 提 携 で 合

意(VLSI)

Siemens/ICL,レ ーザー プリンタ

でOEM契 約

企業庁,INMOS発 足(VLSI)

産業 省,・マイクロエレクトロニ

クス強 化政策

1979NEB,Nexos設 立

(オ フィス ・オートメーション)

Siemens.一 挙 に11モ デ ル 発 表

1979Transpac本 格稼 動
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よ る市場 侵 蝕 に 対処 し② 将 来 の 重要 産 業 の 基盤 を整 備 す るた め,国 産 機 育成 に本

腰 を入 れ始 め た と言 え る。 翌67年 の西 ドィッ政 府 に よ る第1次 振 興 政 策,さ ら

に68年 の イギ リス政 府 に よ るICL設 立 も同様 の 目的 を持 った もの で あ った 。

第2期 は,1972年 か ら1975年 まで.第1期 の 国 産 業 界 育 成期 に 対 して,ヨ ー

ロ ッパ連 合 期 と呼 ぶべ き期 間 で あ る.各 国 ベー ス の振 興 策 の 成 果が思 わ し くな い

ことと,IBMを 頂 点 とす る圧 倒 的 米 国 勢力 を前 に,欧 州 主 要 メ ー カ ーの コ ン ソ テ

ィウムが模 索 され た.フ ラ ンス/西 ドイ ツ/イ ギ リス3ケ 国 の数 度 に わ た る事 務

レベ ル折衝 を経 て,72年 にCIIとSiemensが 提携 で合 意 をみ た.イ ギ リスの

ICLは 参 加 しな い こ とに な ったが,73年 に は オ ラ ン ダのPhilipsを 入 れ て

Unidataが 発 足 した 。74年 に は 統 一 シ リー ズ7000で4機 種 を発 表,一 見順 風

満 帆 の 感 が あ った が,各 国 内 での販 売 や機種 開発 をめ ぐ る役 割 分担 で思 惑 が食 い

違 い,内 部 で の意 思統 一 は 好 く行 か な か った 。

ヨー ロ ッパ連 合 の 形 成 に イニ シ ャテ ィブを と った と言 われ る フラ ンス は,CII

立 直 しの切 札 と して ア メ リカ'系のHoneywellBullと の合 併 を画策,国 内 の反

対 もあ った が強 引 に 合 併 合 意 に持 ち込 ん だ 。 この た め,PhilipsがUnidataを,

離脱 し,ヨ ー ロ ッパ連 合 は わず か2年 で 崩壊 に 追 い 込 まれ た 。

第3期 は,1976年 か ら77年 までの わ ず か2年 間 。独 自路 線 強 化期 あ る い は

Unidata以 降へ の 模 索 期 と称 す べ き期 間 で あ る.連 合 の失 敗 を経験 した各 国 は,

再 度 国 内 ベ ー スで の強 化 策 を打 ち出 した。 この点 で は,第1期 の状 況 に戻 った と

い うこ と もで き る。 しか し,各 国 の 状 況 は第1期 とは 全'く様 相 を異 に して い た.

フラ ンスに は 欧米 合 併 のCII-HBが 出 現 し,莫 大 な助 成 金 が 与 え られ た。 国産

機 育 成,次 いで純 粋 な ヨー ロ ッパ連 合 を 目 ざ した フラ ンス政 府 に と って も,予 想

外 の 経過 と言 え るだ ろ う。

一方 ,Unidata当 時 か ら独 自路 線 を と って い たICLは,着 々 と成 果 を あ げ つ

つ あ った 。1976年 に は,ア メ リカSinger社 の ビ ジ ネス ・マ シ ンズ部 門の海外事

業 を,さ らに は同子 会 社Cogarを 買収 す るな ど積 極 的経 営 戦略 を と り始 め た 。ま

た,新 主 力 機2900シ リ ー ズ で も 続 々 と ニ ュ ー ・ モ デ ル を 打 ち 出 し,フ ル ライ ン を
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整 備 した 。 しか も,76年 に 最 後 の 政 府助 成 金 を入 手 す るや,以 後 は 助 成 金 不 要

との態 度 を表 明 した 。 アメ リカ企 業 を吸収 して 政府 助 成金 離 れ を表 明 したICL

と,ア メ リカ系 企 業 と合 併 して 莫 大 な サ ポ ー トを得 たCIIと,ほ ぼ 同 時 に 出発 し

た 英仏 の 国策 メー カ ーは この 時 期 極 めて 対 称 的動 きを見 せ た 。

西 ドイツ では76年 か ら第3次 情 報 処理 振 興 策が 開始 され た 。同 政 策 で は,

Unidata以 降 を意 識 して,ミ ニ コ ンや スモ ール ・ビジネ ス ・コ ン ピ ュー タ分 野 へ

の助 成 比 率 が増 強 され た 。Siemensは76年 に,新 しい コ ン ピ ュー タ事業 グル ー

プを 設立 し,Unidata継 承 の7.700ラ イ ンに 新 た な取 組み を 見 せは じめ た 。

第4期 は,1978年 か ら今 日に 至 る新 政策 の 発表 期 であ る6各 国政 府 はUnidata

失 敗 以後,汎 用 コ ンビ 三ー タ(特 に中 ～ 大 型 機)に つ いて は各 々の企 業 の 自 主的

経 営 戦略 に まか せ た感 が あ る。 こ の 時期 に発 表 され た政策 は,メ イ ン フレ ー ム以

外 の分 野 の強 化 策 に 的が しぼ られ た 。

イ ギ リス で は78年 夏 に,ICL助 成 以 降 の 目玉 として 「マ イ ク ロエ レク トロニ

ク ス ・サ ポ ー ト政 策」 が打 ち出 され た 。 い わゆ るVLSIの 開発 促 進 あ るいは 同業

界 強 化 策 で あ る.企 業庁(NEB)も,ソ フ トウiア ・パ ッケ ー ジの 海 外 販売 を促

進 す るInsac(77年),半 導体 お よび マ イ ク ロプ ロセ ッサ の 開 発 ・販 売 を行 な

うINMOS(78年),オ フ ィス ・オー トメ ー シ 。 ン分野 の 基 礎 固 め を ね ら うNexbs

(79年)と,次 々 に新会 社 を 設 立 し た。 これ ら3分 野,即 ち① ソ フ トウ ェ ア ②

マ イ ク ・エ レ ク トロニ ク ス③ オ フ ィス ・オ ー トメー ジ 。ンは,国 産 汎 用 コ ン ピ ュ

ー タ振 興 策 以降(ポ ス トICL)の イ ギ リス産 業 省 の 重点 強 化 分 野 と見 ることがで

きる。

フラ ンスで は78年 末 に,「 新5カ 年助 成 策 」 が 発 表 され た 。同 政 策 は 助 成 額

規 模,期 間 の 点 で プラン ・カルキュルに 匹敵 す るが,内 容は 全 く一新 され た 。つ ま

り,重 点 目標 は① デー タベ ースの 整 備②VLSIな ど部品分 野 強 化 ③ 中 小規 模 ユ ー

ザ ー お よ び メ ー カーへ の 助 成 ④ 学 校教 育へ の マ イ ク ロコ ン ピ ュー タ導 入 ⑤ ワ ー ド

プ ロセ ッサ な ど オ フ ィス ・オ ー トメ分 野 強 化 と,イ ギ リス と ほぼ 同 様 の 考 え方 を

見 せ て い る。た だ し大 きな 特 色 と して,デ ー タベ ー スの整 備 に ト ップ ・ク ラ ス の
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プ ライ オ リティをっ け てい る。これ は78年1月 に,予 算 省査 察官 シ モ ン ・ノラ氏

よ りデ ィス カ ー ル ・デス タ ン 大 統 領 に提 出 され た 報 告 書(通 称 「ノラ ・レポ ー

ト」)で,海 外(特 に ア メ リカ)の デ ー タベ ー ス に依 存 す る危 険 性 と デ ー タベ

ース 整 備 によ る 情 報 流 通 の 重 要 性 が説 かれ た こ とを反 映 して い る と も見 る こ と

が で き る。 ノラ氏 は 同 レポ ー トで,現 状 の ま まで は ア メ リカ籍 企業 に よ って ネ ッ

トワー ク/デ ー タベ ー ス両 面 で 支配 され る とい う危 機意 識 を打 ち出 して い る 。こ

れ は第1期 の波 用 コ ン ピ ュー タに対 す る危 機感 か ら,フ ラ ンスが大 きく意 識 を転

換 して い る こ と を如 実 に 示 す もの で あ る。

西 ドイ ツ政 府 の'場合 は,76年 か ら開始 され た第3次 情 報処 理 振 興政 策 が79年

ま で続 くた め,イ ギ リス/フ ラ ン ス程 の 目立 った 新 政 策 は 打 ち出 され て い な い ・

しか し,既 に触 れ た よ うに第3次 施 策 自体,汎 用 コ ン ピ ュー タか ら ミニ コ ンあ る

い はSBC(ス モ ー ル ・ビジネ ス ・コ ン ピ ュー タ)へ の助 成 比 率 を高 め るものであ

る。 しか も,さ らに 重要 な こ とは,ア プ リケ ー シ ョンR&Dに 対 す る助 成 を 第2

次 施策 に くらべ てか な り重 視 してい る こ とだ 。 アプ リケ ー シ 。ンと して は,①D

BMS(デ ー タベ ー ス ・マ ネ ジ メ ン ト ・シ ス テム)な ど ソ フ トウ ユア ② ユ ー ザ ー

の ア プ リケ ー シ ョン開 発 ③ 医 学/教 育/輸 送 な どの情 報 シ ステム④ パ タ ー ン認識

な どが 重 視 され て い る。 また,第3次 政策 とは 別 に 進 め られ て いたIUD(イ ンフ

ォメー シ ョン&ド キ ュメ ンテー シ ・ン)な どの デ ー タ ベ ー ス整 備 計画 や,電 子 部

品R&D援 助 策 の よ うに,今 後 も続行 強 化 され る政 策 も見逃 せ な い 。西 ドイ ツ政

府 は,第4次 政 策 は 策定 しな い と表 明 して お り,今 後 は 個別 テ ーマ毎 の 育 成 策 を

発 表 して い くこ とに な るが,上 記 分野 は この 場合 の 重 点 強 化項 目に な る と思 わ れ

る。
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1.2ヨ ー ロッパ 主要 国政府 の 現行 サ ポ ー ト策

主 要 国 の コ ン ピ ュー タ関 連 サ ポ ー ト策 は,各 国 ベ ー スあ るいは ヨー ロ ッパ 規模

で 進 め られ て きた が,Unidataと い う連 合 の 崩壊 以後 全 く新 しい局 面 に 入 って い

る。ECもUnidata以 後,ア プ リケ ー シ ・ン重 視 の 政策 を打 ち出 して い るが,E

C政 策 の 成 果 と い う もめ は コ ン ピ ュー タ分 野 に か ぎ って は あ ま り見 出 され て い な

い 。 ア メ リカの コ ンピ ュー タ関 係 者 も,ECの コ ン ピ ュータ政 策 に つい て は 大 き

な 評 価 を下 して い な い よ うだ。これ に対 し,各 国 ベースの ポス トUnidata政 策 は,

メ イ ンフレ ー ム とい う柱 が 取 り除 か れ た だ けに 極 め て多彩 に な って お り,ア メ リ

カで も関 心 を寄 せ て い る。

ヨー ロ ッパ各 国 政 府 は,新 政 策 の 決定 に 当 って,当 然 ア メ リカや 日本 の 動'向 を

慎 重 に検 討 した.例 えば,イ ギ リス産 業 省 の マイ ク ロエ レ ク トロニ ク ス政 策 関係

の 資 料 を見 て も,ア メ リカお よ び日 本 の研 究 プ ロ ジ ェク トに つ い て,関 連 資 料 で

言 及 して い る 。

ア メ リカの コ ン ピ ュー タ産 業 の発 展 は,ヨ ー ロ ッパ とは 全 く異 な った基 盤 に よ

って い る.政 府 の 大規 模 プ ロ ジ ェ ク トに よ る技 術 開 発 成 果 の民 間へ の移 行,あ る

い は民 間 分 野 の 巨大 な 研 究開 発(R&D)投 資,こ れ は ヨー ロ ッパ では 見 られ な

い もの で あ る 。 ちなみ に,77年 の ア メ リカの 全産 業 界 のR&D投 資額 は,180

億 ドルに も達 す る 。連 邦 政府 と な る と,225億 ドル とい う巨額 な もの だ 。しか も,

コ ン ピ ュ ー タ産業 界 のR&D費 は20億 ドルで,こ れ は 自動 車業 界 に次 いで 第2位

の 規 模 で あ る 。 こ う した莫 大 な 研 究 開 発投 資 に裏 うち され て,ア メ リカの ネ ッ ト

ワー ク ・サ ー ビスの ヨー ロ ッパへ の 進 出,特 に デ ー タベ ースに よ る攻 勢 に拍 車が

か か って い る 。 あ る いは ま た オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ 。ン と い った将 来 を先取 り

し た問 題 も,最 近 の ア メ リカの 中 心 的 話 題 にな って い る。

日本 に対 す る ヨー ロ ッパの 関 心 は,ア メ リ カとは ま た違 っ た もの で あ る 。 ま

ず,メ イ ン フ レー ム分 野 に国 産3グ ル ー プが あ り,し か も相 当 の シ ェア を確 保 し
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て い る点 だ。 これ は1国1社 さ らに は アメ リカ系 メー カー に過 半 数 の シ ェア を押

え られ て い るヨ ー ロ ッパ とは 好 対称 で あ る 。 また,VLSIの 共 同開 発 や いわゆ る

機 情 法 な ど,新 しい 試 み に つ いて も先 行 例 と して関 心 を示 して い る。

こ う した ヨー ロ ッパ を取 り巻 く環境 とUnidataの 失 敗 とい う2つ の 要 素 に 対

応 しつ つ,各 国 の特 殊 事情 を も考慮 した の が,一 連 の ヨー ロ ッパ新 政 策 で あ る 。

対 応 の ひ とつ の 典型 的 例 として,フ ラ ンス のい わ ゆ るノ ラ ・レポ ー トが 興 味 深 い 。

同 レポ ー トにつ い て は既 に 触 れ た とお り,フ ラ ン ス予 算 省 財務 査 察 官 シモ ン ・ノ

ラ(SimonNora)が,デ ィス カー ル ・デ ス タ ン大統 領 の 要 請 で ま とめ た 「情 報

化促 進 に 関 す る指 導 方 法 につ い ての考 察 」 で あ る 。 この 中 で ノラ氏 は,フ ラ ンス

経 済 の 立 直 し,特 に 国際 収 支 の 改善 か ら国 内需 要 喚 起 さ らに雇用 促 進 まで,情 報

化 政 策 が重 大 な意 味 を持 つ と述 べ て い る.具 体 的 に は情 報 の効 率 的 流 通 と利 用 を

重 視す べ きと して,ネ ッ ト ワー ク とデ ー タベ ー ス の 整 備 を急 務 と して い る。現 状

で は ア メ リ カ企 業 に よ っで 「ネ ッ トワー クお よ び デ ー タベ ー ス両 面 で支 配 され,

これ は 国 家 的危 機 につ な が る」 と さえ警告 して い る。

ノ ラ ・レポ ー トで も指 摘 され て い るよ うに,ヨ ー ロ ッパの 新 しい コ ン ピ ュー タ

関 連 政 策 の特 色 は,経 済 ・社 会 政 策,特 に失 業 問 題 の 改 善 を背 景 に か か げ て い る

点 だ。 コ ン ピ ュー タ利用 の促 進 は,省 力 化 に よ って失 業 者 を増大 させ る危 惧 が 指

摘 され る一 方 で,こ うした現 象 は あ くまで 短期 的な もの で あ り,長 期 的に は生 産

性 改善 →競 争 力 強 化 →販 路拡 大 → 国際 収 支 改 善 → 国 内 需 要喚 起 →雇用 促 進 に つ な

が る と して い る.イ ギ リス産 業省 の マ イ ク ロエ レ ク トロニ ク ス強 化政 策 発 表 の際

に も,キ ャラバ ン首 相 自 ら長期 的 な雇 用 促 進 に つ なが る旨 強調 して い る。特 に,

イギ リスで は新 政策 を打 ち出す に 当 って,雇 用 に 対す る可 能 性 を徹 底 的 に検討 し

た よ うで あ る(参 考 資料A～E参 照)。

ヨー ロ ッパの 新 サ ポ ー ト策 の基 本 にな って い る のは①Unidataと い う本 体分野

失 敗 に伴 な う新 しい強 化 分野 の選 択 ② ヨー ロ ッパ を取 り巻 く環 境,特 に アメ リ カ

の ネ ッ トワー ク/デ ー タ ベ ー ス攻 勢 へ の対 処③ 経 済 不 安 な ど各 国独 自の 問題 へ の

対応 で あ る。 こ う した結 果生 まれ た各 国 の現 状 政 策 をま とめ ると表2の ようにな る。
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表2 ヨ ー ロ ッ パ 主 要 国 の 現 行 サ ポ ー ト政 策

＼ イ ギ リ ス フ ラ ン ス 西 ド イ ツ
・ICL助 成(68～76年)…68～72年950万 ポン ド ,73～76年4000万 ボ ンド ・第1次 プラン・カルキュル(66～70年)「 コンピュータ産業 . ・第1次 情報処理振興政策(67～70年)

・その他ACTP.SPS,NCCな ど継続中の ものあ り ・第2次 プラン ・カルキュル(71～75年)…12億 フラン(うら ・3億5300万 マルク/5ケ 年

全

経 過 ・・… 塀 ・ル・し・疏 ・次・終了)器 織 留

ラン

・第2次 情報処理振興政策(71～75年)

・18偲1100万 マル ク/5ケ 年

体 。全体 的なサポー ト策はない。 分野毎には以下の ように大別 される。 。プラン ・カルキ ュル自体 は終 了したが.以 下の形 で実質的 ・第3次 情報 処理振興政策(76～79年)…15偲7500万 マル

マイクロエ レク トロニクス ・サポー ト策 には踏襲されている。 ク/4ケ 年(第4次 としては策定 しない)

施 ・コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ ス ・サ ポ ー ト 策 CII-HBサ ポート(76～79年3月)・ 補 助金12億 フラン
・その他(オ フィス ・オートメーシ・ンーNEBのNexos,79年1月 設立) .買付 保障40偲5000万 フラン

策
現 行 ・プラン・ペリ(ペ リアンフォルマティク産業強化策)

・ニュー政策(情 報化5ケ 年計 画)…22但5000万 フラン

/5ケ 年(78年12月 ディスカール ・デスタン大統領発表,

プラン ・カルキュルよりもカバー範囲の広い5カ 年計画 とみられる)

・マ イ ク ロ エ レ ク トOニ ク ス ・サ ポ ー ト 策 ・Plande8ComposantCICPIan')6促1フ ラ ン/5ケ 年 ・コンポネン ト開発(76～79年)2低2000万 マルク/4ケ

施 策開始(発 表)時間 期 間 助成予算 援 助 形 態 備 考 ・(ニ ュー政策の中 に組 み込 まれ ていると伝えられ る) 年
IC/ *INMOS・ (78年7月 創立) 一 5000万 ポンド 資本投資 NE跡75%保 有 アメリカ有力企業との合弁Φ業を推進 ・電 子部品R&D援 助(74～78年)… 第3次 とは別、今後

VLSI 開発 コストの50 Saint司Gobain/Nation息lSemiconductor等 も延長
*MISP

.

78年7月 5年 7000万 君ンド %ロ ーン25%

の補助金

業界援助 一ー一…艦
。竺;o瓢 。,ル

*MAP 78年7月 数ケ月 5500万 ポンド 同 上 アプリケーら ン促進

分
*拡 充策 (78年12月) 3ケ年 1億 ポンド 一 うら4000万 ポ ン

はMAPに 適用
野 ・コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ ス ・サ ポ ー ト ・特になし(国 内企業が優勢 なので必要 を感 じてい ない) ・特 にな し(た だし.第3次 政策の中 のアプリケ ーシ・ンR

サ ービス *SPS…73年 開始,開 発 コス トお よび マーケティング ・コス トの50%ロ ーン ただ し,デ ータベース分 野のみの強 化は急務 と考 えてい る &D助 成を通じては行なわれている)
別 産 業 *PPDS.DCS・ ・サービス分野以外にも適用,PPDSは25%ま での補助金 もある。 ・5億 フラン/5ケ 年(ニ ュー政策に組 み込 まれている) ・データベース開発 ブoジ エク ト(ex .lnformation&

*Insac…77年9月NEB力 殺 立 したパ ッケージ輸出援助 会社。 DocumentationProgramme74～77年)

の ICL CII-HB Siemens一
国産本体 ・資金援助は76年9月 をもって終了 ・資金援 助は79年3月 で 終了,以 後 はニュー政 策 での援助 ・第3次 の 中のコンピュータ産 業R&Dを 通 じて資金援助.

施 メ ー カー ・ ・優先 買上は.中 央政府機関 の場 合ア トラス以 上の ものについて を申請で きる。 ただし重 点はMxdorfな どミニコン/SBC重 視へ移行 し

資金援助 同等の場 合は買 上げを推進(窓 口:CentmlComputerAgency)・ ・優先買上は特にやっていない(同 等機能なら国産購入の助 ている。
策 優先買上 公共機関 ・地方 自治体,大 学 に関 しては強 制 していない(大 学の窓 口: 言程度.'こ だしCII-HBへ の 莫大 な買 付保 障 あ り) ・優先 買上 策はと っていないcf政 府 機 関 民 間

レンタル C。mputerB。arの ・レンタル支援は政府機関購入 に関 して は国 の資金援助 を受 (同等機なら助言はしていIBM50% 60%

.支 援 ・レンタル支援は特 になし けたCNMEが ある。民間に ついて はな し。 る)Siemens4〔 刀6 20%
・レンタル支援 をする組織 はな

い(銀 行融資は他と同じ利子率)
ピ ッ ダ ・ ・国防プ ロジェク トの成果が民 間に出てい くよ うになっていない。 ・特 にな し ドイツ1ケ 国単位ではない
プロジ ェ ・米国のNASAに 匹敵す るよ うな もの はない。 ・ESA(EuropeanSpaceA3sn .)な どEC規 模 の プ ロ ジ ェ

ク ト ク トはあるが規模の 点でNASAと は比較にな らない。
そ ・コン ピュータの分 野のみに特 定な ものはない ・特にな し ・]ン ピュ一夕産業育成 のための特 別な ものはない。

税 制 ・IndustryActに よって,新 規工場設立の際の投資控除はあ る。

・地域開発な どを通 じた優遇措 置はあ る。
の EC

粥 レ ・特 に脅威は感 じていない ・今迄 もオープン競争だ ったか ら.別 に問題 としていない。 ・今 迄 も自由競争の意 識だったか ら脅 威はない。

(オープン ICLウ ィルソン社長の提案(79年1月)
他

入札
への

「ECメ ンバー国政府は,ヨ ーロ ッパ ・メ ーカーのみか ら購入すべ き」

コメ ン ト

☆SPSの 例 ☆プラン ・ペリの例 ☆第3次 政策 のコンピ ュータ産 業R&Dお よびアプリケーシ

助 成 金
援助:開 発 コス トの50%}ま での ローン

初年度 マーケティング ・コス トの50%

援 助1年 間売上高 目標達成 に要する資金の半分 を援助

{
(政府と受給者の 「成長契約」)

'ン 開発 助成 の例

援助:近 い 将来マーケティ ング計 画のある もの …O－ ン

返済の例 返済:成 功 した場合.イ ンフレ分 を引い た実質助成額+賦 課金(25%相 当)を 支 返済:目 標を達 成した場 合は,返 済の要 なし

{一 一 画一一 助金払う,賦 課金の支払比率,期 間は.成 功(売 上高)の 度合いに応じて変動 達成できなかった場合は,目 標と曳綱売上高の差額 返済1ロ ーン返済は成功した場合のみ支給終了後3年 後か

する。 を返済 ら年利6.5%で5ケ 年 で支払 う。

☆MAPの 例

. {豊麗 三熱;聡 ㌫ 蒜 ㍊㌶}雀㌶ ご助金



(1)全 体 的 サ ポ ー ト施 策

全 体 的 施策 と して は,78年 末 に フラ ンスで 新5ケ 年 計 画 が デ ィス カー ル ・

デ ス タ ン大 統 領 に よ って発 表 され た 。 これ は 予 算 規模 お よ び対 象 期 間 の点 で,

以 前 の プ ラ ン ・カ ル キ ュルに 匹敵 す る もの で あ る。 しか し,プ ラ ン ・カ ルキ ュ

ル が 国産 機,特 にCII中 心 の強 化策 だ ったの に 対 し,新 政 策 は ア プ リケ ー シ

ョンを重 視 して お り,デ ー タベ ース の整 備 や教 育 分 野 の マ イ ク ロプ ロセ ッサ利

用 を優 先 して い る 。

西 ドイツの 場 合 は,76年 以 来 進 め られ て い る第3次 政策 の 途上 に あ る 。 こ

の点 で,75年 で 第2次 プ ラ ン ・カ ル キ ュル と い う全 体 施 策 を終 了 した フ ラ ン

ス,あ るい は76年 でICL助 成 を打 ち切 った イギ リス に く らべ,多 少 事 情 を異

に して い る 。つ ま り,イ ギ リス お よ び フラ ンスが,77～79年 に か け て矢継 早

に 新 政 策 を打 ち出 した の に対 し,西 ドイ ツの 場合 は第3次 政 策 で じ っく り対応

しよ う と構 えて い る 。 しか し,西 ドィッの 場合 も,80年 以 降第4次 施 策 とい

う全 体 的 サ ポ ー ト策 は と らな い と して お り,個 別 テ ーマに よ る助 成 策 を展 開 し

て く る もの と思 わ れ る 。

イギ リスには 従 来 よ り,フ ラ ン スの プ ラ ン ・カ ル キ ュルや 西 ドイ ツの 情報 処

理 振 興 策 の よ うな 全 体 的サ ポ ー ト策名 はな か った。 しか し,内 容 的 に は,ICL

に 対 す るR&D助 成 を中 心 に,ソ フ トあ るい は基 礎技 術 開発 援 助 な ど,フ ラ ゾ

ス/西 ドィッ の全 体 策 と同 じ もの で あ った 。

◆

●

(2}分 野 別 サ ポ ー ト施 策

分 野 別 サff－ ト策 で,現 在 各国 が 最 も力 を入 れ て い るのがIC/VLSI/マ イ

ク ロプ ロセ ッサ の分 野 で あ る 。イギ リス では,マ イク ロ エ レ ク トロニ ク ス政 策

と称 して,業 界強 化(MISP),ア プ リケ ーシ ョ ン開発 促進(MAP),新 企 業設

立(INMOS)な ど多様 な サ ポ ー トが 進 め られ て い る。 フ ラ ンスでは,プ ラ ン ・

デ ・コ ンポ サ ン("PlandesComposant")の 中 で,ア メ リカ系 企業 との 合

弁 事 業 な ど を強 力 に推 進 して い る。 なお,同 政 策 は新5カ 年 計 画の中 に 組 み 入
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れ られた とも伝 え られ る。西 ドイツの 場 合 も,第3次 施策 とは 別 に電 子 部 品R&

D援 助策(74～78年)が 進 め られ てお り,こ れ は79年 以 降 も続 行 され る。 こ

の 外,コ ンポ ネ ン ト開発 計 画(76～79年)も あ り,こ の分 野 へ の て こ入 れ ば

か な り重 視 し てい る 。

サ ー ビス産 業 分 野 で は,イ ギ リス が 積極 的 政策 を展 開 して い る。 ソ フ トウ ェ

ア ・パ ッケー・ジの 海 外市 場売 り込 み を計 るInsacや(第3章3.3参 照),パ ッ

ケ ー ジ開 発 あ る いは マ ーケ テ ィン グに 資金 援助 を行 な うSPSな ど,マ ーケ テ ィ

ング面 を重 視 して い るのが 特 色 で あ る。 フラ ンス の場 合 は,新 政策 の中 で デ ー

タベ ー ス整 備 が 目玉 にな って い る。 た だ し,フ ラ ンスの サ ー ビス業 界 は 市 場 規

模 あ る いは 国 内企 業 の 勢力 の 点 で,ヨ ー ロ ッパの ト ップ ・ク ラ スに あ るた め,

業 界 支 援策 とい った もの はな い 。西 ドイ ツで は,第3次 施策 の中 で ア プ リケ ー

シ ョ ンR&D助 成 を通 じて ソ フ トウェ ア分 野 の 強 化が 行 な わ れ て い る。 この 外,

デ ー タベ ー スの 整 備 に関 しては,第3次 とは 別 個 の助 成 策 が と られ て い る。

メ イ ン フ レー ム分 野に 関 して は,各 国 と も初 期 の サポ ー ト策 か ら全 く様 相 を異

に して い る。 まず,イ ギ リス で は,76年9月 を も ってICL助 成 は終 了 した 。

一方 ,フ ラ ンスで は,合 併 会 社CII-HBに 対 し,買 付 保 障やR&D助 成 な ど

莫大 な 金 を投 入 して い る。 た だ し,こ れ も79年 で打 ち切 られ,そ の 後 のCII

-HBオ ン リーの 助成 策 は予 定 され て い な い 。西 ドイツ で も,第3次 政 策 の 中

で,Siemensへ の 助 成が 行 な わ れ て い るが,比 率 の 点 で はNixdorfな ど ミニ

コ ンや ス モ ール ・ビジ ネ ス ・コン ピ ュー タな どが増 大 して い る。

メ イ ン フ レー ムの 優先 買 上 げ に つい て は,各 国 政府 共 積極 的 な説 明 を 避 け て

い る。 しか し,例 えば フラ ンス政 府 の 買 付保 障 に しろ,.あ るい はICLやCII

-HBが 民 間 市 場 に く らべ公 共 市 場 で か な りの シ ェア を保 有 して い る 点 か らみ

て,優 先 購 入 は 現 実 には あ るよ うだ。 これ に対 し,ア メ リカ系 メー カ ーは 度 々

不 満 を表 明す る一 方,ヨ ー ロ ッパ ・メ ー カ ー は購 入策 が不 明瞭 で 弱 い との 要求

を 出 して い る状 況 にあ る。

この 外,例 えば アメ リカの 巨大 プ ロ ジ ェ ク トを 通 じた 援助 に見 合 う よ うな も
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のは 各 国 共 な い 。税 制 上 の 優遇 措 置 に つ い て も,コ ン ピ ュー タ産 業 に 直 接 的 に

関 係 した もの は な い よ う だ 。

(3}ま と め

ヨ ー ロ ッパの 主要 国 は60年 代後 半 に お いて,「 国産 メイン フレ ーム 企業 の 育

成 強 化 」を旗 印に,一 斉 にサポ ー ト策 を開 始 した 。Unidataと い う造 山 運動 を ピ

ー クに10年 ,サ ポ ー トの 力点 は 各 国 と も大 き く転 換 した 。今 後 は イギ リス の

企 業 庁(NEB)が わ ず か1年 余 の間 に 続 々 と新 企業 を設 立 と した3分 野 とデ ー

タベ ー ス分 野 が,強 化 テ ー マの 柱 に な る。 即 ち,ソ フ トウ ェア ・パ ッケ ー ジ;

半導 体;オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョン;デ ー タベ ース整 備 で あ る 。

ぜ

も

び
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1.3主 要企 業 の動 向

今 回 の 調 査 で は,政 府 の コ ン ピ ュ ー タ 政 策 担 当 部 署 の 外,ヨ ー ロ ッ パ の2大 メ

イ ン フ レ ー ム ・ メ ー カ ー と し て イ ギ リ ス のICLお よ び フ ラ ン ス のCII-HB,サ

ー ビ ス 関 係 で 注 目 さ れ る イ ギ リ ス 企 業 庁 のInsacお よ び フ ラ ン ス のCISI4社 を

訪 問 し た 。

(1)2大 メ ー カ ー

フ ラ ンス でCII(CompagnieInternationalPoure'lnformatique)と

HoneywellBullが 合 併 して 以来,ヨ ー ロ ッパ に は 勢力 面 で拮 抗 す る2大 メ イ

ン フ レー マ が出 現 した 。 イ ギ リスのICLと フ ラン ス のCII-HBで あ る。 西 ド

イツのSiemensも,78年 に 主力 機 シ リーズ で フル ・ラ イ ンを整備 し,コ ン ピ

ュータ事 業 で初 め て利 益 を計上 した が,2大 メー カー に く らべ る とま だ遅 れ を

と って い る。

ICLは68年 に,イ ギ リス政 府 の 国産 コ ン ピ ュー タ開 発,育 成 の 中 枢 と し

て設 立 され た 。その 後,財 政 危 機 に 見舞 われ るな ど ピンチ に陥 ったが,G.ク

ロス氏 な どの抜 て きに よ って切 り抜 けた 。総 売 上 高 の50%以 上 を海 外 で 達 成

す る唯 一 の ヨー ロ ッパ ・メー カー と しての 地 位 を築 い て い る 。 しか も,76年

9月 の 政 府助 成金 入 手 以 降,助 成 金不 要 を打 ち出 し,目 下 政 府 に返 還 を行 な っ

て い る。 この 点 で も,フ ラ ン スのCII-HBや 西 ドイツのSiemensよ り数歩 リ

ー ドして い る と言 え よ う
。

ICLの 基 本 戦 略 の ひ とつ は,海 外 市場 で の シ ェ ア拡 大 に あ り,ヨ ー ロ ッパ 大

陸 を中 心 に各 国 に販 売 網 を拡 充 して い る。 特 に76年 に ア メ リカSinger社 の 事

務 機 器 部 門 を吸収 した た め,Singerが 築 いて いた 世界 の マ ーケ テ ィン グ 網 を

入手 す る と共 に,POS(ポ イ ン ト ・オブ ・セ ール ス)や 小 型 機 分 野 の 製 品を一

挙 に拡 大 した 。
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一方 ,CII-HBは,76年 に発 足 した欧 米合 併 企 業 であ る 。CII自 体 は,

フラ ンス政府 の 国産 機 振 興 策 「プ ラ ン ・カル キ ュル」 の 荷 い手'と して66年 に設

立 された 。ICLよ り2年 早 い発 足 で あ る。 その後,Siemensお よ び オ ラ ンダ

のPhilipsと,ヨ ー ロ ッパ ・コ ン ピ ュー タ連 合Unidataを 結 成 した が失敗 し,

HoneywellBul1と の合 併 に 踏 み 切 った 。 フ ラ ンス政 府 は コ ン ピ ュー タ 産 業

面 で,終 始 ナ シ ョナ リステ ィ ックな 政 策 を推 進 して きた だ けに,ア メ リカ系 企

業 との合 併 は,当 時 国 内に もか な りの シ ・ック を与 え た。 この た め,反 対 運動

もあ った が,フ ラ ンス政府 の 強 力 な支 援 で 発足 し,特 異 な タ イ プの 「ヨ ーロ ッ

パ ・メー カー」 とな った。

CII-HBは 合 併 企 業の 特 色 と して,多 彩 な コ ン ピ ュー タ ・シ リーズ を 提 供

して い る。現 在,80年 代 に む け て,こ れ らシ リー ズの統 一 ラ イ ンの開 発(P7

Gプ ロ ジ ェ ク ト)を 進 めて お り,早 けれ ば 今年 末 まで に 第1号 機 が 発 表 され る

予 定 にな って い る。

表3は,ヨ ー ロ ッパ2大 メー カー の 勢力 を比 較 した もの で あ る。売 上高 の面

で は,77年 お よ び78年 と も,CII-HBに 遅配 が あが った 。 しか し,ICL

は その 差 を縮 めて お り,両 社 の 競 争 は今 後 ます ます 激 イヒしそ うだ。 な お,ヨ ー

ロ ッパに第2のUnidataが 出 現 す る可能 性 に つ い ては,政 府 お よ び企 業 関 係

者 の何 れ もこれ を否 定 して い る。 しか し,CII-HBの 場 合 には,企 業 の基 本 方

針 として他 社 との 密 接な提 携 をかか げ てお り,依 然 ヨー ロ ッパ の結 束 を呼 びか け

てい る と も伝 え られ る。ICLと 日 立 の 技 術交 流(78年),Siemensと 富 士

通 の販売 提 携(78年)な ど,日 本 の メ ー カ ー との結 びつ き も活 発 に な っ て い

るが,利 益 転 換 したSiemensも 含 め て ヨー ロッパの コ ン ピュー タ産 業 界 が80

年 代 に どん な 動 き を見 せ るか は 興 味深 い 。
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表3ヨ ー ロ ッパ2大 メー カーの 勢 力 比較

`

ICL

(78年9月30日)

CII-HB

(78年12月31日)

総 売 上 高
509.4百 万 ポ ン ド

(約1997億 円)注1

4500百 万 フラン

(約2025億 円)

純 益
26.8百 万 ポ ン ド

(約105億 円)

190百 万 フラ ン

(約88億 円)

海 外 市 場 売 上 50.9% 48.4%

要 員 数 33,778人 (注2)18,043人

要員1人 当 り売 上
15,000ポ ン ド

(約590万 円)

250,000フ ラ ン

(約1100万 円)

純 益/売 上 高 5.26% 4.2.3%

R&D投 資
50百 万 ポ ン ド

(約196億 円)

500百 万 フラン

(約225億 円)

(注3)国 内 市 場 シ
ェア 27.0% 19.8%

(注1)交 換 レー トは1ポ ン ドー392円,1フ ラ ン ー45円 と し

て 計算

(注2)77年 末の 時点 での要 員 数

(注3)76年 末の 設 置 金 額 ベ ー スの シ ェア(IDC調 べ)

■

(2)サ ー ビス会 社

サ ー ビス会 社 と して は,イ ギ リス企 業 庁 のInsacと フ ラ シス のCISIを 訪 問

した 。 前者 は イギ リス政 府 の ソ フ トウ ェア ・パ ッケ ー ジ海 外売 り込 み支 援 の た

め設 立 され た新 会 社 で あ り,後 者 は ヨー ロ ッパ最 大規 模 の 総 合 コ ン ピュー タ ・

サ ー ビス会 社 で あ る。 この点 で は,ヨ ー ロ ッパ全 体 の コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビス

産 業 の動 向 を把握 す る点 で興 味 深 い 存在 で あ る。

イギ リス産 業省 は,ソ フ トウ ェア ・プ ロダ ク ツ ・ス キー ム(SPS)と い っ た

ソ フ トウ ェア ・パ ッケー ジのR&D助 成 を行 な って い る。Insacは こ う した 成

果 を海 外,特 に ア メ リカ な ど先 進 市場 で販 売 す る の を 目的 として い る。 現 在,
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CAP,Systime,SPL,SDLと い った有 力 企 業 が メ ンバ ー とな ってお り,今 後

メ ンバ ー数 を拡 大 して 行 く方 針 で あ る 。企業 庁(NEB)は,メ ンバ ー 企業 の株

式 の25%以 上 を保 有 す る こ とに な って い る。逆 に言 えば,Insacメ ンバ ーの

主 要株 主 は 政 府 で あ り,政 府 の 資金 で ソ フ ト ・パ ッケ ー ジの 開発 あ るい は海 外

売 り込 み を促 進 し よ うとい った もの で あ る。 この意 味 で は,他 の 国 々に は 例 の

な い特 異 な企 業 で あ る。

Insacは パ ッケ ー ジの外,郵 電 公 社(BPO)の プ レス テ ル ・ノ ウハ ウの海 外

売 り込 み に も努 力 してお り,イ ギ リスの 先 行 技 術 の海 外 輸出 機 関 の役 割 を 荷 っ

て い る と も言 え る。

CISIの 場 合 も,フ ラ ンス原 子 力 委 員 会(CEA)の デ ー タ処 理 部 分 が ス ピン

オ フ し て設 立 され た もの で,現 在 で も同 委員 会 の コ ン ピ ュー タ業 務 を一 手 に 引

受 け て い る。 フ ラ ンスの コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビス市 場 で は,国 内 の サ ー ビス会

社 の勢 力 が 強 く,ア メ リカ企業 は 会 話 型 処理 サ ー ビス分 野 の み で活 発 な活動 を

展 開 して い るに過 ぎ な い。

フラ ンスの サ ー ビス会 社 は,数 年 来 有 力 企 業 同 士が 合 併,提 携 を 繰返 し,そ

の規 模 を拡 大 して きた 。CISIも 例 外 で は な く,イ ギ リ ス お よ び フ ラ ン ス 両

国 で 活 動 して いたSIAを 吸収 した 外,CAP/GEMINI/SOGETIと い う3社

合 併 の結 果 出現 した大 手 サ ー ビス会 社 の株 式 の34%を 保 有 して い る。

ア メ リカ企 業 の 進 出 につ いて は,今 後 デ ー タベ ース の 流入 を警 戒 して い る。

既 に,SDCやLockheedな どの文 献 情 報 サ ー ビスは,オ ンラ イ ンで入 って き

て お り,CISIも その 対策 を検 討 中 と述 べ て い た 。 また,Transpacな ど新 し

い ネ ッ トワ ー クの 稼動 後 は,ア メ リ カ市 場 へ 逆 に参 入す るこ と も考 慮 して い る。

ハ ー ドウ ェ ア企業 の ア メ リカ進 出 は 既 に1部 行 な われ て い るが,今 後 ヨ ーFッ

パ の サ ー ビス 会社 が ア メ リカ市 場 で ど こ まで や れ るか 興味 深 い 。

Insacあ るいはCISIと も,ア メ リカ市 場 で の実 績 づ く りは これ か らだが,

同 市場 に 並 々な らぬ意 欲 を燃 や してい る こ と,さ らに進 出 の手 段 と して,ア メ

リカ企 業 の 吸 収合 併 を画策 して い る こ とな ど,積 極 的 姿 勢が うか が わ れ る 。
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第2章 主 要 国 の コ ン ピ ュ ー タ関 連 施 策

2.1イ ギ リス産 業省 の コン ピュー タ関連 施策

調 査 先

所 在 地;

調査期 日;

面 接 者;

調 査 員

DepartmentofIndustry

(Computers,SystemsandEIectronicsDivision-CSED)

DeanBradlyHouse,52

HorseferryRoad,London

SWIP2AG

UnitedKingdom

1978年12月11日(月)

Mr.BrianR.Taylor(CSED)

Mr.RichardP.Brown(CSED)

Mr.N.Bernard(CSED)

岡 崎,鈴 木

`

2.1.1経 過

イ ギ リ ス 政 府 の コ ン ピ ュ ー タ 関 連 サ ポ ー ト策 は,1965年 の 科 学 ・技 術 振 興 法

(Science&TechnologyAct1965)あ る い は1968年 の 産 業 拡 大 法(Indu-

strialExpansionAct)な ど を 基 に 進 め ら れ て き た 。 特 に,1968年 に 国 策 コ

ン ビ'ユ 一 夕 ・メ ー カ ーICL(lnternationalComputersLtd)を 設 立 さ せ た

こ と に よ っ て,そ の 後 同 社 の 育 成 を 中 心 に 様 々 な 振 興 策 が と ら れ た 。 例 え ばIC

L助 成 以 外 で は,ハ ー ド ウ ェ ア 技 術 全 般 の 育 成 を ね ら っ たACTP(Advanced

ComputerTechnologyProjects),ソ フ ト ウ ェ ア 分 野 強 化 策 と し て のSPS

(SoftwareProductsScheme)な ど を は じ め 多 く の プ ロ ジ ェ ク トや ス キ ー ム

が 打 ち 出 さ れ た 。

イ ギ リ ス の サ ポ ー ト策 は,フ ラ ン ス の 第1～2次 プ ラ ン ・カ ル キ ュ ル と か,西
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ドイ ツの 第1～3次 情 報 処理 振 興 政策 の よ うに,期 間 を限定 した全 体 的な プロ ジ

ェク トに は な って いな い 。 この た め,施 策 の経 緯 を見 る場 合 の 区 切 り方 が 難 しい

が,1976年 以 前 と77年 以降 で 区別 す る とそ の力 点の 置 き方 の 変化 が 明確 に な っ

て く る。 つ ま り,76年 以 前はICLを 中 心 とす る メ イ ン フ レー ム分 野 の育 成 ・強

化が第1義 と され た 。表4は,69～75年 に お け る コ ンピ ュー タ産 業 助成 金 の主

な もの に つ い て そ の 内訳 を示 した もの で あ る 。同表 か ら分 るよ うに,ICLサ ポー

ト額 は 全体 の70%を 占 めて お り,ICLへ の て こ入 れ が い か に 重視 され たか 如 実

に示 され て い る 。従 って まずICL援 助 を中 心 に,イ ギ リス政府 の サ ポ ー ト施策

を振 り返 ってみ よ う。

ICL(InternationalComputersLtd.)は,1968年 にICT(Interna-

tionalComputersTabulating)とEE(EnglishElectric)が 統 合 され て

誕生 した 。 当 時 の労 働党 政権 は,主 要産 業 の 国 際競 争 力 を増 強 す るた め,産 業 再

編公 社(IndustrialReorganizationCorp.)を 設 置,国 内企 業 の統 合合併 を

推 進 した 。ICLの 設 立 は コ ン ピ ュー タ産 業 強 化 の 一 環 として行 われ た も(於 あ り,

同 じ68年 の 産 業 拡 大 法(IndustrialExpansionAct)に 基 づ い て,政 府 もI

CLに 資 本 参 加 し た(10.so/・)。

70年6月 ス タ ー トした 保 守 党 政 権 は,再 編 公社 お よ び産 業 拡 大 法 を撤 廃 した

ほか,コ ン ピ ュー タ産 業 サ ポ ー トの推 進母 体 で あ る産 業 省 を貿 易省 に統 合 し,

MinistryofTrade&Industryを 新設 す るな ど,一 連 の 機 構 改 革 を行 った 。

この た め,一 時 はICL助 成打 ち切 りか との 観 測 も出 た が,翌71年8月 回 政権 も

ICL助 成 を約 束 した 。

保 守 党 政 権 下 では,イ ギ リスの コ ン ピ ュー タ産 業 お よびICLの そ の後 の サ ポ

ー ト策 に 影 響 を与 え る よ うな 重 要 な 出 来 事 もい くつ か 見 られ た 。 まず71年11月

に お け る イギ リス議 会 科 学 技術 特 別 委 員会 の勧 告 に よ って,政 府 公 共分 野 で の国

産機 優 先 買 上 げ,効 率 的 調 達 を計 る機 関 が設 立 され るこ とに な った 。同機 関 はC'

CA(CentralComputerAgency)と して72年CSD(CivilServiceDepa-

rtment)内 に設 立 され た 。ま た,72年 お よ び73年 に は,ICL助 成 額 と して 各
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⑨

■

表4イ ギ リス政 府 の コ ン ピ ュー タ産業助 成 金(69-75年)

(単 位:千 ポ ン ド)

1969/70 197(レ71 1971/72 1972/73 1973/74 1974/75

ICL 4,000 3,250 2,250 11,950* 9,450 10,200

ア ドバ ン ス ト ・

コ ン ピ ュー タ技 術
430 630 450 670 610 400

ソ フ トウ ェ ア ・プ ロ

ロ ダ ク ッ計 画
一 一 一 30 60 150

ア プ リケ 』 シ ョ ン

プログラム& 一 一 一 1,450 780 450

ソ フ トウ ェ ア 開 発

CivilService

Department
一 90 110 200 200 530

ComputerAided

DesignCentre
450 490 420 670 970 1,320

NationalCom-

putingCenter
600 640 600 770 1,060 1,150

Extra-mural

Contracts
440 360 230 170 140 170

SciencRese-

archCounci1
一 700 860 919 一 一

合 計 5,920 6,160 4,920 16,820 13,270 14,370

合計額に占める
ICL助 成比率

68% 53% 46% 71% 71% 71%

`

。表 中 の 数 字 には 政 府 研 究 施 設 にお け る コ ンピ ュー タ関 連 のR&D支 出 は 含

まれ て いな い 。

。 ・この う ち3 ,150,000ポ ン ドは 英 政 府 がIndustrialExpansionAct(68

年 制定)に 基 づ き,ICL株 式 購 入 の た め支払 った もの 。 な お 英 政 府 は

68～69年 に35万 ポ ン ド相 当 を購 入 して い る。

。ICLに は76年9月,最 後 の助 成 金が 支払 らわれ た 。

々1,420万 ポ ン ド,2,580万 ポ ン ドを約 束,こ の 総額4,000万 ポ ン ドは76年 まで

の ニ ュー ・レ イ ン ジ2900開 発 費 の1部 に 充 当 され るこ とに な った 。 さ らに,73・
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年1月 のECへ の 加 盟 を機 に,ICLを 拡大EC域 内 に お け る リー ダー 的 コン ピュ

ー タ ・メー カ ーに す る こ と を目論 み ,労 働 党 政 権 に劣 らぬ支 援 が 行 われ る こ とに

な った 。

74年2月,労 働党 が 政権 を奪 回 す る と,ICLサ ポ ー トは 保 守 党路 線 を踏 襲強

化 され,ま た,MinistryofTrade&lndustryは 分 離 されて,コ ン ピュー タ産

業 については再 度産 業 省(DepartmentofIndustry)が 担 当 す ることにな った。

この間,大 陸 で は ヨー ロ ッパ連 合Unidataの 結 成(73年7月),Unidata

第1号 機 の 発 表(74年1月)と あわ た だ しい動 きが 見 られ た 。 イ ギ リス政 府 も,

ICLのUnidata参 加 をめ ぐ って,大 陸 側 と話 し合 い を も って いた が,結 局IC

Lが 独 自路 線 を望 ん だ た め,連 合 へ の 参加 は実 現 しな か った 。Unidataが 設 立

後 間 もな く崩壊 した こ と を思 えば,ICLに と って は幸 運 であ った と もい え る。

一方 ,ICLは,72年5月 か らG.ク ロス(GeoffreyCross)氏 を社 長 と し

て 迎 え,新 主 力機2900の 開 発 に取 り組 ん で い た 。 同開 発 には,72～73年 に か

け て,保 守党 政 権 が約 束 した4,000万 ポ ン ドが投 入 された 。

す で に触 れ た よ うに,イ ギ リス政 府 のICL援 助 は,①R&D資 金 助成'と,②

優先 買 上策 の2つ を柱 と して い る。① に つ い ては,76年 に4,000万 ポ ン ドの残 り

分 を受 け取 り,ICLは その 後 の助 成 を不 要 と して い る 。 ま た,こ れ までの 助 成

金 に つ い て は,78～85年 に か け て業 績 に 応 じて 政 府 に返 却 す る ことに な って い

る。 一方,② の 優 先買 上 策 に つ い ては,今 後 と も続 行 強 化 を要 求 して い る 。

優 先 買 上(BuyBritishPolicy)は,こ れ ま でに た びた び,イ ギ リス議 会 で

も論 争 の種 とな った 。 ス コ ッ トラン ドに 大 規 模 な 工 場 を有 し,「 イ ギ リス の コ ン

ピ ュー タ ・メー カ ー」 とい うイ メー ジ確 立 にや っ きとな って い るHoneywellや,

輸出 入 バ ラ ンスに 多 大 の 貢 献 を して い る とす るIBM・UKな どか ら,政 府 のICL

優 遇措 置 が 非 難 の 的 とな ったか らだ 。 しか し,ICL側 で は,政 府 の 購 入策 は す

べ て の 公共 機 関 に適 用 され て い な い し,ま だ ま だ不 足 と して い る。
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2.1.2産 業 省 の サ ポ ー ト体 制

イ ギ リ ス 産 業 省(DOI)は,76年 にICLへ の 最 後 の 助 成 金 を 支 払 った 後,新

し い サ ポ ー ト策 の 検 討 を 進 め た 。77年 に か け て,ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ,マ イ ク ロ

プ ロ セ ッ サ,サ ー ビ ス 分 野 へ の 重 点 の 移 行 が 論 議 さ れ た 。 こ の 結 果,78年 に は,

続 々 と 新 し い 政 策 が 発 表 さ れ た 。 中 で も,マ イ ク ロ エ レ ク ト ロ ニ ク ス ・サ ポ ー ト

政 策 は,新 政 策 の 目 玉 と も 呼 ぶ べ き もの で あ る 。

ま ず,78年7月 に は,企 業 庁(Nationa1EnterpriseBoard)が,マ イ ク

ロ プ ロ セ ッ サ お よ び64KRAMの 開 発 ・生 産 を ね ら っ たINMOS社 を ス タ ー トさ

せ た 。 同 じ く7月 に,産 業 省 のCSED(コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム ズ ・エ レ ク ト ロ

ニ ク ス 部 門)が,MAP(Micro-ProcessorApplicationProject)お よ びMIS

P(MicroelectronicsIndustrySupportProgramme)を 発 表 し た 。 さ ら に

78年12月 に は,キ ャ ラ バ ン 首 相 が,国 家 経 済 開 発 会 議(NationalEconomic

DevelopmentCounci-NEDC)の 会 合 で,MAP予 算 拡 大 を 含 め た1億 ポ ン ド

の 助 成 計 画 を 発 表 し た 。

こ れ ら諸 施 策 に つ い て は,後 で 詳 述 す る と し て,こ こ で 先 ず,産 業 省 の コ ン ピ

ュ ー タ ・サ ポ ー ト関 連 機 構 を ま と め て み る 。 図1は そ の 概 略 を 示 し て い る 。

中 心 はIndustrialSponsorship(A)の 下 に あ るCSED(Computers,Sys-

tems&ElectronicsDivision)で あ る 。 同 部 門 に は ブ ラ ン チ1か ら4ま で あ

り,こ の う ち 特 に 重 要 な の は ブ ラ ン チ2と 同4。 ブ ラ ン チ2は 主 と し て,ハ ー ド

ウ ェ ア ・オ リ エ ン テ ッ ド な サ ポ ー ト施 策 担 当 で,ICL助 成 は こ こ が 担 当 し て い　
た 。 現 在 の 中 心 施 策 と し て は,従 来 か ら のACTP(AdvancedComputerTech-

nologyProject)と 新 し いMISPが 重 視 され て い る 。

こ れ に 対 し て ブ ラ ン チ4は,サ ー ビ ス ・オ リ エ ン テ ッ ドな 政 策 を 担 当 し て お り,

SPS(SoftwareProductsScheme),DCS(DevelopmentContract

Scheme),PPDS(Product&ProcessDevelopmentScheme)な ど を 進 め

て い る 。 同 ブ ラ ン チ は ま た,政 府 機 関 の コ ン ピ ュ ー タ 調 達 局(CentralCom-

puterAgency-CCA)あ る い はECと の 連 絡 業 務 も 担 当 し て い る 。
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残 り の ブ ラ ン チ1は,主 と し て 総 括 的 な 業 務 を 担 当 し て お り,ま た ブ ラ ン チ3

は オ ー ト メ ー シ ョ ン お よ び コ ン シ ュ ー マ ・エ レ ク ト ロ ニ ク ス に 関 す る 政 策 を 引 受

け て い る 。1

な お,78年7月 に,MAP(Micro-ProcessorApplicationProject)の 発

表 と 同 時 に,CSEDの ブ ラ ン チ3か ら分 離 し てEAD(ElectronicsApplica－

tionsDivision－ 俗 称"LA")が 新 設 さ れ,同 プ ロ ジ ェ ク トを 進 め る こ と

にな った。

イギ リス 政 府の 助 成 策 の特 徴 と して,同 一 分 野 に様 々な サ ポー ト策 が 用 意 され

て お り,受 給者 側 に選 択 の 余地 一 例 えば あ る ス キ ームに 申請 して受 け入 れ られ

な く と も他 の ス キ ー ムに再 申請 で き る とい った具 合 一 を 広 く与 え て い る こ とが

指 摘 され る。 しか もこの場 合,ブ ラ ンチ4が 行 な って い るよ うに,サ ー ビス産 業

分 野援 助 策 と して,SPS,DCS,PPDSと い った 同 一機 構 内で選 択 の 余 地 が あ る

か と思 えば,同 じ マ イ ク ロエ レ ク トロニ クス分 野 援助 と して,CSED・ ブ ラ ンチ

2のMISPとEADのMAPと い った 具 合 いに 担 当が 別 にな って い る もの も あ る。

さ らに,マ イ ク ロエ レク トロニ クス分 野 強 化 の た めの新 興 会 社INMoSは,IPD

(Industria1PlanningDivision)の ブ ラン チ2(NationalEnterprise

Board-NEB)の 資 金援 助 で発 足 して い る。

換 言 すれ ば,似 か よ った助 成 プ ロ ジ ェ ク トを各 々別 個の 組 織 が推 進 す る一方,

各 々の横 の連 絡 を密 接 に と って い る。 例 えば,CSERB(Computer,Systems

&ElectronicsRequirementsBoard)が そ の 好 例 で あ る 。

CSERBは 産 業 省 が 各 産 業 分 野 毎 に 設 置 し て い る9つ のRB(Requirement

Board')の ひ と つ 。CSERBは 現 在,CSEDとResearchRequirementDivi-

sionの 共 管 に な っ て お り,コ ン ピ ュ ー タ/エ レ ク ト ロ ニ ク ス 分 野 に 関 す るR&

D活 動 の 認 可 や 助 成 を 行 な っ て い る 。CSERBの 基 本 的 目 的 は,① コ ン ピ ュ ー タ
o

/エ レ ク トロニ クス分 野 の製 造 ・サ ー ビス ・ユー ザ ーの ニ ー ズに 照 らして,優 先

度 の 高 いR&Dを 決定,推 進 す る② 政 府 の 研 究 施 設 や その他 研 究 所 に お け る各 種

プ ロジ ェク トの 認 可,コ ン トロール の2つ で あ る 。
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同 ボ ー ドの 組 織 は,産 業 界 出 身 の 委 員 長1人 と,政 府,産 業界,大 学 出 身 の メ

ンバ ーで 構 成 さ れ る 。従 って,国 家 のR&D優 先 順位 決 定 と か コ ン トロール に,

産 業界 の代 表 者 も最 初 か ら関 与 で き る仕 組み にな って い る。

CSERBの 助 成 は,通 常R&Dコ ス トの50%援 助 とい う形 を と って い る。C

SEDで は,独 自 の ス キ ー ム を 進 め る場 合 に も,CSERBと 密 接 な 連 絡 を とってい

る し,ま た共 同 で実 施 して い るス キ ー ム もあ る。

この外 政 府 機 関 で は な いが,産 業 省 と密 接 な 関 係 を持 って い る とこ ろ と して旦

RDC(NationalResearchDevelopmentCorporation)と い う公 的機関が あ

る 。NRDCは 独 自 の予 算 を持 って い て,技 術 プ ロ ジ ェク トに投 資 して い る。産 業

省 の 助成 が 国 家 的 見地 に立 って 行 な わ れ る のに対 して,NRCDの 場 合 は完 全に コ

マ ー シ ャル ・ベ ースの 考 え方 か ら実 施 さ れ る 。す で に産 業 省 の 助 成 ス キ ー ム を受

け て い る企 業 で も,NRDCに 追 加 の 資金 援 助 を 申 し込 む こ と もで き る 。

NRDCの 援 助 には 通 常,⑤50%資 金 援 助(回 収 は 当該 プ ・ダ ク ッの売 上 に応

じて行 な う)⑤ ベ ンチ ャー ・キ ャ ピタ ルに対 す る・ 一 ン(特 に新 技 術 分 野 で の新

会 社 設 立 に 対 す る援 助)⑤ 運転 資 金 ロー ンの3形 態 が あ る。

ま た,NEDC(NationalEconomicDovelopmentCounci1)と 称 す る機 関

が あ る。 これは 高 い レベ ルで 産業 界 の発 展 の た め の諸 施 策 を検 討 し,政 府 に プ ロ

ポー ザ ル を出 す機 関 で あ る。 メ ンバ ー に は首 相 をは じめ,政 府,産 業界,労 働組

合の 代 表 者 が 参 加 して い る、NEDCの 下に は,20～30に の ぼ る業 種毎 の ワ ー

キ ング ・パ ー テ ィが あ り,こ こで,具 体 的諮 問案 が 検討 され る。

声

2.1.3マ イ ク ロ エ レク トロニ クス 分 野 の サ ポ ー ト

イギ リス産 業省 が 「ポス トICL政 策 」 の 目 玉 と して 最 も力 を入 れ て い るサ オ←

ト政策 で あ る。 具 体 的 には,①INMOS②MISP③MAPが3本 柱 と な って い る。
む

マ イ ク ロエ レ ク トロニ クスの 定義 に つ い ては,産 業 省 の 担 当者 自身 難 しい と指

摘 して い る。 同省 発 行 の レポ ー ト類 に よ れ ば,「 多 様 な プ ロダ ク ツの 基 本 とな る

電 子 部 品 あ る いは 回路 の 総称 で あ り,具 体 的 に はIC,特 に最近 注 目 され て い る
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VLSIや マ イ ク ロ プ ロセ ッサ を意 味す る」 と考 え て よ さそ うだ 。特 に,同 政 策の

説 明 パ ンフ レ ッ トの補 足 資 料 には,ア メ リカお よび 日本 さ らに は ヨー ロ ッパ 大 陸

各 国 のVLSI市 場 予 測な どが付 い ている と こ ろを み ると,先 進 国 の動 きを意 識 レ

たVLSI/マ イ ク ロプ ロセ ッサ開発,生 産 援 助 策 と呼 ぶ こ と もで きよ う。

た だ し,78年12月 に キ ャ ラバ ン首 相 が表 明 した よ うに,マ イ ク ロエ レ ク トゴ

ニ クス政 策 に は もう ひ とつ の 側面 もあ る。 つ ま り,イ ギ リスの 社 会 経 済 面 か らの

必 要性,特 に失 業 問題 の改 善 策 と して の と らえ方 だ 。例 え ば同 首 相 は,次 の よ う

に指 摘 して い る 。 「我 々 は今,わ が 国 の 歴 史 上 最 も急 激 な産 業変 革 を迎 え よ う と

して い る。特 に マ イ ク ロエ レ ク トロ ニ クスは,イ ギ リス産 業 の将 来 に 重 大 な意 味

を持 つ 。…一・今 後,失 業 問題 が さ らに ク ロー ズ ア ップ して く る分 野 もあ ろ うが,

こ れは コン ピュー タとか オ ー トメー シ ョンのせ い にすべ き問 題 で はな い 。 む しろ,

企 業 庁 のINMOSと かGEC/Fairchildの 合 弁 事 業 の よ うに,マ イ ク ロエ レ ク ト

ロ ニ クス分 野 の活 動 に よ って,新 しい 雇用 の 可 能 性 が切 り開 か れ て い る。 しか も,

マ イ ク ロエ レ ク トロニ ク ス に よ る プロダ ク ツや サ ー ビス 自体 が,経 済 的 基 盤 を確

立 しつ つ 時期 に来 て い る 。・一 …我 々は この よ うな 時期 に際 し,そ の対 応 策 を急 ぐ

べ き時 を迎 えて い る。」

(1)INMOS

INMOSは78年7月 に,企 業 庁(NEB)が 出 資 して ス ター トした 半導 体 企

業 で あ る。 ね らい は64KRAMお よ び マ イ ク ロプ ロセ ッサの 開発,生 産 に あ る。

INMOS構 想 の 中 で 内外 の反 響 を呼 ん だ の は,ア メ リカ半 導 体 分 野 の 有 力 者 を

結集 す る とい う人 材獲 得 で あ った。 実 際,創 立時 の トップ ・ク ラス3名 の う ち,

2名 はMostek社 の創 立 者(Rペ トリ ッッ氏)と 同 社 デ ザ イ ン ・エ ン ジニ ア リ

ング担 当取 締 役(P.シ ュ ロー ダー氏)が 抜 て きされ た 。 しか も,そ の後Mos-

tek社 の有 力 技 術 陣 を続 々 と引 き抜 き,一 時 はMostek側 が 「企 業 機 密盗 用 」

・を理 由 に告 訴 す る一幕 もあ った。79年1月 には,新 た に4名 の幹 部 陣 を発 表

した が(表5参 照),や は りア メ リカを中 心 に,こ の分 野 の 有力 者 を世 界中 か

ら集 めよ う とす る計 画 に は変 更が な い よ うだ 。
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表51NMOSの 幹 部 陣(79年1月 末 現 在)

役 職 人 名 前 歴

Mostek創 立 者

社 長 RichardPetritz

TI半 導体研究所長

筆頭副社長 Mostekデ ザ イ ン ・エ ン ジ ニ ア

PaulSchroeder
〆 チ ー フ ・オ ペ レ 、 ア リング 担当取締役

一 テ ィ ン グ ・オ

＼ フ ィ サ ー ノ

ComputerTechnology社 創

副 社 長 IannBarron

立者

〆ブ リス トル事業 、

＼責 任 者 ノ

生産担当副社長

　

Intelウ エ ハ ー ・ フ ァ ブ リ ケ

ThomasHartmann

(イ ギ リ ス,米 国)
一 シ ョン責 任者

1

技術担当取搬 AlfredGnaidinger
Philipsス イ ス 子 会 社,

Faselec社 のR&D責 任 者

メ モ リ ・コ ン ポ ネ ン

JohnHeightley ベ ル研ICデ ザイ ン担 当

ッ開発 担当取締役

財務担当取締役 MichaelBurton TI国 際 部 門,TIフ ラ ン ス

囲 上 記3人 は 創立 当時 か らINMOSに 参 画,他 の4人 は79年1月 に

就 任 した 。

囲 この 外 上 級 ス タ ッフ と して,コ ロラ ド ・ス プ リン グに10人,イ ギ

リス に5人 が79年1月 現在 働 い て い る 。

INMOSに つ い ては,内 外 で様 々な反 響 を呼 ん で い る。 フ ラ ンスが 進 めて い

る よ うな い わ ゆ る ア メ リカ有 力 企 業 との ジ ョイ ン ト ・ベ ンチ ャーで は な く,新

企 業 設 立 とい う積 極 的 ア ク シ ョン を と った だ け に,ヨ ー ロ ッパで も注 目さ れ て

い る。一 方 で イ ギ リス国 内 で は,批 判 と不安 も出 て い る。 主 な もの を ま とめ る

と 一
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表6NEBのINMOS構 想

目 的 64KRAM,マ イ ク ロ プ ロ セ ッサ の 開 発,生 産,販 売

投 資 額 助成 総 額5000万 ポ ン ド(初 期2500万 ポ ン ド)

創立:78年7月
創 立 時 幹 部

Mostek創 立 者 ペ トリ ッッ氏 外2名

NEB72.5%

株 式 保 有
残 り27.5%は 創 立 時幹 部3名 とINMOS要 員

ブ リ ス トル(イ ギ リ ス)一 マ イ ク ロ プ ロ セ ッ サ

工 場/研 究 所
コ ロ ラ ド ・ス プ リ ン グ ス(ア メ リ カ)-64kRAM

最終 的 に は4000名 を見 込 む

従 業 員
(初 年 度採用 予定80～100名)

64kRAMに つ い て は,80年6月 迄 に 生産 に入 り,

出 荷 予 定
80年 末 までには大量生産 を見込 む。

第1にINMOSは,既 存 企 業 の 頭 悩 を結 集 して 出発 しよ う と して い るが,こ

れ は 将来 問 題 とな るか も知 れ な い。 もし,INMOSが 失敗 した 場 合,他 企 業 の

頭 脳 と資産 を浪 費 した だ けの 結 果 に な る 。

第2に,INMOSの 参 入 時期 が 余 りに遅 す ぎ る。 アメ リカや 日本 は,は るか

に先 を走 って い る。

第3の 問 題 点 と して,ア メ リカ人 チー ムで 経 営 幹 部 を組 織 し,ア メ リ カ流 の や

や り方 を導 入 しよ う と しては い るが,INMOSの 本拠 地 は英 国 で あ り,英 国 の

企 業 で あ る点 も見逃 が せ な い 。 つ ま り,英 国 は世 界 のIC市 場 規 模 とい う点か

ら見 る と,わ ずか に4%を 占 め るに過 ぎな い し,IC生 産 能 力 とい う物 差 で は,

1～2%に 低迷 して い る 。

第4に 資 金 の問 題 が あ る。NEBは 総助 成 額 の 半 分2,500万 ポ ン ドを設 立 時

に投 下 し よ う と し て い るが,こ れ で研 究 開発 お よ び優秀 な人 材 を雇 用 す るの

は無 理 だ。
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様 々な反 響 の中 で ス ター トしたINMOSだ が,別 の 視 点 で と らえ る と企 業 庁

(NEB)の 取 り組 み方 と して注 目 すべ き点 が浮 彫 りに さ れて くる。つ ま り,イ

ギ リス政 府 の 「ポ ス トICL政 策 」 の 具体 的形 がNEBの 最 近 の動 きの 中 に如 実

に 示 され て い るか らだ 。つ ま り,INMOSはNEBの コン ピュータ/エ レク トロ『

クス分 野 強 化 策 と し ては 第2弾 で あ る 。第1弾 は77年9月 設 立 のInsac,そ

して第3弾 は79年1月 設 立 のNexosで あ る 。

Insacは ソ フ トウ ェア ・パ ッケー ジの 輸 出強 化 をね ら った もの で あ り,Ne-

XOSは オ フ ィス ・オ ー トメー シ ョン市 場 の 開拓,強 化 を画 策 した もの 。 この結

果NEBは,ソ フ トウ ェア,半 導体,オ フ ィス ・オ ー トメ ーシ 。ン とい った 将

来 の ビ ッグ市 場 に 各 々新 会 社 を設 立 した ことに な る。 この3分 野 は,先 進各 国

が 目 下最 も力 を 入 れ てい る もの で あ る。NEBは イ ギ リス政 府 全 体 の コ ン ピ ュ

ー タ関 連 サ ポ ー トを凝縮 した 形 で ,独 得 の支 援 を展 開 して い る と見 るこ とが で

き る。

(2)MISP

MISP(MicroelectronicsIndustrySupportProgramme)は,78年

7月,産 業 省 が 発 表 した もの で,同 省 コ ン ピュー タ,ミ ス テム ズ&エ レ ク トロ

ニ クス部 門(CSED)の ブ ラ ンチ2が 担 当 して い る。同 政 策 の ね らいは,向 う

5年 間 に わた って7000万 ポ ン ドを投入 し,マ イ ク ロエ レク トロニ クス ・プ ロ

ダ ク ツの 研 究 開発(R&D)お よ び製造 を支 援 す る とい う もの 。

MISP政 策 は,NEDC(NationalEconomicDevelopmentCouncil)の

ECSWP(ElectronicComponentsSectorWorkingParty)の 勧 告 を も

とに 決定 され た 。NEDCは イ ギ リス の各 産 業分 野に つ い て,そ の 育成 強 化のた

めの 諮問 を行 な って い る機 関 。MISPで 注 目す べ き点 の ひ とつ は,7000万 ポ

ン ドの助 成 金 の う ち5400万 ポ ン ドは1965年 の科 学 技術 振 興法(Science&

TechnologyAct)に 基 づ い て 提供 させ る こ とだ 。最 新技 術 の 育 成,強 化 に,

60年 代 の法 律 が生 か さ れ る と ころ が い か に もイ ギ リス らし い。 な お,残 りの

1600万 ポ ン ドは,1972年 の産 業 振 興法(lndustryAct)に 基 づ い て い る。
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MISPの 骨 子 は 以下 の とお りで あ る。

概 要

1本 政 策 の 目的 は 競 争 の激 しい マ イ ク ロエ レ ク トロニ クス分 野 のR&Dお

よび投 資 意 欲 を拡 大 す る こ とに あ る。基 本 的 に は,産 業 界,NEBお よ び 産

業省 が計 画 あ るいは 実施 して きた 強 化 策 を フ ォローす る。 助成 額 は5年 間 で

7000万 ポ ン ド。

2,本 政 策 はNEDC・ECSWPの 諮 問 を もとに決 定 され,適 切 な 企 業 に 財 政

援助 す る こ とで行 な う。

戦 略

3.次 の3点 を本 政 策 の基 本 的 戦略 とす る。

a)主 と して メ モ リお よ び マイ ク ロプ ロセ ッサ部 門 の 標準 プ ロダ ク ツに

関 して,世 界 的 に 競合 で きる力 を 国 内に 育成 す る。

b)特 殊 仕 様 あ るい は特 別 な産 業 界 向 け の プ ロダ クツ も含 め,国 内 の電

子 機 器 業 界 お よ び ユ ーザ ーの ニー ズ に 対 応 で きる能 力 を育 成 す る 。

c)ユ ーザ ー産 業分 野 に,マ イ ク ロエ レ ク トロニ クス の意 義,重 要 性 を

啓 蒙 普 及 させ る。

方 法

4.本 政 策 は 以 下 の方 法 によ って 進 め る。

a)(主 と して 多 国籍 企 業等)既 存 企 業 へ の支 援 。 この場 合,可 能 な ら

ば 国 産 企 業 との組 み 合 せ あ るい は成 功 の見 込 み が 高 けれ ば ニ ュー ・ベ

ンチ ャー も対 象 とす る。

b)(主 と して 国産 企 業 に 対 し)ユ ー ザ ーの ニ ー ズに対 応 で きる機 能 を

育 成 す る こ と をね らった 支 援 を行 な う。外 国企 業 で も この 目的 に 貢 献

で きれ ば除 外 しな い 。

c)キ ー とな る装 置,機 材,サ ー ビス を提 供 して い る企 業,あ る い は世

界 的 に 見 て も技 術 的 に リー ドして い るイ ギ リス企 業へ の 支 援 。
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助 成

5.本 政策 は シ ングル ・ス キー ム として扱 わ れ,研 究 開発 プ ロ ジ ェク トに

は 科学技 術振 興 法(65年)に 基 い て5400万 ポン ド,投 資 プ ロ ジ ェク ト

に は産 業振 興 法(72年)に 基 い て1600万 ポ ン ド,総 額7000万 ポ ン ド

が助 成 さ れ る。

6.科 学技 術振 興法1965年 に よ る助 成

a)適 用 範 囲 一 国 内 エ レ ク トロニ ック分 野の 全 ての 企 業 お よび同 分 野

に 装置,機 材,サ ー ビス を提 供 してい る企業 。

b)助 成 形 態

D研 究 一 適 正 プ ロジ ェ ク ト ・コス トの50%ま での 助 成(ロ ー ン)。

返済 は 当該 研究 の 成 果 に 応 じて行 な う。

ii)開 発 一 適 正 プ ロ ジ ェク ト ・コス トの25%ま で の補 助 金(返 却の

要 な し),あ るいは リス クが 高い と見 られ る場 合 や極 端 に 資金 が 不 足

して い る場合 は50%ま で を助 成金(ロ ー ン)の 形 で 支 給 す る。 後

者 の場 合 の返 済は,当 該 開発 成 果 の売 上 に応 じて 行 な う。 た だ し,

2社 あ る い は それ以 上 の企 業が 参加 す る共 同 プ ロ ジ ェク トで,重 複

投 資/開 発 を防止 し,よ りよい成 果 が 見 込 め る もの につ い ては,よ

り高 レベ ルの 支援 が 検 討 され る可 能 性 が あ る。

c)適 正 コス ト ー 申請 者 が 通 常業 務 で既 に 扱 って い る装 置 で は な く,

新 規研 究開 発 プ ロ ジ ェ ク トに 関連 す るすべ ての コ ス トお よ び総 開 発 コ

ス トの80%以 内で の 開 発 に必 要 な装 置 関 連 費用

7産 業振 興法1972年 に よ る助 成

a)適 用 範 囲 一 国 内 マ イ ク ロエ レ ク トロニ クス 分 野 の 全 ての企 業 。

b)助 成 形 態 一 生 産 施 設 投 資額 の25%ま で の補 助 金(返 却 の 要 な し)

c)適 正 コス ト ー マ イ ク ロエ レ ク トロニ クス 装 置 の製 造 に必 要 な 生産

施 設 の購 入 お よ び建 設 に 直 接 か か わ る全 て の コス ト。
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(3)MAP(Micro-ProcessorApplicationProject)

MAPはMISP同 様,78年7月 に発 表 され た 。産 業省 で は同 プ ロ ジ ェク トの

実 施 に伴 な い,CSED(コ ン ピュー タ,シ ス テ ムズ&エ レ ク トロニ クス部 門)

か ら分 離 す る形 でEAD(エ レク トロニ クス ・ア プ リケー シ ョンズ部 門)を 新 設

し,こ こでMAPを 進 め る こ とに な った 。

MISPの 場合 に は,ICと か いわ ゆ るVLSIな どの 開発 生産 援 助 を通 じ て,

国 内 業界 の 育成 強 化 を ね ら って い るが,MAPは マ イ ク ロプ ロセ ッサの応用 技術

の 普 及 を主 目的 に して い る。つ ま り,具 体 的な プ ロ ダク ツ あ るいは その装 置 の

製 造 工程 に,マ イ ク ロプ ロセ ッサ技 術 をい か に応 用 して い くか を今 後 の 重要 な

課 題 と して取 り上 げ た訳 で,こ の カテ ゴ リに入 る ものは 全 て援 助 の 対 象 とな る 。

基 本 的 な 部 分 はMISPもMAPも 重複 しては い るが,こ こに も幾 つ か のサ ポー ト

・プ ロ ジ ェ ク トで あ る新 規分 野 を援 助 す る とい うイ ギ リス政 府 のや り方 が で て

い る。

MAPに は65年 科 学 技 術振 興 法 に 基 づ き,当 初 援 助 資 金 と して150(万 ポ ン ド

が 用 意 さ れた(78年7月)。 しか し,78年12月 に キ ャ ラバ ン首 相 に よって明

らか に され た政 策 で は,MAP予 算 と して4000万 ポ ン ドが 追 加 され た 。

MAPに よ るサ ポ ー トは以 下の3つ に分 け て行 な われ る こ とに な っ て い る。

1.産 業 界 の 意 識 高揚 お よ び訓練

マ イ ク ロ プ ロセ ッサの 可能 性 につ い て,産 業 界 の意 識 を高 め る と共 に,そ

の た め の教 育訓 練 を 行 な う。

イ)生 産 工程 あ るい は エ ン ド ・プ ロダ ク ツの 両 面に お け るマ イ ク ロ プ ロセ ッ

サ の可 能 性 を 経営 者 に周 知 させ る。

ロ)産 業界 の 全 ゆ る レベ ルの ス タ ッフを再 訓 練 し,マ イ ク ロ エレ ク トロ ニ ク

ス技 術 の採 用 を側 面か ら援 助 す る。

ハ)短 期 の 会 合 およ び セ ミナ ーの 開 催 あ るいは マ ス コ ミで の報 道 とか 展 示 会

に 財 政的 援助 を行 な う。

二)教 育 科 学 省(DepartmentofEducation&Science)お よ び 雇用 省
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(DepartmentofEmployment)が 本 政策 の 目的 に 沿 って教 育訓 練 コー

スの拡 充 を計 る。 産 業省(DOI)もNccを 通 じて 既 存 教 育 訓練 施 設 の 拡

充 や民 間 訓練 施 設 へ の 援 助 を行 な う。

2.コ ンサ ル タ ン ト ・サ ポー トお よ び フ ィー ジ ビ リテ ィ調 査

マ イ ク ロプ ロセ ッサの 導入 あ るい は マ イ ク ロプ ロセ ッサ を各 々の エ ン ド ・

プ ロ ダ ク ト ・デザ イ ンに 組 み込 も う と考 えて い る企 業 が,そ の た めに 専 門 的

コンサ ル テ ィン グ を依 頼 す る場 合,コ ンサ ル タ ン ト料 金 の う ち2000ポ ン ド

を援 助 す る。

イ)こ れ は 主に マ イ ク ロ プ ロセ ッサ を導入 しよ う と して い る中 小 規模 の企 業

で,そ の た め にか な りコス トを要 す る と考 えて い る企 業 を援 助 す る 。

ロ)産 業省 は マ イ ク ロ エ レ ク トロニ クス分 野 の 適切 な コ ンサ ル タ ン トの リス

トを用 意 す る(た だ し,本 サ ポ ー トを受 け る企 業 が どの コ ンサ ル タ ン トを

選 択 す るか につ いて は 関 与 しな い)。 リス ト外 の コ ンサ ル タ ン トに依 頼 し

て もよ いが,こ の 場 合 は産 業省 を納 得 させ るだ け の説 明 が 必 要 に な る。

ハ)援 助 金2000ポ ン ドに つ い ては,コ ンサ ル タ ン トか らの 領 収 書 等 に基 づ

き,産 業 省 か ら支 払 わ れ る。

3.マ イ ク ロプ ロセ ッサ ・ア プ リケ ー シ ョン ・サ ポ ー ト

上 記2.に よ る コ ンサ ル テ ィン グ を受 け て い るか 否 か に か か わ らず,具 体 的

マイ ク ロ プ ロセ ッサ ・ア プ リケ ー シ ョ ン ・プ ロ ジェ ク トに対 して 財 政援 助 を

行 な う。 この 場 合 の ア プ リケ ー シ ョンと は,エ ン ド ・プ ロダ ク ツに マ イ ク ロ

プ ロセ ッサ を組 み 込 む こ と とか,生 産 工 程 に 応 用 す る とか 何れ で もよ い。

イ)こ の場 合 の財 政 援 助 は,適 切 コス トの25%ま で の補 助 金 か あ るいは50

%ま での 助成 金(ロ ー ン)の 形 で行 な う。助 成 金 の場 合 に は,そ の 後 の 当

該 プ ロ ジ ェク トに よ る売 上 高 に応 じて 返 済 す る。

口)プ ロ ジェ ク トの フル ス ケ ー ル ・フ ィー ジ ビ リテ ィ調 査 が 必 要 と産業 省 が

認 めた場 合 に は,そ の 費 用 を補 助 金 の形 で 与 え る。
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以上,産 業省 の マイ ク ロエ レ ク トロニクス分野 サポー ト策 として,INMOS,

MISP,MAPの3っ を 取 りあ げ,各 々 の ね らい と内 容 につ いて ま とめ

て きた。 勿 論,こ の3つ が全 てで は な く,例 えば2年 程 前 か ら進 め られ てい

るEISC(ElectronicIndustryComponentsScheme)と 称 す るサ ポ ー

ト策 もあ る。EISCは78年 末 の時 点 で終 り近 くな って お り,MISPあ るい

はMAPへ その 精 神 は受 継 が れ て い く こ とに な って い る。

一方 ,78年12月 に,キ ャラバ ン首 相 は マイ ク ロエ レ ク トロニ クス分 野 へ

の 政 府 て こ入 れの 拡 大 を発 表 した 。 同首 相 の発 表 はNEDC(NationalEco-

nomicDevelopmentCounci1)会 合 の 席 上 で行 な われ た 。

新 サ ポ ー ト策 の骨 子 は,今 後3年 間 に1億 ポ ン ドを助 成 す る とい う もの で,

前述 のMAPに4000万 ポ ン ドを追加 して い る点 が注 目 され る。サ ポ ー トは 大

き く4つ に分 けて 進 め られ る。

1.啓 蒙 キ ャ ンペー ンーー マ イ ク ロエ レ ク トロニ クスの 重 要 性 につ い て,全

国規 模 の討 論 会 や 会 議 を開 催 し,5万 人 にの ぼ る関 係 者 ヘ ア ピー ルす る。

2.教 育 ・訓練 一 …マ イ ク ロエ レ ク ト ロニ クス に よ って発 生 す る新 しい職 種

に国民 が 対応 で き る よ う教 育 ・訓 練 を充 実 す る。 この 一環 と して,プ ログ

ラマ ー訓 練 に2500万 ポ ン ド,教 育 ・科学省 に3500万 ポ ン ドを充 当 す る。

3.MAP拡 充 ・……・MAPの 初期 助 成 額1500万 ポ ン ドに つ い ては,そ の 不 足

が 取沙 汰 され て い た た め,新 た に4000万 ポ ン ドを 追加 す る 。

4.公 共買 上 げ一 一 この4番 目の サ ポ ー ト内容 に つ い ては不 明 だが,恐 ら く

マ イ ク ロエ レ ク トロニ ク ス分 野 の 成 果 につ い て,政 府 公 共 機 関 が 積 極 的 に

購 入 を進 め る とい う もの に な る とみ られ て い る。

2.1.4コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ ス 分 野 サ ポ ー ト

イ ギ リ ス 政 府 の コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ ス 分 野 サ ポ ー ト策 に は,①SPS(Soft-

wareProductScheme)②PPDS(Product&ProcessDevelopmentSc-

heme)③DCS(Develop .mentContractScheme)の3つ が あ る 。 た だ し,こ
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の う ち純 粋 に ソ フ トウ ェア ・プ ロ ダ ク ツの た めの 援 助 策 はSPSの み で,他 の2

つ は コ ン ピュ ー タ ・サ ー ビス以外 の産 業 界 に も適 用 され る もの であ る 。

以上 の 外,ACTP(AdvancedComputerTechnologyProject)と い う政 策

もあ る 。 これ は全 コン ピ ュー タ産 業 に 適用 され る もの であ り,別 に ハ ー ドウ ェア

に 限定 さ れ た もの では な い 。 しか し,実 際 に は ハ ー ドのR&Dの た めに 利 用 され

て きた 。 これ は主 と して,ACTPがR&Dの 援 助 を指 向 した もの で あ り,マ ーケ

テ ィン グ援 助 指 向 で な い た め と思 わ れ る。 産 業 省 に よれ ば,サ ー ビス業 者 は マ

ーケ テ ィ ング援助 を指 向 す る よ うな助 成策 を望 ん で い る(な お ,ACTPの 援助 形

態 は開 発 コス トの50%ま で の ロ ー ンで あ る)。ACTPで 援助 を受 け て い る 企 業

は,ACTPク ラ ブ と称 す る もの を形 成 して お り,成 果 を他 の メ ンバ ー に も分ち与

え る こ とに して い る。 現 在,ハ ー ドウ ェア ・メー カー を中心 に10社 が メ ン バ ー

とな って い る。

サ ー ビス産 業 援 助 とい う ことで は,も う ひ とつ 企 業 庁(NEB)のInsacも 注 目

され る。 これ は77年9月 設 立 された もの で,イ ギ リス 製の ソ フ トウ ェア を海 外

市 場 に 売 り込 む こ とを 目的 に して い る。NEBが20%以 上 の株 式 を保 有 した企 業

をメ ンバ ー に し,「 海 外 で の マ ーケ テ ィング」 とい う困 難な業 務 を引 受 け よ う と

い う もの 。現 在CAP,Systime,SPLな どの 有 力 メンバー を有 し,特 に アメ リカ

市 場 で の売 り込 み に力 を 入れ てい る(Insacに つ いて は第3章 参照)。

さ て,SPS,DCS,PPDSの3政 策 は,産 業 省CSEDの ブ ラン チ4が 担 当 し

て い る。DCSは,「 独 創 的 な 開発 成 果 を市 場 に 出 して や る こと」 をね らった も

の で あ る。50%ま での 開 発助 成 とい うこ とはACTPと 同 じだが,そ の 開発 が実

用 的 な もの であ り,か つ マ ー ケ テ ィン グの見 込 み が あ る ものが助 成 対 象 とな る。

PPDSは 援 助 形 態 が よ りフ レキ シ ブル に な って い る 。つ ま り,① 開 発 プ ロジ ェ

ク ト ・コス トの25%を 返 済 義 務 の ない補 助 金 と して提 供 す る② 開発 コス トの50

%ま で を ロー ン と して助 成 す るの2つ の 方 法 が あ るか らだ 。援助 を受 け る側 は,

どち らか を選 択 で き る訳 だ 。

DCSお よ びPPDSは,コ ン ピュー タ ・サ ー ビス だけ で な く;他 の産 業 界 に も
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適 用 され る もの だが,SPSの 審 査 管 理 がNCC(NationalComputingCentre)

に委 ね られ てい る と ころか ら,NCC経 由 を好 まな い会社 は この両 サ ポ ー ト策 を

申 し込 ん で くるケ ー スが あ る。な お 産 業 省 と して は,申 請 助 成 額 の 大 きい もの に

つ い ては,DCSよ りPPDSを 奨 め て い る。 援助 を希 望 す る会 社 は,こ れ ら幾 つ

か の サ ポ ー ト策 の 何 れ か に 申請 し,も し認 め られ なか った場 合 は,再 度 他 の政 策

に 申請 す る こ とが で き るよ うに な って い る。

●

(1)SPS(SoftwareProductScheme)

この サ ポ ー ト策 は,1973年 以 来 進 め られて い る もの で,ソ フ トウ ェア ・ パ

ッケ ー ジの 開発 お よび 販 売 を促 進 す る こ と を目 的に して い る。DCSあ るいはP

PDSが,マ ー ケテ ィン グ重 視 とは い え,あ くま でR&Dコ ス トを助 成 す る の

に 対 し,SPSの 場 合 に はR&Dの 外 に,マ ー ケ テ ィング ・コス トの助 成 も行

な うと い う特 徴 が あ る。 しか も,ソ フ トウェ ア ・パ ッケー ジ振 興 の た め の 専 門

の 政策 で あるところか ら,近 年 はSPSに よ る助 成 を望 む企 業 が増 大 して い る 。こ

う した 点 で,SPSは サ ー ビス 分 野 の 中 心 的サ ポー ト策 と言 え る。

SPSに よ る援 助 は,既 に 触 れ た よ うに,ソ フ トウ ェア ・パ ッケ ー ジ開 発 コ

ス トの50%お よ び初年 度 の マ ー ケ テ ィ ン グ ・コス トの50%ま での助 成 金(ロ

ー ン)に よ って行 な わ れ て い る。 政 府 側 か ら委託 す る場 合 には,75%ま で の

助 成 が可 能 に な る。返 済 は イ ン フ レ分 を差 引 い た実 質額 と一定 の 賦 課 金 を回 収

す る こ とに よ って行 な わ れ る。返 済 は援助 を受 けた パ ッケ ー ジが 成 功 レた場 合

に の み発 生 す る。賦 課 率 は助 成 総 額 の25%程 度 で,通 常 売 上 高 に応 じて3年 間

に わ た って 返 却 す る。 しか し,実 際 の売 上 高 が 見込 み よ り少 な か った場 合 に は,

この 期間 が さ らに 延 長 され る。

政 府側 か らみ れ ば,パ ッケ ー ジが 成 功 すれ ば,投 資額 と賦 課 金 が 回収 され,

SPS資 金 は常 に補 充 され る。73年 か らの5ケ 年 間に 投 資 した額 は約100万 ボ

ン ド,こ の間 認可 され た プ ロポー ザ ル の うち 最底額 は4000ポ ン ド,最 大 は35

万 ポ ン ドの もの であ った 。 援 助 を受 け た企 業 数 は・40社,パ ッケ ー ジ数 は60件
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にお よ ぶ。 初 期 プ ロ ジ ェク トか らの 回収 が う ま くい って お り,5ケ 年 を振 り返

れ ばSPSは ほぼ 成 功 して い ると産 業 省 は 評 価 して い る。 なお,78年12月 に

キ ャ ラバ ン首 相 は,マ イ ク ロエ レ ク トロニ クス 分 野 の サ ポ ー ト拡 大 を 明 らか に

した 際,MAP(MicroprocessorApPlicationProject)と 共 にSPSの 資

金 拡 充 につ い て も触 れ て い る。

SPSは もと も と,ソ フ トウ ェア ・パ ッケ ー ジの 育 成 を 目的に して 開 始 され

た。 し か し,産 業 省 は 最近,SPS開 始 以 来5ケ 年 間に,コ ン ピュー タ ・ サ ー

ビス産 業 が か な りの 変 化 を遂 げ た こ とに対 応 す るた め,SPSの 援助 対 象 に 柔

軟性 を持 た せ て い る。 つ ま り,ハ ー ドウ ェア開 発 の あ る種 の 要 素,例 えば マ イ

ク ロプ ロセ ッサ とか ロ ジ ック を包括 す る こ とが で き るよ うにな って い る。 これ

は 既 述 の マイ ク ロエ レ ク トロニ ク ス ・サ ポー トを バ ックア ップす る こ とに つな

が って い る。

SPSの 実際 の 運用 は,コ ン ビ。ユ一 夕高度 利用 の普 及 の ため 設 け られ た 非 営

利 団体 で あ るNationalComputingCentre(NCC)が 当 ってお り,運 営 の基

本方 針 は,政 府,CSA,NCC,お よ び大 手 ユ ーザ ーの 代 表 か らな る諮 問 委 員

会 が 決 定 しNCCに 勧 告 す る 。

SPSlt－ 貫 して い る政 策 は,市 場性 の あ る ソ フ トウ ェア ・パ ッケ ー ジを開発

す るた めの 金 融 補助 で あ る とい うこ とで あ り,探 求 すべ き分 野 と して は,① イ

ギ リス市 場 向 けの プ ロダ ク トの開発,② 世 界 市 場へ 輸 出 で きる プ ロダ ク トの開

発,③ 輸 入 代 替 プ ロダ ク ト(や がて は海 外 か ら輸 入 され る と思 われ る プ ロダ ク

ト)の 開発,が あ げ られ て い る。

ソ フ トウ ェア会 社 がNCCへ 提 出す る プ ロポ ー ザ ルは,次 の3つ の 主 要 部 分

か らな って い る。

(1)技 術 的 概 要:パ ッケ ー ジの説 明,作 成 手 法,使 用 言 語 な どに 関 す る技 術

情 報 。

② マ ー ケ テ ィン グ概 要:同 ソ フ トウ ェアの特 色,他 との競 合 関 係,潜 在 市

場等 。
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(3)財 務 概 要:総 コス ト,貸 付 金 償還 計 画,償 還 まで の キ ャ ッシ ュ ・フ ロ],

償還 後SPSに 納 め る ロイ ヤ リテ ィの率等 。

プ ロポ ーザ ル を受 け取 ったNCCは,そ れ を3つ に分 割 し て,そ れ ぞ れ 専 門

の 部 へ 送 って 別個 に 検 討 させ事 務 局 に レポー トを提 出 させ る。

プ ロポ ーザ ル の 選 択 基 準 は,① ソ フ トウ ェア会 社 の 財 政 状 態 が 健 全 で あ る こ

と,② プ ロ ジ ェク トを こ なす だけ の リ ソー ス と専 門 知識 を備 え て い る こ と,③

プ ロダ ク トの市 場 の 存 在 を実 証 し うる こ と,④ 市 場 を開拓 す るの に十 分 な セ ー

ル ス陣 を抱 え てい る こ と,⑤ 明確 な開 発計 画が あ る こ と,お よび,⑥ 政 府 の 援

助 が絶 対 に必 要 で あ る こ との 証明 等 で あ るが,プ ロポ ーザ ルの拒 否率 は50%以

上 で あ り,半 数 以 上 が ふ るい落 と され てい る 。

●
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2.2フ ラ ンス産 業省 め コン ピュー タ関連施 策

調 査 先

所 在 地;

調査期日;

面 接 者;

調 査 員;

Minist6redee'lndustrie

(DesIndustriesElectroniqueetdee'lnformatique

-DIELI)

120,rueduchercheMidi75006PARISFrance

1978年12月14日(木)

Mr.AlainNicolaidis(DIELI)

岡 崎,鈴 木

2.2.1経 過

(1)第1次 プ ラン ・ガル キ ュル

フラ ンス政 府 の コン ピ ュー タ産 業 サ ポー ト策 は,1966年 にお け る情 報 代 表

部(D61egeae'Informatique)の 設 立 に よ って開 始 され た 。代表 部 は首 相

直属 の機 関 と して,国 産 コン ピ ュー タ産 業 育成 ・強 化 の た め の 政策 立案,諮 問

等 に重 要 な役 割 を果 した 。代 表 部 設 立 の き っか け とな った の は,64年 の い わ

ゆ るブ ル事件,65年 のCDC事 件 だ と言 われ る。

ブル事件 とい うの は,1964年 に ア メ リカのGE社 がMachineBull社 を 買

収 した事 件 の こ とで あ る。MachineBul1社 は1931年 設 立 のEGILBu11社

を前身 と し,33年 にCompagnieMachineBu11(CMB)と 改 称 し,カ ル キ ュ

レ一 夕あ るいは 将 来 の コン ピ ュー タ産 業 の 荷 い 手 と して,フ ラ ンスの 誇 り高 き

企 業 で あ った 。 アメ リカ企 業 に よ る買 収 事件 は,フ ラ ンス 国民/政 府 に打 撃 を

与 え る と共 に,国 産 コ ン ピ ュ ー タ産 業 の強 化,育 成 の必 要 性 を痛感 させ た 。 こ

れ に追 い打 ち をか けた の が,CDC大 型 機 の 輸 入 をめ ぐる事件 で あ った 。 フラ

ンス政 府 は65年,原 子 力関 係 の 研究 用 に,CDCに モ デル6600を 発 注 したが,

ア メ リカ政 府 が原 爆 開 発 に転 用 す る恐 れ あ りと して,輸 出 は 許 可 せ ず との 態度
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●

を表 明 した。2度 に わた る ア メ リカ側 の仕 打 ちが き っか け とな り,前 述 の情 報

代 表 部が 誕 生 した 。

情 報代 表 部 は66年 に,プ ラ ン ・カル キ ュル と称 す る国 内 コン ピ ュー タ 産 業

育 成 プ ロジ ェク トを策 定 した。 その第 一 歩 と して 同年12月 国 内 メ ー カ ー3社

(SEA,CAE,L'ANALAC)を 統 合 させ,国 策 コ ンピ ュー タ ・メー カ ーCI

I(ComPagnieInternationalpoure'lnformatique)を 設 立 した 。CII

の主 要株 主 には,CGE(CompagnieG6n6rald'Eleetricit6),CSF

(70年 にThomsonと 合 併,ThomsonCSFと な る),さ らにSchneiderグ

ル ー プ とい う フ ラ ンスの 有 力 電子 機 器企 業 が 参 画 した(後 に な ってCIIを め ぐ

るCGE,ThomsonCSFの 意 見 が対 立,CIIの 屋 台 骨 を揺 が す こ とに な る)。

66年 か ら70年 まで5年 に お よぶ第1次 プ ラン カル キ ュル は,CIIの 設立 育

成 を第1義 と した もの と い え る。CIIは1970年 に,フ ランス の 周辺装 置 専 門

メ ー カー,Speracを 吸収 し,メ イ ンフ レー ム/周 辺 装 置 分 野 の強 化 を計 った 。

情 報 代 表 部 は,66～70年 の5ケ 年 間 に,こ のCIIに 多 大 の 開発 費 を 助 成 す

る政策 をた て た が,当 初 目論 ん だ ほ どの結 果 は出 な か った 。

む しろ60年 代 後 半 か ら70年 代 の初 めにか けて は,世 界 の コ ン ピ ュー タの 産

業 界 の 再編 を促 す よ うな 出 来 事 が続 出 した 。70年 のGE汎 用 コン ピ ュー タ事業

撤 退,Honeywel1に よ る同 事 業 買収 とHIS(HoneywellInformationSys-

tems)新 設,そ して71年 のRCA撤 退 と続 く一連 の 出 来 事 は,コ ン ピ ュー タ

事業 の 難 し さ とIBMの 強 大 さを改 め て 印 象づ け,ヨ ー ロ ッパ の地 に も変 化 を

もた ら した 。 フラ ンス,イ ギ リスの 両 国策 メー カー,CIIお よ びICLの 提携

の うわ さ(70年),CII/ICL/CDC3社 に よ るMultinationalData社

(標 準 化 の研 究 業 務)の 設 立(1970年)な ど,い わ ゆ る対IBMを 意識 し た グ

ル ー プ化の 幕 が開 いた 。

ブラ ンス政 府 はGE撤 退 の前年(69年),情 報代 表 部 を産 業 省 の 中 に 移 し,

国産 育成 策 に 新 た な取 組 み を見 せよ う と して いた 。 その 直 後 のGE社 撤 退 と

Honeywellに よ る吸 収/HIS設 立 に よ って,BullGEはHoheywellの 傘下に
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入 りHoneywellBullと して再 出 発 す る こ とに な った 。 フラ ンス 政府 と し て

は,こ の機 会 にBul1社 をア メ リカ資 本か ら買 い戻 そ う と画策 したが,資 金 面

か ら実 現 で きな か った 。

(2)第2次 プ ラ ン ・カ ル キ ュ ル とUnidala

こ う し た 状 況 下 で,71年 か ら第2次 プ ラ ン ・カ ル キ ュ ル が 開 始 さ れ た 。75

年 ま で 続 く第2次 政 策 は,国 内 コ ン ピ ュ ー タ 産 業 の 中 枢 と な っ たCII援 助 を 中

心 に,ソ フ ト ウ ェ ア あ る い は 部 品 の 面 に ま で 拡 大 さ れ た 。 し か し,70年 代 前

半 に お い て,ヨ ー ロ ッ パ 主 要 国 は 何 れ も,単 独 で ア メ リ カ 系 メ ー カ ー に 立 向 う

の は 無 理 な こ と だ と 認 識 し始 め て い た 。 い わ ゆ る ヨ ー ロ ッ パ 連 合 へ の 模 索 で あ る 。

フ ラ ン ス 政 府 も,CIIと い う持 駒 を 活 用 す る た め,連 合 の 実 現 に 積 極 的 に 取 組

ん だ 。73年 に は つ い に,西 ド イ ツ のSiemens,オ ラ ン ダ のPhilipsと 共 に,

Unidataと 称 す る ヨ ー ロ ッ パ 連 合 が 誕 生 し た 。

フ ラ ン ス 政 府 は 第2次 プ ラ ン ・カ ル キ ュル に お い て,ハ ー ドお よ び ソ フ ト産

業 に 約12億 フ ラ ン,電 子 部 品 産 業 に 約9億 フ ラ ン を 充 当,こ の う ちCIIに は

7億 フ ラ ン が サ ポ ー ト さ れ た 。 ま た,ヨ ー ロ ッパ 連 合 が 実 現 し た 同 じ 年 の73

年 に は,乱 立 気 味 の 国 内 周 辺 装 置 メ ー カ ー の 結 束 を 呼 び か け,「 ク ラ ブ ・ド ・

ラ ・ペ リ ア ン フ ォ ル マ テ ィ ク 」 と 称 す る ク ラ ブ を 新 設 さ せ た 。

74年 に は 再 度 の 機 構 改 革 に よ っ て,産 業 省(MinistreduDevelope-

mentIndustrieetScientifique)が,MinistredeグIndustrieet

laRechercheと 称 し,こ れ を 機 に,産 業 代 表 部(DirecteurG6n6ral

dee'Industrie)が 新 設 さ れ た 。 こ の 中 に 情 報 代 表 部 も 吸 収 さ れ,コ ン ピ ュ

ー タ ・電 子 局(DIELI-DesIndustriesElectroniquesetdee'ln-

formatique)と し て 新 た な 出 発 を 迎 え る こ と に な っ た 。

情 報 代 表 部 の 解 体,そ し て 産 業 省 機 構 へ の 組 み 入 れ ば,当 時 の フ ラ ン ス ・ コ

ン ピ ュ ー タ 産 業 界 関 係 者 の 間 に 様 々 な 論 議 を 呼 ん だ 。 代 表 部 は66年 以 来,M

ア レ グ レ氏 の 指 揮 の 下 に,1次 ～2次 プ ラ ン ・カ ル キ ュ ル 策 定 と い う 重 要 な 役
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割 を持 って きた機 関 で あ った 。特 に首 相 直属 の機 関 と して,産 業 省 の 政 策 が 適

切 で な い と判 断 した 場合 には,首 相 に 直接 ア ピール して こ の変 更 を要 請 す る権

限 も持 って いた 。 首相 との 直 接 ライ ンが 消滅 す る とい うの が 関心 を集 めた わ け

だが,政 府 側 は機 構 改 革 に よ って大 幅 な政 策 路 線変 更は な い と言 明 した 。

この 改革 は,フ ラ ンス の コ ン ピ ュー タ産 業 サ ポ ー ト策 が,第1段 階 を継 了 し

第2段 階 へ移 行 す る第1弾 と も受 け と られ る。 す で に述 べ て きた よ うに,本 体

分 野 な どは,国 策 メー カーCIIの 育成 か ら,ヨ ー ロッパ 連 合Unidataの 結成

へ と事 態 は 進展 して いた 。 また,コ ン ピュー タ ・サ ー ビスや ペ リ ・ア ン フ ォル

マ テ ィクな ど,今 後 の 成 長 市 場 テ コ入 れが 重 要 な 時期 に な って い た 。 組織 政 策

の翌年 にCIIとHoneywellBul1の 合 併,ペ リ ・ア ン フ ォル マ テ ィ ク業 界

統 合 策 な ど,コ ン ピ ュー タ政 策 史上 最大 の イ ベ ン トが表 面 化 した こと を思 えば,

1974年 とい う年 は 政 策 上 の ター ニ ン グ ・ポ イ ン トで あ った ことは 間 違 いな い 。

さてUnidataは,何 らの成 果 もな い まま,75年 には 解 散 に 追 い込 まれ た 。

その発 端 の ひ とつ に な った の が,フ ラ ンス政 府 のCII援 助 を介 したUnidata

て こ入 れ に対 す るThomson/CGE2大 株 主の 対立 で あ った と言 わ れ る 。

フ ランス政 府 は ・第2次 プ ラ ン ・カル キ ュル の 最終 年(75年)に,ヨ ー ロ ッパ

連 合 の破 局 に直 面 し,大 英 断 を下 し てい た。 つ ま りア メ リ カ系 メ ー カ ー,

HoneywellBul1とCIIの 合 併で ある(75年5月 合 意)。HoneywellBul1

といえ ば プ ラ ン ・カル キ ュルの き っか け とな ったGEに よ るMachineBul1吸

収 が,GEの コ ン ビ。ユ 一 夕撤 退/Honeywellに よ る吸 収 と い う経 過 で 誕 生 し

た 企 業 で あ る。 国 内企 業 の 統 合 か らヨ ー ロ ッパ連 合 とい う変 遷 をた ど り,ア メ

リカ企業 と 組 む とい う全 く新 しい局 面 を迎 えた こ とにな る 。

同 時 に,周 辺 装 置/小 型 機/電 子 部 品業 界へ の て こ入 れ も一 段 と強化 し,75

年 のSICOBシ ・一で,ド ル ナノ産 業 相 が,同 業 界3グ ル ー プ化 構 想を 打 ち 上

げた 。

このCII/HoneywellBull合 併 とペ リ ・ア ン フ ォル マ テ ィ、ク(周 辺 装 置

/タ ー ミネル/入 出 力 機 器/ミ ニ コン/SBC産 業 の総 称)統 合 計 画 は,政 策 面
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面 か ら見 れ ば 裏 側 で1本 の 糸 で 結 ば れ る性 質 の もの で あ った 。 つ ま り,合 併 会

社CII-HBは 汎 用 コ ン ビ。ユー タ事 業 の 推 進 母体 で あ り,合 併 のわ くか ら落 さ

れ たCIIの ミニ コ ン事 業 部 は 同 じ くCII株 主 を降 りたThomsonCSFの 傘 下

に入 り,独 立 系 メー カーTelemecaniqueと 合 体 して,SEMSの 設立 へ と発展

して行 く。SEMSは,フ ランス の ペ リ ・ア ン フ ォル マ テ ィク3グ ル ー プ 化 の

第1陣 で あ り,TnomsonCSFが そ の統 合 の柱 とな る。 また,同 じ くCII－ 且

B合 併 か ら落 され たCIIの2主 力工 場 も,Thomsonが 引 継 い でSEIと 称 す る

組 織 とな り,80年 までのCII-HB向 け コ ンピ ュー タ生 産 が終 れ ば,完 全 にS

EMSの 生 産 施 設 とな る 。

フ ラン ス政府 に と って,CIIとHoneywellBullの 合 併 は,ア メ リカ企業 と

組 ん だ フ ラ ンス ・メ イ ン フ レー ム産 業 の 最 後 の立 直 し策 で あ り,同 時 に,周 辺

装 置/小 型 機 および ミニ コン業 界 の統 合 第1歩 とい う一 石 二 鳥 の切 り札 であった。

76年 以 降の コ ン ピ ュー タ産 業 助 成 策 に は,第3次 プ ラ ン ・カル キ ュル とい

う プ ロ ジ ェク ト名 は 与 え られて い な い 。 「プ ラ ン ・ペ リ」 と呼 ば れ る助 成策 は

旧 来 のCII1本 の や り方 と違 い,今 後 は か な り総合 的 サ ポ ー ト策 を展 開す る

こ とを意 味 して い る 。

P

2.2.2産 業 省の サ ポー ト体 制

現 在 フ ラ ンス政 府 の コ ン ピ ュー タ ・サ ポ ー トは,大 き く3つ の分 野 に わ けて 進

め られてい る。第1は メイ ン フ レー ム分 野 で,こ れ はCII-HB助 成 とい う こ と に

な る。第2は ペ リ ・ア ン フ ォル マ テ ィク(Perie'lnformatique)分 野 で,い

わ ゆ る周 辺 端 末機 器 業 界 の助 成 策 で あ る。第3はSSCI分 野 と称 され る もの で,

デ ー タ処 理,ソ フ トウ ェア,デ ー タベ ース な どの コ ン ビ。ユ一 夕 ・サ ー ビス産 業 援

助 で あ る。

図2は,フ ラ ンス産 業 省 機 構 の 中 か ら,コ ン ピ ュー タ ・サ ポ ー トに 関連 した 組

織 を まとめ た もの で あ る 。産 業 総 局 の中 に,74年 の機 構改 革 で誕 生 し た コ ン ピ

ュー タ ・電 子 局(DIELI)が あ る。 局 長は 情 報 代 表 部 とは 別 に,産 業 省 で 電 子 お
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械

鋸

屑

機

銭

金

コンピュータ ・電子局

(DIELI)

(マ イコン,VLSIな ど(ハ ードウェア,ソ フ ト/サ ービスの

の開発 サポ ー ト)産 業化 サポー ト)

図2フ ラ ン ス 産 業 省(Ministredel'Industrie)の コ ン ピ

ュ ー タ ・サ ポ ー ト関 連 組 織 図

よ び コン ピ ュー タを担 当 して い たJ・C・ ペ リ ソ ロ氏 で あ る 。DIELIの 下 に,コ ン

ピュー タ代 表 部,コ ン ピュー タ部,電 子 部 の3部 門 が あ る。

コン ピュータ代表 部 は,情 報 代表 部 の 名残 りで,情 報 代表 部が 産 業 省 に統 合 され

た 時 に,そ の ス タ ッフの1部 が コ ン ピュ ー タ部 に配 属 され た 。 コン ピ ュー タ代表

部 の 業 務 は,電 子/コ ン ピ ュー タ全般 の ア プ リケ ー シ 。ン開発 サ ポ ー トで あ る 。

コ ン ピュー タ部 は,い わゆ る コ ン ピ ュー タ産 業 界 の振 興 を計 る業 務 を担 当 して

お り,最 も広範 囲 な サ ポ ー ト策 を展 開 して い る部門 で あ る。 ハ ー ドウ ェアは 勿 論,

ペ リ ・ア ン フ ォル マ テ ィク,ソ フ トウ ェア お よ び サ ー ビス産 業 な どの 助 成 策 を進

め て い る のが この部 門 で あ る 。

電子 部 は,マ イ クロ プ ロセ ッサ やVLSIな ど;基 礎 テ ク ノ ロジー と しての エ レ

ク トロニ クス全 般 の 開発 を サ ポ ー トしてい る。

2.2.3プ ラ ン ・ペ リ

フ ラ ン ス 政 府 の 新 し い コ ン ピ ュ ー タ ・サ ポ ー ト策 の 中 で,特 に 注 目 さ れ て い る
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のが 「プ ラ ン ・ペ リ」 と称 され る もの で あ る 。 これ は い わ ゆ る 「ペ リ ・ア ンフ ォ

ル マテ ィク産 業 」 の 育 成 ・強 化 を計 るの が 目 的 と な って い る。

ペ リ ・ア ン フ ォル マ テ ィク(Perie'lnformatique)の 定 義 につ い ては ,一

般 に は メ イ ン フ レー ム 以外 の全 て の ハー ドウ ェア分 野,即 ち ミニ コ ンビ マ イ ク ロ

コン ピ ュー タ,ス モ ー ル ・ビジ ネス ・コン ピ ュー タ(SBC) ,タ ー ミナル,デ ー

タ ・エ ン トリ イ ・シス テム,そ の他1/O機 器 な ど広範 な分 野 を カバ ーす る とい

わ れ る。言 葉 か ら想 像 され るよ うな 単 な る ・ぐリフ ェラル の みで は な い とい うわ け

だ 。

コン ピ ュー タ部 の 責任 者,ア ラ ン ・ニ コ ライ デス氏 に よ る と,「 ペ リ ・ア ン フ

ォルマティクとは特 別 な周 辺 機 器 を意 味 し,特 に ひ とつの 分 野 を しぼ り込 ん で攻 撃

す る企 業 をサ ポー トす るのが プ ラ ン ・ペ リの ね らい 」 とい うこ とに な る。

この 種 の企 業 は現 在 約30社 あ り,代 表 的 な もの とそ の攻 撃分 野 は表7の よ う

に な る 。

さ て,ペ リ ・ア ン フ ォル マ テ ィク業 界 の統 合 の現 状 は ど うか?統 合 策 は75年

9月 の パ リSICOBシ 。ウで,ド ル ナ ノ産 業 相 に よ って 明 らか に され た 。 これ は

国 内の 企 業 を統 合 し,海 外 メー カ ー との競 争 力 を高 め,最 終 的 に は 輸 出振 興 を計

るこ と を ね らい とす る もの で あ った 。産 業 相 自身 は,具 体 的 に 幾 つ の グル ー プに

す る と い うこ とは 明言 しなか った が,当 時3～4グ ル ー プ とい うの が取 沙 汰 され

た。

76年 に 入 って,統 合 の第1グ ルー プ と してSEMSが 誕 生 し た 。 こ れ は 旧C

IIの ミニ コ ン事 業 部 門 を引 き受 け たThomsonCSFが 中 心 とな って,同 部 門 と

Telemecaniqueを 合 併 した新 ミニ コ ン企 業 で あ った。 またThomsonは,旧CI

Iの 主 力 工 場 で あ る ツー ル ーズ工 場 も引取 った が,こ れ を核 にSEIを 設 立 した 。

SEIは,70年 代 末 まで,い わ ゆ るUnidataモ デ ル(現 在 の シ リー ズ77)の 生

産 をCII-HBの た め に 行 な い,そ れ 以降 はSEMSの 生産 施 策 と して合併 さ れ る

こ と にな って い る(表8)。

SEMS以 外 で は,CGE系 列 のTransacとSintraの 合 併 が 行 な わ れた 。また,
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表7フ ラ ンス の代 表 的 ペ リ ・エ ン フ ォル マテ ィ ク企業

企 業 名 形 態 攻 撃 分 野 備 考

Transac CGE子 会社
イ ンテ リ ジ ェ ン ト ・ター

ミナル(lncotemSPD)

ヨ ー ロ ッパ 近 隣 諸 国へ の 輸 出 に 強

いo

T-VT
Thomson

子 会 社
T-VT6000タ ー ミ ナ ル 設計か ら製造まで完全に国産

SEMS
Thomson

系 の 新 会社
ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ

統 合 の 第1弾,1日CIIの ミニ コ

ン 部 とT616m6caniqueの 合 併 で

誕 生

Sintra
CGEが46%

所 有

アル ファ ・ニ ュー メリック

お よび グ ラ フ ィ ッ ク,デ

ィス プ レ イ ・タ ー ミナ ル

CGEが 完 全 所 有 を打 診 して い る

(Transacと 合 併)

Intertechnique 独立系
ミニ コ ンお よび 医療 機

器

輸出活動で はこの分野 で最強,ア メ リ

カMicrodata社 とライセ ンス契約

R2E(Realisations

etEtudes

Electroniques)

独立系
ミニ コ ン ピ ュ ー タ

(Micral)

Intel8008マ イ ク ロプ ロセ ッサ ー ・

チ ップ を ベ ー スにMicralを 開 発 。

有 力 な フ ラ ンス の シス テ ム ハ ウ ス

Logabax

Electro-

bel1(ベ ル ギ

ー)の 傘 下

小 型 ビ ジ ネ ス ・コ ン ピ

ュ ー タ,マ ト リ ク ス ・

プ リ ン タ ー

再 編 第3の 核 と見 られ てい る。 ビ

ジ コンで は フ ラ ンス最 大 手

手

MatraEngins 独立系

イ ン テ リ ジ ェ ン ト ・ タ

ー ミ ナ ル
,デ ー タ ・エ

ン ト リ ー シ ス テ ム

ア メ リ カDatapoint社 の フ ラ ン

ス/ベ ル ギ ー に お け る 販 売 権 を 持

つ

G3S(Groupdes

"
3Societes)

3社 の販売機

構

モ デ ム,マ ル チ プ レ ク

サ,テ レ プ リ ン タ,グ

ラ フ ィ ッ ク ・デ ィ ス プ

レ イ,通 信 機 器

.SAT
,Sagem,CSEE3社 の 共

同 販 売 コ ン ソ ー テ ィ ゥ ム

SFENADSI 独立系
航 空 エ レ ク トロ ニ ク ス

タ ー ミ ナ ル

有 力 な メ ン テ ナ ン ス お よ び シ ス テ

ム ・エ ン ジ ニ ア リ ン グ企 業 で 最 近

RJEタ ー ミナ ル ・メ ー カ ー,

Ordopro-cesseursを 吸 収 し た

Philips

DataSystems

Philips

(オ ラ ンダ)

子 会 社

ミニ コ ン ピ ュ ー タ

(P850Mシ リー ズ)

フラ ンス 国 内2工 場 で ミニ コ ン を

製造 して い る。

TRT
Philips

が 一 部 所 有
電話機器 フラ ンスPTT

CGCT ITT子 会社 モ デ ム,マ ルチ プ レク サ 『

Pyral 一 メデ ィア(MT) －

BENSON 一 プ ロ ッ タ 一
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表8SEMSの プ ロ フ ィ ー ル

SEMS(SocieteEuropeene

deMini-Informatiqueet

deSystemes)

名 称 SEI(Soci6t6d'Exploi-

tationIndustrielle)

1976年7月 設 立

会 長Francoisde

Villepin(Thomson)

代 表 取 締 役

FrancoisToutain

(旧CII)

役 員

(出 身)

oThomson-CSF55% .

oTelemecanique

Electrique25%

oIDI20%

資 本 構 成 新持株会社の完全所有

旧CIIの ミニ コ ン部 門

十・

Telemecaniqueの

コ ン ピ ュー タ 部 門

活 動 主 体 旧CIIの2工 場(Toulouse

及 びAngers)と リサ ー チ 部 門

1,000万 ドル

(5年 間)

政府援助予

定額(使 途

および期間)

4,000万 ド ル

(Toulousl工 場 の コ ン バ ー ジ

。 ン経 費)

o旧CIIのMitraラ イ ン

(Mitra15,125ミ ニ)

oMitra105CEMプ ロ セ ッサ

(1976・10発 表)

oTelemecanique社 モ デ ル

(Solar16シ リ ー ズ)

。電 話 用CS40

出 荷 製 品

および

取 扱 商 品

oIris

oUnidataモ デ ル

(現 シ リ ー ズ77)

(以 上 は 旧CIIカ ス トマ ー 向 け

で4年 間)

・SEMSへ の 出 荷

o世 界 第3位,西 欧 第1位 の リ ア ル

タ イ ム ・ミニ コ ン ・メ ー カ ー

。当 初 売 上 目標3億3,000万

フ ラ ン

。1980年 売 上 目 標9億 フ ラ ン

目 標 o現 行生産活動 の80%がCII

-HB向 け だが,1980年 まで

に完 全にSEMS向 けに衣 替え

す る。

oMitraラ イ ン とSolarシ リ ー ズ

の 競 合 調 整

。軍 需 ア プ リ ケ ー シ ョ ンか らの 脱 却

。販 売 網 の 確 立

oコ ン ポ ー ネ ン ト ・サ プ ラ イ の80

%を 米 国 ソ ー ス に 依 存

今後の課題 oToulouse工 場 の生産 転換 と

組織改編
。要員 再教育
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Sagem,SAT,CSEE3社 は,共 同 販 売 コ ン ソ テ ィ ウ ム と し て,G3S(Group

ノ ノ

des3Societes)と 称 す る組織 を発 足 させ た 。現 時 点 で,統 合 と言 うべ き活動

は 以上 の3件 で あ る。

ニ コ ライデ ス氏 に よ る と,ペ リ ・ア ン フ ォル マ テ ィ ク分野 の 総合 政策 は,政 府

と して は正 式 に は 進 め てい ない 。 ドル ナ ノ産 業 相 のSICOBシ ョウでの 発表 につ

い て も,SEMS設 立 以前 の 話 しだ とコ メ ン トして い る。 同氏 との イ ンタ ビューか

ら,① 統合 策 と して は上 記3件 で満足 して い る② 特 に 当初 の 目論 見 通 り,Thom-

sonとCGEと い う2大 勢 力が 中 心 とな った の は成功 と して,一 応 打 ち どめ に な っ

た との予 測 もで き る。 同氏 自身,こ の 点 に つ い ては 明 確 な 回答 を避 けて いた 。,た

だ し,プ ラ ン ・ペ リの第1義 は 「企 業 の統 合 」 に あ るの で は な く,「 攻 撃分 野 を

しぼった特 定 企 業 の 育 成 ・強 化 」にあ り,そ の 手 段 として助成 金 をつけ ることにあ る。

さて,プ ラ ン ・ペ リで の 助 成金 のつ け 方 は,「 成 長契 約 」 と称 す るや り方 で 行

な われ て い る。 具 体 的 な助 成 プ ロセス は次 の よ うに な る。 まず,助 成 を受 け よ う

とす る企 業が,「 成 長 目標 」 を設 定 す る。 目標 の 算 出 には,ニ ュー ・プ ロダ ク ツ

の 研 究 開発,マ ーケ テ ィン グな どの企 業 努力 は勿 論,国 内 お よ び 輸 出市 場 の 伸 び

率 予 測 な ど様 々な要 素 を駆 使 す る。 これ ら諸 要 素 を積 極 的 に評 価 した 場 合 に,年

間 売 上 高 で 何%程 成 長 す るか をは じ き出 す わ け だ。 これが 成 長 目標 とな る。

個 々の企 業 は,そ の 目標 を達 成 す るた め に,各 々の や り方 で努 力 を傾 注 す る。

当然,目 標達 成 のた め に は 資金 が必 要 に

な る。 プラ ン ・ペ リでは,こ の 必要 資 金

の 半分 を助 成 す る こ とに な る 。残 り半 分

は,企 業 の 負 担 に な る 。助 成 を受 けた 企

業 が,当 初 の 目標 を達 成 す れ ば,助 成 金

を返 却 す る必 要 は な い 。企 業 が 目標 を達

成 で きれ ば,当 然 業績 が ア ップ し,法 人

税 の形 で国 に 金 が 入 って くる とい うの が 図3プ ラン ・ペ リにおけ る成 長 契 約

この場 合 の 考 え方 の よ うだ 。 た だ し,目 標 を達 成 で きな か った時 は,ペ ナル テ ィ
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が 課 せ られ る。 ペ ナル テ ィは成 長 目標 額 と実 績 との 差額 を 国 に返 却 す る とい う形

で課 せ られ る こ とにな って い る。

目標 を達 成 す るた め の手 段 は,各 企 業 に よ って 異 な る。 例 えば,新 型 装 置 を 開

発 す る と ころ もあ れ ば,既 存 装 置 の 改 良 とか マー ケ テ ィングの や り方 を変 え る と

ころ もあ る。 従 って,助 成 を受 け る企 業 は,ど ん な形 で 使 って もよ い こ とに な っ

てい る。売 上 高 の 目標 伸 び率 は,個 々の 企 業 に よ って異 な るが,一 般 的 に は30

%前 後 と言 わ れ る。例 え ばLogabax社 は,2年 前 か ら成 長 契 約 を結 ん で い るが,昨

年 は 目標 達 成 に 至 らず ペ ナ ル テ ィを課 せ られ て い る。

な お,プ ラン ・ペ リとは 直接 関係 は な いが,ク ラブ ・ドラ ・ペ リア ンフ ォル マ テ

ィクに対 しては,政 府 と して は 期 待 を寄 せ て い な い との こ とであ った 。経緯 の と

ころで 触 れ た よ うに,同 クラ ブは73年 に ドル ナ ノ産 業相 が ペ リア ンフ ォル マ テ

ィク業 界 の結 束 を 呼 びか けた 結 果 設 立 され た もの 。 い わ ば政 府 の胆 入 りで誕生 し

た業 界 組 織 だが,現 在 は30社 幹 部 の定 期 的 ミー テ ィン グの場 に な って い る。

2.2.4Cl1-HBサ ポー ト

CII-HBが 正式 に発 足 した の は,1976年7月1日 。両 社 の 合 併 は フランス政

府に と って,メ イ ン フ レー ム分 野 にお け る最 後 の 賭 と も言 うべ き もの で あ った 。

このた め 発 足 以来4年 間 に わ た って,莫 大な 財 政援 助 を行 な う こ とに して い る。

主 な もの で は,R&Dな どの補 助 金 と して12億 フ ラ ン(返 却 義務 な し),HB株

式 買 収 費 と して1億3500万 フ ラ ンの 外,4年 間で40億5000万 フランとい う巨額

の 買 付保 障 を与 えた 。

買付 保障 につ いて は,当 初 そ の 額 が 余 りに大 きい た め,果 して 予定 通 り行 くの

か どうか 疑 問視 す る向 き もあ った 。 コ ン ピュー タ部責 任 者 ニ コ ライ デ ス氏 に よれ

ば,買 付 割合 いは表10の よ うに な って い る。昨 年 は3年 目の 買付 期 間 に 入 っ て

いたが,最 初 の1～2年 に つ い て は予 定 通 り買 付 を完 了,3年 目 は12月 の 時点

で も目標 に達 してな い との こ とで あ った 。保 障額 通 り買 付 けな か った 場合 に は,

目標 と実 行 購入 額 差 額 の55%を 補助 金 と して 与 え る こ とに な って い る。 こ の 計
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表9CII-HBへ の 補 助 金 支収 内訳 表10CII-HBへ の買 付 割 合

(単 位100万 フ ラ ン)

年 数 金 額

1年 目 500

2年 目 375

3年 目 225

4年 目 100

総 額 1,200

年

一
1

一
2

一
3

一
4

一
総

年

一
年

一
年

一
年

数

一
目

一
目

一
目

一
目

一
額

(単 位100万 フラ ン)

金

650

850

1,200

1,350

4,050

額

算 で い くと3年 目の 場 合,3,000万 フラ ン程 を 補助 金 として 支払 らわねば な らな い

ことに な る とい われ る(た だ し,実 際 に払 うか ど うかは分 らな い とニ コラ ィ デ ス

氏 の コ メ ン トが あ った)。

CII-HBに 対 す るサ ポ ー トと して は,現 在 進 め られて い る4年 間 の助 成 策 が

終 れ ば打 ち 切 りに な る。CII-HB側 も,80年 以 降 は 独立 路 線 を とる と表 明して

い る し,同 年 まで に 国 内 出 荷額 でIBMフ ラ ンス を追 い抜 く とい う 「目標 」さ えか

かげ て い る。

レ ンタル 支援 に つ い て は,政 府 機 関 が購 入す る場 合 に は,国 が 資 金 援助 を して

い るCNMEと 称 す る機 関 が あ るが,民 間 ユ ーザ ーに つ いて は特 に な い。

な お ニ コ ライ デス氏 はUnidataに つ いて,そ の 形 成 ・解 体 に関 して,「 フ ラン

ス側 が イニ シ ャテ ィブ を と った ので は?」 との 問 を否 定 しな か った 。た だ し,①

解 体 に つ い て はSiemens側 も望 ん で いた 。②Unidataは 単 な るア ソ シ ェ ー シ ・

ンに過 ぎな か った③Unidataの 大 型 モ デル 開発 はCIIが 担 当 して い た が,Si-

mensも 大 型 機 開発 を打 ち出 して きた な どの コ メ ン トを寄 せ た 。第2のUnidata

形 成 に関 して は,フ ラン ス政府 と しては 望 ん で い な い と も指 摘 した。

2.2.5サ ー ビス 産業 政 策

フ ランス の コ ン ビ。ユ一 夕 ・サー ビス産 業 は,市 場 お よび 参 入 企業 規模 な どの 点
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か らみて,ヨ ー ロ ッパ 最 大 を誇 って い る。 ニ コラ イ デス氏 に よれ ば,サ ー ビス会

社 の総 数 は 約1,000社,こ の う ち年 間 売 上高2憶 ～4億 フ ラ ンの大 手 企 業 は10社

中 規 模 ク ラス が約100社 で あ る。 これ らサ ー ビス 会社 の 要員 数 は,全 体 で25,000

人 。

ヨー ロ ッパ 全体 の サ ー ビス会 社 を み て も,売 上 高 トップ4社 は 何 れ もフ ラ ンス

の 企 業(CISI/SIA,GSI,CAP/GEMINI/SOGETI,METRAInterna-

tional)で 占め て い る。 しか も,CISIやCAPグ ル ー プ な ど の よ う に,大 型

企 業 同 士の合 併 によ って,グ ル ー プ と して の力 を着 々 と拡 大 して い る 。こ のた め

フ ラ ンス政 府 は,コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビス産 業 に つ い て は特 に危 機 感 を持 って い

な い 。従 って,サ ー ビス企 業へ の助 成 策 も積 極 的 に は展 開 して い な い 。

また,フ ラ ンス特 有 の大 型 合 併 に して も,政 府 の指 導 に よ る もので は な く,民

間 側 の 積 極 的意 欲 の現 れ だ と して い る。外 資 系,特 に ア メ リカ 系 サ ー ビス会 社 の

追出 に も,イ ンパ ク トは 感 じて い な い よ うだ 。 ア メ リカ企業 は,サ ー ビス市 場 の

中 の 会 話 型 タ イ ム シ ェ ア リン グ部分 に食 い込 ん で い る に過 ぎな い と してい る。 た

だ し今 後 は,デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス 部 門 で の ア メ リカ勢 の 攻 勢 が予 想 され る と

こ ろか ら,こ の 部 門 に 関 して は 何 らか の サポ ー トが必 要 にな る考 えて い る よ うだ 。

'

φ

2.2.6VLSI開 発 サ ポー ト

フ ラ ンス政 府 は 現在,"PlandesComposant"と 称 す るVLSI開 発 プ ロ ジ

ェク トを進 めて い る。 同 プ ロ ジ ェク トは 電 子 部(SDE)が 担 当 して い る。 ニ コラ

イ デス氏 に よれ ば,同 プ ロ ジ ェク トの 詳 細 は検 討 中 とい う こ とで あ る。 た だ し,

伝 え られ る という で は,5年 間 に6億 フ ラ ン を投 下 す る計 画 と いわ れ るが,具 体

的 な助 成の 方 策 は 現時 点 で は分 らな い との こ とで あ った 。

しか し,フ ランス のVLSI分 野 で は,78年 中頃 か ら活 発 な動 きが 表 面化 して

きて い る。 例 えば78年 の 夏,フ ラ ンス産業 省 の 構 想 と して,SECIMOSと 称 す

る企 業新 設 が 注 目 を集 め た 。SECIMOSは,イ ギ リス企 業 庁(NEB)が 設立 した

半 導体 企 業INMOSと 同様 の もの と言 われ る。
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●

政 府 の 構 想 で は,既 存 の フ ラ ン ス 企 業 に ア メ リ カ の 有 力 メ ー カ ー を 参 加 さ せ

てSECIMOSを 発 足 さ せ る 計 画 で あ っ た 。 ア メ リ カ 企 業 で は,AMI,Harrjs,

Mostek,NationalSemiconductor,Intelな ど の 大 手 が ア プ ロ ー チ し て き た

と 伝 え ら れ る 。 し か し,フ ラ ン ス 企 業 側 の 名 の り が な く,こ の 計 画 は 進 展 を 見 な

か っ た 。78年10月 に は,産 業 省 は 「フ ラ ン ス 版INMOSの 構 想 」 を 手 直 し,米

仏 両 企 業 に よ る ジ ョイ ン ト ・ベ ン チ ャ ー の 形 で こ の 分 野 の 強 化 を 計 る こ と に し た 。

フ ラ ン ス 企 業 と ア メ リ カ 企 業 間 で は,当 時 す で に 活 発 な 提 携 話 し 合 い が 進 め ら

れ て い た 。 例 え ば,ThomsonはMotorola,Harrisか ら 技 術 購 入 す る 接 渉 を 持

っ て い た し,そ の 他GCEとInte1,SaintGobainとNationalSemicondu-

ctorも 接 近 し つ つ あ った 。 さ らにCII-HBは,Philipsの フ ラ ン ス 子 会 社R

TC(LaRadiotechique-Compelec)と の 間 に 購 入 契 約 を 締 結 し て い た 。

78年12月 に は,SaintGobainとNationalSemiconductorの 交 渉 が ま と

ま り,近 く 正 式 発 表 す る 予 定 と の 声 明 が 出 さ れ た 。 両 社 に よ れ ば,SaintGoba

in51%,NationalSemiconductor49%出 資 の 合 弁 会 社 を 設 立 し,NMOS,

CMOSの 生 産 を 手 が け る こ と に な る 。 な お,フ ラ ン ス 政 府 は こ の 合 弁 会 社 に 対 し,

総 額2億 フ ラ ン(5カ 年)を 援 助 す る と い わ れ る 。 合 弁 会 社 はSaintGobainお よ

びNS両 社 取 締 役 会 の 承 諾 が あ り次 第,80年 末 の 営 業 開 始 を め ど に,79年 中 に

は 製 造 施 設 の 建 設 に 着 手 す る 予 定 。 当 初 の 従 業 員 数 は200～300人,1985年 ま で

に は580～800人 に 増 強 す る 計 画 で あ る 。

同 プ ラ ン の も と で は こ の 外,ThomsonCSFと 原 子 力 委 員 会(CEA)が 各50

%出 資 し て い るECFICとMotorolaチ ー ム も 援 助 を 受 け て い る 。ECFISと

Motorolaの 協 力 関 係 は,主 と し て ラ イ セ ン ス 協 定 に よ る も の で,援 助 額 は2億

フ ラ ン と い わ れ る 。

以 上,2っ の 米 仏 合 併 事 業 の 外,単 独 企 業 へ の 援 助 も進 め ら れ て い る 。 オ ラ ン ダ

Philipsの フ ラ ン ス 子 会 社RTCへ は 向 う5ケ 年 に1億 フ ラ ン が,ま たThomson

CSFに も同 様 に1億 フ ラ ン が 助 成 さ れ る こ と に な っ て い る 。 な お,RTCはCII

-HBへ の 半 導 体 供 給 契 約 を 締 結 し て い る
。
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表11PlandesComposantの 目 標 お よ び 援 助 状 況

ー

漣

ー

フ ラ ン ス 企 業 ア メ リ カ 企 業 政府援助額 フランス企業 出資額 目標 プ ロ ダ ク ツ そ の 他

Saint-Gobain一 Nationa1 当初N-MOS 要員:当 初200人
51% 49%

P・ 。t－Σ－M・uss・n-一 一[亘 到 ←-S・mi・ ・nd・ ・t・r 2億 フ ラン/5年 3億 フ ラ ン 将来C-MOS 85年600人

(総 合エ ンジニア リング会社) 場所:マ ルセニユ近郊

(失業対策加味)

ECFIC・ 1ラ イセ ンス齪 トM・t・r・1・
2億 フラン/5年 1億8000万 フ ラ ン C-MOS 場所:未 定(CEAの グ

・・%＼% (Thomson) N-MOS ル ノーブル研究所を失 業

ThomsonCEA 1億8000万 フ ラ ン SOS-MOS の厳しい所へ移転か?)

(CEA)

RTC

(オ ランダPhilipsのフランス子会社)

一 1億 フラン/5年 一 高速 バイポ ーラ回路
一

バ イ ポ ー ラ ・リニ ア

ThomsonCSF 一 1億 フラン/5年
『 一

回路

2億 フラン/5年 要員:80年100人
51% 49%

M…a・[亘=互]一 －Har・i・ (地域開発援助資 5000万 フ ラン C-MOS 85年600人

(宇 宙,自 動 車, 金 による) 場所:北 部の失業対策

通信機器企業) 加味

(注1)Matra/Harrisへ の 援 助 は同 プ ラ ンの わ く外

(注2)政 府 援 助 金,目 標 プ ロ ダ ク ツ な どに つ い て は未 確 認 デー タ含 む

` ㊨ 、



さ らに 同 プ ラ ンの わ く外 と して,Matraお よびHarrisの 合弁 会 社 に対 し て,

総 額2億 フ ラ ンが 助 成 され るこ と にな った 。米 仏企 業 の半 導体 分野 にお け る合 弁

事 業 に は,失 業 者 の雇 用 とい う期 待 も込 め られ て お り,合 弁 会 社 の設 立 場 所 に つ

い て もこの辺 の事 情 が考 慮 され られ て い る もよ う だ。

■

●

2.2.7新5ケ 年 政 策

フ ラ ンス 政 府 の サ ポ ー ト策 の中 で,最 新 の もの で,78年12月 に デ ィス カール

デス タ ン大 統 領 に よ って 発表 され た。 これは79年 一83年 の5ケ 年 を対 象 に,

22億5000万 フ ラ ンの助成 を投 入 す る もので,以 前 の プ ラ ン ・カル キ ュル に く ら

べ てず っ とア プ リケ ー シ ョ ン指 向 に な って い る。

プ ラ ン ・カル キ ュル は,CIIを 中 心 とす る国 産 コン ピ ュー タ業 界 の 育 成 ・強化

が 主 眼 とな って い た 。 これ に対 し新5ケ 年 政 策 は,中 小 規模 ユ ーザ ーの コ ン ピ ュ

ー タ利 用 促 進 や中 小 メー カー のR&D活 動 援 助 ,さ らには デー タベ ー ス 整 備 とか

教 育分 野 の コ ン ピ ュー タ利用 促 進 な どが盛 り込 まれ てお り,い わば 「情 報化5ケ

年 政 策」 と も呼 ぶべ き もの で あ る。

主 な援 助 対 象 は 以下 の よ うに な って い る。

※ デ ー タベ ー ス整 備

※学 校 教 育 へ の コ ン ピ ュー タ導入

※中小 企 業(ユ ー ザ ー)の コ ン ピ ュー タ利 用 促 進

※中小 メー カーのR&D活 動

※郵 政 事務 の コ ン ピ ュー タ化

※工場 の オ ー トメ化

※ ワー ドプ ロセ ッサ

※ コ ン ピ ュー タ ・エ イ デ ッ ト ・デザ イン(CAD)

※ ペ リフ ェ ラル(磁 気 デ ィス ク)

※IC/VLSIな どのR&D活 動

以上 の うち,デ ー タベ ー ス整 備 に つ い ては,5ケ 年 にわ た って1億 フ ラ ン が 充
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当 され る予 定 。 また,IC/VLSIに は5年 で6億 フ ラ ンが 投 入 され る とい わ れ,

これ は既 に 触れ た"PlandesComposant"を 新 政策 の中 に組 み 込 む形 に な ると

思 わ れ る。学 校 教 育の 利 用 促 進 は 文部 省 が 管理 し,中 等 科 に マイ ク ロ コン ピ ュー

タ を1万 台導 入 す る計 画 を進 め る こ とに な って い る。

新 政策 の推 進 に 当 って は,「 コ ン ピュー タ利 用 技 術 普及 機 関 」 とい うよ うな 新

し い機 関が 設 立 され,助 成金 の 配 分 や各 省 の情 報 化 計画 の調 整 を行 な う こ とに な

って い る とも伝 え られ る。

な お,新 政 策 で も う ひ とつ 注 目 され るのは,各 国 メー カー製 の 機 種 を導 入 して

い るユ ー ザ ー も援 助 を得 られ るこ とだ 。 つ ま り,外 国機 ユ ーザ ー で も,新 しい ア

プ リケ ー シ ョンを開発 す る場 合 に は, ,新 政 策 の援 助 対 象 とな る。従 って,例 えば

銀 行 や保 険 業 界 のIBMを 含 む外 国 機 ユー ザ ー で,分 散 処 理 ア プ リケ ー シ 。ンへ

の移 行 を検 討 して い る所 も補 助 を得 られ る ど も言 わ れ て い る 。

新 政 策 は期 間,規 模 の点 では プ ラ ン ・カル キ ュルに 匹 敵 す る もの だが,そ の 内

容 はか な り フレ キ シ ビ リテ ィに 富 ん だ もの に な ってお り,Unidata以 降 の フラン

ス 政 府の 取 り組 み 方 を如 実 に 反 映 した もの と言 えよ う。(注:新5カ 年 政 策 は,

現 地 調 査 の 後 で発 表 され た た め,詳 細 につ い て は現 時 点 で は把 握 してい ない)。
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2.3西 ドイツ研 究技術 省 の コン ピュー タ関連施 策

調 査 先

所 在 地

調査期日

面 接 者

調 査 員

Bundesministeriumfi∫rForschungundTechnologie

53Bonn-Bad,GodesbergStesemannstr2

Bonn,WestGermany

1978年12月18日(月)

Dr.HansDonth

Dr.HartmutGrunau

Mr.FriedrichWinkelhage(GMD)

岡 崎,鈴 木

9

2.3.1経 過

西 ドイ ツ政 府 の 情 報処 理 お よ び コン ピュー タ産 業 育成 策 は,第1次 情 報 処 理 振

興 計 画(67～70年)に よ って 開 始 され た 。イ ギ リス お よ び フ ラ ンス政 府 の 国産

企 業 統 合 準 備 あ るい は 国産 業 界 の 育 成 開 始 と く らべ る と,や や 地 味 な ス ター トと

な った 。 これ は,イ ギ リス と フ ラン ス両 国の 場 合,国 産 コ ン ビ。ユ一 夕業 界 育成 に

際 して,国 内複 数 メ ー カ ーの 統 合 に よ ってICL,CIIと い う新 会 社 を設立 した

が,両 ドイツではSiemensと い う有力 企 業 が あ った た め,い わ ゆ る国策 メー カー

を新 た に設 立 す る必 要 が な か った た め で あ る。(後 にSlemensとTelefunkenの

合併 を呼 びか け た が 失 敗)。

第1次 政策 の特 徴 は,① 情 報 処理 シス テ ムの研 究 開 発 お よ び レベ ル ア ップ② 政

府 公共 分 野 の コ ン ピ ュー タ利 用 促 進 お よ び利用 高 度 化 を柱 と し,数 理 科学 研 究 所

(GMD:GesellschaftfurMathematikundDatenVerarbeitungmbH)

の新 設 な ど主に 組 織 面 の 充 実 を計 った ことで あ る。

1971年 か ら75年 に か け て展 開 された 第2次 情 報 処 理振 興 政 策 では,第1次 に

比 較 して実 質 的 な 研 究 開発 助 成 が積 極 的 に な り,サ ポ ー ト範 囲 お よ び助 成 額 も大
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幅 に拡 大 され た 。第1次 政 策 で は,4年 間に 総 額3億5,300万 マル クが助 さ れ た

が,第2次 政 策 で は5年 間 に18億1,100万 マ ル ク,即 ち5年 平 均 に して4倍 以 上

に 拡大 さ れ た。

第2次 政 策 の 特徴 は,助 成 対 象 が 大 きく4分 野 に統 合 され た こ とで,こ れは 現

在 進 行 中 の第3次 政 策 で も変 って い な い 。4分 野 は,① 大学 お よ び 訓練 セ ン ター

な ど教 育分 野,② コン ピ ュー タ産 業界 に お け る研 究 開 発(R&D),③ 情 報 ア プ

リケ ー シ ・ンの開 発 促 進,④GMDで あ る。

第2次 政 策 は,第1次 に お い て展 開 され た 長期 的振 興 施 策 遂行 の た め の機 構 充

実 の あ と を受 け た,具 体 的 な成 果 を 目論 ん だ助成 策 であ り,事 実Siemens,AEG

Telefunken,Nixdorf,AnrkeWerke,KienzleApparatcGmbHな ど,国

内 の 多数 の メ ー カーが 政府 助 成 金 に よ って次 々 と新機 種 を開 発 した 。

この 時期,西 ドイ ツ政 府 は 国産 大 型 コ ン ピュー タ分 野 の 強 化 を計 るた め,Sie-

mensとAEGTelefunken両 社 に合 併 会 社 設 立 を呼 びか けた(71年)。 しか し,

Siemens側 が この 構想 に 乗 らな か ったた め,1年 後Nixdorfが 代 打 と して登 場,

Telefunken/Nixdorf両 社 に よ ってTelefunkenComputerAGと い う名 の新

会 社 が 設 立 された(72年)。

新 会 社 には 科学 用 大型 コン ピ ュー タTR550の 開発,販 売 とい う任 務 が 課 せ ら

れ,政 府 も向 う5年 間 に わた り1,000万 ドル/年 とい う助成 金 を付 けた 。 しか し,

同 社 は結 局 財 政 難 に 陥 り,政 府 が再 度 介入,Siemensに 政府 持参 金 付 で 吸 収 さ

せ た(74年7月)。

第2次 政 策 が進 め られ て いた71～75年 とい う時期 は,海 外 コン ピ ュー タ産 業

界 で も大 きな事 件 が 連 続 して発 生 した 。70年,71年 に お け るGE,RCAの コン

ピ ュータ事 業 撤 退,72年 に入 る とCDC/NCRの 周 辺 装 置 分 野 での 提携,そ して

ヨー ロ ッパ に は国 境 を越 え た産 業 再 編 熱が 津 波 の よ うに押 し寄 せ て きた 。 西 ドイ

ツ政 府 も,こ う した 一連 の動 きに敏 感 に反 応 し,フ ラ ンス/イ ギ リス/オ ラ ンダ

な どの 政 府 と ヨー ロ ッパ 連合 の 可能 性 を協 議 した 。

1972年1月,Siemensと フラ ンスCIIが 合 併 事 業 に合 意,73年1月 に は 正
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式 調 印,そ して73年7月,オ ラ ンダのPhilipsを 加 えて,ヨ ー ロ ヅパ3社 に よ

る連 合 企業Unidataが 発 足 した.し か し,同 連 合は 発 足後 間 もな く,政 府間 の思

惑 あ るい は 企業 間の マ ー ケテ ィング協 会 の乱 れ か ら失 速 し,75年9月 に は 崩 壊

して しま った 。 ヨー ロ ッパ連 合 に よ る対 ア メ リ カ系 メ ー カー(特 にIBM)を 意 識

した メ イ ンフ レー ム分 野 強 化の失 敗 で あ り,西 ドイ ツ政府 は翌 年 か ら開 始 された

第3次 情 報処 理 振 興 政策(76～79年)で 新 しい 針 を打 ち出す こ とに な った 。

表12西 ドイ ツの情報処理振 興政策助成額推移

期 間 対象年数
助 成 額

(百 万マル ク)

年間平均助成額

(百 万マル ク)

第1次 1967-1970 4年 353 88.25

第2次 1971-1975 5年 1,811 362.20

第3次 1976-1975 4年 1,575 393.75

(出 所:西 独連邦政 府研究技術省)

●

2.3.2研 究 技 術 省 の サ ポー ト体 制

西 ドイ ツ政 府 は現 在,第3次 情報 処 理 振 興 政 策(76～79年)を 進 め て い る。

同 政 策 の 柱 は第2次 同様 ① コン ピュ ータ産業 のR&D助 成,② 大 学 な ど教 育分 野

助 成,③ ア プ リケー シ ・ンの開発 促 進,④GMD助 成 の4つ で あ る。 助 成 総 額 は

15億7,500万 マル クで,こ れは年 平均3億9375万 マル ク とな り第2次 よ りも 規

模 が 大 きい。

しか も,現 行 政 策 の特 徴 と して,④ 中 大型 機開 発 か らマ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ ・

,ミ ニ コン ピ ュー タ開 発 に重 点 が移 行 した こ と,◎ ア プ リケー シ ョン開 発助 成 金

の 占 め る比 率 が大 幅 に増 大 した こ とが あ げ られ る。 これは 第2次 政策 期 間(71

～75年)に お け る海 外 の動 き と,Unidata以 後 の 政策 を敏 感 に 反映 した もの と

考 え られ る。 つ ま りフ ラ ンス にお い ては,CII/HoneywellBu11の 合 併 交 渉

か ら新会 社CII-HBの 発 足(75～76年),あ るい は ペ リア ン フ ォル マ テ ィ ク

業界 の統 合 構想 の発 表(75年)が あ り,イ ギ リス で はICLに よ るア メ リカSin－
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ger社 コ ン ピ ュ ー タ 事 業 部 お よ び 同 子 会 社Cogar社 の 買 収(76年)な ど が あ る 。

図4は,ド イ ツ 研 究 技 術 省(BundesministeriumfurForshungundTech-

nologie)の 機 構 の う ち,コ ン ピ ュ ー タ 関 連 の サ ポ ー トに 関 係 し た 組 織 を ま と め

た も の 。

・通信 エ ン ジニ ア リン グ

・政 策/計 画

・コー デ イ不一 シ ョン

通 信 衛星 シ ス テ ム

に関 す る政 策

・通信 技術 お よ び電 子 部

品 の振 興

事務次官

デー タ処 理

通信 エ ン ジ ニ ア リン グ

デ ー タ 処 理

ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ン

・ デ ー タ 処 理 政 策 お よ び 企 画

・ コ ン ピ ュ ー タ 開 発

・GMD

・産 業/行 政 分 野 の コ ン ピ ュ ー タ

・ア プ リ ケ ー シ ョ ン

・ コ ン ピ ュ ー タ ・サ イ エ ン ス

・ イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン&

ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ン

・特 殊 情 報 シ ス テ ム;

デ ー タ バ ン ク

'図4ド イ ツ研 究 技 術 省 の コ ン ピ ュー タ ・サ ポー ト関 連 組織 図

デAo－ トメ ン ト4と し て,デ ー タ 処 理 お よ び 通 信 技 術 全 般 を 担 当 す る 局 が あ る 。

ち な み に,デ パ ー ト メ ン ト3は エ ネ ル ギ ー,同5は 宇 宙 お よ び 輸 送 シ ス テ ム を 管

轄 し て い る 。 デ パ ー トメ ン ト4の 下 に,デ ィ ビ ジ ョ ン41お よ び グ ル ー プ40Aと
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い う部 門 が あ る。前 者 は コ ン ピュー タ産 業 お よ び デー タ処理 ア プ リケ ー シ ョ ンの

開発 促 進 あ るい は ドキ ュメ ン テー シ ・ン ・シ ス テ ム,特 に デー タベ ー ス作 成 強 化

と い った業 務 を担 当 して い る。後 者 は通 信技 術 お よび エ レ ク トロニ クス に 関 す る

政 策 を担 当 して お り,VLSIな どの 電 子 部 品 開 返 関 連業務 は こ こが 進 めて い る。

吟

2.3.3第3次 政 策 に お け る重 点 項 目

第3次 政 策 の4つ の 柱 の うち,コ ン ピ ュー タ産 業R&D助 成 と ア プ リケ ー シ ョ

ン開発促 進 は,助 成 金 の額 の 点 で も最 も大 きい 。 ちな み に,総 援 助額 に 占 め る比

率 は前 者 が35.2%,後 者が35.7%で,こ の 両 分 野 で実 に71%を 占 めて い る 。

コン ピュー タ産 業R&D助 成 は,い わゆ る国産 コン ピュー タ企 業へ の 開 発 資 金

援助 で,SiemensやNixdorfは これ までに も多 大 の恩 恵 を受 け て きた 。 た だ し

既 に触 れ た よ うに,政 府 は ミニ コ ンや マイ ク ロコ ン部 門て こ入 れ を強 化 して お り,

この点 でSimensよ り もNixdorfへ の 助 成 金 の 伸 び率 が大 きくな って きて い る。

デ ィ ビ ジ ョ ン41の デ ィレ クタ ーDr.Donthに よ れ ば,Simensは ミニ コ ン に 関

す るサ ポ ー トは 申 し込 ん で きて い な い。

R&D助 成 金の 支 給/返 済 は大 きく2つ の方 法 で行 な われ て い る。 ひ と つ は近

い将 来 マー ケテ ィ ングの 計画 の あ る もの に対 す る助成 で,こ の場 合 受 給 者 は全 額

返 済 す る義 務 を 負 う。 た だ し,受 給 者 が返 済 す るの は,あ くま で助 成 金 に よ って

当 該 プ ロ ダ クツのR&Dが 成 功 を納 め た 場 合 で あ る。 も うひ とつ は遠 い将 来 の 開

発 計 画 に 対 す る援助 で,こ れ は半分 が 補 助 金 として返却 す る必 要 が な い。

な お,R&D計 画 に対 す る奨 励 お よ び助 成 金 の支 給/返 済 に 関 して は,次 項 で

研 究 技 術省 の 印 刷物 か ら要 点 を抜 粋す る。

次 に,ア プ リケ ー シ ョンのR&Dで は表13の 項 目が重 点 項 目に な っ て い る。 同

表 に つ い て補 足 す れ ば,1.2の ソ フ トウ ェア技 術 のR&Dで は,ソ フ トの ドキ ュ

メ ンテー シ ・ン,構 造化 プ ロ グ ラ ミング,シ ス テム 設計 な どが 具体 的 援 助 テ ー マ

とな る。1.3ユ ーザ ー ・サ ポ ー トに 関 して は,ど ん なユ ーザ ー で も ソ フ ト開 発 の

助 成 を受 け られ る こ とに して お り,援 助 資 金 の支 給/返 済 は既 述 の コ ン ピ ュー タ
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表13ア プ リケ ー シ ョンR&Dの 重 点項 目

＼ 項 目.

1.1 デ ー タ ベ ー ス ・マ ネ ジ メ ン ト ・シ ス テ ム(DBMS)

2 ソ フ ト ウ ェ ア ・テ ク ノ ロ ジ ー

3 ユ ー ザ ー ・サ ポ ー ト

4 パ タ ー ン認識

5 官 公庁の情報 システム

6 医学情報 システム

7 教 育情報 システ ム

8 輸 送 シス テ ム

9 遠 隔情報 シス テム

2.1 コ ン ピ ュ ー タ ・エ デ ィ ッ ト ・デ ザ イ ン(CAD)

2 プ ロ セ ス ・ コ ン ト ロ ー ル

産 業R&Dと 同 じ2つ の方 法 が と られ て い る 。た だ しこ こで は,単 一 ユ ーザ ーの

利 益 追 求 に偏 よ らな い よ う配慮 され て い る。

1.6医 学 情 報 シ ス テ ムのR&Dは,公 衆 衛 生 の た めの情 報 シス テ ムが 重 視 され,

この 一環 と して 「ド ミニ ック ・プロ ジ ェ ク ト」 が 進 め られ て い る。 これ は 病院 を

効 果 的 に 管理 す るた め の シス テ ム で,空 ベ ッ ド情 報 な どの い わゆ るデー タベ ー ス

づ く りが 中心 とな って い る。

1.7教 育情 報 シス テム で は,CAI(コ ン ピュー タ'エ イ デ ッ ト ・イ ンス トラ

クシ ョン)に 関 す る研 究 は2～3年 前 に終 了 した 。 この理 由 と して は,先 生 の 数

が 多 い た め とい う点 で指 摘 され て い る。現 在 で は,コ ン ビ。ユ一 夕会 社 に 関 す る研

究 に 重 点 が置 か れ て い る。

2,1のCADに 関 す るR&Dで は,大 学/ユ ーザ ー/産 業 界が プ ロ ジェ ク ト毎

に チ ー ム を組 ん で援 助 を受 けて い る。例 えば,建 設 会 社 の グ ル ープ が援 助 を受 け

てい る が,ユ ーザ ー で援 助 を受 け て い る と ころ もか な り多 い 。 ドイ ツの コ ン ビュ
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「

一 タ関 連施 策 は ,イ ギ リスや フ ラ ンスな どの他 の ヨ ー ロ ッパ 主要 国 と比 較 して,

表14第3次 情 報処 理振 興政 策 実施 予 算 配分

(単 位:100万 マルク)

＼ 助 成 分 野 1976 1977 1978 1979
1976

-1979

大学など教育学校分野における援助 937 64.5 570 490 264.2

全
ア プ リケ ー シ ョン開 発R&D 1276 133.0 1440 1570 561.6

コン ピ ュ ー タ産 業R&D 140.3 1330 1380 1430 5543

体 GMD予 算 438 483 50.8 519 194.8

第3次 情報処理計画への予算合計 405.4 3788 389.8 4009 1574.9

大
地域間情報工学研究プログラム 52.5 200 125 1.5 865

学
な 学術的経験 ・情報交換 15 1.5 15 1.5 660

ど
教

地 方 計算 セ ン タ ー 380 420 420 460 1680

本

昌 職 業教 育 ・訓 練 セ ン タ ー 17 10 10
一

3.7

野 小 計 937 64.5 570 49.0 2642

情 報 処 理 シ ステ ム 385 400 420 44.5 1650

健 康 管 理 シ ス テ ム 313 34.0 36.0 400 1413
ア

ブ 教 育 シ ス テ ム 6.5 30 3D 3D 155

リ

ケ CAD(コ ンピュータ}こ よ る設 計) 15.0 160 17D 180 ・660

ー

シ
・DV(ζ る 芋 麺 とのプロ) 223 23D 24D 255 948

: デ ー タ遠 隔処 理 60 70 85 10.0 315

開
発

利用者援助 80 go 115 13.5 420

パ タ ー ン認 識 一 1.0 20 2.5 5.5

小 計 1276 133D 144D 1570 5616

計算機の構成及びデータ処理言語 20D 190 180 16D 730

コ業 デ ー タ処 理技 術 2203 190 19D 18.0 763
ンR

ピ& 遠隔周辺機器 10D 140 180 20D 620
ユD

|

タ

小 型 デー タ処 理 シ ス テ ム(プ ロセ
ス計 算 機 を 含 む) 300 320 380 49D 149D

産 中 ・大 型 デ ー タ処 理 シ ス テ ム(周
辺 機器 を含 む)

600 49.0 45D 40D 194D

小 計 14α0 133D 138.0 1430 5543

GMD 運営および設備投資 438 48.3 5α8 51.9 194.8
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ユ ー ザ ーに対 す る サ ポ ー トが重 視 され て い る と言 わ れ るが,こ の ア プ リケ ー シ ョ

ンR&D助 成 面 に その 傾 向 が 如 実 に示 され てい る。

2.3.4助 成 金 の 支 給 お よ び 返 済

研 究 技 術 省 で は,産 業 界 に お け る 研 究 開 発(R&D)の 奨 励 お よ び 助 成 金 の 支

給,返 済 に 関 す る パ ン フ レ ッ ト を 発 行 し て い る 。 以 下 同 パ ン フ レ ッ ト(""Be-

wirtschaftungsgrunds冨tzefifrZuwendungenaufKostenbasisan

UnternehmendergewerblichenWirtschaftflirForschungs-und

Entwicklungsvorhaben)か ら,助 成 金 の 支 給,返 済 に 関 す る 要 点 を 引 用 す る 。

25章 商業 的に利用で きるR&D計 画の奨励

(1)助 成金支給 の際に助成金の支給者(以 下支給 者 とす る)が 将来商品 としての

価値が生ず ると判 断 した計画の場合,助 成金 の受 給者(以 下受給者 とす る)は,

3節 を条件 として割 当て られた助成金 を返済 しなければな らな い。計画が将来,

商品 としての価 値 を有す る もの を判 断 され るのは,そ れが一定期 間中に予測で

きる費用 とリス クを含 めて もなお商業的な利用が可能 である ことが予想 され た

り,ま たはそ うな る ことが明 らかに わか っている場合で ある。

(2}R&D計 画に対 する助成金支給の終 了 日か ら数 えて3年 後に,返 済義務 を履

行 しなければな らな い。返済義務 は通例,返 済額 を等 しく5年 の年度割 りに し

て課 され る。最初の年賦 は,R&D計 画に対 す る助 成金 支給 の終了日か ら数 え

て4年 後が支払期 限であ る。支給額 に対 しては,第1章 で規定 された時点か ら,

未返 済金に対 して6.5分 の年利がかけ られ る。年 利は各年賦 ごとに満期 にな る

受給者が返済期 限よ り1か 月以上返済 を遅滞 した場合,年 賦の遅延期間に対 し

て年利6.5分 の 延滞利息 を支払わな ければな らな い。

(3)科 学技 術研究開発の 目標が核心 に達 しなか った り,あ るいは その成果の商業

的利用が不可能 であ ることが受給者 に よって明確 に論証 された場 合,返 済義 務

はな くな る。

(4)支 給 者は,助 成 した計画の成果 を利用 して も,永 続的な売上 げ を出す ことが
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で きない ことを受給者が明確に論証 した場合,返 済期間中 に未償却分 の返 済 を

あ き らめ るこ とが で きる 。

(5)23章 に 定 め られ た 受 給 者 の 義 務 は な くな る。特 殊 な場 合 以 外 は,20章 か ら

23章 まで に定 め られ た支 給 者 の権利 に 対 して も同 じこ とが い え る。(訳 注:

20～23章 につ い ては 後述)

、
(6)3節 お よ び4節 に該 当 す る場 合,5節 は無効 とな る 。

20章 利用権 と利用 料金一
タ

(1)受 給 者 は 支給 者 に対 して,次 に 挙 げ る ものの利 用 権 を与 えな け れ ばな らな い 。

この利用権 は永久的で無料 であ るが,独 占的 な権利 ではな い。

(a)R&Dの 成 果(14章)

(b)国 内外 で譲 渡で きる権利,特 にR&D計 画実施 中に生 じた発 明や著作権 の

申請,お よび著作権

(c)第15章1節 に従 った報 知

(著 作権 とその他 の作業結果)支 給 者はこれ らの利用 権に関 して,受 給者か

ら聴 取 した 後 に,自 らの 必 要 か ら,あ るい は公共 の 需要 の た め に,あ るいは 国

の科学技術振興対策 と外国の,ま たは国際間の,ま たは 超国家的な組織 と設備

を利用 した,共 同計画実 施対策のために,他 には譲渡で きな い とい う条件付 き

で準 利用権 を第三者 に与 え る権利 を持 っている。

(2)受 給 者 がR&Dを 第 三 者 に 委託 す る場 合,第1節 の義 務 に従 うこ とが で きれ

ば,第 三者 に よるR&D計 画実 施中に生 じた著作権 およびその他の作業結 果 を

今

自由 に処理す る権限は受給者 に保証 され る。あらか じめ支給者の文書 によ る承

認 を得 れ ば,例 外 が 許 され る。
,

(3)支 給 者が,共 同計 画 を 実施 す るた め に,外 国 や 国際 間 の,あ る いは 超 国家 的

な組織 および設備に対 して,受 給者か ら得 た利用 権 の うちの準利用権 を与 える

場 合,受 給 者 に 対 して も,外 国や 国 際 間 の,ま た は 超 国家 的 組 織 お よ び設備 と

同 じ利用権 を与えるよ う最大 限の努力を払 う。準利用権 の供与が受 給者の競 争

力 を本質 的に妨げ る原 因 となることが受給者によ って明 らかに された場 合は,
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支給者 は準利用権の供 与を停止 しなければな らな い。

21章 著 作権の利用

(1)R&Dの 成果 が出 ると直ちに,そ のすべ て を受給 者は,31章1節 の 著 作 権

に関す る規則 および保 護され るべ きあ らゆ る著作(R&D結 果 も相当す る)を

対象 とした保 護法(著 作権 規則1965年9月9日 制定)に 従 って,支 給者 に

単一の,無 制限 な利用権 を譲 与 しなけれ ばな らない 。この利用権 は,著 作 者の

承諾な しに,準 利用権 を付与 す る権利 も含 む。利用権は特 に,著 作権規則第15

章イお よび2節 に規 定 されて いる利用 の種類お よび映像化の権 利(著 作権規 則

第88章)を 含 む。受給 者は支給者に対 し,19章 に規定 され た従業員 や個人が

著作者 であ る作品の利用 権 も譲 与す ることを保証 しなければな らな い。支給者

はその権利 を行使す る際 に,受 給者 の名 前および受給者の要求 に応 じて著 作者

の名前を示 すであろ う。

(2)受 給者は第 三者 にR&Dを 委任す る場合に,そ のとき生 じた第三者の著作 権

に関 して も,1節 で規 定 した義務 に従 うことを適切な方 法によ って保証 しな け

ればな らな い。

22章 公共 の需要に応 じるた めの利用

(1)支 給者は20章 に従 って,独 自の必要か らあ るいは公共の需要 のために,R&

Dの 成果 を利用 す る場合 に,そ の事業に関係 させ る企業 を決 める。受給者 は前

もって知 らされな けれ ばな らない。

② 支給者は,そ の事業 に関係 させ る企業 に対 して,あ らか じめ支給 者が承認 し

た契約 を受給者 と結 ぶよ う義務 づけ る。

⑧ 支給者はその事業 と関係 させる企業に対 し契約 を結 ぶ際に,支 給者 が与 えた

契約の履行にだけ使 う,そ の企業 にとってわか りやす い書類 を使 うよう義務 づ

ける。

23章 第 三者への利用権 の譲渡

(1)〈 第1文 〉受給者 は第三 者の要求 に応 じて,国 内外 で譲渡 で きるすべての権

利,特 にR&D計 画実施中に生 じた発明,保 護法 適用 の 申請 と保護法の利用権
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を独 占 的 に で は な く,ま た 他 に 譲渡 で きな い とい う条件 付 きで与 えな け れ ば な

らな い。 〈第2文 〉 これ らの権 利 には,報 告(13章)や 公 示(16章)の 使 用,

な らびに15章1節 に該 当す る報告書 も含 まれ る。 〈第3文 〉利用 料金 を決 め

る際 に,上 の1お よ び第2文 に規 定 され た 権 利 を生 み 出 す もの に な った 事 業 が,

公共 の 手段 に よ って助 成 され る こと を顧 慮 す べ きで あ る。 〈第4文 〉第 三 者が,

〉 第1お よび第2文 で規定 された利用権 を一定期 間;一 定の条件 で受 け るこ とが

で きな い こ とを告 げ る と,支 給 者は20章1節 第1文bの 利用 権 に基 づ い て,

◎

受給者 か ら事情を聴取 した後で,第 三 者に第1お よび第2文 に規定 された国 内

におけ る準利用権 を独 占的でな く,ま た他 に譲渡で きな いとい う条件付 きで与

え る権 限 を もつ 。

第1お よび第2文 で規定 された利用権 が,常 に受給者やその他の企業が行な

って い る商 習 慣 に 基 づ いて,与 え られ,行 使 され る場 合 に は,第1,第2お よ

び第4文 は あて は ま らな い 。

② 第三者の希望 に応 じて,受 給者は国内における利用 権 を十分に行使す ること

によ って生産 した商品 を特定 の国で販売す るところまで,利 用権 を拡大す るだ

ろ う。 そ うな る と,受 給 者 は,販 売 を 希望 す る国 に特 許 の 出願 を した と こ ろ,

また は その 国 に お け る販 売 を 自 由に行 な って い る こ とを 証 明 し,独 自の 利用

(直 接 的 に,ま た は許 可 を得 る こ とに よ って)に 重大 な 関心 を も ってい る こ と

を明 らか に す る。

弓

2.3.5今 後 の 見 通 し

以 上,西 ドイ ツの コ ン ピュ ータ関 連 サ ポー ト策 に つ い て,こ れ ま での経 緯 お よ
'

び現行第3次 施策 の要点 をまとめて きた 。今後については,昨 年夏の時点で,従

来 の方 式 に従 った第4次 プラ ン とい う もの は 導 入 しな い 旨決 定 して い る。 これ は

明確 な期 限 を つ け た全 体 的 サ ポ ー ト(第1～3次 施 策)の 成 果 が,当 初 の 目的 を

ほぼ達 成 した ことに よ る。 今 後 は特 定 分 野 ごとに 強 化 策 を打 ち 出 して い く予 定 に

な って い る。
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この 中 に は,79年 ～82年 に6億 マル クを エ レク トロニク スお よ び通 信技 術 に

投 入 す る計 画 な ど,既 に 決定 して い る もの もあ る。 また,74～78年 の電 子 部 品

R&D援 助("PromotionofR&DofElectronicComponent")の よ うに,

第3次 施策 とは別 個 に 進 め られて いた 政 策 で,今 後 延 長 され る もの も含 まれ る 。

な お,電 子 部 品,特 にVLSI開 発 に 関 し て は,イ ギ リスのINMOSの よ うな具 体

的 ア ク シ ョン につ い ての 話 しは あ るが,最 終 決定 は出 てい な い と こ と で あ った 。

第4次 施 策 とい う形 で の振 興策 は 無 くな って も,全 体 と して み れ ば,従 来 通 り

サ ポ ー ト策 は 続 行 され る ことに な る。第3次 施策 の うち,コ ン ピ ュー タ産 業R&

Dお よ び ア プ リケ ー シ ョン開 発R&Dの2本 柱 を除 く2つ の分 野,即 ちGMD助

成 と大学 な ど教 育 分 野助 成 も今 後 続 行 され る とい う こ と だ。 また,今 後 の 見 通 し

と して,具 体 化 は して な いが5年 先 位 まで の予 算 計 画 は 出来 あが って い る。力 点

は ソ フ トウ ェア面,ユ ー ザ ー ・サ ポ ー ト面,医 学分 野,セ キ ュリテ ィ,デ ー タベ

ー スな ど に置 かれ て い る。

デ ー タベ ー スに つ い ては,"Information&DocumentationProgramme

1974-1977"な どに見 られ る よ うに,既 に科 学技 術 文 献 情 報 を中 心 に 整 備 が 進

め られ て い る。現 在 で も,中 央 デ ー タベ ー ス開発 と して,政 府/大 学/産 業 界 が

一体 とな って ,12の 専 門分 野の デ ー タベ ース 整 備 が行 な われ て い る。 既 に,化

学,技 術,医 学,物 理 の4分 野 は完 成 し,ヨ ー ロネ ットに接 続 され る こ とにな っ

て い る。 西 ドイ ツの 場 合 も フラ ンス 同様,ア メ リカのLockheedやSDCな どの 文

献情 報 は じめ経 済 デ ー タベ ー ス も入 って きて お り,今 後 こ の分 野 の強 化 に はか な

りの関 心 を示 して い る 。

今後 の 見 通 しに関 して,メ イ ン フ レー ム分 野の 強 化 は ど うか 。既 述 の よ うに,

力 点 は 中 ～ 大型 汎 用 コ ン ピ ュー タか ら,小 型 ビジ ネス ・コ ン ピ ュ ー タ,ミ ニ コ ン

へ移 行 して い る。Siemensに つ い て は,富 士 通 との提 携 な どの方 式 を 推 進 し,

Unidata型 の 連 合 は や らな い と して い る。 た だ し,イ ニ シ ャテ ィブ はあ くまで民

間 側 に あ る との こ とで,連 合 に か らむ この 辺 の 考 え方 は フラ ンス 政 府 と ほ ぼ同 様

で あ る。
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第3章 主要企業の動向

3.1新 経 営 陣 で80年 代 に 対 処 す るICLLtd.

調 査 先

所 在 地

調査期 日

面 接 者

調 査 員

InternationalComPutersLimited

(InternationalDivision)

ComputerHouse,127HagleyRoad

Birmingham,B168NPUnitedKingdom

1978年12月8日(金)

Mr.W.Hall(InternationalDivision)

鈴 木,岡 崎

φ

3.1.1経 緯 お よ び戦 略

ICLLtdは1968年,イ ギ リス政 府 の 国産 コン ピ ュー タ産 業 育 成策 の 中 枢 と

して発 足 した 。設 立 に 当 って は,既 存企 業EE(EnglishElectric社)とICT

(InternationalComputers&Tabulators社)を 統合 す る形 を と った が,

両 社 は67年 までに 多数 の合 併,吸 収 を繰返 して お り,ICLは い わ ば イ ギ リス の

コン ピ ュー タ関 連 企 業 の 大 同 団結 とい う こ とに な る 。(図5)

1978年 は丁 度 創 立10周 年 に あ た る。10年 の 歴 史 の中 で,今 日のICLの 成 功

に貢 献 した点 で 最 も重 要 な ものは,①1972年 のG.ク ・ス社 長就 任,②1973年

の モ デル2903発 表 お よ び74年 以 降 の2900シ リー ズ整 備 ③76年 の ア メ リカSin-

ger社 事務 機 器 部 門 買 収 で あ る。中 で も クロス社 長 は,ヨ ー ロ ッパ で の独 立路 線

推 進 や海 外 市場 重 視 索 を展 開 し,ICL育 ての 親 と も言 うべ き存 在 で あ る。

G.ク ロス氏 は,ICLが 財 政危 機 に 陥 った72年 に,新 会 長 に就 任 した直 後 の

ハ ドソ ン氏 に よ って社 長 に 迎 え られ た 。IBMUKか らPlesseyを 経 てICLに

来 た ハ ドソ ン氏 と,Univac出 身 のG.ク ロス氏 は,そ の 後 名 コン ビと してICL

を今 日の 成功 に導 い た。 特 に,ク ロス社 長 は就 任 直 後,5年 後 のICLの イ メー ジ
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図5 英 国 コン ピ ュー タ産 業 の 大 同 団結 ま で の足 ど り
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を描 き,「 ク ロス 構 想」 を発 表 した.構 想 の 骨子 は,① 売 上 高 の倍 増 ② 売 上 高 の

半分 以 上 を海 外 市 場 で達 成 ③ 利 益 の安 定 ④ カス トマ ー ・サ ー ビス の充 実 とい う も

の であ った 。

同氏 は76年 に,ク ロス 構想 を こ と ごと く実現 して,突 如 と してICLを 去 った。

特 に① ヨー ロ ッパ連 合Unidataへ の参 加要 請 を拒 否 して独 立 路 線 を推 進 した こと

②Singer買 収 な ど積 極 的経 営方 針 を 取 り入れ た こ と③ 新 主 力 機2900シ リー ズ

を整備 した ことな どは ク ロス氏 の大 い な る遺 産 とな っ た。 同氏 の辞 任 理 由は,公

式 に は 「息 子 の転 地 療 養」 の た め とい わ れ るが,真 相 は 謎 とす るむ き もあ る。

ハ ドソ ン会 長 も,78年 度 版 年次 報 告 書 の中 で,79年 中 に 辞任 す る予 定 と表 明

してい る.同 氏 は株 主へ の 挨 拶 の 最後 に,「 私 は1年 以内 に65歳 の誕 生 日 を 迎

えるが,そ れ よ り以 前 に現 在 の ポス トを離 れ,し か るべ き人 に バ トンタ ッチ した

い」 と述 べ て い る。 イ ギ リスで は,G.ク ロス氏 の 辞 任 と共 に今 度 の ハ ドソ ン会

長の 辞 意表 明 を 「ICLの ひとつの 時代 の終 り」 と見 て い る。 そ れ程 まで に,ハ ド

ソ ン/ク ロス体 制に よ るICLの 躍 進 は す ば ら しい もの で あ った か らだ。

さて,ク ロス氏 の後任 と して社 長 に 抜 て きされ た の は,ICLは え抜 きのC.ウ

ィル ソ ン氏 。80年 代 のICLは,経 営 トップ陣 を新 た に して,国 際市 場へ 乗 り出

して行 く構 え だ 。 ウ ィル ソ ン氏 は これ ま での 経 過 お よ び今 後の 方 針に つい て,以

下 の よ うな 見 解 を出 して い る。

●2900シ リー ズは80年 代/90年 代へ の布 石 を築 くた め,一 貫 した 製品 戦 略

に 基 づ い て開 発 され た もの で あ る。

●今後重視す る分野は サ ー ビスで あ る。完 全子 会 社Dataskil社 の売 上 高 は,2

年 毎 に倍増 して お り,ヨ ー ロ ッパ 大 陸 を中 心 に世 界 各 国 に サ ー ビス事業 を拡 大 し

た い 。

●事 業拡 大 の 方 法 として,企 業 の 吸収 合併 の 可 能 性 は検 討 す るが,積 極 的 には

考 え な い。

●政 府(NEB)は 筆 頭 株 主 だが(25%保 有),経 営 方 針 に 介 入す る こ と は な

い.政 府 との つ なが りは,活 外 で の マー ケ テ ィン グに お いて は イ メー ジ ・ダ ウ ン
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にな る。

●DAP(DistributedArrayProcessor)やCAFS(ContentAddressable

FileStore)の よ うな 特殊 技術 につ い ては,今 後 と もそ の開発 ・強 化 に 努 め る。

● ネ ッ トワ ー ク ・ア ー キ テ クチ ャにつ い て は,準 備 を十 分 に整 えて か ら発 表 す

る。 しか し,IBMの よ うに 通 信 ビ ジネ ス を手 が け る計 画 は な い 。

●Singer吸 収 で入 手 したPOS事 業 に は,今 後 多大 のR&D費 を投 下 す る 。現

在 の ヨー ロ ッパPOS市 場 の シ ェアは20%だ が,ト ップ のNCRを 追撃 した い。

●海外 市場 は将 来 も重 視 す る。 メイ ン ・ターゲ ッ トは ヨ ー ロ ッパ大 陸 だ が,南

ア フ リ カな ど地 盤 を築 い て い る市 場 に は 今後 も努 力 を傾 注 す る。

以 上,ウ ィル ソン社長 の 基 本方 針 を見 る限 り,ク ロス氏 との 構想 と根 本 的 な 違

いは な い。 た だ し,企 業 吸 収合 併 に関 しては,い さ さか 後 退 した 感 が あ る。な お,

現 在 のICLの 組 織 お よ び事 業 内容 を図6,7に ま と め る 。

取 締 役 会

会 長T.C.Hudson

本 社 秘 書

D.C.L.Marwood

経営評価委員会

本 社 社 長

C.M.Wilson

ビジ ネス 戦 略

担 当副 社 長
P.YEIlis

財 務

担 当副社 長
C.M.Stuart

1

調 整(コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン)

P.D.Hal1

1 1

世 界 販 売 グ ル ー プ

L.G.Cole

製 品 開発 グル ー プ
E.S.Mack

製 造 グ ル ー プ

P.W。Murphy

図61CLの 組 織 図(78年 末現 在)
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'通 信 機 器

・タ ー ミ ナ ル

・小 型(1万 ～15万 ポ ン ド)

1500

シ ス テ ム10

2903

・中 型(20万 ～80万 ポ ン ド)

2904

2950

2956

・大 型(100万 ～400万 ポ ン ド)

2970

2980

'オ ペ レ ー テ ィ ン グ ・シ ス テ ム

・DBMS(デ ー タ ベ ー ス ・マ ネ ジ メ ン ト ・シ ス テ ム)

.言 う五
目 口口

・ア ブ .リ ケ ー シ ョ ン ・パ ッ ケ ー ジ

サ ー ビ ス

・プ ロ ジ ェ ク ト ・マ ネ ジ メ ン ト'

・フ ァ シ リテ ィ ・マ ネ ジ メ ン ト

・シ ス テ ム 設 計

・請 負 プ ロ グ ラ ミ ン グ

・訓 練

Dataski1(100%子 会 社)

'ビ ュ ロ ウ ・サ ー ビ ス 一 一→BARIC

(オ ン ラ イ ン/バ ッ チ)(ICL50%,Barclay銀 行50%)

・カ ス トマ ー ・エ ン ジ ニ ア リ ン グ

(フ ィ ー ル ド ・メ ン テ ナ ン ス)

図71CLの 事業 内容
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3.1.2主 力 機2900シ リ ー ズ の 整 備 状 況

ICLの 当 初 の コ ン ピ ュ ー タ 製 品 に はICT系 の1900シ リ ー ズ とEE系 の シ ス テ

ム4と い う2系 列 が あ った 。 そ の 後,1900パ フ ォ ー マ ン ス を 高 め た1900Sシ リ

ー ズ な ど を 開 発 し た が
,IBMの370発 表 な ど に よ って,新 主 力 機 の 開 発 が 迫 ら

れ た 。 そ の 第1号 機 が,73年4月 西 ド イ ツ の ハ ノ ー バ 見 本 市 で デ ビ ュ ー し た 小

型 機,モ デ ル2903で あ る 。 同 モ デ ル は 発 表 後 約2年 で,1000台 の 販 売 実 績 を達

成 す る と 共 に,そ の7割 を ヨ ー ロ ッパ 大 陸 な ど の 海 外 市 場 で 売 る と い う.ICL史

上 最 大 の 快 挙 と な っ た 。 次 い で74年10月 に は,大 型 機 種 と し て モ デ ル2980,同

2970が 発 表 さ れ た 。75年 か ら76年 に か け て は,新 主 力 機 開 発 の 遅 れ が 一 時 取

沙 汰 さ れ た が,76年2月 に は ロ ー ・エ ン ドの モ デ ル2903/20,同 年3月 中 型 モ

デ ル2960,さ ら に5月 に は2903の 上 位 機 種 モ デ ル2904と 続 続 と 登 場 し た 。77

年11月 に は,モ デ ル2950が 発 表 さ れ,IBMシ ス テ ム32か ら370/168ま で を

カ バ ー す る ニ ュ ー レ イ ン ジ が 整 備 さ れ た 。

ICLは2900シ リ ー ズ で,VME/BとVME/Kと い う2つ のOS(オ ペ レ ー テ

ィ ン グ ・シ ス テ ム)を 打 ち 出 し た(VME:VirtualMemoryEnvironment)。

特 に,モ デ ル2960と 共 に 発 表 さ れ たVME/K・OSは,同 モ デ ル お よ び よ り 小

型 の2900に 適 用 さ れ る もの で,中 規 模 ユ ー ザ ー に 「バ ー チ ャ ル ・マ シ ン ・ コ ン

セ プ ト」 を 導 入 す る も の と し て 注 目 さ れ た 。

さ ら に2900整 備 の 一一－eeと し て,1900お よ び シ ス テ ム4か ら2900へ の コ ン バ

ー ジ ・ ン ・ コ ス ト節 減 の 手 段 と し てDME(DirectMachineEnvironment)エ

ミ ュ レ ー タ を 発 表 し た 。 さ ら に78年6月 に は,低 価 格 のIBM303Xに 対 抗 す る

た め,ニ ュ ー ・モ デ ル2972お よ び モ デ ル2976の 拡 張 バ ー ジ ョ ン を 発 表 し た 。モ

デ ル2972は,モ デ ル2970を わ ず か に 上 回 る 価 格 で,パ ワ ー は50%程 大 き い 。

ま た2972お よ び2976の ユ ー ザ ー に は,DMEの 拡 張 バ ー ジ ョ ン と し てDME+エ

ミ ュ レ ー タ も 用 意 さ れ た 。

こ の 外,2900シ リ ー ズ と は 別 に,ス ー パ ー ・コ ン ビ。ユ ー タDAP(Distribu-

tedArrayProcessor)を78年4月 に 発 表 し た 。 同 コ ン ビ。ユ 一 夕 は,1秒 間
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に100万 回 の 浮動 小数 点 演 算 を処 理 で き る能 力 を持 つ 。他 の スー パ ー ・コ ン ピュ

ー タ と比 較 す る と ,CRAI-1よ り25%高 い性 能 を有 し,ま たCDCSTAR-

100の2倍 の性 能 と言わ れ る。

表151CL2900シ リー ズ整 備状 況

モ デ ル 名 発 表 時 期 IBM対 応機種

2980 74年10月

シ ス テ ム370/165一 皿

シ ス テ ム370/168

2972 78年6月 IBM303X

2970 74年10月

シ ス テ ム370/155一 皿

シ ス テ ム370/158

2960 76年3月

シ ス テ ム370/145一 皿

シ ス テ ム370/148

2950 77年11月 シス テム370/138

2904 76年5月 シス テ ム370/115

2903 73年4月 シス テム3/12

2903/20 76年2月

シス テ ム3/8

シス テ ム32

3.1.3業 績

78年9月30日 締 年 間 決算 で は,総 売 上 高5億940万 ポ ン ドと同 社 史 上 初 めて

5億 ポ ン ドの 大 台 を突 破 した。海外 市 場 での売 上 高 は 前年比22%増 で2億5920

万 ポ ン ドとな り,総 売 上 高 の50.9%を 占 め た 。 純 益 は2680万 ポ ン ドで,前 年 比

44%と 大 きな 伸 び を見 せ た 。ICLで は,受 注額 が 前年 比35%増 大 して い る 点

を あげ,79年 度 には 総 売上 高6億 ポ ン ド,税 引前 利 益4000万 ポ ン ドを見 込 め る

として い る。

注 目の 海 外 市 場 だ が,売 上 高 で の ト ップ5は 南 ア ラ リカ,フ ラ ンス,オ ース ト
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ラ リア,西 ドイ ツ,ス ウ ェーデ ン。 南 ア フ リカ市場 は,人 種 差別 に よ る理 由 で西

側 コ ン ピ ュー タの売 り込 みが 問題 と もな って い るが,ICLは 伝 統 的 な 強 さ を発

揮 して い る 。同市 場 での 売 上 高 は,77年 度3400万 ポ ン ド,78年 度4960万 ポ ン

ド。

フラ ンス 市 場 での 売 上 高 は,77年 度3400万 ポ ン ド,78年 度4100万 ポ ン ド,

ア ジア/オ セ ア ニ ア市 場 合 計 の売 上 高 は,前 年 比30%と 最大 の 伸 び率 とな り,

6060万 ポ ン ドを記録 した。

な お,米 国 市場 で の業 績 は 当 初 見込 み程 好 転 せ ず,78年10月 に は ア メ リカ子

会 社(ICL.Inc.)の 新 社長 に太 平 洋域 事業 担 当副 社 長 のR.ブ ラ イ ト氏 を称名

した 。

表161CL77～78年 度 業 績 比較

1978年 度 1977年 度 伸 び 率

総 売 上 高 509.4 418.7 22%

海 外 市 場 売 上 高 259.2 2121 22%

税 引 前 利 益 37.5 30.3 24%

税 引 後 利 益 26.8 18.6 44%

従 業 員 数 3ag78 32,156 6%

要員1人 当 り売上高 15,000 13,000 15%

1株 当 り 売 上 高 79.42P 54.24P 46%

囲 単位 は 総売 上 高～純 益 は100万 ポ ン ド,1人 当 り売上 高 は ポ ン ド,

1株 当 り売 上 高 は ペ ン ス
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税 引 前利 益(100・ 万 ポ ンド)
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●
図8 ICL業 績 推移(69～78年)
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3.280年 代 に む けUnisys構 想 を進 め るClI-HB

調 査 先

所 在 地

調査期 日;

面 接 者;

調 査 員

CIIHoneywellBul1

(GroupeTechniqueetIndustrie1)

　
RueJean-Jaures-78340

LesClayesSousBois,France

1978年12月14日(木)

Mr.GerardPuiseux(DirecteurDesProgramms)

Mr.DanielBarquin(PlanningDesProduits)

Mr.FrancoisPeleyras(DirectorOEM&Licenses)

Mr.AlainLesseur(ProductPlanningDirector,Large

&MediumSystemDepartment)

Mr.GuyCoanet(DirecteurDuPlanningDesProduits)

鈴 木,岡 崎

3.2.1経 緯 お よ び 戦 略J
CII-HBは フ ラ ン ス の 国 策 コ ン ピ ュ ー タ ・メ ー カ ーCII(CompagnieIn-

ternationalpourI'Informatigue)と ア メ リ カ 系 メ ー カ ーHoneywe11-Bul1

が 合 併 し て 設 立 さ れ た 企 業 で あ る 。 発 足 は1976年7月1日 。CIIとHoneywell-

Bullの 両 社 の 合 併 が 取 沙 汰 さ れ は じ め た の は1974年 に さ か の ぼ る 。 当 時,CII

/Siemens/Philipsの3社 の ヨ ー ロ ッ パ 連 合Unidataに は,内 部 分 裂 の 兆 し が

出 は じ め て い た 。CII自 体 も,73年 か ら74年 に か け て,深 刻 な 財 政 危 機 に 陥

っ て い た 。73年 の 欠 損 は900万 フ ラ ン に 達 し,フ ラ ン ス 政 府 も 一 時 は,フ ラ ン

ス 原 子 力 委 員 会(CAE)に よ るCIIて こ 入 れ,イ ラ ン か ら の オ イ ル ・マ ネ ー に よ

る 援 助,他 社 と の 合 併 な ど を 検 討 し た い と い わ れ る 。 こ の 間,CIIの2大 株 主

CGEとThomsonCSFが,フ ラ ン ス 政 府 のCIIお よ びUnidataサ ポ ー トを め ぐ
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って意 見 が対 立 す るな ど,CII創 立 以 来 の 危 機 が 訪 れ て いた 。

結 局75年5月,フ ラ ンス 側53%保 有 とい う線 で,合 併 合 意 が 公表 され た 。 し

か し,ア メ リカ系 企 業 との 合 併 は,従 来 の フラ ンス政 府 の コン ピュー タ 政策 を

180度 転 換 す る もの だ けに,国 内 では 強 力 な反 対 の 声 も上 った 。 こ う した中 で,

政府 は 持 参 金付 で ツ ー ル ー ズ工 場 その 他 をThomson・CSFに 引 きと って もらうこ

とで話 しが つ き,76年7月 に 至 って よ うや く正式 発 足 の 運び とな った 。

新 会 社CII-HBの 社 長 に任 命 され た のは 前HB社 長 のJ.P.ブ ル レ氏 。同 氏 は

新 会 社 発 足 直 後,「10大 目標 」 な る もの を発表 した 。即 ち,

① フラ ンス市 場 に お け る出 荷額 で,80年 までにIBMを 凌 駕 す る 。

② カス トマー ・ベ ースが 国 内 と海 外 で バ ランス の とれ るよ う,海 外 子 会 社 を発

展 させ る 。

③ ア メ リカの パ ー トナーHISと,売 上 高/要 員/R&Dリ ソー ス の面 で均 衡 に

達 す る 。

④CIIお よ びHoneywell-Bu11の 製 品群 を,80年 までに 単 一 ライ ンに統 合す

る。

⑤ す べ ての コ ン ピ ュー タ製 品 の技 術 力 ・競合 力 を維 持,向 上 させ る。

⑥ 他 国 の ミニ コ ンあ るい は 端 末機 メ ー カー との提携 を進 め ると共 に,経 済 的 に

実 行 可 能 な ヨ ー ロ ッパ同 盟 も検討 す る。

⑦ 社 内全般 に お よぶ 解 雇 な しに,か つ 個 人 の経 歴,勤 務地 に最 大 限 の関 心 を払

い つ つ,重 複 部 門 の統 合,お よ び合 併 事 業 の遂 行 を図 る。

⑧ 投 資 され た 資 本 に対 して,適 正 な 報 酬(配 当)を 与 え る 。

⑨80年 以 降 は打 ち切 られ る政 府助 成 に 対 処 した財 政 プラ ンを確 立 す る。

⑩ 分 権 化,目 標 設定,不 断 の研 修,社 内 コ ミ ュニケ ー シ ョンの徹 底 に基 づ く近

代 的経 営手 法 を駆 使 し,生 産 性 の 同 上 に 努 め る。

以 上 の うち,第1目 標 の80年 まで にIBMに 出 荷 額 で追 いつ き,追 い越 す と い

う野心 は ど うや ら無 理 の よ うだ。 また,HIS(HoneywellInfo 、rmationSys-

tems)と の関 係 に つ い て は,テ クニ カ ル ・コ ミ ッテ ィ(当 初HIS側3名,CII
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HB側2名)を 新 設 して お り,2重 開発 防 止 な ど両社 間 の 調整 を行 な って い る 。

た だ し,プ ー ソ(Puiseux)氏 に よ れ ば,同 コ ミ ッテ ィは あ く まで 両 社 幹部 へ の

諮 問機 関 で あ り,決 定 権 は 持 って い な い 。 つ ま り,イ ン ター フ ェイ スの 標準 化 な

どにつ い て は,両 社 で 密 接 な連絡 を と って行 く一方 で,2重 開発 を 防止 しな が ら

独 自の開 発 も積 極 的 に進 め る こ とに な って い る。 、

フ ラ ンス政 府 も,CII-HBに は多 大 な 期 待 を寄 せ,合 併 後4ケ 年 に わ た り,

助 成金12億 フ ラ ン,買 付 保 障40億5000万 フラ ンを供 給 す る こ とに な って い る。

7S年 ～79年 に か けて の動 きの 中 で,特 に注 意 され る もの と して は,① 大 規模

な デ ー タ処 理 シ ス テ ム を販売 す るた めの 新組 織 の設 立 構想(78年9月)② マイク

ロプ ロセ ッサ/ミ ニ コ ン ・メー カーR2Eの 吸 収(78年6月)③ オ フ ィス ・オ ー

トメー シ ョン市 場 参入 の た め ア メ リカの ワ ー ドプ ロセ ッサ ・メーカ ーCPTと の

OEM契 約(79年2月)な ど が あ る。

この う ち① につ い ては,銀 行 な ど大 手 カス トマ ーへ の ア ッピー ル をね らった も

の 。② は レ ベル6は じめ,こ の と ころ ミニ コ ンあ るい は ダ ー ミナル分 野 の 強 化 を

Honeywell

IOO%

フ ラ ン ス政 府 CGEグ ループ

20% 20%

般

60%

HIS CMB

47%

53%

CII-HBグ ル ー プ

CII-HB

パ リ

(フ ラ ン ス)

`

100%

1

子会社8

CII-HBINV

ア ム ス テル ダ ム

(オ ラ ン ダ)

100%

r

子会社14

図9CII-HBを め ぐ る出 資 関 係(77年12月31日 現在)
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囲CGE:CompagnieG6n6raled'Electricit≦

HIS:HoneywellInformationSystemsInc

CII-HB:CompagnieInternationalepoure'Informatique-

HoneywellBull

CII-HBINV:CII-HBInternationaleNV

CMB:CompagniedesMachinesBul日

■

進 め て お り,こ の 一 環 と 思 わ れ る 。 ③ は 将 来 の 巨 大 市 場 と 言 わ れ る オ フ ィ ス ・プ

ロ ダ ク ツ分 野 参 画 の 第1弾 と し て,ア メ リ カCPT社 の ワ ー ド ・プ ロ セ ッ サ を 販

売 す る こ ど に な っ た もの で あ る 。CII－ 且Bで は,マ ー ケ テ ィ ン グ&サ ー ビ ス ・

グ ル ー プ を 新 設 し,フ ラ ン ス,ベ ル ギ ー,ア フ リ カ 諸 国 な ど で 向 う5ケ 年 に わ た

っ てCPTモ デ ル8000お よ び6000を 販 売 す る 予 定 。 な お,CII-HBは,西 』ド

イ ツAEGTelefuntenの 子 会 社01ympiaWerkeAGと の 提 携 も 検 討 し て い た

が,こ れ は 打 ら 切 ら れ た も よ う で あ る 。

θ

3.2.2主 力 機 整 備 とUnisys構 想

CII-HBが 現 在 販 売 し て い る コ ン ピ ュ ー タ は,CIIとHoneywel1-Bullの ラ

イ ン を そ の ま ま 引 継 い だ も の で あ る 。 す な わ ち,CII系 のIRISお よ び77シ リ

ー ズ(旧Unidata7000ラ イ ン)とHB系 の シ リ ー ズ60で あ る
。HISとHoney-

well-Bu11が,ア メ リ カ お よ び ヨ ー ロ ッ パ で 生 産 し て い る シ リ ー ズ60は,IBM

の シ ス テ ム32ク ラ ス か ら370/168ま で を カ バ ー す る フ ル ・ レ イ ン ジ で あ る 。 こ

れ にCII系 の2製 品 群 が 加 わ っ て い る か ら,CII-HBの マ ー ケ テ ィ ン グ ・カ タ

ロ グ に 載 っ て い る 製 品 に は か な り の 重 複 が あ る 。 合 併 会 社 と し て は,旧 製 品 系 の

カ ス ト マ ー 保 護 の た め に,当 面 は こ う し た や り方 を 採 ら ざ る を 得 な い 。

し か し,80年 代 に お い て は,こ れ ら 各 系 列 の マ シ ン を 統 合 す るUnisys構 想 を

進 め て い る 。P7Gは そ の 中 枢 と な る 開 発 プ ロ ジ ェ ク トで あ る 。

P7Gは レ ベ ル64か らIRIS80ま で の 全 て の 範 囲 を カ バ ー す る 統 一 ラ イ ン の コ

ー ド ・ネ ー ム で あ る
。P7Gプ ロ ジ ェ ク トは 当 初,Honeywe11-Bul1チ ー ム が 進
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表16CII-HBの 主 力 機 とIBM対 応機

CII-HBl IBM

HBCII

61/58

ト

System/32

61/60

System/3

4

61/60,62/40} 8

62/40 12

62/40.60 15

62/60.64/207720

Sysヒem/370

115

64/30 115-2

64/407730 125

64/507730 125-2

66/05and107735;IRIS45 135

66/05and107735 135-3

66/05and107740 138

66/10and207740;IRIS45 145

66/10and207740;IRIS55 145-3

66/07,10,201RIS55 148

,66/20arしd401RIS60 155

66/17and401RIS60 155-11

66/17and401RIS60 158-3

dual66/40 158MP

66/27,60,801RIS80 165

66/27,60,801RIS80 165-11

66/27,60,801RIS80 168-3

168APS

dual66/60
1

168MP

195

め て いた もの で,シ リー ズ60レ ベ ル64の 再 設計 お よ び多様 な製 品 群 をリン クす

る ソ フ トウ ェア ・ブ リ ッヂ の 開 発 をね らって いた 。 これ にCIIチ ー ム のYプ ロジ

ェク ト(Unidata7000大 型 機 開発XプPジ ェク ト)が 吸収 統 合 され,現 在 のP

7Gプ ロ ジ ェク トは シ リー ズ60/IRIS/シ リー ズ77の コ ンバ ー ジ ャンス ・ シ

ス テム開発 をね らい と して い る。.

P7Gは79年 末 ま でに 発 表 され る予 定 で,第1号 機 は80年 末 ま で に 出荷 さ れ

る見 込 み で あ る 。CII-HBで は,こ う した 既 存 機種 の統 合 化 をUnisys構 想 と

い う呼称 で 呼 ん で い る 。 つ ま り,Unisysは 特 定 の 製 品開 発 の プ ロ ジ ェク ト名 で
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は な く,CII-HBの80年 代 の 戦 略 あ るい は 企 業精 神 その もの を示 す 。分 散 処理

お よ び ネ ッ トワー ク ・ア ー キ テ クチ ャ も重 視 して お り,Unisys/DSEと い うI

BMのSNAに 対 抗 す るよ り柔 軟 な ア ー キ テ ク チ ャも打 ち出 して い る。

Unisys戦 略
'

d

CII系

IRIS

HB系

シ リーズ60

CII系(Unidata継 承)

コ ン バ ー ジ ャ ン ス ・

シ ス テ ム

既存機種

ム

の

一

ン

ネ

イ

.

ラ

ド

ー

一

統

コ

図10CII-HBのUnisysス ピ リ ッ ト

3.2.3業 績

1978年 度(12月31日 締)決 算 で は,総 売 上 高45億 フ ラ ン(前 年 比1Z60/di)

純 益1億9040万 フ ラン(同26.8%)を 達 成 した 。CII-HB発 足後,ヨ ー ロ ッパ

2大 メー カ ー と して イ ギ リス のICLと の 業 績 比較 が 関心 を 寄 ん で い るが,78年

度は わ ずか にCII-HBに 軍 配 が あが った 。 た だ し,海 外 市 場 での 売 上 比率 は,

ICLの51%に 達 し,CII－ 且Bは48%と ま だ50%に 到 達 して いな い 。

な お,CII-HBで は今 後,年 間 平 均10%の ペ ース で売 上 高 を増 大 してい きた

い と して い る。78年 度 は17%台 の 伸 び率 を 達 成 した が,政 府 に よ る 買 付 保 障

が79年 で切 れ るた め,CII-HBに と っては これか らが本 当の勝 負 とな ろ う。 ま

た,プ ロ フ ィ ッ ト ・マー ジ ン(純 益/総 売 上 高)は4%を 維 持 した い と指 摘 して

い る(78年 度 は423%)。
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表17CII-HBの 業 績

、

1978 1977 1976

総 売上 高(千 フラ ン) 4,455,000 3,788,251 3,140,741

純 益(千 フ ラ ン) 190,400 144,055 87,394

海外市場売上(%) 48.4
一 一

要 員 数(人) 18,000 18,043 18,752

要 員1人 当 り 売 上
(千 フ ラ ン)

250 210 167

純益/売 上高(%) 423 3.80 2.78

囲 各年 と も12月31日 現 在
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3.3ソ フ トウ ェ ア ・パ ッケ ー ジ の 海 外 売 り込 み を計 るlnsac

●

調 査 先

所 在 地

調査期 日;

面 接 者;

調 査 員

InsacDataSystemsLtd

(InternationalOperations)

17Lincoln,sInnFields,London,WC2A3EG

UnitedKingdom

1978年12月11日(月)

Mr.J.Graham(MarketingManager,International

Operations.)

鈴 木,岡 崎

3.3.1経 緯 お よ び戦 略

Insacは,1977年9月 企 業 庁(NEB)が100%出 資 して 設 立 した機 関 で,現

在 で も,NEBが100%株 式 を 保有 して い る。1981年 まで のNEBのlnsacへ の

投 資 額 は,2,000万 ポ ン ドが見 込 まれ て い る。

Insacの 目的 お よ び主 要業 務 は,イ ギ リス の最 新の 情報処 理 技 術(ソ フ トウ ェ

ア ・パ ッケ ー ジ)の 海 外へ の 輸 出 お よび最 新 の ソ フ トウ ェア ・パ ッケ ー ジの開 発

支 援 な らび に海 外 企業 と提携 あ るいは 海 外 企 業 の株 式 の買 収 な どを行 う こ とで あ

る。 ソ フ トウ ェア ・パ ッケ ー ジを売 り込 む海 外 市 場 としては,ア メ リカ,ヨ ー ロ

ッパ,日 本 さ らに は 中東 を対 象 と して い るが,当 面 は アメ リカ市 場 に 力 を入 れ て

い る 。

Insacの メ ン バ ー企 業 は,ソ フ トウ ェア ・プ ロダ クツに従 事 して い る有 力 企 業

で,NEBが25%以 上 の株式 を保 有 す る こ とに な って いる 。現 在(78年 末)の メ

ン バー は4社 で,そ の外 に一社 が加 盟 す る こ と を検 討 して い る(NEBが 何%所

有す るか 検 討 中 で あ る。)

興 味 深 く感 じ られ た の は 「トレー ド ・デ ィール ズ」 と称 す るInsacの ビ ジネ ス
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の や り方で あ る 。 つ ま り,Insacが,イ ギ リス国 内の メ ンバ ー企業 と海 外 の ソフ

トウ ェア ・パ ッケ ー ジを必要 とす る企 業 との仲 介 を行 な い,メ ンバ ー企 業 と海 外

企 業 との 契 約 に関 与 し,メ ンバ ー企 業 に 対 して は 開発 資金 を提 供 し,ソ フ トウ ェ

ア ・パ ッケ ー ジを製 造 して海 外企 業 に 提供 す る。提 供 を受 けた海 外 企 業 は,In-

sacヘ ロイ ヤ リテ ィを支 払 う こ とに な る.こ の 様 な方 法 で,イ ギ リス国 内の ソ フ

トウ ェア産 業 の 育成 と,ソ フ トウ ェア ・パ ッケー ジの 海 外へ の輸 出 に積 極 的 に 活

動 して い る。 また,Insac自 身 が ソ フ トウ ェア ・パ ッケ ー ジを開 発 す るので は な

く メ ンバ ー企業 が これ を行 な うと い うユ ニ ー クな機 関 で あ る。 〉

旬

3.3.2組 織 お よ び メ ン バ ー

Insacは,ピ ア ー ス 氏(JhonPearce)を 長 と す る315人 の ス タ ッ フ で 構 成 し

て い る 。 こ れ らの ス タ ッ フは,コ ン ピ ュ ー タ 製 造 会 社,ソ フ ト ウ ェ ア ・ハ ウ ス 等

(メ ン バ ー 企 業 は 除 く)か ら ソ フ ト ウ ェ ア,ハ ー ド ウ ェ ア お よ び マ ー ケ テ ィ ン グ

の ス ペ シ ャ リ ス ト を 集 め,InsacGroup'lnc.(ア メ リ カ)にi2人,Insac

'

Internationa1(ア メ リ カ 以 外 を 担 当)8人 お よ び メ ン バ ー と の 関 係 調 整 や ア

イ デ ア 管 理 を 行 な う オ ペ レ ー シ ョ ン 部 に15人 が 従 事 し て い る 。"・

InsacGroupInc.は,ア メ リ カ に お け る ソ フ ト ウ ェ ア ・パ ッ ケ 」 ジ の 販 売,

市 場 状 況 の 把 握 を 行 う 他,ソ フ トウ ェ ア に 関 す る ア イ デ ア,ニ ー ズ 等 の 収 集 を 行 っ

て い る 。InsacInternatibnalは,InsacGroupInc.と 業 務 の 内 容 は 同 じ で

あ る が 対 象 国 を ア メ リ カ 以 外 の ヨ ー ロ ッ パ,日 本 等 と し て い る 。 オ ペ レ ー シ ョ ン

部 は,先 に 述 べ たGroupが 収 集 し て き た 情 報(ア イ デ ア 等)を 検 討 し て,ソ フ ト

ウ ェ ア ・パ ッ ケ ー ジ の 開 発,費 用 見 積 お よ び 提 供 時 機 を 検 討 の 上 実 行 を す る と い

う 役 割 を 果 し て い る 。(図111nsacの 組 織 図 参 照)・

Insacの メ ン バ ー と し て は,CAP,SPLInternationa1,Systems

DesignersLtd(SDL),Systimeが 加 盟 し て お り,現 在,Logicaの 加 盟 に つ

い て 最 終 的 な 検 討 が 行 わ れ て い る(メ ン バ ー 企 業 の 主 要 業 務 お よ びInsacが ジ ョ

イ ン ト し た ソ フ ト ウ ェ ア ・パ ッ ケ ー ジ に つ い て は,表181nsacメ ン バ ー ・ リ ス
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■

トを参 照)。

ド　 　 　 　 　 　 　 ぽ 　 　 　 　 　 　

1株 の保 有 平均26%

l

lメ ンバ_

1企 業

1

lCAP

l

lソ フトウェア・

1パ ッケージ開 発契 約

lSPL
l

l

l

l
Systeml

l

|

L_SDL

NEB

　

100%1 　

出 資l

Insac

オ ペ レ ー シ ョ ン ズInsacGrouplnc.

15人12人(ア メ リカ 担 当)

図111nsacの 構 成 お よ び 組織 図

表181nsacの メ ンバ ー企 業 お よ び主要 業 務

Insac

Ifiternational

8人(ア メリカ以 外 担 当)

メ ン バ ー NEBの
主 要 業 務 要 員 備 考

企 業 名 株式所有率

。 マ イ ク ロ ・コ ン ピ ュ ー タ 用 ソ フ ト ウ ェ ア開 発

700名
CAP 26% 工 業 用制 御 シス テ ム開 発

以 上
バ ンキ ン グ シス テム 開 発

コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ソ フ ト開 発

。 リア ルタ イム 言語(RTL2)開 発

SPL 26 350名
。 グ ラ フ ィ ッ ク ア プ リケ ー シ ョ ン 開 発

RTL2を 用 い た工業 用 制 御 シ ステ ム開発

コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ソ フ ト開 発(軍 関係) 250名

SDL 26
。ビ ュ ー ・デ ー タ の ソ フ ト開 発

。 リアル タ イム ・モニ タ ー(TPシ ス テ ム)開 発 400名 シ ス テ ム ・

Syst11ne 26
ミニ ・コ ン ピ ュ ー タ 製 造

S3000,S5000(PDP11を ベ ー スに 製 (ソ フト部門)

ハ ウ ス

造)

(注,業 務 の う ち ○ 印 はInsacと の ジ ョ「イ ン ト ・ベ ン チ ャ ー)
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Insacの メ ンバ ー と して の条 件 は,次 の とお りで あ る。

1.NEBに よ り25パ ー セ ン ト以上 の株 式 の 所 持 を得な けれ ばな らな い 。

2.ソ フ トウ ェア ・パ ッケ ー ジに 対 して す ぐれ た技 術 とア イ デ ア を所 持 し,ソ

フ トウ ェア ・パ ッケ ー ジの開 発,生 産 を業 務 して い る。

3.相 手 の企 業 の 同意 に よ る もの で な け れ ば な らな い。政 府が 無 理 に メ ンバ ー

に す る こ とは で きな い。

4.強 力 な サ ポー トを受 け てい る企 業 は 自立 で き るの で,メ ンバ ーに 加 え る必

要 が な い。

■

3.3.3ト レ ー ド ・デ ィ ー ズ ル の 例

Insacの 企 業 活 動,特 に ト レ ー ド ・デ ィ ー ル ズ の 例 と し て は,次 の も の が あ る 。

ア メ リ カ の カ ル コ ン プ 社(CALCOMP)が グ ラ フ ィ ッ ク に 関 す る 約12の ソフ ト

ウ ェ ア ・パ ッケ ー ジ を 必 要 と し て い た 。Insacは,イ ギ リ ス 国 内 の ソ フ ト ウ ェア

企 業 で あ るSPLとCALCOMPと の 契 約 に 関 与 し,SPLに 資 金 の 提 供 お よ び シ ス

テ ム 開 発 の マ ネ ジ メ ン トを 行 っ た 。 こ の 契 約 は,Insacお よ びSPLと カ ル コ ン

プ が 個 々 の ソ フ ト ウ ェ ア ・パ ッ ケ ー ジ と し て 契 約 す る の で は な く 一 括 し て 行 わ れ

た 。 カ ル コ ン プ 社 は,Insacの 資 金 と リ ス ク の 負 担 に よ り,必 要 な ソ フ ト ウ ェア

・パ ッ ケ ー ジ を 迅 速 に 入 手 し
,こ れ に よ り 急 激 な 利 益 を 得 る よ う に な る 。Insac

は カ ル コ ン プ か ら,一 定 の ロ イ ヤ ル テ ィ を 受 け と り,SPLへ の 資 金 援 助 は,こ

の ロ イ ヤ ル テ ィ ー に よ り 回 収 さ れ る こ と と な る 。

こ う し た ト レ ー ド ・デ ィ ー ル ズ の 外,メ ン バ ー 企 業 が 独 自 開 発 し た パ ッ ケ ー ジ

を,InsacGroupInc.を 通 じ て,ア メ リ カ 市 場 で 直 接 販 売 し て 行 く 方 法 も と っ

て い る 。

ア メ リ カ の 企 業 の 買 収 に つ い て は,ア メ リ カ の 市 場 は 均 一 性 を 持 っ て い る こ と

か ら 容 易 に 進 出 す る こ と が で き,ソ フ ト ウ ェ ア ・パ ッ ケ ー ジ の 販 売 に 有 利 と な る

も の に つ い て は 買 収 す る こ と を 考 え て い る 。

Insacの メ ン バ ー 企 業 の 成 果 の イ ギ リ ス 国 内 に お け る 販 売 は,各 々 の プ ロ ジ ェ
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●

●

ク 毎 に 決 め ら れ,メ ン バ ー 企 業 ま た はInsacの 希 望 に よ り行 う こ と と し て い る 。

Insacの 製 品 と し て 次 の も の が あ る 。

1,リ ア ル タ イ ム ・モ ニ タ ー

2.コ ボ ル(COBOL)コ ン パ イ ラ.一

(ア メ リ カ,ヨ ー ロ ッ パ の コ ン ピ ュ ー タ 製 造 会 社 に 販 売 し て い る 。)

3.グ ラ フ ィ ッ ク に 関 す る ソ フ トウ ェア ・パ ッ ケ'ジ(販 売 に つ い て は,

Calcompの 許 可 を必 要 と す る 。)

4.ヴ ュ ー デ 一 夕(ViewData)'郵 電 公 社(BPO)と 協 力 し て開 発

し た ソ フ ト ウ ェ ア ・パ ッ ケ ー ジ 。 ・

!

'

■
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3.4ヨ ー ロ ッパ 最 大 の コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビス 会 社CISI

調 査 先

所 在 地;

調査期 日;

面 接 者;

調 査 員

CompagnieInternationaledeServicesenInformatique

(CISI)

(lntetnationalDiv・ision)

35,BoulevardBrune,75014PARIS,France

1978年12月13日(水)

Mr.RobertJarroux(Manager,InternationalDivision)

Mr.GeorgesCallais(Ing6nieurenChef)

鈴 木,岡 崎

●

3.4.1経 緯 お よ び 戦 略

CompanieInternationaledeServiceenInformatique(CISI)社 は,

1973年 フ ラ ン ス 原 子 力 委 員 会(Commisariatse'EnergieAtomique:CEA)

の デ ー タ 処 理 部 門 か ら 独 立 し て 設 立 さ れ た 企 業 で あ る 。

1973年 設 立 以 来 現 在 ま で に,ソ フ ト ウ ェ ア 会 社 の 買 収(た と え ば,イ ギ リ ス

のSIALTD.フ ラ ン ス のSIALTD.)や 株 式 取 得(た と え ば,SOGETI社)

を 積 極 的 に 行 い,ヨ ー ロ ッパ 最 大 の デ ー タ 処 理 サ ー ビ ス 会 社 に な っ た 。1973年

の 売 上 げ 高 は1億 フ ラ ン で あ っ た が1978年 に は3億3千 万 フ ラ ン が 見 込 ま れ 順

調 に 発 展 し て い る 。

主 な 業 務 と し て は,ネ ッ ト ワ ー ク ・イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン ・サ ー ビ ス(NIS),シ

ス テ ム 設 計,カ ウ ン セ リ ン グ,事 務 処 理 な ど を 行 っ て い る 。

NISと し て は,フ ラ ン ス 国 内 の ニ ー ス,マ ル セ イ ユ な ど 約20ヵ 所,海 外 で は

イ ギ リ ス の ロ ン ド ン,マ ル チ エ ス タ な ど7ヵ 所,ベ ル ギ ー に サ ー ビ ス を 行 っ て い

る 。 将 来 は 西 ド イ ツ,モ ロ ッ コ を は じ め,ヨ ー ロ ッ パ 全 土 に サ ー ビ ス を 行 う こ と

を 計 画 し て い る 。
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ネ ッ トワー クと、して は,CISI専 用 ネ ッ トワー クを持 って い るが,フ ランス 郵

電 省(MinisteredesPostesetTelecommunicationsrPTT)のTRNASP

ACお よ びECで 開発 してい るEURONETと の 接 続'も計画 して い る。

こ れ らの サ ー ビス を行 うた めの ハ ー ドウ ェア と して、,IBM,CDC,CII-HB

な どの 多 様 な コ ン ピ ュー タ を所 有 して い る。 コン ピ ュー タは,25セ ッ ト(う ち

6セ ッ トが スーパ ー ・コン ビ。ユ"タ)を 所 有 してお り,リ モー ト ・ジ ョブ端 末 機

300台,タ イム ・シ ェ ア リ ング端 末機800台 に サ ー ビスを 行 って い る 。

CISIの 経 営方 針 は,CEAの 代 表 が入 って い る理 事会 に よ り決 定 され る。 こ

の 経営 方 針 は 政 府 の方 針 と異 る決 定 は しな い こ と とな って い る。

フ ラ ンスの コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビス産 業特 有 の 大型 合 併 に つ い て は,政 府 ,の指

示 によ って行 われ た の で は な く,企 業 自身 の 必 要 性 に よ って 合併 が 行 わ れ た 。 政

府 は 合併 に対 して,支 持 を表 明 しては い るが,補 助 金 な ど具 体 的 な サ ポー トは 行

な って い な い 。

ア メ リカへ の 進出 可 能 性 に関 して は,PTTの 許可 を得 れば ア メ リ カの 顧客 が

CISIの ネ ッ トワー ク ・サ ー ビス に ア クセ スす る こ と も可能 で あ る。PTTは 第

1ス テ ップ と してTELENETと の接 続 の可能 性 に つ いて検 討 して い る 。一 方 フ ラ

ツ ス国 内 にお け るア メ リカ企 業 の 進 出 お よ び競 合 に つい ては,彼 らが 強 いの は 会

話 型 処 理(TSS)分 野の み で,特 に 脅 威 は 感 じて い な い。 しか し,デ ー タ ・ベ ー

スに 関 す る ア メ リカ企 業の 進 出 が急 で あ り,何 等 か の対 策 をたて る必要 にせ ま ら

れ て い る。例 えば,ノ ラ報 告 で も,ア メ リカの デー タベ ー ス ・サー ビス の 進 出 に

警 戒 して お り,産 業 省 と して も対策 を検 討 して い る。

3.4.2業 務 内 容,そ の 他

(1)業 務 内容

⑤NIS

これ に つ い ては 先 に述 べ た とお りで あ る。

⑤ 処 理 サ ー ビス
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CISIで は これ を,「 結果 を保 証 す る管 理 処 理 サ ー ビス」 と呼 び,か な り

の ウ ェー トを置 い て い る。顧 客 の デ ー タ を責任 を持 って処 理 して 渡 す サ ー ビ

ス で,多 様 な コン ビュー」タ機器 を使 って サ ー ビス して い る 。

⑤ イ ン フ ォメー シ ョン ・サ ー ビス

CISIグ ル ー プの コン ビ。ユ一夕 を使用 しな い サ ー ビス で あ り次 の サ ー ビス

を行 って い る。

シス テ ム ・エ ン ジニ ア リン グ'1

ソ フ ト ・ア プ リケ]シ ョンの 研究

現有 ソ フ トウ ェア の改良1

⑧ デ 三 夕 ベ ース ・‥ ビス'

文 献 お よ び経 済 デ ー タの 提供 サ ー ビ スを行 って い る。

デー タの 内容 と して は,① 企 業情 報(会 社 名,住 所,売 上 額,年 間 決 算 報

告,投 資,増 資,株 の 配 当等),② 物 理 デ ー タ(CEAか ら得 た原 子 力 関 係

の デー タで,原 子 力発 電所 関係,電 気 部 品,事 故 事 例 等 の デー タ),③ 医学

(毒 性 学 の デ ー タ)な どが あ る 。

(2)・CEAか ら独 立 の 理 由 と株式 保 有 関係

'CISI社 のCEAか らの独 立 の理 由 は
,CEAの 活 動方 針 が原 子 力 の 軍 事利 用

目的か ら平 和 利 用 目的 へ との 変 更 に よ る もの で あ る。て れ に よ り,CEAの デー

タ処 理 部 門 が これ までに 蓄 積 して きた研 究 成果 お よ び技 術 をCEA以 外 の 一 般

の 企業 に も活 用 され るこ と を 目指 し分 離,独 立 した 。

CISIグ ル ー プ と株 の所 有状 況 に つ い て は,ま ず,CISIの 株 はCEAが

100%所 有 して い る。 一方CISIは,SIALtd,GIXI-InqenierieIn-

formatiqne(GIXI),InformatiqueInternationaleの 株 を100%,IN

FORの 株 を80%,LKSの 株 を85%,Eurinforの 株 を72%を そ れ ぞれ 所

有 して い る。 これ らCISIが 所 有 す る株 が 過 半 数 の企 業 をCISIグ ル ー プ とし

て い る。 その 外 にCISIが 株 を所 有 して い る企 業 と しては,CMSI50%,CA

P-GEMINI-SOGETI38%,CERG-Batiprogramme34%が あ る。 な お,
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●

CAP/GEMINI/SOGETIはCISIグ ル ー プに は 入 って な く,CISIと は競

争 会 社 で あ る。 な お,CAPの 売 上 げ は1977年4億2千 万 フラ ンとCISIグ ル

ー プ よ り大 きいが
,.CAPの 売 上 げ には 宣伝 業 務 な どの デ ー タ処理 以 外 の 売 上

げ が含 まれ て お り,デ ー タ処 理 の みの売 上 げは2億9千5百 万 フ ラ ン とな る 。

(3)業 績'

売 上 高 は,1973年1億 フ ランで あ ったが1978年 には3億3千 万 フ ラ ンが見

込 まれ て い る。CISIグ ル ー プ と して は1978年 に は4億5千5百 万 フ ラ ン が

見 込 まれ て い る。

これ らの売 上 げ は,CEAが 約50%,他 の 政 府機 関が 約20%と 計70%が 政

府 機関 の売 上 げで あ り,CISIの 仕 事 の大 半 が 政 府 機関 の 業 務 とな って い る。

民 間 分野 の売上 高 は30%で,海 外 市 場 の売 上 げ比 率は 総 売 上 高 の約15%で あ

る。

従 業 員 数 は,会 長 バ トリ ク ・ノ レ(PatrickNollet)の もとに1973年

362人 だ った のが1977年 に は770人 に な ってい る。CISIグ ル ー プ と し ての

従 業 員 数 は1977年1440人 に いた って い る。
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表19 CISIグ ルー プの活 動 状 況

会 社 名 業 務 内 容 所 在 地 要員数 設 置 コ ンピ ュータ

'77年総売上高

(百 万フラン)

CISI

、

サ ー ビ ス ・ビュ ロ ウ

テ レプ ロセ シ ン グ

コ ンサ ル テ ィ ング,調 査

ソ フ トウ ェ ア

パ リ

サ ッ カ レ イ

800

CDC7600,6400

Cyber173,6600

CII-IRIS55(3)

U7720,IBM

370/168.360/

91,360/75,

370/158.370/

145

287

SIALtd

CISI:100%

サ ービス ・ビ ュロウ

科 学 技 術 デ ー タ処 理

ロン ドン

エ ジ ンパラ

マニチ ェスタ

ブラ ッ ドフ ォー ド

187

CDC6600

Cyber72 33.1

GIXI-Ingenierie システム設計
「

医療情報

パ リ

リ ヨ ン

180

CDC3300
{CDC1700

27

■

Infomatigue

CISI:100%

INFORMATIQUE

INTERNATIONALE

CISI:100%

科学技術に関する調査活動

パ リ 21

.

4

INFOR

CISI:80%

EURINFOR:20%

プ ロセ シ ン グ ・サ ー ビス
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A.マ イ ク ロ エ レ ク トロ ニ ク ス の 社 会 的 お よび 雇 用 上 の 意 味

一 中 央 政 策 審 議 ス タ ッ フ(CentralPolicyReviewStaff)に よ る

報 告 書(1978年11月)

■ 序 言'

1.マ イ クロ エ レ ク トロ ニ ク ス分 野 に お け る政 府 の活 動 は,

・半 導 体産 業 の開 発 の奨 励

・マ イ ク ロエ レ ク トロ ニ クス応 用 の促 進

・社 会 上 お よび雇 用 上 か らみ た 重要 性 の検 討

を網 羅 す る もの で あ る。 中 央 政 策 審 議 スタ ッ フ(CPRS)は,上 記 活 動 の う ち第 三 の テー マに

関 す る活 動 を調 整 す る こ とを求 め られ た。 本 報告 書 はそ の研 究 結果 を ま とめ た もの で あ る。

2.マ イ ク ロエ レク トロニ ク スは,多 様 な技 術 変 化 の 全 て に関 連 す る要 因 で あ る。 事 実,マ イ クロ

エ レ ク トロ ニ ク スの 影 響 を 明 らか に した研 究 の多 くは,き わ め て広 い意 味 の技 術 的 進 歩 に 関連 し

てい る。従 っ て,社 会 的 あ るい は技 術 的発 展 に 関連 して,マ イク ロプ ロセ ッサ の影 響 が 大 きい と

思 わ れ る もの に つ いて は,出 来 る限 りの検 討 を加 え る必 要が あ る。

3.本 報 告書 は 三 つの 節,す なわ ち(1)簡単 な技 術 的背 景,② 雇 用 効 果,(3)社 会的 効果 に分 け られ て

い る。

(1)技 術 的 背 景

4.こ の節 は よ く考 え た 上 で簡 略 に して あ る。 なぜ な ら,こ の 工業 技 術 自体 の 詳 細 な説 明 お よ び こ

の技 術 の応 用 方法 の詳 細 な説 明 は,去 年 の 秋HMSOが 刊 行 した半 導 体 技 術 の応 用 に関 す る応 用

研究 開発 諮 問委 員 会 の報 告 書 に記 載 され てい るか らで あ る。

用 語 の 説 明

5.半 導 体 技 術 は,シ リ コ ン ・チ ップ上 で数 ミリメ ー トル間 隔 で相互 連 結 した トラン ジ ス タを 多数

有 す る集 積 回 路(IC)を 製 作 す る た め に適 用 され る。 集 積 回 路 は一 括 して マ イ ク ロサ ー キ ッ ト

と呼 び,そ して この回 路 を利 用 す る技 術 は マ イ クロ エ レク トロ ニ クス と呼 ぶ。 小 型 コ ン ピ ュー タ

の電 子回 路 は1個 の チ ッ プ上 に設 置 で き るが,こ れ は マイ クロ プ ロセ ッサ と称 され る。

柔 軟性

6.長 い間,電 子 工学 は応 用 性 が きわ め て広 い技 術 で あ る と考 え られ て い た。 例 え ば,コ ン ピ ュー

タは 算術 演 算,他 の 機 械装 置 の制 御,並 び に情 報 の記憶 お よ び操 作 を行 な う こ とが で き る。 半導
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体技 術 の発 展 は電 子 製 品,従 っ て演 算 の コ ス トを大 幅 に低 下 させ て きて い る。 わず か数 年 前 ま で

は数 千 ポ ン ドの コス トが か か ってい た演 算能 力 が,現 在 で は数 ポ ン ドの マイ ク ロ プ ロ.セッサチ ッ

プに よっ て,可 能 に な っ て い る。 これ ら三 つ の 効果 一 大 幅 な コス ト低 下,き わ め て小 さな面 積,

お よび可 能 な応 用 範 囲 が広 い こ と 一 は,適 用 領 域 が大 き く広 が る だ ろ う とい うこ とを意 味 す る。

7.マ イ クロ エ レク トロ ニ クス は,新 しい 製 品 を創 出 で き,既 存 の製 品 に取 っ て変 る こ とが で き る

と共 に,能 力 を拡 大 で き る 。 さ らに,生 産技 術 お よび設 計 技 術,並 び に事務 処理 方法 を変 え る こ

とが で きる。 マ イ ク ロ エ レク トロ ニ クスの利 用 が普 及 す るに つ れ て,多 様 化 してい る職 業 に従 事

し てい る多 くの 人 々に 与 え る影 響 が大 き くな る可 能性 が 強 い。

,

② 雇 用

序 言

8.マ イ ク ロ プ ロ セ ッサ が生 活 に及 ぼ すか も知 れ ない 作 用 に つい ては,国 民 的 関 心 が 非 常 に 高 い。

特 に,雇 用 に 及 ぼ す恐 れ に つ い て は,不 安 も大 き い。今 ま での研 究 か ら得 た印 象 に よ る と,マ イ

ク ロエ レ ク トロ ニ ク スは雇 用 に破 滅 的 な作 用 を与 え るだ ろ う と主張 す る人の 強 硬 さ と,こ の予 測

の確 実性 を裏 付 け る分析 との間 に大 きな落 差 が あ る。本 ス タ ッフ独 自の ケー ス ・ス タ デ ィか らは,

所 定 部 門 に お いて技 術 的 に 実行 可能 な対 象 に 関 す る考 えか ら,同 じ部 門 の雇 用 か らみ た,将 来 の

所 定 期 間(1978～93年 の15年 間)に お け る損 益 を評 価 す るの は相 当 難 しい とい う印 象 を得 た。

技 術 変 化,雇 用 お よび経 済

9.技 術革 新 以 来,雇 用 パ タ ー ンに かな りの 変動 が あ っ たが,経 済 は 全体 と して技 術 変 化 お よび絶

え間 な く増 大 す る労 働 力 に うま く対 処 して きた。 実 際,技 術 変 化 は 常 に経 済 成 長 と増 加 す る実質

所 得 の 主 要 な源 で あ り,こ れ は マ イク ロ エ レ ク ト ロ ニ クス につい て も等 しく当 て は ま る こ とで あ

る。

成 長 は:

川 生産 力 の 向上,例 え ば マ イ ク ロプ ロセ ッサ の利 用 に よ っ て生 産 ラ イ ンの 品質 管 理 を改 善 し,

(ii}新 製 品 あ る い は改 良 製 品 を可 能 に す る こ と,

に よっ て もた らす こ とが で きる。 この 実例 は 半導 体 を組 み込 ん だ時 計 で あ る。

10.マ イ クロ エ レ ク トロ ニ クス が長 期 に わ た って雇 用 に及 ぼ す 作用 は複 雑 で,判 然 と しな い。 生 産

力 が高 くな る とい うこ とは,生 産 高 レ ベ ルが 同 じな らば,雇 用 の低 下 を意 味 す る もの で あ る。.一

方,マ イ ク ロエ レ ク トロニ ク スが 提 供 す る好 機 を確 実 に促 え る こ とが で き る な らば,利 用 で きる

製 品 あ るい は サ ー ビスは,新 しい もので あ るか,改 良 され た もの で あ るか,あ るい は低 価 格 の も

の に な る。 これ に よ って,よ り大 きな国 内 あ る いは国 外 市場 が創 出 され,さ らに,国 際 収 支 を好

転 させ,か っ リ フ レー ン ・ン活 動 の余 地 を与 え る もの で あ る。 しか し,こ れ が 決 定 的 に重 要 な ご
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とで あ るが,最 も大 きい影 響 を被 る部 門 にお い て,国 際 的 に 十分 に太 刀打 で きる能 力 を イギ リス

が もっ てい るか とい うこ と にす べ て が か か って い る。

問 題 の 前 後 関係

11.報 道 され た多 くの予 測 に よれ ば,マ イ ク ロ エ レ ク トロニ ク スに よ って,国 内ec300～SOO万 人

の失 業 者 が 出 る と見 込 まれ る。 しか し,こ れ ら予 測 は(a)マイ ク ロエ レ ク トロ ニ ク スが イ ギ リスで

実 際 に 適 用 され る時 期 を過 大 評 価 して い る と同時 に,(b)イ ギ リスが競 争 力 を維 持 して い る場 合 に,

新 し い応 用 に よ って もた ら され る雇 用 創 出の 可 能 性 を過 小評 価 してい る。 この失 業 者 予 測 数 は,

過 去15年 間(1961～1976)に わ た る イギ リス産 業 の請 負 部 門 にお け る失 業 者数 に きわ め て よ

く似 て い る。 従 って,こ の予 測 され た 変化 率 は 前例 の ない こ とで はな い。 とは い っ て も,1971

～76年 にわ た る期 間 と同様 に ,す べ て は雇 用 創 出 が雇 用低 下 を相殺 す るか とい うこ とに依 存 して

い る。 向 こ う15年 間 に お け る イギ リスの 主要 な雇 用 問 題 は恐 ら く,人 口動 態統 計学 的 な 影 響 が労

働 力 に 作用 して,労 働 力 に お け る女 性 の 比率 が 高 くな るこ とに帰 因 す る と考 え られ る。 リフ レー

シ ョンが 国際 収 支 に よ って抑 制 され 続 け られ て い る限 り,過 去 にそ うで あ っ た よ うに は,保 健,

教 育 お よび地 方政 府 の雇 用 が 増 大 す る と思 わ れ な い し,ま た依 然 と して公 共 支 出 は抑 制 しな けれ

ば な ら ない とい うコ ン セ ンサ スが あ る。 現 実 に,雇 用 問題 が あ る こ とは認 め る が,研 究 の この段

階 で,マ イ ク ロ エ レ ク トロ ニ クス が 事 態 を悪 化 させ る主要 因 の ひ とつ で あ る と断 定 で き る理 由 は

ない。 ただ し,雇 用 に対 す る全 般 的 な予 想 が,技 術 変イヒの受 け入 れ を拒 む傾 向 に進 ま ない 限 りと

い う条 件 が つ く。 これ は1978～98年 にお け る技 術発 展が も た らす失 業 とい う危 険 に 関 し ては,

比 較 的 自己 満 足 的 な見 解 で あ るか も知 れ な い が,決 定 的 に重 要 なこ とは イ ギ リス産 業 の 適応 性 で

あ る。

12.産 業 お よ び労 働組 合 か らの ほ とん どの意 見 に よ れ ば,

川 競 争 者 と同 じ程 度 に迅 速 に(可 能 な らば,よ り速 く)イ ギ リスは 新技 術 を 採用 し な けれ ば な

らな い,

{ii)マ イク ロエ レ ク トロニ ク スは他 の 多 くの先 進 技 術 とは違 っ て,小 規 模 な 産 業 に 巨額 の設 備 投

資 を必 要 と しない 。逆 に,本 質 的 に 小 規模 な応 用分 野 に,相 当広範 に 普 及 す る もの で あ る。 従

って,政 府 の 役 割 は 重要 で あ るが,変 化 の速 度 を決 定 す る の は,企 業 お よ び プラ ン トに責 任 を

もっ数 千 の経 営 者 あ るい は地 方労 働 組 合 員 の決 定 で あ る,

とい うこ とが認 め られ て い る。

13.マ イ ク ロ エ レ ク トロ ニ ク スが大 きな影 響力 を 与 え るい くつ か の分野 で は,イ ギ リス は 比 較 的 強

力 で あ る と共 に,柔 軟 性 を もつ。 イギ リス は コ ン ピュー タ ・プ ログ ラ ミン グに お い て は相 当 な 下

地 を もつ と共 に,サ ー ビスの 輸 出 に は 高 い 実 績 を残 して い る。 しか し,実 質 的 な雇 用 収 益 は,マ

イ ク ロ エ レ ク トロニ ク ス技 術 の 革 新 を 具 体 化 して,新 しい魅 力 的 な製 品 を安 価 に生 産 し,こ れ ら

を大量 消 費 で き る国 に もた らされ る。 これ は イ ギ リスが過 去 比 較的 弱 く,か つ イ ギ リスの 製 造 業
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者 が 製 品 お よ び生 産 プ ロセ スの 改 変 に手 間取 って い る分 野 に つ い て い え るこ とで あ る。 従 っ て,

政府 の政 策 の 目標 は,将 来 にお け る この 変化 の速 度 を 増 す こ とで な け れ ば な らな い。

ケ ー ス ・ス タ デ ィ

14.マ イ ク ロ エ レ ク トロ ニ ク スが雇 用 に与 え る影 響 に関 す る予 測 の範 囲 は,失 業 者数 が増 加 す る事

態 か ら雇 用 機 会 が 増 加 す る事態 に まで広 く分 れ て い る。 見解 が なぜ この よ うに広 く分 れ るの か を

理 解 す る こ とは簡 単 で あ る。 つ ま り,新 しい技 術 が もっ失 業 効 果 は,広 く拡 散 して現 わ れ るこ と

が あ る雇 用 創 出 効 果 よ り も早 く現 わ れ る傾 向 が あ るか らだ。 理 解 を 深 め るひ とつの 手段 は,マ イ

ク ロエ レ ク トロ ニ クス応 用 の効 果 が既 に現 われ て い る産業,商 業 お よ び公共 サ ー ビス にお け る個

々の事例 を研 究 す る こ とで あ る。

行政 事 務 にお け る コ ン ピュ ー タ

15.現 在 マ イ ク ロ エ レ ク トロ ニ ク スに関 してみ られ る雇i用予 測 は,初 期 の コン ピ ュー タ に関 して20

数年 前 に も あ っ た。 行政 事 務 には,長 年 の 間 コ ン ピ ュー タが 使 用 され て きて お り,そ の雇 用 活用

の研 究 は この よ うな予 測 が いか に 誤 りで あ っ た か を示 して い る。

16.マ ニ ュ ア ル ・シス テ ムの使 用 よ りも コ ン ピ ュー タ ・シ ス テム の方 を よ し とす る理 由 は,職 員 削

減 の 可能 性,つ ま り省力 化 に大 き く依 存 して い た。1977/78年 ま で に,1,650程 度 の(主 に 事

務 関係 の)・reス トが 削 減 きれ た(一 部 は450程 度 の コ ン ピ ュー タ関連 ポ ス トに よ って補 な われ た)。

この 図式 は他 の コ ン ピ ュー タ導入 部 門 に お い て も再 現 され て い るが,広 く観 察 す るな らば,1970

年 か ら1977年 に か け て,コ ン ピ ュー タ導 入 の影 響 を 最 も受 け た と思 わ れ る部 門 で,職 員 が170,

000人 か ら200,000人 に増 えた。

17.こ の逆 説(コ ン ピ ュー タの台 数 が増 えれ ば増 え る程,職 員 数 も増 加 す る)の 理 由は 究 明 が困 難

で あ る。 一 方 で は,コ ン ピ ュ ー タの導 入 それ 自体 が,政 府 当 局 が社 会 に利 益 を もた らす ことが で

きた新 しい業 務 分 野 お よ び新 しい 職務 を創 出 し た が,他 方 で は,コ ン ピュー タの 導 入 に よ って 不
し

要 に な った職 員 は,も しコ ン ピュ ー タが導 入 され な か った な らば,全 く もた らさ れ るこ とはな か

っ た(コ ン ピ ュー タに は 関係 の ない)新 しい職 務 に吸 収 され た。1977年 に コ ン ピ ュ ータ操 作 に

従 事 してい た実 働 職 員 数 はお お よ そ14,000人 で あ り,そ して コ ン ピュータの 導入 に よって不 要 に

な っ た人 数 は その 数 倍 で あ っ た。 に もか か わ らず,.関 連 業 務 に従 事 して い る全職 員 数 は増 加 の一

途 を辿 っ て い た。 っ ま り,行 政 事 務 に おけ る コ ン ピ ュー タの雇 用 効果 は,せ いぜ い が事 務 職員 の

増 加 を抑 制 す る程 度 で,こ れ を削 減 す る もの で は な い と い う こ とが結 論 で あ る。

ワー ド ・プ ロセ ッ サ

18.ワ ー ド ・プ ロ セ ッ サは,マ イ ク ロプ ロセ ッサ を ベ ー ス に した ダ イ ビン グ ・シス テ ム で あ る。 ワ

ー ド ・プ ロ セ ッ サ と普通 の タ イ プ ラ イ ター を比 較 す る と,作 業 量 測 定 実験 は大 体 一貫 して生 産 性

が100%以 上 向 上 す る こ とを示 して い る よ うに思 わ れ る。 即 ち,実 情 は異 な るが,理 論 的 に は,

ワー ド・プ ロセ ッサ を採 用 して い る機関 な らば,名 イ ピ ス トの人 数 を50%以 上 削減 で き るはず で
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あ る。 多 くの 機 関 が タ イ ピス トの 不足 を打 破 す るた め に ワ ー ド ・プ ロセ ッサ に投 資 したが,そ の

結 果,マ イ ク ロ プ ロセ ッサ は,職 員 削減 とい う潜在 的 な可能 性 以 上 の 価値 を もた らす新 し い職務

一 標 準 公 式書 状 を信 用 の 高 い広 告媒 体 と して利用 す るこ と 一 の創 出 を可 能 に す る もの で あ る

こ とが見 出 され てい る。 こ の よ うに,行 政 事 務 の コ ン ピュ ー タ に関 す る経験 とあ る意 味 で は類 比

で き る考 え方 か らみ る と,潜 在 的 な生 産性 向 上が現 実的 な失 職 に直 接 結 び付 く こ とは 全 くな い。

サ ー ビ ス部 門 に お げ る ほか の ケ ー ス

19.サ ー ビ ス部 門 にお け る他 の ケ ー ス ・ス タデ ィか らも同様 な結 論 が引 き出 され た。

倉 庫部 門 で は全 体 と して,マ イ ク ロエ レク トロニ ク ス技 術 に よっ て,会 社 が倉 庫 の 自動 化 を推

進 して,在 庫 品 の保 管 お よ び取 り出 しを改善 す る こ とが で き る。 マ イ クロ エ レ ク トロ ニ ク スが も

た らす利 益 は従 来 の 自動 化 方 法 と共 通 してい る。 即 ちす ぐれ た在 庫管 理,低 エ ネル ギー使 用 量,

低 人 件 費,作 業 環 境 の 改 善 で あ る。 倉 庫 部 門 に関 して は,マ イ ク ロエ レ ク トロニ クスか ら得 られ

る主 な利 益 は,雇 用 に お よぼ され る直 接 的 な効 果 とい うよ り も,む しろ在 庫品 に投 資 され る資本

が少 な くて す む こ とか ら もた ら され る。

予 約,客 の会 計,在 庫 お よび台 帳の 管 理 を 扱 う小規 模 な ホ テ ル業務 に応 用 され る マ イ ク ロ エ レ

ク トロ ニ ク スは,効 率 お よ び サ ー ビスの 向上,並 び に コ ス ト低 下 を もた らす こ とが 判 っ た。 従業

員へ の大 きな影 響 は 仕事 の パ ター ンが い っそ う好 ま し くな る と共 に,書 類 処 理 量 が減 る こ とであ

る こ とが 判 っ た。

産 業 ケ ー ス ・ス タデ ィ

20.こ こで は,マ イ ク ロ プ ロ セ ッサの応 用 は非 常 に 多様 な形 態 を取 る こ とが で き るの で,そ の効 果

を一般 化 す る の は難 しい。

食 品加 工 プ ラ ン トに ご く最 近 適 用 され たマ イ クロ プ ロセ ッサ を ベ ー ス とす る制御 シ ステ ム は,

機 械 化 お よび コ ン ピュ ー タ化 を通 じて長 い 間 かか って 確立 さ れ た パ タ ー ンに 従 って 増加 す る生 産

性 を向 上 させ る もの で あ る。 主 な利 益 は使 用 原 料 の節 約 お よび最 終 製 品 の 基 準 の 向 上 で あ った。

機 械 工場 で は,マ イ ク ロプ ロセ ッサ を ベー ス と した生 産 制 御 シス テム を導 入 す る主 な 効果 は,

生 産 サ イ クル の短 縮 で あ っ た。 これが 受 注入 札 に お け る信頼 性 を向上 させ,従 っ て輸 出 額 を 増大

させ た 。生 産 制御 シス テム の操 作 に必 要 な事 務労 力 も低 減 した が,最 も顕 著 な直 接 的 な 節 約 は,

増 加 す る作業 量 の減 少 を通 じて もた ら され た もの で あ る。

品 質 の 向 上,製 品 の標 準 化,並 び に生 産 お よび経 営 方 法 の効 率 の 向 上 が主 要 な効 果 で あ る衣料

産 業 で は,労 働力 へ の影 響 は きわ め て小 さい と考 え られ る。 この産 業 が,先 進 国 の高 品 質 商 品 お

よび開 発 途 上 国 で安 い労 働 力 に よ って生 産 され た低 コ ス ト衣類 の 両 方 か ら圧 力 を受 け るよ うに な

る時期 に は,マ イ ク ロエ レ ク トロ ニ クスの応 用 に よっ て も た らされ る改良 に よっ て対 処 す る こ と

が 可能 で あ る。 イ ギ リスの 衣料 産業 が,競 争 者 に先 ん じて改 革 を続 け る限 り,産 業 の競 争 力 が 増

強 され,従 って 雇 用 の 維持 が保 証 され る だ ろ う。
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自動 車産 業

21。 マ イ ク ロエ レ ク トロ ニ ク スの応 用 に 関 す る報 告 書 は,製 品 へ の応 用 とプ ロ セ スへ の応 用 を区 別

しな けれ ば な らな い こ とを 強 調 して い る。 従 っ て,ケ ー ス ・ス タ デ ィの 対 象 を,マ イ ク ロ電 子 技

術 が これ ら両分 野 に 影 響 を 与 え る と考 え られ る 自動 車産 業 に しぼ っ た。 自動 車産 業 で は,生 産 へ

の応 用 の ほ とん どが,人 的労 働 力 を それ 程 必 要 としな い設 計,試 験,監 視,工 作 機 械 の 設定 な ど

の分 野に集 中 してい た。勿 論,生 産 ラインへ の 応用(例 えば塗 装 および 車 体 溶 接)も あ る とい うこ とは

い うま で もな い。 既 存 の 生 産 ラ イ ンに ぱ らぱ らに応 用 され る場 合 に は,人 的 労 働 力 へ の影 響 は 小

さい 。事 実,こ れ らの応 用 は生 産 ラ イ ンに お け る労 働 力 不足 を補 な うた め に導 入 され る こ とが多

い0

22.完 全 に新 しい生 産 ラ イ ンを確 立 す る場 合 に は,労 働 力 へ の影 響 は大 きい が,マ イ クロ エ レ ク ト

ロ ニ ク スの特 殊 な効 果 と他 の技 術 進 歩 に よ る効 果 を分 け る こ とは 不 可能 で ある。 さ らに,被 雇 用

者 数 が実 際 に低 下す るか否 か は 市場 状 態,イ ギ リスの 市場 占 有 率 な どに大 き く依 存 す る もの で あ

る。

23.部 品側 か らみ た重 要 な 問題 は,イ ギ リスの部 品産 業 が,開 発 され る可能 性 が大 きい マ イク ロ プ

ロ セ ッサを ベ ー ス とす る部 品 を新 し く生 産 で き るか否 か とい うこ とで あ る。 で き るな らば,人 的

労 働 力 へ の 影響 は小 さぐな る。 で きな い な らば,イ ギ リスお よ び外 国 の組 立会 社 は外 国 の供 給 者 に

目 を向 け る こ とにな り。 こ の結果,イ ギ リスの 部 品産 業 にお け る雇用 お よび 国際 収 支 に不 利 な影

響 が もた らされ る こ とに な る。

電 気 通 信 ス イ ッチ ン グ装 置

24.マ イ クロ エ レ ク トロニ クスの 雇 用 効 果 に関 して しば しば引 用 され る実 例 は,電 気 通 信分 野 に お

け る機 械 式装 置 が電 子式装 置 へ の移 行 で あ り,こ の 分野 に お け る雇 用 低 下 は確 実 と い う事 例 で あ

る。 電 子 部 品 へ の切 換 は,雇 用 性 質 の変 化 と所定 量 の装 置 の製 造 に直 接 雇 用 され て い る人員 の 縮

少 を もた らす もの で あ る。 既 存 の大 きな製 作 者 に は,電 気 機械 式 装 置 に必 要 な 直 接労 働力 の10%

程 度 あれ ば 十分 で あ る こ とが 示 唆 され て い る。 これ らは逆 に,交 換 シ ス テムの 設 計 に必要 な エ ン

ジ ニ ア数 は持 続 的 に増 加 す る と考 え られ,以 前 は ひ とつの集 団 組 織 で製 作 され て い た部 品 が,イ

ギ リス国 内 の 至 る所 で製 造 され る限 りは,真 の失 業 は少 な い と考 え られ る。 一方,マ イ クロ エ レ

ク トロニ ク スは,電 話 シ ス テ ムに連 結 で き る装 置 全 体 に大 きな影 響 を 与 え て い る。 この 部 門 の総

体 か らみれ ば,労 働所 要 条 件 の 変化 は新 しい技 術 が 導 入 され る速 度,達 成 され る輸 出取 引 高 お よ

び マ イ ク ロ エ レク トロニ ク スが 可 能 に す る広 い 範囲 の新 しい 加 入 者端 末 装 置 あ るい は シス テ ムの

製 造 にお け る雇 用 生 長 に 依 存 す る もの で あ る。

ケ ー ス ・ス タ デ ィ ー 結 論

25.ケ ー ス ・ス タデ ィの要 約 は,マ イ ク ロエ レ ク トロニ クスの 雇用 効果 に関 す る単 純 な予 測 に は注

意 が 必 要 で あ る こ とを示 唆 す る もの で あ る 。理 由 は次 の通 りで あ る:
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マ イ ク ロエ レク トロ ニ クス の応 用 は,労 働 力 あ る いは(い っそ う費用 の か か る)資 財 を直 接

的 に置 き換 え よ う とす るも の で は な い。 主 な動 機 の ほ とん どは在 庫 レベ ルの低 下,原 料 お よ び

エ ネ ル ギ ーの節 約,品 質 お よび信 頼 性 の 向 上,す ぐれ た制御 情 報 ま た は技 術 問題 の解 決 で あ る。

(勿 論,直 接 節 約 で き るな らば,こ れ が経 済 の 他 の部分 に お け る労 働 力 需 要 に若 干 の影 響 を 与

える こ とはい うま で もな い。)特 に サ ー ビス側 へ の応用 は,応 用 す る前 は 予測 して い なか った

新 サ ー ビス あ るい は改 良 サ ー ビスの 可 能 性 を もた らす もの で あ る。 これ らは人 材 の節 約 範 囲 を

縮 少 す る傾 向 が あ り,場 合 に よっ て は これ を補 う こ とが あ る か も知 れ ない 。

マ イ クロ プ ロセ ッサ は通 常 自動 化/機 械 化手 順 の中枢 と して導 入 され る 。大 きな 変化 は必 ず

し も被 雇 用 者 の人 数 だ け で は な く,組 織 構造 お よび生品 範 囲 に も現 わ れ る。 マ イ ク ロ プ ロセ ッ

サの製 品 お よ び プ ロセ スへ の導 入 は(競 争 国 お よび イギ リス にお い て),多 くの人 々が考 え て

い る よ りは進 行 して い な い。 直 接的 とは い え ない が,一 部 の 解 説 者 が示 唆 したよ うに,多 くの

産業 に お け る技 術 変 化 は革 命 的 とい うよ りは,む しろ進化 論 的 な もの であ る こ とか ら,も た ら

され る雇 用 効果 は それ 自体 ゆ っ く り現 われ る もの で あ って,多 くの 分 野 で 計画 的 に 調整 で きる

妥 当 な 機会 を提供 で き る もの で あ る。

競 争 者 一 警 告

26.イ ギ リスが 自己 の マ イ ク ロ エ レ ク トロ ニ クス革 新 を促 進 す る ため に最 善 を っ くさなe7れ ば,国

内市 場 で も相 当 に激 烈 な 国 際 競争 に巻 き込 ま れ る と同 時 に,関 連 製 品 の 巨大 な海 外 新 市場 を獲 得

す る こ とに失 敗 す る こと に な る。 多 くの 分野 の 開発 は一部 の 解 説者 が主 張 す る ほ ど劇 的 な もの で

は ない が,イ ギ リスが 競 争 者 に先 ん じて,マ イ クロ エ レ ク トロ ニ クスの 応 用 に よ って 可 能 にな る

生産 性 向 上 か ら利 益 を引 き出 す こ とが 最 も重要 で あ る。国 際 的 にみ て,遅 れ を取 る こ とが 最 悪 の

ケ ース で あ る。

(3)社 会 的 効 果

27.以 下,マ イ ク ロ エ レ ク トロ ニク スが雇 用 レベ ルに与 え る直接 的 な 効果 以 外 の社 会 的 効 果 に つ い

て論 じ る。 労 働 生活 の質,サ ー ビ スの提 供,レ ジ ャー,一 般 社 会 にお け る社 会 的 交際 の性 質 お よ

び個 人 と政 府 の 関係 にお い て み られ る効 果 の種 類 を説 明 す る実 例 を挙 げ る。 こ こで強 調 しな け れ

ば な らぬ こ とは,こ れ ら変化 の 多 くは 考察 の対 象期 間 で あ る15年 間 の終 りに 向 か って,起 こ り始

め たば か りで あ る とい うこ とで あ る。 一 方,現 段 階 に おい て全 く予 測 で き ない 変 化 が 必然 的 に起

こる こ とが考 え られ る。

労 働 生 活 の質

防 災

28.マ イ クロ エ レ ク トロ ニ ク スの 低 価格 化 に よっ て,採 鉱,潜 水 な どの活 動 にお い て作 業 者 が 危 険
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な環 境 に さ ら され る こ とを少 な くす る遠 隔 制御 装 置 の開 発 が 進 む と考 え られ る。 感度 お よび信 頼

性 の 一段 と向 上 した制御 装 置 は劇 薬 を使 用 す るな どの工 業 プ ロセ スに お け る労 災 を減 少 させ る も

の であ る。

技術 格 差 の解 消

四.恐 らく,製 造 プロ セ スお よ び サ ー ビスに い っそ う広 範 に マ イ ク ロエ レ ク トロ ニ ク スが普 及 した

場 合 に,最 も直 接 的 な効 果 は技 術 格 差 の解 消 を もた らす こ とであ る と考 え られ る。 手 作 業 に よ る

組 立 てが,自 動組 立 て に移 行 す るに つ れ て,作 業 者 は ます ます 生 産 ラ イ ンに近 づ く こ とが な くな

っ て きて い る。 この よ うに,こ の 作業 者 に は新 しい技 術 を取 得 す る機 会 が あ る と共 に,ホ ワ イ ト

カ ラ ーの労 動 に 加 わ る 自由 が あ る こ とに な る。 一方,職 務 の 喜 び を増 す た めに 事務 作 業 を再 組 織

す る余 地 もで て くる。

30.す べ ての 労 働 者 が 生産 ライ ンの拘 束 か ら解 放 され る こ と は ない 。 事 実,マ イ ク ロエ レ ク トロ ニ

ク スに よっ て新 しい 分野 を 自動 化 で き るが,余 り好 ま しく な い結果,例 えば各 労 働 者 にお け る技

術 お よび職 務 範 囲 の縮 少,機 械 の ペー スに従 っ て作 業 しな け れ ば な らない 可能 性,あ る いは 資本

を完 全 に利 用 す るた めに 交替 労 働 の必 要性 が もた らされ る。

31.い くつ か の新 しい職 業 が現 わ れ て く る と思 わ れ るが,こ れ を 既 存 の構 造 に 適合 させ る こ とは難

し く,現 在 の境 界 線 が くず れ る恐 れ が あ る。 職 務 階級 の レベ ル間 で権 限 と責 任 の体 系 が再 編 成 さ

れ るか も知 れ な い 。例 え ば,コ ン ピュー タ化 され た 診断 シ ス テ ムは,一 方 で は責 任 を病 院 の ジ ュ

ニ ア ・ドク ター か ら情 報 を編 集 す る専 門 家 に移 す と共 に,他 方 で は そ の責 任 を この ジ ェ ニ ァ ・ド

ク ターの助 け を借 りて診 断 を 下 す責 任 を もっGPに 委 ね る もの で あ る。 技 術 変化 に伴 う労 務 管 理

問題 は,新 しい シス テ ムの採 用 に とって大 きな 障 害 にな る恐 れ が あ る。

職業 配置

32.マ イ クロ エ レ ク トロ ニ ク スの低 価 格 化 は,電 気 通 信 コ ス トお よ び情 報 の記 憶,処 理 さ らに は検

索 コス トの 低 下 に大 き く貢 献 す る もの で あ る。 電 気通 信 コ ス トは旅 費 に較 べ て安 くな り,出 張 の

範 囲 に影 響 を もつ もの に な る。 あ る研 究 に よれ ば,1990年 ま で に商 談 の少 な くとも45%が 種 々

な"通 信 に よ る商 談"装 置(主 に デ ス ク ・トップ ・オー デ ィオ シ ステ ム)に よっ て代 行 で きる よ

うに な る こ とが示 唆 され て い る。 事 務 員,専 門 的職 業 につ い て い る者 あ るい は経 営 者 が,少 な く

と も一 週 間 の大 部 分 を家 で働 く可能 性 が ま す ます 大 き くな る。 これ か ら引 き出 す ことが で きる好

ま しい事態 に つ い て は後 述 す るが,家 にお い て働 くこ とが で きる 自由 が大 き くな る と,差 別 あ る

い は低 賃金 の 問題 を か か え て い る 女性 労 働 者 の 数 が増 大 す る とい う懸 念 もあ る。

33.よ り長期 的 な展 望 か らは,産 業 配置 お よ び雇用 配置 に影 響 が 出 て く る と考 え られ る。例 え ば,

集 中 化 した デー タ処理 よ り も,む しろ分 散 化 したデ ー タ処 理 の 方 が,異 な る配置 に職業 を割 当 て

るさい に柔 軟性 を もっ もの で あ り,現 在 の 集 中 的 な デー タ 処理 作業 を 幾分 緩 和 す る もの と考 え ら

れ る。
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サ ー ビスの 提供

34.現 在,一 部 の サ ー ビスが 消費 者 に直接 提供 され て い るが,こ れ は製 造 産 業 で はみ られ な い 問題

を もた らす もの で あ る。 過 去 サ ー ビス部 門 に お いて は,劇 的 な生 産性 向 上 の ほ とん ど は最 終 消 費

者 に は関 係 の ない 分野 に限 られ てい た。 それ は例 え ば ドッグ に おけ る コン テ ナ化,大 学 の 入学 手

続 の コ ン ピ ュー タ化 な どで あ り,こ の傾 向 は引 き続 きみ られ る もの と考 え られ る。 と こ ろが,必

ず し も こ うで あ る とは い い切 れ ない。 一 例 を挙 げ る な らば,繊 維 産業 で あ る労 働 者 が20の ス ピン

ドルの代 りに,120の ス ピ ン ドルの 制御 に た ず さわ っ た と して も,こ れ は最終 製 品 に影 響 を与 え

る もの で はな い し,ま た衣 服 の 買 い 手 も この 変化 は気 付 か な い もの で あ る。 一 方 あ る看 護婦 が ひ
o

と つや ふ たつ では な く,20の 腎 臓用 機器 を取 り扱 った場 合 に は,こ の 変化 は患 者 又 は その 関係 者

に ただ ちに 明 らか に な る し,提 供 され て い る サ ー ビスの 質 に 関 す る患 者 な どの見 解 に影 響 を与 え

る可 能 性 は あ る。 従 っ て,技 術 革 新 を導 入 す る速 度 が 遅 くな る傾 向が あ る。

35.マ イ クロエ レ ク トロ ニク ス にお け る発 展 は,一 方 で は従 来 の サー ビス を よ り低 い価 格 で提 供 で

き る こ とを 可能 にす る。(例 え ば,病 院 に お け る看 護 時 間 の 割 当 て)。 他 方 で は,例 え ばMAV

ISな どの装 置 を使 用 す る身 障 者用 器 具,完 全 身 障 者 が 吹 い た り吸 っ た りす るな どの動 作 に よっ

て操 作 で き る ポー タ ブ ル型 式 の コ ン ピュー タ動 作 シス テム の 提供 な どの 全 く新 しい サ ー ビス を可

能 に す る もの で あ る。

36.最 も共 通 な パ ター ン は現 行 の コ ス トで応 用 範 囲 が 広 く,か つ 信頼 性 が高 く,し か も利 用 が容 易

な高 品質 の サ ー ビス を提 供 で き る とい うパ タ ー ン で あ る と考 え られ る。 次 の 四 つ の節 で ぽ,公 共

部 門 お よび民 間 部 門 で 同 じよ うに み られ ると考 え られ る一般 的 な傾 向 の大 要 を論 じ る。

人 間 の技 術 と機 械 の 技 術 との相 互 補 完

37.サ ー ビ ス消 費者 が官 僚 的 な手 続 に対 して権 限 を もつ 役 人 と交渉 す る こ と よ り も,コ ン ピュ ー タ

シ ス テム と交 渉 す る こ とを好 む事 態 を想 定 す る こ とは 可能 で あ る。 しか し,ほ とん どの場 合,人

間 と密 接 に協 力 して こ そ,コ ン ピュー タ は人 間 の情 報 を取 り出 し,か っ 分類 す る能 力 を高 め るの

に最 善 の 働 きをす る もの で あ る。 こ の よ うに,現 在 ロ ン ドン病 院 で試 用 され て い る病 歴 採 取 装 置

MICKIEは 診 察 の 習慣 的 な部 分 をみ るた めに使 用 され て お り,従 って 医者 が診 断 お よび治 療

に い っ そ うの時 間 を さ くこ とが で きる。 い くっ か の点 で患 者 は通 常 の 診 察 に お い て よ り もは るか

に良 好 な反応 を示 した。例 え ば飲 酒 な ど に つい て患 者 は よ り誠 実 に反 応 す る と共 に,自 己の 徴 候

お よ び病 気 に つい て体 系 的 に考 え る よ うに な っ た。 シ

個 人 の ニ ー ズに応 ず るサ ー ビ ス

38.マ イ ク ロ エ レ ク トロ ニ クス に よ って,サ ー ビ スを よ り効 率 的 に特 定 の グル ー プに 集 中 させ る こ

とを可 能 に す る方 法 が多 数 存 在 す る。 医学 の分 野 で は,上 記 の 病 歴採 取 装 置 が この5年 以 内 に広

く普 及 す る と考 え られ る。 この 結 果,英 語 を話 せ な い患 者 が 自己 の病 歴 を 自国 の 国 語 で 説 明 す る

ことが で き,そ の 間 医者 は この装 置 か ら英 語 で その 要 約 を得 る ことが で きる よ うに な る。
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39.ほ か の 分 野 では,マ イ ク ロエ レク トロ ニ クス に よ っ て,消 費者 が望 む情 報 を 選択 す るの が い っ

そ うに容易 に な る。 例 え ば,新 聞 を購 読 す る代 りに,ビ ュー デー タの ユー ザは 自分 の好 む分 野,

例 え ば ス ポー ツ,チ ェ ス,フ ァ ッ シ ョンあ る い は他 の テー マ を選 択 で きる ことに な る。 一方,情

報 提 供 者(特 に広 告 者)は,特 定 の視 聴 者 とコ ミュニ ケ ー シ ョンを もつ こ と も可 能 にな る。 消費

者 自体 も,例 え ば遠 隔地 に あ る特 殊 な購 買施 設 に アク セ スす る た めに,こ の情 報 を 提供 す る こ と

を喜 ぶ場 合 が あ る。 別 な点 か らみ れ ば,消 費 者 が こ うす る こ とは,例 え ば健 康 上 の 助 言 を健 康 を

害 して い る特 定 な グルー プに 与 え る こ とが で き るの で,公 益 上 有 利 な こ と もあ る。 この 種 の 開発

に は,個 人 の デー タの使 用 を規制 す る必 要 が出 て く る。
e

サ ー ビ ス提 供 に おけ る進 歩

40.進 歩 した電 気通 信 お よ び演 算 は,異 な る段 階 の サ ー ビス の分 離 を可 能 に す る もの で あ る。 従 っ

て,患 者 が 自宅 の端 末 装 置 に 自己 の病 歴 お よ び徴 候 を 与 えて,約 束 を取 る こ とが可 能 に な る の で,

わ ざわ ざ資格 審 査 を受 け る必 要 が な くな る。 銀 行業 務用 端 末 装 置 は さ らに通 常 の支 店 事 務 所 か ら

切 り離 して お くこ とが で き るの で,利 用 者 はわ ざ わ ざ社 会保 障 局 に行 かな くて も,自 宅 あ るい は

郵電 公社 の 端 末装 置 か ら給 付 金 な どに関 す る最 近 の 情 報 を得 る こ とが で き る。

ア クセ ス ビ リ ティ

41.こ れ ら開 発 の総 体 的 な効 果 は最 も困 窮 して いる者 が 直 面 す る問題 を増 加 させ る と共 に,よ り一般

的 に は,異 な る階 層 の 人 々が利 用 で きる機 会 に 格 差 をつ け るの で は な い か とい う懸 念 が あ る。

42.ビ ュー デ ー タな どの 新 しい媒 体 が 普 及 す るな らば,す べ ての 人 に利 用 で き る こ とを保 証 す る必

要 が でて く る。 郵 電 公 社 は 私 設 シ ス テム に投 資 す る こ とを望 まな い 者 に ビュ ー デ ー タサ ー ビス を

郵 電 公社 あ る い は場 合 に よ って はサ ー ビス所 を設 け て利 用 させ る方 法 を検 討 して い る と ころ で あ

る。

43.あ らゆ る者 が新 しい形 態 の サー ビ ス提供 か ら恩 恵 を 受 け るの に必 要 な技 術 を身 に付 け る こ とを

保 証 す る必 要 性 も等 し く重 要 で あ る。 コ ン ピ ュー タ端 末 装 置 で設 定 され た一 連 の 問 題 を 求 め る こ

とが で き る能 力 も,教 えて お く必 要 が あ る。 成 人 へ の教 育 サー ビスは,マ イ クロ エ レ ク トロニ ク

スの 可 能 性 と限界 を教 え るの に重 要 な役 割 を 果 す ことが で きる。 ま た,学 校 で も,生 徒 だ け で な

く,生 徒 の 家 族 に もマ イ ク ロエ レク トロ ニ クス を教 え る必 要 が あ る。

44.ビ ジ ュ アル ・デ ィス プ レ イ端 末 装 置 は聾 唖 者 に とっ て は問 題 な い こ とだが,盲 人,失 読症 者 お

よ び文 盲 に対 して特 殊 な 問 題 を もた らす もの で あ る。 しか し,こ の 端末 装 置 が 普 及 す る ま で に は,

恐 ら く別 な媒 体 と して会 話 を使 用 で きる音 声 合 成 チ ッ プの価 格 が か な り低 下 す る こと が考 え られ

る 。

レジ ャー お よ び娯 楽

45.マ イ ク ロ エ レ ク ト ロニ クス 自体 に よっ て もた らされ た余 暇 時間 の新 しい利 用 方 法 が い くっ か あ

る 。 既 に 利 用 され て い る ひ とつの 実例 は,コ ン ピ ュー タを ベー ス とす る チ ェ スで あ る。 よ り安 い
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価 格 の ビデ オ再 生 シ ス テ ムの開 発 に よ っ て,ビ デ オ ・カセ ッ ト ・レ コー ダの市 場 が 拡 大 され る と

共 に,プ ロ グラ ムの広 い範 囲 に わ た る選 択 を 経済 的 な もの にす る こ とが で き る。 変 形 テ レ ビジ ョ

ン'セ ッ ト(例 えば,オ ー プ ン ・ユ ニ バー シ テ ィのCyclops)と 共 に 用 い る こ とが で き る独 習用

パ ッケ ー ジ は着 実 に 伸 び る よ うに思 われ る。 この パ ッ ケー ジは 事 実成 人教 育 の技 術 開発 に お け る

重要 な ス テ ップ を表 わ す もの で あ る。 これ が もた らす ひ とっ の 特質 は 個人 が 自由 に で き る時 間 が

長 くな る こ とで あ る。 も うひ とっ の特質 は恐 らく急 速 な技術 変 化 を被 っ てい る経 済 状 態 に お いて

新 しい技 術 を身 に つ け る必 要 性 が あ る とい う成人 の 認 識 を 深 化 させ る こ とで あ る。

一般 社 会 に おけ る社 会 的 交渉

46.マ イ クロ プ ロセ ッサ,例 え ば コン ピュー タ によ っ て惹 起 され る と思 わ れ る最 も大 きな恐 れ の ひ

とつ は,取 引 交渉 が非 人 間 的 な もの にな るの で は な い か,即 ち バー の ホ ス テス な どが 電 子 式 酒類

販 買 機 に取 っ てか わ れ るの で は ない か,そ して 一部 の サー ビ スが完 全 に 不要 に な って 個 人 が 孤立

化 す る ことが 多 くな る の で は な い か と い う恐 れ で あ る。現 在 の 形 態 の郵 便 サ ー,ビス は事業 取 引量

の低 下 に よ っ て電 子式 郵 制 度 に移 行 す る よ うな事 態 が 考 え られ る。 よ り長 期 的 な展 望 で は,手 紙

類 は その 処 理 量 が減 るに っ れ て,単 位 コ ス トが 上昇 し,そ の 結果,電 報 サ ー ビスが ほ ぼそ の意 味

を失 な って しま う恐 れ が あ る。 一方,マ イ ク ロエ レク トロ ニ ク スが提 供 す る電 気 通 信 コ ス トの抑

制 は か っ て な い程 電 話 の利 用 を普 及 させ る もの で あ る。'

47.こ れが 要 求 す るすべ て の ものが 必 ず し も個 人 の孤 立 化 を促 進 す る とは限 らな い。 職場 と家 庭 が

完 全 に分 離 され た の は比 較 的 最 近 の こ とで あ る。 よ り多 数 の 人 々が家 庭 で働 くこ とが で き るな ら・

ば,家 庭 にい る配 偶者,子 供 あ るい は老 人 と労 働 して い る これ らの人 との 分 離 は減 少 す る と共 に,

就 業 して い る人 が 子供,友 人 お よ び隣人 な ど との墳 末 な こ とに 容易 に対 処 で きる よ うに な る。通

勤 時 間 の短 縮 は家 庭 か ら職 場 に行 くさい の散 漫 な気 持 を補 な っ て余 りあ る もの で あ る。:

48.ま た,マ イ ク ロ エレ ク トロニ クス処理 お よび記 憶 能 力 を,地 方 の テ レ ビジ ョン ・ネ ッ トワーーク

に連 結 で き るな らば,会 話 型 の ケー ブルTVを 確 立 す るこ とが で きる。 アメ リカ にお け る実験 に

よれ ば,一 般 の 人 が隣 人 を通 じてベ ビー ・シ ッタ ー を見 つ け る こ とが で きた り,旅 行 の 道連 れ を

探 した りす る こ とが可 能 に な っ た。 イ ギ リス に この種 の サー ビス が導 入 され る な らば,大 きな影

響,例 え ば コ ン ピュー タ に よ る デー ト,あ るい は地 方 ラ ジ オ局 の機 能 の主 要 部 分 を占 め るtt良 き

隣 人"へ の ア ピー ルが もた らされ る と考 え られ る。

個 人 と政府

49.情 報 へ の ア クセ ス は権 力 の 源 であ り,情 報 処 理 お よ び記憶 の 急激 な コ ス ト低 下 は この 国 に お け

る中 心 的 な政 策関 係 の い くっか,特 に個 人 の国 家 に対 す る関 係 を 変化 させ る可 能 性 が あ る。 以 下

に,2つ の実 例 を示 す。

プ ラ イ バ シー

50.プ ラ イ バ シー お よび秘 密 に関 す る恐 れ は,一 部 は個 人 と広 い範 囲 に わ た る諸 団体 との 関係 か ら
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もた らされ る もの で あ るが,一 般 に は個 人 と政府 の 関係 に お い て多 くみ られ る もの で あ る。 半 導

体 の製 造 が,現 在 メ イ ン ・フ レー ム ・コ ン ピ コ一 夕 に ょ って行 なわ れ て い る演 算 の価 格 の低 下 を

もた らす に っ れ て,問 題 が大 き くな って い るδ コ ン ピュー タに記 憶 され た生活 の 多 くの分 野 の細

部 に つ い て,個 人 の"デ ー タ ・プ ロ フ ィル"を 蓄積 す る こ とが技 術 的 に 簡 単 に な って きて い る と

同時 に,こ の プ ロ フ ィルを"リ アル ・タ イムttに み る こ と,即 ち変 化 が あつ た時点 で そ の 変化 を

み る こ とが で き る可能 性 が ま す ま す大 き くな っ て い る。 に6'か か わ らず,別 々な デー タ ベ ー ス を

結 合 す る範 囲 に関 す る決定 は,公 共 部 門 で は,技 術的 な理 由 とい う よ りは,む し ろ政 治 上 の理 由

に基 づ い て,一 貫 し て下 され る と考 え られ る。

51.民 間 部 門 に お け る デ ー タ処理 は増 加 の一 途 を辿 っ てい るが,こ れ に付 随 す る問題 を 処 理 す る経

験 は民 間 部 門 よ り も政府 当 局 の 方 が多 く積 ん で い る。 コ ン ピュー タ の急 激 な低 コ ス ト化 は,ユ ー

ザ が所 有 す るデ ー タ ベ ー スの急 増 を もた ら して い るが,ユ ー ザ はそ の内 容 を認 可 され て い ない ア

ク セ スか ら守 る の に有 効 な 手段 を工 夫 す る能 力 を備 え て い ない 。

52.し か し,マ イ ク ロエ レ ク トロ ニ ク スは ま た デ ー タ を よ り安 全 に守 る手 段 を提 供 す る もの で もあ

る。 マ イ ク ロ電 子 製 品 の 低 コ ス ト化 に よっ て,複 雑 な エ ンコ ー デ ィ ン グ処 理 を デ ー タ処 理 に 適用

して,従 来 の ネ ッ トワー ク に よ って よ りも安 全 に コ ン ピ ュー タ化 され た情 報 の伝達 を行 な うこ と

が 可 能 に な る と共 に,こ1れ を経 済 的 に行 な うこ とが で き る。 マ イ ク ロ エ レ ク トロニ ク ス は,情 報

の 集 中 化 記憶 お よび 処理 よ り も,む しろ情 報 の分 散化 記 憶 お よび処 理 を促 進 す る もの で あ る。

国 民 投 票

田.Preste1な どの 会 話 型 テ レ ビ ジ ョン ・シ ス テ ムは,い ず れ も直 接 的 でか つ安 価 な,し か も(

ビ ュー ・デ ー タ端 末装 置 に ア クセ ス で き る人 が 増 え るに つ れ て)広 範 に 普及 す る選 挙投 票 の チ ャ

ネ ルを もた らす 可 能性 が あ る。 アメ リカの この種 の システム は,視 聴 者,特 に 隣 人 が 自己 の地 圧 に
'

お け る地 方 政 府 にっ いて何 を考 え て い るか を知 る た めに使 用 され て い る。

結 論

54.マ イ クロ エ レ ク トロニ ク スが 内 包 す る意 味 に関 す る公 けの議 論 の対 象 は,主 に 雇用 に対 す る影

響 で あ っ た。 こ こで は,イ ギ リスが 競争 者 に比 較 して も,提 供 され てい る機会 を捉 え るの に立 ち

遅 れ て い な い とい う こ とを前 提 に して,し ば しば表 明 され た恐 れ は マ イ ク ロエ レ ク トロニ クス の

もつ 雇用 創 出 可能 性 を 十分 に反 映 して い な い こ とを論 じて き た。即 ち,イ ギ リスに お け る半 導 体

の 開発 お よ び マ イ ク ロエ レ ク トロ ニ ク ス応 用 の重 要 性 を強 調 して きた。

55.こ の新 しい技 術 の他 の社 会 的 効果 に つい て は,そ れ程 言 及 しなか っ た。即 ち,こ こで は,最 終

的 に 重 要 な意 味 を もつ と考 え られ る一 部 の 効果 を強 調 した。 これ ら効果 の ほ とん どが 明 らか に な

る まで に は,相 当 な時 間 が か か る と思 われ る。 これ らの対 象 に つい て は,さ らに研 究 が必 要 で あ

る。
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B・ マ イ ク ロ エ レ ク ト ロ ニ ク ス ー 産 業 へ の サ ポ ー ト ・プ ロ グ ラ ム

ー イギ リス産業 省(DOI)"1

諸 言

シ リコ ン ・モ ノ リ シ ック集 積 回路 を生 産 して い る あ らゆ る主 要 国 で は,し ば しば莫 大 な助 成 金 を

用 い て,政 府 が マイ クロ エ レ ク トロニ クス を援 助 して い ると共 に,こ れ をか な りの 程 度 管 理 して い

る。 この電 子工 業 は 高度 な工業 技 術 で あ る電 子 工学 を 必 要 とす る他の全 生 産 業 の 重 要 な手 段 で あ る。

NEDOセ クタ ー ・ワー キ ン グ ・パ ー テ ィ ー マ イ クロエ レ ク トロ ニク ス産 業 に関 す る報 告,

1978年6月

マ イ ク ロエ レ ク トロニ ックの重 要 性 は,2つ の 観 点 か ら考 察 で きる。 第 一 に,そ の装 置 は必 需 品

で あ り,世 界 市 場 で 利益 率良 く販 売 で きる。 イ ギ リスの 場 合 に は,国 際 収 支 に有利 な 影響 を及 ぼす。

第2に,マ イク ロエ レ ク トロ ニ ク ス製 品 が 複雑 化 す るに っ れ て,こ の製 品 を使 用 す る装 置 の 設 計 に

対 して,こ の 製 品 が ま す ま す本 質 的 な もの に な って く る可能 性 が大 きい。 換 言 す るな ら,電 子 工学

を利 用 す る装 置 は マ イ ク ロエ レ ク トロ ニ ク スを中 心 に して設 計 され る傾 向 に あ り,こ の逆 で は な い。

こ れ は,イ ギ リスが 開発 に手 間 取 るな らば,ユ ー ザ産 業 が その 装 置 に必 要 不 可 欠 な マ イ ク ロエ レク

トロニ ック製 品 を確 実 に入 手 で き な くな る とい うこ とを意 味 す る。

本 文 は,イ ギ リスの マ イ ク ロエ レク トロニ ク ス産 業 が力 を付 け るのを 助 け るた め に,産 業 省 が 向

こ う5年 間 に わ た って7000万 ポ ン ドを 提供 す る政 府 援 助 計 画 を最 近公 表 した とい う こ とを念 願 に

お い て読 まれ た い 。

マイ ク ロ エ レ ク トロニ ク ス

1.概 念(何 で あ る か)

マ イ ク ロ エ レ ク トロニ ク ス はそ れ 自体 を短 く定 義 で き ない概 念 で ある。 これ を技 術 的 に言 え ば,

次 の よ うに な る。

「超 小 型 電 子 装 置 の 設 計,生 産 お よ び応用 に 関 す る電 子 工学 の一 部 門 で あ っ て,容 器 お よ び接

続 線 を省 くこ とに ょ って部 品 の実装 密度 を高 くす る部 門」

この 定 義 は,車 輪 とは 「軸 上 を回 転 して,車 輌 また は 機 械 の運 動 を促 進 す る円形 フ レー ム ま たは

円板 」 で あ る とい う辞 書 の定 義 と同 じ くらい あい まい で あ る。 い ずれ の説 明 もその 主題 が 包 含 す る

意 味 お よ びそ の 細 部 に対 して い か な るい と ぐち も与 え て い な い。 従 って,工 業 用 語 お よ び商 業 用 語

を使 用 し て定 義 す るな らば,マ イ ク ロエ レ ク ト ロニ クス も車 輪 も大 差な い とい っ て も過 言 で は な い
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の で,こ こで この 主題 に少 し立 ち入 って検 討 して も時 間 の無 駄 で は な い は ず で あ る。

以 下 の簡 単 な説 明 は,イ ギ リス政 府 が 国 内 の マ イ クロ エ レ ク トロ ニ ク スに援 助 計 画 を導 入 す る こ

とを決 定 した背 景 の概 略 を示 す もの で あ る。 この 説 明 が マ イ ク ロ エ レク トロニ クスに 精 通 して い な

い者 に,そ の重 要 性 お よび商 業 上 の潜 在 的 な可 能 性 に つい て理 解 させ る の に い くぶん か 役 立 つ こ と

を望 む 。 ほ とん どの 生 産業 部 門 お よ びほ とん どの人 間 活 動 の 側 面 が,こ の マ イ ク ロ電 子 工業 の浸 透

の影 響 を 受 け て い るは ず で あ り,そ して い か な る企 業 もこれ を受 け 入 れ る余裕 を もっ てい る はず で

あ る。

2.定 義(何 を意 味 す る か)

10数 年 前 に ひ とつ の商 業 上の 提 案 と して現 われ た マ イ ク ロ エ レ ク トロニ ク スの 驚 くべ き進 歩 は,

電 子 工学 を変 質 させ る と共 に,現 在 で は,・マ イ クロ エ レク トロ ニ ク スは他 に 依 存 しな い ひ とつの 生

産業 と して 自立 す る ま でに な っ・て い る。15年 前 に は,マ イ クロ エ レ ク トロニ ク ス産 業 とい う もの は

存在 して い な か っ たが,今 日で は,他 の あ らゆ る重 要 工業 国 と同 じ よ うに,イ ギ リ ス もこの 分野 に

お け る 十 分 な設 計,生 産 お よ び下部 構 造 能 力 を増 強 す るべ く行動 してい る。

最 初 の電 子 コ ン ピュ ー タ・は1951年 に 市場 に出 され,コ ス トは約100,000・ueン ドで あっ た。 現 在

で は,わ ず か200● ン ドで30,000倍 も小 型 化 され た,し か も能 力 が よ り高 い マ イク ロコ ン ピ ュー

タを 購 入 す る こ とが で きる。 き わ めて簡 単 に い っ て も,マ イ ク ロエ レ ク トロ ニ ク スの 発 展 の 基本 的

趨勢 は 小型 化,低 コス ト化,高 性 能 化 お よび高 信頼 化 であ る。

川 集 積 回 路(IC)

コ ン ピュー タは マ イク ロ エ レ ク トロ ニ ク スの成 果 を感 じ させ る最 初 の 機 器 で あ った。 初期 の コ

ン ピ ュー タ は,バ ル ブ バ ン ク群 を組 込 む た め,製 造,電 力,冷 却 お よ び内 蔵 の点 か らみ て コス ト

が 高 か った。 ラジオに おい て み られ るように,バ ル ブ は最終 的 に は トランジス タに取 って換 られ,こ

の 結 果 ス ペ ー ス お よび 電力 は節 約 す る こ とが で きた。 しか し,各 コ ン ピ ュー タ1台 に対 して数 千

の トラン ジス タが 必 要 で あ っ たた め,依 然 と して これ らを ひ とつ ず つ 回 路 に組 込 む必 要 が あった。

回 路 を よ り小型 化 し,か つ よ り低 コス ト化 しよ う とし た研 究 は プ リン ト回 路(電 気 回 路 を 前以

っ て プ リン ト し,そ して トラ ン ジ ス タを取 付 け た ボ ー ド)の 開発 に結 実 し,そ して 最終 的 に はい

くつ か の独 立 した トラ ンジ ス ダ'領 域"は,配 線 結 線 と共 に,適 切 な 処理 に よっ て半 導 体 材料 の

5×5㎜ の単 ウ エハCチ ップ"と 呼 ぶ)内 に 製 作 で きる とい う発 見 を もた らした。 同時 に,こ

れ ら トラ ン ジ ス タ領 域 を もっ チ ップに 微少 な 導電 材料 の糸 か らな る パ ター ン を蒸 着 させ る こ とが

で き る写 真 平板 彫 刻 法 が開 発 され た た め,各 領 域 に"配 線"を 施 して完 全 な回 路 を 製作 す るこ と

が 可 能 に な った。 この よ うに して,集 積 回 路 を製 作 で き る よ うに な った 。

手 あ る い は機 械 に よっ て 配線 す る必 要 が な くな っ たの で,集 積 回路 の単 位 トラ ンジ ス タ当 りの
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コ ス トは低 下 した。 回 路 内 で トラ ン ジ ス タが密 接 に なれ ば な る程,シ ー ケ ンス操 作 の 速度 が速 く

な り,消 費電 力 が少 な くな る と共 に,他 の トラ ン ジ スタに対 す るスペ ー スが 広 くな り,そ して コ

ス トが 低 下 す る。 この経 済 的 で,か つ技 術的 な刺 激 が よ り多数 の トラ ンジ スタ領 域 を各 チ ッ プに

詰 め込 む こ とが で きる進 ん だ設 計 法 お よ び製法 を もた ら し,従 って回 路 密 度 が大 き くな り,単 位

コ ス トが低 下 した。 通 常 の チ ップ材 料 は シ リ、コ ンで あ る。

エ レ メ ン ト数 が16K(16,000)の チ ップは既 に大 量 生 産 され て お り,そ して1979年 には64

Kの チ ップが 市場 に出 回 る こ とが予 想 され る。 しか し,こ れ は端 初 に しか過 ぎな い。 と い うの は,

アメ リカお よ び 日本 で は1000Kの チ ッ プが きわ め て間 もな い時期 に開 発 され る見 込 み が あ るか

らで あ る。

(iD多 様 化

以 上 説 明 して きた チ ップ は"コ ン ピ ュー タ型 式"の 記憶 回路 を規 則 正 し く配 置 し,そ れ 故 範 囲

を所 定 の ル ーチ ン機 能 に限 定 した チ ップ で あ る。

これ と同 時 に,よ り複 雑 な 仕事 を す る集 積 回 路 も開 発 され た。 これ は"注 文 に よ る特 殊 製 品(

customspecia1)"と い う概 念 を もた ら し,単 一 の特 定 な 仕事 を な す論 理 回 路 の集 成 体 お よび

よ り多 様 な{土車 を す る 「マ イ ク ロ プ ロセ ッサ 」 に結 実 した。 い ず れ も論 理 仕事(お よ び時 に は 演

算 仕 事)を す る こ とが で き,コ ン ピ ュー タの中 央 処 理 装 置 と同 じ方法 で情 報 に反 応 で き る。 これ

らチ ッ プは長 い 間 不 可能 と考 え られ て い た低 コ ス トで,制 御 装 置,モ ニ ター 装 置 お よ び デー タ処

理 装 置 の製 作 に 門戸 を開 きつ つ あ る。

理 想 は もち論各 チ ッ プを特 殊 な用 途 に応 じて 製 作 す る こと,即 ち例 え ば温 度 検 知 器 か らフ ィー

ドバ ック され て きた情 報 に基 づ い て工 業 的 プ ロセ スを制 御 す るの に最 適 な回 路 装 置 に ち ょ う どよ

い数 の 電 子 エ レ メ ン ト(ト ラ ン ジス タ,抵 抗 体,コ ンデ ン サ)を 内蔵 させ る よ うに各 チ ップ を設

計 す る こ とで あ った。 この原 則 に従 っ て製 作 した チ ッ プ ー い わ ゆ る 「注 文 に よる特 殊 製 品 」 一

は製 造 メ ー カー の装 置 に 適合 す るの で ほ とん ど不満 が出 ない 。 この理 由 は 簡単 で,用 途 に応 じて

特 別 に 設 計 す る もの で あ るか らで あ る。 しか し,そ の 主 な欠 点 は 設計 コ ス トが高 い た め,連 続 生

産 量 が 少 ない場 合 に,単 位 コ ス トが比 較 的 高 くな る点 に あ る。 一 方,い くっ か の特 殊 製 品 は全 産

業 に とっ て標 準 に な って お り(例 え ば,TV部 門),従 っ て大 量生 産 で き る。 この種 のチ ップ は

「工 業 用特 殊 製 品(industryspecial)」 と して知 られ て い る。

代 りの ア プ ロー チ は一 定 範 囲 の用 途 に使 用 で き る汎用 チ ップ を製作 す る こ とで あ る。 この ア プ

ロー チ は マイ ク ロ プ ロセ ッサ,即 ち多 数 の 仕事 の う ちの いず れ か ひ とつ を実 行 で き るよ うに プ ロ

グ ラ ミン グで き る集 積 回 路 を もつ大 量 生 産(従 って低 コス トの)汎 用 チ ップ の 開発 に結 実 し た。

設 計 者 ま たは ユー ザ は,特 殊 な用 途 に最 適 な マ イ ク ロプ ロセ ッサ を選 択 して,こ れ に な すべ きこ

とを 命 令 で き る プ ロ グラ ム を組 む。

これ は 実 際 に お け る よ り,い くぶん 簡 単 な よ うに思 え る。 例 えば,多 くの用 途 で は他 の電 子 回
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路 お よ び電 子装 置 と組 合 せ て マ イク ロプ ロ セ ッサ を使 用 しな けれ ば な らない の で,注 文 に』よ る特

殊 製 品 を使用 した方 が経 済 的 な 場 合 が あ る。 一般 的 な用 途 で は,多 くの分野 で マ イ ク ロ プ ロセ ッ

サは 世界 的 規模 で市 場 を獲 得 しつ っ あ るが,特 別 な 用 途 で は注 文 に よ・る特 殊 製 品 が まだ そ の 立場

を確 保 して い る。 以 上 の2つ の アプ ロLチ を正 確 に比 較評 価 し,そ して技 術 的 お よ び商業 的観 点

か ら慎 重 に判定 して,マ イ ク ロプ ロセ ッ サ か あ るい は用 途 に応 じた特 殊 製 品 の 採 用快 定 を行 な う

必 要 が あ る。

マ イク ロ エ レ ク トロニ ク ス産 業 で は現 今 普 通 の こ とで あ るが,驚 異 的 な進 歩 の うち ひ とつ に っ

い て述 べ て お く。 あ る多国 籍 企 業 は,2年 以 内 に ミニ コ ン ピュー タに匹 適 す る装 置 を単 ヂ ップに

装 着 で きる よ うに な るだ ろ う と予想 して い る。 即 ち,ひ とっ の5×5㎜ チ ッ プ に周 辺 機器 の制御

に必 要 な マイ ク ロプ ロ セ ッサ,記 憶 装 置,全 入力/出 力 回 路 な ど全 て を装 着 で き る こ とが期 待 さ

れ る。

{iibシ リコ ンを用 い る設 計,

以 上述 べ て き た集 積 回 路 の す べ て は,シ リコ ンチ ップ に製 作 した もの であ り,シ リコ ン集 積 回

路(SIC)は 事 実 マ イ クロ エ レ ク トロニ ク ス産 業 に お け る今 日の 基 礎 を築 く もの で あ る。

SICチ ップ の集 積 度 は,回 路 の 複雑 さ と密 度 に よ って定 義 され る。 最 低 か ら最 高 まで に 四 つ

の カ・テ ゴ リー が あ る。 即 ち,低 集 積 度,中 集 積 度 ジ 高集 積 度 お よび きた るべ き超 高集 積度,略 用

語 を用 い る な らSSI,MSI,LSIお よ びVLSIで あ る。VLSI技 術 は 高集 積 度 を達 成

す るた めか,あ るい は低 集 積 度 で小 型 化(従 っ て高 性 能化)を 達 成 す るた めの い ずれ に も使 用 で

き る。

産 業 省 の 援助 計 画 の主 な対 象 は,・VLSI技 術 お よびVLSI製 品 の促 進 に あ り,そ して主 に

SIC部 門 に関 す る もの で あ るが,他 の工 業 技 術 お よ び製 品(例 えば,バ ブル メモ リ,サ ー フェ

ス ・アカスティック ・ウェー ブ装置,集 積 マ イ ク ロ波回 路,集 積 光学 回 路,ハ イ ブ リ ッ ド回路 お よび

デ ィ ス ク リー ト半 導 体)も 網 羅 す る もの で あ る。

3.応 用(ア プ リ ケ ー シ ョ ン)
■

マ イ クロエ レ ク トロ ニク ス応 用 の 既 存 の,あ る いは 潜 在 的 な用 途 お よび分 野 は きわ めて 数 多 い 。

実 際,最 終 的 に影 響 を受 け な い産 業 分 野 ま た は商 業 分 野 を指 摘 す る こ とは困 難 で あ る。

単 に例 示 を 目的 と して,既 存 の用 途 お よび 可能 性 の あ る用 途 を リス トす る。

(i}既 存 製 品 の性 能 向 上

・家 庭 用 品(例 えば,洗 濯 機,皿 洗 い 機,ミ シ ン,ト ー スター,真 空 掃 除機 お よび オー ブ ン)

・TV自 動 調節 デ ジタ ル ・チ ュ ー ニ ン グ装 置,遠 隔 制 御 装 置,プ ログ ラ ムに よ る教 育用 音 響 装 置

(例 え ば,マ イク ロプ ロセ ッサチ ュ ーニ ン グ制御 装 置)
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・時 計

・車輌および車輌部品

・タ イプ ラ イ ター

・航 行装 置

・タ イ ム レ コー ダ ー お よ び給 料 支 払 シス テム

・リ フ ト制御 装 置'.

・安 全装 置

・煙 検 出器

・タ ク シー ・メー タ

・金 銭登 録 器 ∵

・現 金 自動 支 払 機'"

・全種 類 の計 算 器

・遠 隔端 末 を含 む コ ン ピュー タ ー周 辺 装 置

・通 信装 置

・防衛 シス テ ム(例 えば ○ 航空 管 制,ミ サ イル ・シ ス テム)

川)新 型 式 の 製 品

・ワー ドお よ び テキ ス ト ・プ ロセ ッ サ

・ フ ァ ク シ ミル伝 送 機

・小型TV

・小規 模 事業 用 の 安価 な ス タ ン ド ・ア ロ ン ・コ ン ピ ュー タ ∵

・TVゲ ー ム

・ポ ケ ッ トサ イ ズの計 算 機/テ ー プ レコ ー ダ

・電 子 ピア ノ

・電 子玩 具

・電 話 通 話 費 を記 録 す る メー ター

・パ ー ソナル ・コ ン ピュ ー タ

側 産 業 用 お よ び他 の制 御 シス テ ム

・連 続 プ ロセ ス ・プラ ン ト(例 えば,薬 品,鋼)

プ ラ スチ ッ ク材料 の応 力 分 析;

温度,圧 力,ガ ス組 成 の 制御;

消費 電 力,プ ラ ン トの振 動,バ ル ブ操 作,ガ ス又 は流 体 の 流 量,流 れ の流 量 の 監 視

色 混 合 用 染 色 プロ セ スの放 射 線 監 視;

炉 の温 度 制御;,
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冶 金学 的 分 析:

引 張 り強 度 試験;

疲 労 試 験。

・材 料

自動 お よび手 動 プラ ン トの効 率 の 向上;

品 質 管 理;

製 品 の計 数,試 験,計 量,選 別 お よ び回 分 計量;

フ ァ イ リ ン グお よ び包 装 管 理。

・電 気 製 品

コ イ ル春 機 の 制御;

プ リン ト回 路 ボ ー ドの 自動 生 産;

部 品 お よ び回 路 の 試験 。

・マ テ リ ア ル ズハ ン ドリン グ

貯蔵 お よ び検 索 装 置

自動倉 庫保 管 お よび配 給

在 庫 管 理

注 文書 お よ び送 り状 の 処理

輸 送 船 団 管 制(transportfleetcontro1)

・輸 送

自動 車 お よび列 車 の交 通 管 制

・医 療 工学

実験 室 用 分析 機 器

患 者 の病 状 の監 視

・農 業

プ ログ ラム に よ る トラ ク ター駆 動

日常 管 理

働 デ ー タ 処理

時 には 複雑 な デ ー タ処 理 業 務 とな る生 産 制御 ア プ リケ ー シ ョンは細 項 に リス ト して あ る。 マ イ

ク ロ プ ロ セ ッサの 他 の代 表 的 な デー タ処 理 用 途 は次 の通 りで あ る。

・複 式 簿 記 一 種 々な原 簿 シ ス テ ム

・給 料 計 算

・管 理 会 計

・投 資 分析
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■

・雇 用 記 録

・販 売 分 析

・発 注 処 理

・品 質 管 理

・生 産 計 画

・銀 行取 引

・商 店 在 庫 管 理 お よ び再発 注 手 続

・GPの 医療 記 録

・図 書 館 管理

・交通 シス テ ム

・雇 用 交 換 記 録

・不動 産 管 理 人 の 販 売 の詳 細

(V)新 通 信 製 品 ま た は新 通 信 技 術

・送 信用 お よ び受 信 用 デー タ通 信装 置

・遠 隔測 定 法(即 ち,長 距 離 測 定 又 は監 視)

・電 子印 刷 植 字

・電 子書 類 伝 送 法

・中 央 コ ン ピ ュー タに 直 結 した商店 等 の遠 隔 端 末

・無 線 電 話 機 お よ びペ ー ジ ング ・サ ー ビス

・ク レ ジ ッ トカ ー ドの チ ェッ クを含 む電 子資 金 トラ ン スフ ァー

4.マ イ ク ロ エ レ ク ト ロ ニ ク ス の 利 用 範 囲

,

川 世界 市場

SICの 世 界 的 販 売 量 は1978年 でお お よ そ25億 ポン ドに達 す る と見 込 まれ てお り,世 界 市場

は毎 年 約20.25%の 割 合 で生 長 す る と見 積 られ て い る。

標 準部 門 は大 容 量 生 産 及 び世 界 的 規模 の販 売 に 必 要 な 大 きな 能力 を もつ 巨大 な多 国籍 企業 に よ

って 支 配 され てい る。 特 殊 な 市 場 一 連 続 生 産 時 間 が短 く,処 理 需 要 が少 な く,か っ 設 計 に か な

りの 重 きを置 く 一 市 場 は 小 規 模 の 半 導体 企業 に とって魅 力 が あ る市 場 で あ る。 しか し,こ の相

違 は必 ず し も明 瞭 な もので は な い。 とい うの は,例 えば所 要 の容 量 ま た は特 殊 製 品 の特 殊 化 方法

に応 じて,特 殊 製 品 は大 企 業 又 は小 企業 のい ず れ に よ って も製 造 さ れ て い るか らで あ る。

ア メ リカの 多 国 籍 企 業 の うち数 社 は イギ リスで 営 業 して い るが,イ ギ リスが その第1支 部 であ

るわ け で は な い。 アメ リカ は長 い間 諸 国 を リー ドして きた が,そ の主 な理 由は 初 期 に宇 宙 計 画 お
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よび 防衛 計 画 か ら膨 大 な契 約 が産 業 界 に もた らされ たか らで あ る。 と ころ が,現 在 は 日本 が 強 力

な ラ イバ ル とな りつ つあ る。

ヨ ー ロ ッパ,日 本 お よ び米 国 に よ る市場 の シ ェ ア は以 下 の表 に示 す 通 りで あ る。

西 ヨ ー ロ ッ パ
"日 本

ア メ リ カ 残 りの諸国

1976 20% 22% 54% 4%

1985 23% 19% 36% 22%

(ii)イ ギ リス市場

以 前 の 市場 統 計 値 は す べ て の型 式 のSICを 網 羅 して い た ので,LSI型 式 の数 字 を抽 出 す る

こ とは難 しい が,傾 向 は 大体 次 の 通 りで あ る。

(単 位100万 ポ ン ド)

1975 1976 1977 1978 19801985

40 68 110 120 230400

産 業 省(DOI)

1978年7月
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C.NEDC(NationalEconomicDevelopmentCouncil)

ECSWP(電 子 部 品 部 門 ワ ー キ ン グ ・パ ー テ ィ)の 産 業 戦 略

－ECSWPチ ェアマ ンの覚 書(NEDC・78・72)

序 言
■

1.電 子部 品 市 場 の 成 長 は急激 で,実 際 全 体 と して経 済 成 長 を は るか に凌 い で い る。 同 時 に,部 品

の生 産 は きわ め て強 い 競 合 関係 に あ り,世 界 市場 を激 変 させ る もの で あ る。 イギ リスで は,各 製

品 の成 功 度 に顕 著 な違 い が あ る。 特 殊 な市 場 向 けの 高 い技 術 力 を要 す る製 品 は も と も と イ ギ リス

が支 配的 な立 場 を守 っ て きた 分野 で あ る(例 え ば工 業 用 お よ び軍事用 バル ブ)。 これ か らみ る と,

大 量 生 産 製 品 にお け る イ ギ リス の実 績 は調 和 して い なか っ た。

2.現 在,電 子 部 品 部 門 の 生産 高 の ほ とん どは,パ ッ シ ブお よび エ レク トロ ・メカ ニカ ル部 品 に よ

っ て 占 め られ て い る。 輸 入 を抑 制 し,輸 出 市場 に 介 入 す る際,最 も大 きな成 功 を み た分 野 は これ

らの分 野 で あ る。 しか し,ECSWP(電 子 部 品 部 門 ワー キ ン グ ・パ ー テ ィ)で は,そ の 努 力 の

大 部 分 を マ イ ク ロエ レ ク トロ ニ クス,即 ち1980年 代 にお い て鍵 を握 る技 術 の ひ とつ で あ り,産

業 の将 来 に危 機 を もた らす か も知 れ ない技 術 に傾 注 す べ きだ と考 えて い る。

3.好 機 は至 る所 に あ る。 電子 部 品 それ 自体 に市場 が あ る の は い うまで もな いが,電 子 部 品 を使用

す る製 品 の 市 場 は広 大 で,か つ相 互 に密 接 な 関連 を もつ 市 場 で ある。 しか し,こ れ ら可 能 性 の裏

に は,イ ギ リスの 製 品 一 部 品 それ 自体 お よ び装 置 の 両 者 一 の競争 力 が弱 い か,あ るい は 生 産

高 が思 う よ うに速 く伸 びな け れ ば,輸 入 が 輸 出 をか な り上 回 る こ とに な る とい う危 険 が つ き ま と

っ て い る。

産業 の 規模 と構 造

●

4.1977年,電 子 部 品 企業 は9億 ポ ン ド以 上 に 相 当 す る商 品 を生産 した。 主 要 な部 門 は バ ル ブお

よび他 の ア ク ティ ブ ・コン ・teネン ト,例 え ばCRT,半 導 体,ダ イオ ー ドお よび整 流 器(1億9

600万 ポ ン ド);モ ノ リシ ッ ク回 路,ハ イ ブ リ ッ ド回 路,薄 膜 回路 お よび厚 膜 回 路 を 含 む集 積 回

路(7100万 ポ ン ド);他 の ラジ オ部 品 お よ び電 子 部 品,例 えば主 に コ ンデ ンサ,抵 抗器,コ ネ

クタ,電 気 機 械 式 装 置,プ リン ト回 路 ボ ー ドあ るい は レ コー ドプ レー ヤ機 構(6億3700万 ポ ン

ド)で あ る。 この 産 業 の被 雇 用 者 数 は128,000人 で あ り,そ の うちの半 分 が 女性 で あ る。 この 産

業 に お け る企 業 数 は500以 上 で,そ の うちの約250社 が25人 以 上 を雇 用 して い る。

5.現 行 価 格 囲 か らみ た生産 高 の伸 び率 は,年 間15～20%で あ り,1980年 まで年 率15%程 の ペ

ー スで増 加 し続 け る と考 え られ る
。被 雇用 者数 は125,000～128,000人 で安 定 す ると考 えられ る。

(注:部 品 技 術 の 急 激 な 変化 に よ っ て,正 確 な生 産 指 数 を算 出 す る こ とは 不可 能 で あ る。 これ が
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現 行 価格 を採用 す る理 由 で あ る。)

目 標

6.'ECSWPの 確 信 に よれ ば,申 程 度 の 期 間 か らみ た電 子 部 品 産業 の最 大 の 可能 性 は,輸 出 を伸

ば して輸 入 増 加 率 を 低 減 す る こ とに あ る。 従 っ て,ECSWPで は,輸 出 を伸 ば して 急速 に増 大

し て い る世 界 貿 易 にお け る イ ギ リスの シエ ァを維 持 す る と共 に,輸 入 の増 加 を抑 え る とい う相 関

的 な 二 つ の 目標 を採 用 した。 イギ リス は,広 くい え ば,過 去 数 年 間 に わ た っ て輸 出 市 場 にお い て

そ の シェ アを維 持 して きたが(1977年 の イギ リスの 世界 貿 易 に 占 め る シエ ァは5.6%で あ っ た),

電 子 部 品 に関 す る貿 易 収 支 の 赤字 は1973年 の1億4,300万 ポ ン ドか ら1977年 の2億3,500万

ポ ン ドに増 加 した。1976年 お よび1977年 の 両 年 に おい て,年 間30%以 上増 加 した輸 入 に よ っ

て1973年 で は イ ギ リス 市場 の40%,ま た1977年 で は47%が まか な わ れ て い た。

7.ECSWPの 予 測 に よれ ば,イ ギ リス市場 お よび 世界 市場 は共 に,1980年 まで年 率15%,即

ち1977～1980年 の3年 間 で52%成 長 す る。 輸入 の抑 制 お よび世 界 貿易 に 占 め る イギ リス の シ

ェ アの 維持 は,最 善 の短 期 的 計 画 と考 え られ る。 この 計 画 は電 子部 品 産 業 にお け る被 雇 用 者数 を

ほ ぼ125,000・-128,000に とどめ てお く もの で あ る。 と い うの は,生 産 性 の 向 上 は生 産 高 の増

加 に対 応 す るか らで あ る。 しか しな が ら,こ の計 画 に よっ て は,貿 易 収 支 の 赤 字 が1億 ポ ン ド以

上 増 加 す る こ とは防 ぐ こと は で きな い。 貿 易 パ ター ンは安 定 化 す る と考 え られ るが,輸 入 額 の基

準 線 が 高 くな るに従 っ て(1977年 で は3億1;100万 ポ ン ドの 輸 出額 に対 して 輸入 額 は5億4,600

万 ポ ン ドであ った),輸 入 額 が絶 対 的 に増 加 す る。 この 計 画 を成就 しな か っ た場 合 の危 険 を指 摘 し

て お く こ とは,無 駄 では な い と思 われ る。輸 入 が 年15%で はな く,25%の 割 合 で増 加 す るな らば,

電 子 部 品 産 業 にお け る被 雇用 者 数 は,1980年 まで に22,000人 程 度 減 ると共 に,貿 易 収 支の 赤 字,

はほ とん ど6億 ポ ン ドに達 す る ことが 予想 され る。

ECSWPが 検 討 して い る主 要 問題

8.電 子部 品 産 業 内 で,製 品 お よ び企 業 構 造 の多 様 化 が進 ん で い る ため,こ の産 業 全 体,即 ち個 別

に研 究 す る必 要 の あ る主 要 製 品群 の展 望 お よ び潜 在 的 可 能 性 を定 式化 す る こ とは ほ とん ど不 可能

で あ る。ECSWPは 産 業 省 か ら,モ ノ リシ ック集 積 回 路(IC),ハ イ ブ リ ッ ド回 路,光 学 電

子表 示装 置,コ ネ ク タ ー,プ リン テ ッ ド回路 ボー ド(PCB),コ ンデ ンサ,抵 抗 器,リ レーお

よ び ス イ ッチ な どの 主要 製 品 群 のほ とん どを網 羅 す る14種 の報 告 書 を受 け取 った。ECSWPは,

マ イク ロエ レ ク トロ ニ ク スお よび コ ンデ ン サ につ い て そ の研 究 計 画 を既 に完 了 して お り,現 在 は,

光 学 電 子 製 品,表 示 装 置,コ ネ クタお よ びPCBに つい ての 研究 を続 け て い る。

マ イ ク ロエ レ ク トロ ニ クス

9.一 般 的 に い えば,イ ギ リスの企 業 は将 来 の 高 い技 術 力 を要 す る製 品 の開 発 で はす ぐれ て い る。

特 に,"特 殊 製 品",例 え ばMODな ど ク ラ イア ン トの依 頼 に よる カ スタ ム ・ビル トのICな ど

で は優 れ てい る。 しか し,イ ギ リスの企 業 は大 量 生 産 製 品 の分 野 に お け る競 争 力 に おい て一 歩 遅
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れ て い る。 換言 す るな ら,内 標 準 製 品"一 低 コ ス トで大量 生 産 で き,し か も国 内お よ び国 外 市

場 で広 く販 売 で きる多 種 多 様 な用 途 を もっ集 積 回路 一 の生 産 で は手 間取 って い る。

10.1978年6月 に,ECSWPは マ イク ロ電 子 技 術 に関 す る報告 書 を 公 刊 し,そ こで こ の産 業 に

は 三 つ の相 互 関係 を もつ 目標 が あ る こ とを確 認 した。

川 イギ リスの ユー ザ産 業 の 援 助;

㈲ マ イ ク ロエ レ ク トロニ クス産 業 自体 の競 争 力 の 向 上;

(恥 国 家 の セ キ ュ リテ、イの保 護;

11.最 初 の二 つ の 目標達 成 に は,イ ギ リスの 技 術 水 準 を上 げ て,"標 準 製 品"の 生 産 力 を増 強 す る

こ とが 必 要 で あ る。 標 準製 品 の生 産 に は 二 つ の抑 制 要 因 が あ る。第 一 の抑 制 要 因 は規 模 の 経 済 か

らみ て,標 準 製 品 は ほ とん どの場 合,イ ギ リスの市 場 それ 自体 が 必要 とす る以 上 に大 きな規 模 で

生 産 して初 め て価 値 を もつ もの であ る とい うこ とに あ る。 同時 に,市 場 に は大 きな競 争 が あ る。

従 って,初 期 コ ス トが 高 い と同 時 に,伴 う危 険 が大 きい。産 業 界 お よび政 府 は共 に,産 業 省(D

OI)お よび企業 庁(NEB)が 立 て た政 策 に基 づ い て,こ れ らの 障 害 を取 り除 く こ とを援 助 し

な け れ ば な らない。

12.第2の 主要 な 抑 制要 因 は技 術 を もつ労 働 者 の不 足 で あ る。ECSWPは,必 要 とされ る多 数 の

適 格 な 人 々の 補 充 お よび養 成 計 画 が 立 て られ るこ とを切 望 す る もので あ る。 この 問 題 は さ らに第

16～18節 で も論 じる こ とに す る。

マ イ クロ エ レ グ トロ ニ ク ス ・アプ リケ ー シ ョン

13.'マ イクロエ レク トロニ クス が,製 造 プ ロセ ス並 び に設 計,製 造 お よび販 売 を結 ぶ関 係 の 両 者 を,

根本 的 に 変 え る可 能 性 は大 きい。 製 造 プ ロセ スで は,数 値 制 御 工 作機 械 の利 用 とか コ ン ピ ュー タ

・ベ ー ス の生 産/在 庫管 理 お よ び人 間 が通 常 行 な っ て い るル ー チ ン業 務 を ロボ ッ トに代 理 させ る

こ とに よって 可能 性 が 拡 大 され る。(こ こで い う"ル ーチ ン"と は"単 純"で あ る こ とを意 味 し

な い。 事 実,マ イ ク ロエ レ ク トロニ クスは正 確 に は定 義 で きな いが,複 雑 で あ る仕事 に お い て最

も効 率 が よい)。 これ に よ っ て,イ ギ リスの 製造 業 者 は広 い 範 囲 の製 品 お よ び サー ビスに わ た っ

て 競争 力 を高 め る機会 を つか む こ とが で きるが,こ れ に は部 品製 造業 者 と,現 在 の 消 費 者 お よび

見 込 み 消費 者 との 間 に密 接 な 交 渉 が あ る こ とが 必 要 で ある。 部品 産業 の 中 程度 の 期 間 お よ び長 期

か らみ た展 望 は,イ ギ リス経 済 の 総 体 的 な展 望 と同様 に,マ イ ク ロプ ロ セ ッ サ革 命 に対 す る イギ

リスの 製造 部 門 の反 応 に依 存 す る もの で あ る。 部 品産 業 は ユ ー ザが先 進 的 な技 術 を吸 収 す る さい

に 大 きな 役割 を果 す こ とが で き る。

光学 電 子 技 術

14.オ プ ト ・エ レ ク トロニ ク スは電 気 エ ネ ルギ ー で は な く,レ ー ザ光 に よっ て メ ッセ ー ジを伝 達 す

る方 法 であ る。1980年 代 お よ び1990年 代 の大 きな 開発 対 象 は情 報 シス テム で あ る。 この種 の

シ ステ ムは い か な る もの も三 つ の本 質 的 な要 素,即 ちデー タ入 力,デ ー タ の 受 信者 へ の伝 送 お よ
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び表 示 か ら構 成 され る。 光 学 電 子技 術 お よ び光 フ ァ イバ技 術 は,電 子 技 術研 究審 議 会(theElee-

tronicsResearchCouncil)に よ って,1980年 代 の鍵 を握 る技 術 の ひ とつ で あ る と確 認 さ

れ た。 この 点 にか ん が み てECSWPで は,最 近 電 子技 術 ワー キ ン グ ・グ ルー プ(theElectro-

nicTechnologyWorkingGroup)と,イ ギ リスが 競争 者 に遅 れ を とっ て い るか ど うか を検 討

した。ETWGの 報 告書 は イギ リ スの技 術 は世界 水 準 に達 してい る と述 べ て い る。 従 って,そ の

応 用 に努力 を傾 注 す べ き で あ る と してい る。1980年 代 に最 も有 望 な 分野 は,最 も広 い意 味 での

情 報 シス テ ム で あ る(オ フ ィス,工 場,商 店,家 庭,学 校 あ るい は車 輌 な どを カ バ ーす る マルチ

・サ イ ト ・シ ス テ ム を含 む)。

15.海 外 の 競 争 者 が,オ プ テ ィカ ル ・フ ァ イバ産 業 に大 規 模 な投 資 を開 始 して い る とい う報 告 か ら

み て,イ ギ リス が行 動 を起 こす必 要 性 が ま す ま す大 き くな っ て きて い る。 数年 以 内 に,新 しい 国

際産 業 が ケ ー ブル,ソ ー ス,セ ンサ,カ ッ プ ラーお よ び光 プ ロセ ッサの 開発 を達 成 す る可能 性 が

あ る。ECSWPで は,DOIが この産業 に,特 に見 本 シ ステ ム を組 立 て る こ とを補 助 す る た め

に相 当 な援 助 を提 供 しな け れ ば な らな い と確 信 し てい る。

技 術 を もつ人 材 の不 足

16.電 子 部 品産 業 全 体 の 雇用 は 拡 大 す る可 能 性 は あ るが,そ の職 務 パ ター ンに は変化 が起 きる と考

え られ る。ECSWPの 目標 を達 成 す るた め には,エ ン ジ ニ ア,技 術 者 な どの適 格 な 専 門家 を増

員 す る必 要 が あ る。 向 こ う5年 間 の 半導 体 産業 に お け る新投 資額 予想 の レベ ルか らみ て,こ の産

業 に お け る被 雇 用 者 数 は恐 ら く15,000・-18,000人 程 度 増 え る ζ とが 考 え一6れる。この うち4,000

人 が高 度 に専 門 的 な科学 者 お よ び エ ンジ ニ アで あ るが,こ の数 字 は もっ と大 き くな る可能 性 もあ

る。

17.'電 子産 業,・特 に半 導 体 産 業 に お け る現 在 の熟 練 した人 材 の不 足 は,今 後 も続 く と考 え られ るが,

これ は危 機的 な事 態 を大 き くす る要 因 の ひ とっ で あ る。 きた る5年 間 で は,マ イ ク ロエ レ ク ト ロ

ニ クスの知 識 を もっ適 格 な科 学 者 お よび エ ン ジニ アの需 要 が急 激 に増 え るこ とが予 想 され る。 な

ぜ な ら,マ イ ク ロ エ レ ク トロ ニ ク スを導入 す る企 業 が増 え るに っれ て,半 導 体 企業 お よび電 子 製

品 企 業 が経 験 の あ る人 材 の獲 得 の た め に競争 す る こ とが 多 くな るか らで あ る。'

18.最 近 の給 料 制 限 お よび格 差 の な し くず し的 な解 消 が,適 格 な 人 材 の補 充 あ るいは獲 得 の障 害 に

な う てい る。 従 っ て,問 題 が ま す ます大 き くな っ て きてい る。 産業 界 に対 して,人 材 を生 産 的 に

使 用 す る こ とを促 が す 処 置 を取 る必 要 が あ る。 可 能 な らば,EITBの 賛 助 の 下 に,資 格 を更新

す る強 化 コー ス を設 置 す る こ とが必 要 で あ る。 政 府 お よ び産業 界 も,新 しい技 術 を扱 う人 材 の再

養 成 施 設 を用 意 しな け れ ば な らな い。

戦 略 的研 究 の影 響

19.ECSWPの 研 究 を 支 配 す る経 済 戦 略 は,3年 間 に わ た って編 み 出 され た もの で あ る。 電 子 部

品 産 業 の 企業 に 与 え る影 響 は,競 争 力 が 大 きく,か つ 国 際産 業 の 変 化 が急 激 な時期 だ け に,建 設
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的 な もの で あ る と考 え られ る。

20.所 定 の 汎用 回 路 の 多 様 な 大量 生 産 が可 能 に な っ て く るに つれ て,マ イク ロエ レ ク ト ロニ ク スの

重 要 性 が 広 く認 識 され る よ うに な って き た。1978年6月 に表 明 さ れ た7000万 ポ ン ドの 新 マ イ

ク ロ電 子 産業 援助 計 画(MISP)は,こ の 分野 に お いてECSWPが 実 施 した研 究 の 成果 で あ

っ た。 この 計 画 の 大 きな 目的 は,標 準 マ イ ク ロ電 子 回 路 の生 産 を確 立 す る と共 に,ユ ー ザ産 業 が

必 要 とす る マ イ ク ロ電 子技 術能 力 を創 出 す る ことに あ る。

21.こ の 計 画 は,電 子 部 品産 業 の競 争 力 を向 上 させ るの に ま だ役 立 って い る初期 の電 子 部 品産 業 援

助 計 画(ECISS-ElectronicComponentsIndustrySupportScheme)を 補 完 す る も

の で あ る。 この 初期 の 計画 は製 品 開 発 を援助 し,生 産 プ ロ セス を改 良 す る と共 に,生 産 の 合 理 化

お よび再 編成 を援 助 す るた めに 立 て られ た もの で あ った。

広 報活 動

22.ECSWPは 電 子 部 品産 業 に お け る開 発 お よび将 来 に お け る開 発 の戦 略 の広 範 な 広 報 活動 を重

視 す る もの で あ る。1978年 に は,特 にECSWPの 研 究,そ して 一 般的 に は電 子 部 品産 業 が広

く報 道 され た。 そ の マ イ ク ロエ レ ク トロ ニ ク ス報 告(theMicroelectronicsReport)は,広

範 な注 意 を喚 起 す る と共 に,多 くの 建 設 的 な意 見 を もた ら した。

23.1978年 度 の進 渉 状 況 報 告 書 は電 子 部 品産 業 の全 企 業 に 配 布 した。NEDC職 員 も,マ イ ク ロ

エ レ ク トロニ ク ス報 告書 を 関係 者 に広 く配 って お り,電 子 部 品 産業 連 盟(ECIF)も コ ン デ ン

サ報 告書 を電 子部 品産 業 に配 布 した 。ECIF広 報委 員 会(theECIFPublicityCommi-

ttee)は,SWPが 工場 に配 布 す る資料 を 作成 す るの を援 助 す る こ とに 同意 し てい る。

24.ECSWPは 引 き続 き,電 子 部 品 産業 界 の経 営者 お よび 工 場 代 表 者 と 討 議 す る計 画 を もって

い る。ECSWPは 企 業 の プ ラ ン トで 多 くの会 議 を行 な っ た。 いず れ の場 合 で も,企 業 の社 員 と

話 し会 う機 会 を もっ た。 さ らに,NEDCの 職 員 は,1978年 に30回 以 上視 察 を行 な った。 報 告

書 お よび推 進 す る戦 略研 究 の資 料 は現 在 作成 中 で あ る。

1979年 の研 究 計画

25,新 しい 市場 機会(例 え ば,自 動 車 に関 連 す る電 子 技 術 お よ び マ イ ク ロエ レ ク トロ ニ ク スの影 響)

を確 認 す る研 究,お よび将 来 の 鍵 を握 る技 術(例 え ば光 学 電 子 技 術)の 研 究 は続 け る予定 で あ る。

別 なSWPの 部 門 と協 力 して,ユ ー ザ産 業 の需 要 を満 足 させ る ため に,ユ ー ザ産 業 との結 び付 き

を強 固 に す る努 力 を怠 らな い もの とす る。 電 子 部 品 産 業 の サ ブ セ クタ ー に っい て も研 究 を推 し進

め る もの とす る。ECSWPは また 従 来 可能 で あ っ た以 上 に詳 細 に電 子部 品 産業 の戦 略 を検 討 す

る計 画 も もっ てい る。
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D・ マ イ ク ロ エ レ ク ト ロ ニ ク ス:挑 戦 と反 応

一 産 業 省 ,雇 用 省,教 育&科 学 省 覚 え書(NEDC、 ・78・73)

1.マ イ クロ エ レ ク トロ ニ ク スが今 後10年 間 にお いて 支 配的 な工 業技 術 に な る可能 性 は大 きい。 そ

の 予 測 され る結 果 に は,恐 れ と興 奮 が混 在 して い る。 興 奮 は生 産力 を劇 的 な程 向 上 で きる と共 に,

あ らゆ る種 類(特 に エ ネ ルギ ー)の 資 源 を節 約 で き,か つ作 業 条件 を 改善 で き る可能 性 に対 して

で あ り,一 方 恐 れ は,特 に雇 用 パ タ ー ン に対 す る恐 るべ き急 激 な 変 化 に対 して で あ る。 しか し,

貿 易 国 家 と して現 実 的 な 唯 一 の選 択 は,こ の新 しい 工業技 術 に よっ て もた らされ る 機会 を捉 え て,

産 業 上の 競 争 者 に追 い付 く と共 に,こ れ を 可能 な限 り迅 速 か つ綜 合 的 に 採用 す る こ とで あ る。 こ

れ に失 敗 す る と,事 態 は きわ め て憂 慮 す べ き もの に なる で あ ろ う。

2.新 しい工 業 技 術 の 急速 な導 入 に よっ て の み,我 が 国 の産 業 上 の 能力 を 変質 で きる と仮 定 す る の

が 自然 で あ る。 マ イ ク ロ エ レ ク トロニ クス こそ は,世 界 市場 で一 層 有利 に競 争 で きる 機会 を我 が

国 に提 供 して くれ る もの で あ る。 新 し く開 拓 され る分野 が,イ ギ リスの経 済 力 を 高 め て い く可 能

性 は大 きい。 とい うの は,我 が国 は コ ン ピ ュ ー テ ィン グお よび ソフ トウ ェ アに お い て 十 分 な 下地

を有 してお り,マ イ ク ロ エ レ ク トロ ニ ク スの 主 な応 用 分野 で あ る情 報 処 理 に 大 き く依 存 す るサ ー

ビ スの輸 出 に す ぐれ た実績 を残 して い るか らで あ る。

3.こ の覚 え書 で は,以 下 の こ とを検 討 す る:

a.新 しい 工業 技 術 が内 包 す る雇 用 上 お よ び社 会 上 か らみ た意 味;

b.マ イ ク ロ エ レ ク ト ロニ ク ス部 品 の 製造 能 力 を開発 す るた め に現 在 実 施 して い る ス テ ップ;

c.工 業,商 業,教 育 お よび他 の 公 共 サ ー ビス並 び に あ らゆ る経 済 部 門 へ の マ イ ク ロエ レ ク トロ

ニ ク スの応 用 を促 進 す る た めに 決定 した総 合 的 な プロ グ ラム。

●

A.雇 用お よび社会的 にみて内包す る意味 ●

4.マ イ ク ロ エ レ ク トロニ クス は新 しい工業 技 術 で あ る。 この技 術 自体 は(特 に 通 信,コ ン ピ ュー

タお よ び 自動 化 の 分野 で)よ り普 及 す る と考 え られ るが,そ の効 果 と,他 の新 しい工 業 技 術 を導

入 す る さい に歴 史 的 に経 験 して きた効 果 との間 に は類 似 点 が あ る と考 え られ る。 ほ とん どあ らゆ

る形 態 の 工 業技 術 上 の変 化 に よっ て,生 産 フ ァ ク ター の う ちひ とっ あ るい は それ 以 上 を減 らす こ

とが で き る。 従 って,今 まで の と ころ,マ イ ク ロエ レ ク トロニ ク スの衝 撃 に関 す る一 般 的 な議 論

は,そ の雇 用 に お よぼ す影 響 に集 中 して い た。 これ は驚 くべ き こ とで はな い。 な ぜ な ら,議 論 は

現 在 の 高 い失業 水 準 と雇 用 増 加 の 明 白 な難 しさを背 景 に して行 な われ てい た か らで あ る。
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5。 雇 用 に関 す る議 論 で は様 々な 意 見 が 出 され てい る。 極端 な楽 観 論 者 は,経 済 状 態 を概 観 し,過

去 の経 験 に照 ら して,技 術 革 新 お よ び生 産 力 の 成 長 に お い て最 良 の 実 績 を 残 レた経 済部 門 あ るい

は 国 が,や は り雇用 に おい て も,ま た生 産 高 にお い て も,最 も高 い成 長 を示 す と して い る。 従 っ

て,マ イ クロ エ レク トロニ ク スが も た らす と期 待 で き る生 産 力 の 向 上 は,雇 用 を低 減 させ るはず

が な く,む しろ それ を増 加 させ るは ず で あ る。

6.一 方,最 も悲 観 的 な 論 者 は,特 に損 害 を受 け易 い個 々の経 済 部 門 あ るい は業 務 を検 討 して,こ

れ ら部 門 でか って経 験 され た(例 えば ス イ スの 時 計産 業)か,ま た は予 想 され る雇 用 損 失 か ら全

体 と して経 済 状 態 を概 観 す る傾 向 が あ る。 これ ら悲 観 的 な予 想 にあ っ て は,過 去 の技 術 革 新 で は,

少 な く とも解 職 とい う影 響 を相 殺 した雇 用 機 会 拡大 作 用(job-creatinginfluences)が な く

な る で あろ う とい う暗 黙 の仮 定 が あ る。 雇用 に及 ぼ され る総 合 的な 影 響 を概 観 す る に あ た っ ては,

い かな る分析 も以 下 の 要因 を考 慮 に入 れ な けれ ば な らな い。

i対 外 競争 の影 響

イ ギ リス に お け る雇 用 は,イ ギ リスが どの程 度 対 外 競争 者 と歩 調 を合 わせ る こ とが で き るか

とい う こ とに きわ め て大 き く依 存 す る。 生 産 力 が 向上 す る よ りも,市 場 の 損 失 の 方 が よ り多 く

の職 業 を実 質 的 に危 機 に陥 れ る。 その 分野 で最 初 に製 品 を 改良 した 製造 者 な らば,よ り高 い生

産 高 を通 し て新 しい雇 用 機 会 を提 供 で き る。 恐 ら く,新 しい 主業 技 術 を少 な く とも競争 者 と同

様 に迅 速 か つ有 効 に採 用 す る ことに成 功 す るか あ る いは失 敗 す るか が,マ イ ク ロエ レ ク トロニ

ク スの雇 用 に与 え る衝 撃 の最 大 の要 因 で あ る。

ii雇 用 機 会 の 拡 大 お よ び解 職

雇 用 機会 拡 大 作用 と解 職 作用 が 混然 一 体 にな るで あろ う。 雇用 機会 は シ リ コ ンチ ップの製 造,

並 び に ソフ トウ ェア ・シ ス テ ムお よび その応 用 分 野 で 多 くな る 一 この分 野 の要 員 は 数 の点 で

は少 な いが,戦 略 的 に は重 要 な分 野 で あ る。 プ ラ ン トお よ び 機械装 置 を マ イ ク ロエ レ ク トロニ

クス 内蔵 装 置 に よ って 交換 すれ ば,資 本 財 産業 に お け る雇 用 機会 が 多 くな り,輸 入 品 との競 争

力 も増 大 し よ う。 製造 お よび サー ビスの 両産 業 で は(品 質,信 頼 性 お よ び生 産 力 が導 入 の理 由

で あ るが),マ イ ク ロエ レ ク トロニ クス が 自動 化 を促 進 す る結果,解 職 作 用 が起 こる だ ろ う。

この 作用 は深 甚 で あ る と共 に,場 合 に よっ て は きわ め て唐 突 に起 こ る こ とが あ る。 一 方,マ イ

ク ロ エ レク トロニ クス が全 く新 しい製 品 を 可能 に す る結果,雇 用 機会 が 増 え る。 これ らの 相 関

関 係 と並 ん で,経 済 にお け る全 体 的 な 需用 レベ ル に関 して 間接 的 な 作用 も あ る。 製 品 お よ び サ

ー ビス価 格 が 低 下す る の で ,こ れ ら製 品 お よ.びサ ー ビスの 需要 が大 き く な る と共 に,他 の 商 品

あ るい はサ ー ビス に対 す る消 費力 を 高 め る こ とに な る。 た だ し,あ る種 の特 別 な 部 門 が 悪影 響

を 受 け る こ とにな る。 これ ら作用 が どの程 度 雇 用 を増大 す るか は,'輸 入 品 に 対 す るイ ギ リス産

業 の競 争 力 に 依 存 す る。

iii変 化 の速 度
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マ イ ク ロエ レ ク トロニ クスが 浸 透 す る速 度 には 部 門差 が あ る(例 えば,対 外 競争 に 直接 巻 き

込 まれ る部 門 は特 に迅 速 に反 応 す る こ とが 期 待 され る)。 従 っ て,経 済 お よ び総 体 的 な 雇用 に

対 す る衝 撃 は,部 門 に応 じてか な りの ば らつ きが 出 て く る。

～ 資 源 の 変動 性

多 くの取 引 は新 しい 工業 技 術 に 資本 投 下 し よ う とす る意 志 お よび人 々の新 技 術 を獲 得 し,か

つ職 業 を変 え よ う とす る意 志 に依 存 す る もの で あ る。

首 相 の要 請 に従 っ て,中 央 政策 検 討 ス タ ッフ(theCentralPolicyReviewStaff)は ホ

ワ イ トホ ー ル内 で マイ ク ロ エ レ ク トロ ニ ク スの 社 会 的お よび雇 用 上 の影 響 に つ いて 協 同 研 究 を し

て お り,雇 用 省 もま た雇 用 上 の影 響 を研 究 す る特 別 な組 織 を設 置 して い る。 今 ま で に,こ の研 究

か ら引 き出 され た主 な結 論 は 下記 に示 す通 りで あ る。 政府 は この結 果 に関 す るコメン ト,あ るいは

上記 に概 略 を示 した 分析 に関 す る コ メ ン トを歓 迎 す る もの で あ る。

a.マ イ クロ エ レ ク ト ロニ ク スは解 職 お よ び雇 用 機 会 の 両 者 に影 響 を もっ もの で あ る。 これ ら両・

者 の影 響 間 の バ ラ ン ス に っい て,定 量 的 な予 想 を 立 て る こ とは若 干 行 なわ れ い る 。 しか し,こ

の 作業 ・は 困難 な もの で あ る。 個 々の応 用 ケ ー スに 関 す る検 討 か ら得 た証拠 に よれ ば,こ れ ら初

期 の 試 み は懐 疑 的 に実 施 す べ き で あ る こ とが 示 唆 され て い る。 総 体 的 な影 響 が 長 期 間 にわ た っ

て,付 随 的 な失 業 を も た らす可 能 性 が あ る とい う仮定 に立 つ必 要 は な い。

b.イ ギ リスの 競争 力 を 立 ち遅 らせ る場 合 よ りも,こ の 競争 力 を 維持 す る場 合 の方 が よ り多 くの

雇 用 機 会 を利 用 で き る こ とに な る。

c.調 整 期 間中 に お い て,特 定 会 社 の 労 働 力 が人 数 お よび要 求 され る技 術 力 の点 でか な りの 変 化

を余義 な く され る か も知 れな い。 あ る場 合 にぽ,こ れ は雇 用 の通 常 の 配 置 転 換 に よ っ て処 理 で

き る こ とを超 え る もの で あ るか も知 れ な い。 この 場 合 の 負担 は産 業 お よ び政 府 が被 っ て,職 業

お よび技 術 の変 動 性 の ニ ー ズ に依 存 す る もの に対 して十 分 な保 護,補 償 あ るい は刺 激 を与 え る

必 要 が あ る。 そ して 向上 した生 産 力 か らの利 益 の一 部 を十 分 な 訓練 お よび再 訓練 施設 の供 給 の

確 保 に 向 け る こ とに よ って,こ の 方法 を効 率 的 に管 理 しな けれ ば な らな い 。

、

`

政 府 は 多 くの人 が,特 定 会社 にお け る失 業 とい う観 点 か らマイ ク ロエ レ ク トロ ニ ク スの 初 期衝

撃 をみて い る こ とを 自覚 してい る。 政 府 は これ ら問 題 に 関 して広 範 な議 論 を促 が す と共 に,マ イ

ク ロ エ レ ク トロニ ク スの潜 在 的 な利 益 お よび この 工業 技術 を迅速 に採 用 す る こ とに失 敗 した場 合,

雇 用 に もた らされ る潜 在 的 な危 険 性 の両 者 を理 解 させ る こ とを重視 しな け れ ば な らな い。 次項 で

議 論 す る現 在 認 め られ て い る特 定 な プ ロ グ ラ ムの ほか に,政 府 は これ ら問 題 の 広 範 な 公共 的 理 解

を求 め るの に適 切 な方 法 を検 討 中 で あ る。

10.一 方,中 央 政 策 検 討 ス タ ッフ(CPRS)は,マ イ ク ロエ レ ク トロ ニ クス の他 の社 会 的 影 響 に
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つ い て も検討 中 で あ る。 これ らの す べ て とは いわ な い が,多 くの もの は有 益 な もの で あ る。 例 え

ば,作 業 の質 の 向 上,特 に よ り高 い 安全 基準 の 採用 あ るい は不 潔 な作 業 の 軽減 を もた らす と考 え

られ る。 ま た,若 干脱 技術 的 な もの で あ るが,単 調 か つ反 復 的 な作業 を軽 減 す るこ と も考 え られ

る。 家庭 内 に あっ て は,家 庭用 品 を さ らに便 利 に し,そ して エ ネ ル ギー を節減 す る と共 に,安 全

性 を 高 め るこ とが で き る。 レ ジ ャー お よび娯 楽 に あ って は,マ イク ロ エ レ ク トロ ニ クス の最 初 の

成 果 の い くっ か は既 に利 用 され て お り,こ れ で終 りにな る こ とは ない。 教 育,衛 生 お よ び他 の公

共 サ ー ビスにお い て は,今 まで 実 行 で きなか っ たか,あ るい は経 済 的 でな か った施 設 を利 用 で き

る よ うに な る。 最 も重 要 な影 響 とし ては,恐 ら く,通 信 パ ター ン特 に 郵 便 お よ び電 気通 信 サ ー ビ

ス,輸 送 並 び に放 送 の 変 化 な どが あ る。 これ らは公 共 サー ビスを実 施 す る方 法 に よ り大 きな柔 軟

性 を与 え,娯 楽 お よび研 究 に通 信 媒 体 を利 用 す る機 会 を増 大 し,多 くの 人 々に 家 庭か ら出 て働 く

こ とを選 択 で きる 自由 を 与 え る可 能 性 を大 き くす る。

11.マ イ ク ロエ レ ク トロ ニ クス を応 用 す る決定 は,消 費 者 の 行 動 に応 答 し て,個 々の企 業 が決 定 し

な け れ ば な らな い。 しか し,政 府 は この 新 しい工 業 技 術 の応 用 を促 進 す る際 に 大 きな 役割 を もっ

もの で あ る。 この パ ン フ レ ッ トの 次 第 で政府 が既 に着 手 して い るプ ロ グラ ムお よび 政府 が現 在 決

定 してい る新 プ ロ グラ ム に つい て述 べ る。

B.マ イ ク ロ エ レ ク ト ロ ニ ク ス 産 業

12.イ ギ リスは 既 に,マ イ クロ エ レ ク トロ ニ クス産 業 に か な り ウ ェー トを 置 い て い る。 政 府 は

Plessey,Ferrantiお よびGECな どの イ ギ リス国籍 の会 社 が,高 い技 術 的 能 力 を維持 す る ため

に必 要 な援助 を 与 えて きた。 また,外 国 籍 の 会社 が国 内 にお け る マ イ クロ エ レク トロ ニ ク スの 生

産 に資 本 投 下 す る こ と も奨 励 して きた。

13.マ イ ク ロエ レ ク トロ ニ ク ス産 業 に対 す る イ ギ リスの これ ま で の取組 み 方 は,経 済 全 般 に対 す る

応 用 あ るいは影 響 を前 提 として い な か っ た き らい が あ る。 マ イ ク ロ部 品 そ れ 自体 の 価 格 は 低 い か

も知 れ な いが,輸 入 に 依 存 す る傾 向 が強 か っ た。 しか し,政 府 は この 方法 を認 め る こ とはで きな

い。 変化 の速 い 工 業 技 術 に あ って は,海 外 の 供 給 者 に すべ て依 存 す る こ とは,供 給 者 サ イ ドの 国

に お け る ユー ザ産 業 に比 較 して,イ ギ リスの ユ ー ザに とっ て不 利 であ る。 これ は最 も標 準 的 な マ

イ ク ロエ レ ク トロ ニ ク スに とっ て さえ 真実 で あ り,よ り専 門的 な製 品 に対 して は,ユ ー ザ と供 給

者 が密 接 に協 力 す る ことが絶 対 に必 要 で あ る。 イギ リスの ユ ー ザ産業 の技 術的 能 力 は,自 国 の供

給 産 業 が 提 供 す る技 術 に よ って 強 化 され る もの で ある。

14.マ イ クロ エ レ ク ト ロニ クスに 対 す る政 府 の戦 略 は,イ ギ リス に次 の もの を形 成 す る こ とを 目的

とす る;

(a)将 来 にお い て主 な 海 外 お よ び国 内 市場 を もつ こ とが で きる技 術 的 に進 歩 した製 品 を大 量 生 産
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で きる能 力 。5,000万 ポ シ ドのNEBINMOSプ ロ ジ ェ ク トは これ をね らっ て い る。一 方,

既 設 の多 国 籍会 社 が 自身 で,あ るい は イギ リス国 籍 の会 社(例 え ば,記 憶 装 置 お よ び マ イ ク ロ

プ ロセ ッサの大 量 生 産 を ね らっ たGEC/Fairchild提 携)と 協 力 して 国 内投 資 す る こ と も期

待 してお り,ま た これ を奨 励 す る もの で もあ る;

b.ユ ー ザ会 社 む けの 特 殊 な マイク ロエ レク トロニ ク ス製 品 あ る いは 本質 的 な研 究,開 発,設 計 お

よ び試験 サー ビス を提 供 で きる能 力 。 これ は イ ギ リス国 籍 の 会 社 あ るい は イギ リスに 資本 投 下

し て,そ の成 果 を イギ リ スの ユ ー ザ産 業 に提 供 す る多 国 籍 会 社 に大 き く依 存 す る もの で あ る;

c.上 記2つ の能 力 を支 え る下 部 産 業 。 この 産 業 は 専 門 的 な生産 装 置,材 料 に関 す る技 術 あ るい

は 自動 設 計(CAD),試 験 施 設 を提 供 で きる と共 に,世 界 市 場 へ の輸 出能 力 も持 つ もの で あ

る。

,

15.こ れ らの 目標 を達 成 す る ため に,政 府 は1978年7月26日 に マイ ク ロエ レ ク トロ ニ ク ス産 業 援

助 計 画(MISP)を 公 表 し,従 来 の マ イ ク ロ エ レ ク トロ ニ ク ス産 業 に対 す る援 助 を 延長 した。

多 年 にわ た っ て提 供 して き た援助 の継 続 で あ る この 計画 は,7000万 ポ ン ド の 助 成 を提 供 す る

こ と を目的 とす る。 即 ち,こ れ は 合 計 で2億 ポ ン ド(た だ し,NEBがINMOSに 投 下 した5

000万 ポ ン ドの 資 本 を含 ま ない)を マ イ ク ロ エ レ ク トロニ ク ス産 業 に投 下 す る こ とを意 図 して い

る。

C.マ イ ク ロ エ レ ク ト ロ ニ ク ス の 応 用 ,

16.政 府 が最 も広 い 範 囲 に わ た って最 大 の 努 力 を 払 う必 要 性 を認 め てい る分 野 は,マ イ ク ロエ レク

トロニ クスの アプ リケ ー シ.ン に 関 す る もの で あ る。 この新 しい 工業 技 術 は,広 範 な社 会 的 な議

論 の 主題 で あ り,こ れ に対 す る重 要 な 貢献 は 半導 体 技 術 の応 用 に関 して最 近 公 刊 さ れ た応 用 研 究

開発 諮 問 委 員 会(ACARD)の 報告 書 で あ る。 しか しな が ら,こ の 開発 に つい て公 表 され た事

実 に かか わ らず,政 府 は依 然 と して,イ ギ リス産 業 の多 数 の分 野 にお いて,マ イ ク ロエ レ ク ト ロ

ニ ク スの応 用 の 潜 在 的 可能 性 の 自覚 を促 が す範 囲 は か な り広 い と確 信 して い る。 産 業 省 は,新 し

い専 門 家 部 門(NewSpecialistDivision)を 設 立 して,こ の 潜 在的 可能 性 を実現 す べ く産

業 を サ ポ ー トす る こ とを 認 め て い る。

17.こ の新 しい 工業 技 術 を応 用 す る た め に,迅 速 に行 動 す る こ とは重要 で あ り,第1ス テ ッ プ とし

て,政 府 は7月4日 に 当初 割 当 て金 が1500万 ポ ン ドで あ る暫定 的 な マ イ ク ロ プ ロセ ッサ ・アプ

リケ ー シ ョン ・プ ロ ジ ェ ク ト(MAP)を 公表 した。 付 録Aに この プ ロ ジ ェ ク ト期 間 の 最 初 の3

ケ月 にわ た る進 捗状 況 を示 す。

18.一 方,政 府 は産 業 に お い て ばか りで な く,現 在 教 育 中 で あ る将 来 の労 働 者 に お け る 自覚 を促 が
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す た め に,有 効 な プ ログ ラ ム の必 要 性 を考 慮 して き た。今 年 の 夏 の 間,政 府 は全 体 的 な 問題 を若

干掘 り下 げ て研 究 し,そ して10月30日 に産 業 大 臣 は さ らに別 な 決定 を 公表 した。 これ は付 録Bに

示 す。

19.さ て,政 府 は,'既 に公 表 し た方 策 と共 に,以 下 の 事項 を網 羅 す る綜 合 的 な プ ロ グ ラム を構 成 す

る方 策 を提 議 して い る;

一啓 蒙 普 及

一訓 練 お よ び再 訓 練

一教 育

一産 業 に対 す る直 接 援助

一 公共 部 門 の 購 入 .

20啓 蒙 普 及10月30日 の 産業 大 臣 の ス テー トメ ン トに表 明 され て い る よ うに,政 府 はNCCお

よび コ ンサル タ ン トの助 け を借 りて,産 業,労 働 組 合,公 共 部 門機 関 お よ び教 育団 体,並 び に政

策決 定 に影響 を及 ぼす 立場 に あ る他 の関係 団 体 の 上級(senior)レ ベル に あ る人 々に 自覚 を促 が

す主 要 な キ ャ ン ペ ー ンに 着 手 しつ つ あ る。 イ ギ リス は この プ ロ グラ ム に つい てNEDC,SWP,

EDC,TUC,CBI,教 育 サー ビスお よ び他 の サ ー ビス と密接 に協 力 す べ きで あ り,そ の 目

的 は来 年 以 降3年 間位 に わ た って5万 人 余 の意 思 決 定 者 決定 力 を啓 蒙 す る こ とに あ る。 産 業 省 は,

よ り急 速 でか っ 広 範 な マ イ ク ロ プ ロセ ッ サ応 用 の た め に,肝 要 な分 野 の 会 社 に特 別 な プ レ ゼ ン テ

ー シ ョン を提供 す る こ とを検 討 中 で あ る
。啓 蒙普 及 プ ログ ラ ム の この 部 分 の コス トは恐 ら く1000

万 ポ ン ドに達 す る。

21,10月30日 に 公 表 され た啓 蒙 キ ャ ンペ ンに 関 す る決 定 に 加 え て,現 在,MAPに よ る既 存 の施

設 を拡 張 しっ つ あ る。 啓 蒙 キ ャ ンペ ー ン(お よび訓 練)コ ー ス に出席 す る費用 の大 部 分 に対 す る

費 用 はMAPに 従 っ て入 手 で き る。 しか しな が ら,現 在 の 制 限 に よれ ば,雇 い人 が よ り長 期 の コ

ー スに欠 席 す る場 合 に は
,そ の コス トを会 社 に負 担 させ る こ とがで きな い 。従 っ て,コ ー ス出席

コ ス トに 関 す る援 助 の 上 限 を 高 くす る予 定 で あ る。 一 方,サ ー ビス部 門 会社 は マ イ ク ロ プ ロ セ ッ

サ技 術 の普 及 に大 きな 役割 を果 たす 可 能 性 が 大 きいので,サ ー ビス 部 門 会社 の雇 い人 に 訓 練 コー ス

へ 出 席 す るで き る よ りMAP援 助 を提供 す る予 定 で あ る。 また,コ ー ス の 企 画 者 に 初 期 コ ス ト

手金 を融 資 して援 助 す る もの で もあ る。

22,訓 練 お よび再 訓 練 適 切 な技 術 者 の 不足 は,マ イ ク ロエ レ ク トロニ ク スに迅 速 に 即応 す る こ と

を抑 制 す る主 要 因 で あ る。 マ イ クロ プ ロセ ッ サの 新 しい応 用 は ソフ ト ウ ェア技 術 の 需用 を増 大 さ

せ る もの で あ る。 マ イク ロ プ ロセ ッサを利 用 す る新 しい産業 製 品 お よび消 費 製 品 は,サ ー ビス ・

サ イ ドで マ イ ク ロエ レ ク トロニ クスの使 用 知 識 と新 しい 範 囲 の 技 術 を もつ技 術 者 を必 要 とす る。

政府 は,技 術 不 足 が この 新 し い工業 技 術 に即 応 す る こ とを 抑 制 す る主 要 因 でな い と断 定 して い る

の で,現 在 計 画 を練 り直 して い る途 中 で あ る。
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23.既 に,こ の分 野,例 えば 工 芸 お よ び高 度 の 教 育 を行 な う大 学 で実 施 され てい る コー スに か な りの

努力 を注 入 し てい る。 マ ンパ ワ ー ・サ ー ビス委 員 会(MSC)は 主 要 な プ ロ グ ラム に 着 手 して お

り,訓 練 シ ス テ ムは その 努 力 を技 術 が 不足 して い る と判 っ て い る分 野 一 例 え ば,ソ フ トウ ェ ア

技 術 一 に 向 け る と共 に,即 座 に は示 す こ とが で きない か も知 れ な い新 しい 需 要 に即応 で き る よ

う な態 勢 を整 えて お くべ きだ とし て い る。 この訓 練 プ ロ グ ラ ムの主 目的 は次 の 四 つ で あ る;

-ITBお よ び他 の訓 練 団体 に,マ イ ク ロエ レ ク トロニ ク スの訓 練 が,産 業 に対 して内 包 す る意

味 を確 認 させ る こ と;

一産 業 にお け る訓 練 ニ ー ズ を連 続 的 に確 認 す る こ とに よ っ て,マ イ ク ロエ レ ク トロニ クスの 発 展

を考 慮 させ る こ と;

一 ニー ズを満 た す た めに,適 切 な種 類 の訓 練 コー スを数 多 く準 備 して お く こ と;

一例 えば,コ ー スへ の 出席 を奨 励 す る こ とに よ って,訓 練 され た人 を増 や す こ と。

24。 ソ フトウ』エ ア ・サ イ ドにお け る技 術 者不 足 に 対 す る中間 的 な貢 献 と して,MSCはITBお よ

び教 育 関係 者 と協力 して,既 存 の 訓 練 コー ス を発 展 させ,1979年 秋 ま で に訓 練 され た プ ロ グ ラ

マ ー お よ び シ ス テ ム分 析 者 の人 数 を増 加 させ る計 画 を立 て て い る。 暫 定 的 に計 画 した増 員 数 は ほ

ぼ3000人 で あ る。

25。 訓 練 お よ び再 訓練 サ イ ドに お け る この努 力 は,一 部 上記 委 員会 独 自の計 画 に従 っ て行 なわ れ る

もの で あ る。例 えば,TOPSの 目的 は,失 業 また は現 在 他 の職 業 に 従事 して い るか に関 係 な く,

適 当 な能 力 を もつ者 に マ イ クロ プ ロ セ ッサ 革 新 に関 連 す る技 術 を再 訓 練 で得 る機会 を提 供 す る も

の で あ る。

26一 方,政 府 は(再 度MAPに 従 って)ハ ー ドウ ェア製 造 者,ソ フ トウ ェ ア ・ハ ウ ス,コ ンサ ル

タ ン トお よ び教 育団 体 が 提 供 す る訓 練 コー ス を も援 助 しつ つ あ る。 政 府 は この形 態 の援 助 が速 く

結 果 を も た らす もの と信 じてい る。 従 っ て,産 業 省 に よ る会 社 お よび教 育 機 関 に対 す る直 接 的援

助 は,マ ンパ ワー ・サ ー ビス委 員 会 お よ び産 業 訓 練 委 員 会 と密接 に協 力 しなが ら,当 分 の 間続 け

る もの とす る。

27マ イ ク ロエ レク トロ ニ ク スの訓 練 お よび 再訓 練,並 び に政府 が この 重要 な分 野 に投 資 す る財 源

の 規模 は検 討 中で あ る。

28訓 練 に伴 う教 育 が,こ の新 しい 工業 技 術 を最 良 の 方法 で利 用 で き る技術 と資格 を もつ 専門 家 を

養 成 す るの に 主要 な役 割 を果 す 。 一方,教 育 は社 会 を そ の結 果 が 満 足 の い く よ うに す る さい に も

主 要 な 役 割 を果 す もの で あ る。 仕 事 にお い て も,そ して 一般 に成 人 の生 活 にお い て も,多 様 性 と

適 応 性 は 重 視 され るべ きで あ る。 若 い人 々 は基 本 的 知 識 お よび知 的 技 術 に 十分 な素 養 が な けれ ば

な らず,し か も教 育体 系 は成 人 の間 中 ず っ と彼 らの知 識 あ るい は技 術 を広 め,か つ伸 ば す機 会 を

連 続 的 に提 供 しな け.れば な らな い。 教 育技 術 の開 発 は,教 育過 程 そ れ 自体 に新 た な 機会 を もた ら

す もの で あ る。 教 育 ・科 学 省 は,ス コ ッ トラ ン ドお よび ウェー ル ズ当 局 と共 に,緊 急 な要 件 と し
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て教 育 サ ー ビス に関 す る全 範 囲 の需 要 お よ び所 要 の 反応 を検 討 しつ つ あ る。

29.学 校 に お い て もこの新 しい工 業 技 術 の 発 展 ペ ー ス よ りも迅 速 な対応 が必 要 に な る。 現 在 は,必

要 な基 本 的 問 題 に お け る教 師 を増 員 し,か っ 専 門 的 機 器 を改 良 す る処 置 を取 っ てい る。 既 に,数

学,自 然 科学 お よ び工 芸,設 計 並 びに 工業 技術 の 教 師 を増 員 す る処置 は取 られ てい る。 適 切 な問

題 にお け る能 力 を高 め る と共 に,マ イ ク ロエ レ ク トロ ニ クス学 の進 歩 に精 通 させ る た め に,教 師

の職 務 中 訓 練 の プ ロ グラ ム を作 成 し,そ の コス トを評 価 して い る最 中 で あ る。

30.さ らに進 ん だ 高度 な教 育 は 新 しい 工業 技 術 の応 用 に 熟達 した 一 電 子 工学 だ け で は な く 一 あ

らゆ る種 類 の技 術 者,設 計 者 お よび 専 門 家 の養 成 に きわ めて 大 きな貢 献 を な す もの で あ る。 多 数

の総 合 大学 お よび単 科 大 学 は,既 に この分 野 に お け る授 業 な らび に研 究 に取 り組 ん で お り,専 門

知 識 を養 成 して い る。 所 定 の 工業 技 術 の マ イ ク ロ電 子 工学 に 対 す る能 力 を増 進 させ る と共 に,総

合 大学 を進 歩 した レベル で授 業,コ ンサ ル タ ン シ ィー,訓 練 お よび研 究 の 中 心 と して さ らに 発展

させ る対 策 を検 討 中 で あ る。 科 学 研 究 審 議 会(SRC)は マ イ クロエ レ ク トロニ ク スの研 究 お よ

び大 学 院研 究 を増 援 しつ つ あ る。

31.こ れ ら手始 め の研 究 お よび開 発 に対 して,教 育 省 は教 育 サ ー ビス の パ ー トナー と密 接 に 話 し合

うこ と とす る。

直接 援 助MAPは マイ ク ロプ ロセ ッサ を新 規 や,既 存 の製品 あ るい は製 法 に組 込 む こ とを包 含す

るプ ロジェク トを もっ会 社 に援 助 を提 供 す る。 計 画 の 初 期 の数 ケ月 の間 に,MAP援 助 が急 速 に受

け入 れ られ た た め,暫 定 的 基 礎 に基 づ い て 割 当 られ た資金 を増 加 す る予 定 で あ る。

33.MAPに 対 す る初期 の反応 の現 段 階 に お け る徴 候 か らみ て,1500万 ・teンドの 暫 定 割 当 て金 は

可能 な 要 件 に 充 当 す る に は不 十 分 で あ り,上 記 のMAP－ 啓 蒙普 及 ・訓 練 お よ び プ ロ ジェ ク ト

の 直接 援 助 の 両 方 一 を延長 す べ きで あ る。 従 って,政 府 はMAPに 割 当 てた 資 金 を5500万 ポ

ン ドに増 や しつ つ あ る。

34.産 業 省 の ソ フ トウェ ア ・プ ロ ダ ク ツ ・ス キ ー ム(SPS)は,新 しい ソ フ トウ ェ ア ・パ ッ ケー

ジの 開発 お よび そ の初 期 販売 に 対 して,コ ン ピュ ー テ ィン グ ・サ ー ビ ス産 業 に 直 接援 助 を提供 す

る。 政 府 は,同 計画 を拡 張 し て,新 た に マイク ロエ レク トロニ クス応 用 を も助 成 対 象 に す べ き であ

る こ とを確 認 す る もの で あ る。 この計 画 に よれ ば,ソ フ トウ ェ ア製 品 の販 売 コ ス トの援 助 を1年

か ら2年 に 延長 す る と共 に,50%の 回 収 可 能 な 補 助 金 に代 る 規定 と して25%の 補 助 金 を提 供す る

とい う規定 が新 たに付 け加 え られ てい る。

35.公 共 部 門 の 購 入 公共 部 門 は多 数 の 商 品 の 主 要 市 場 で あ り,将 来 に は,マ イ クロ エ レ ク トロニ

クス を組 込 ん だ 商 品 を購 入 す る もの と考 え られ る。 政 府 は,購 入 力 の 運 用 に さい して は,我 々が

イ ギ リスの 産業 に この新 しい電 子 工学 を応 用 す る こ とを奨 励 す る こと を切 望 して い る。 我 々 は可

能 な 限 り公 共 部 門 が マ イ ク ロ電 子 工学 を応 用 す る こ とを リー ドす る こ とを期 待 し てい る。 公 共 部
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門 に 提供 す る会 社 もまた,製 品 お よび製 法 革 新 に っい て,MAPの 援 助 を受 け る資 格 が あ る もの

とす る。

36.以 上 要 点 を示 した プロ グラ ムは,マ イ ク ロエ レ ク トロニ ク スの 発 展 に よ る挑 戦 に対 す る政 府 の

応 答 で あ る。 勿 論,こ れ は我 々が この排 戦 に 十 分 に応 じる こ とが で きた場 合 に必 要 に な る処 置 の

ご く一部 に しか過 ぎな い 。 い ずれ に して も,競 争 か ら落伍 せ ず,し か もマ イ ク ロエ レ ク トロニ ク

ス が提 供 す る あ らゆ る機会 を捉 え るこ とが で き る よ うに,産 業 は そ の応 用 に関 して 前 向 きに な る

こ とが肝 要 で あ る。

産業 省

雇用 省

教 育 科学 省

1978年11月27日

、 ●

6

`
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'

E・ 半 導 体 技 術 の ア プ リ ケ ー シ ョ ン

ー 応 用 研 究 開 発 内 閣 諮 問 委 員 会(ACARD)報 告

緒 言

応 用 研 究 開 発 諮 問 委 員 会(ACARD)は マ イ ク ロエ レ ク トロニクス に お け る開発 の 足 並 み が 揃

っ て い な い こ と,お よび英 国 の多 くの産 業 に とっ て この技 術 が 重要 な潜 在 的 可能 性 を も っ てい る こ

とを認 識 した の で,1978年1月 に ワー キ ング ・パー テ ィを設 置 す る と共 に,審 議 事 項 を以 下 の よ

うに定 め た:

iマ イ ク ロプ ロセ ッサ を 含 む半 導 体 技 術 の 発 展 が 向 こ う7年 間 に わ た っ て,英 国 の 産 業 に及 ぼ

す 影 響 の 評 価;'

ii特 に影 響 を受 け る産 業 の 確 認;

iiiこ れ ら産 業 の 製品,生 産技 術,設 計 お よ び開発 方 法 に お よ ぼされ る作 用 の 検 討;

ivこ れ ら開 発 か ら英 国産 業 に もた らされ る好 機 お よ び危 険 の評価

1978年7月 に本 委 員 会 は 上 記 ワー キ ン グ ・パ ー テ ィの報 告 書 を検 討 し,正 式 に 受 理 して 政 府 に

提 出 した。 これ は漸 次発 行 す るACARD報 告 書 の第 一 報 で あ る。ACARDの 報 告書 の 目的 は 広

範 な読 者 の 間 に技 術 上 の 問題 に関 す る議 論 を引 き起 こす こ とに あ る。
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2.1半 導 体 技 術

2.2ソ フ トウ ェ ア
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4.2イ ギ リス産 業 にお け る利用 範 囲

4.3原 因 お よび対応 策

5.結 論 お よび勧 告

5.1

5.2

5.3

5.4

5.5

5.6

5.7

5.8

政府による承認

産業および国民による承認

必要な経済的および社会条件の創出

機会および脅威

半導体技術の応用促進

教育および養成

雇用

将来

●

1.序 論

1.1半 導 体 産 業の 重要 性

過 去15年 間 に わ た っ て エ レ ク トロ ニ クス は改 良 に改 良 を重 ね て きたが,こ れ は あ らゆ る面 か らみ

て も,持 続 進 展 す る よ うに思 われ る。 以 前 は,個 々の部 品 を半 田 付 け に よっ て構成 して いた 電 子 回

路 の ほ とん どは,現 在,シ リコ ンチ ップの 表 面 に集 積 回 路 と して製 作 す る こ とがで きる。(こ の 工

業 技 術 お よび そ の発 展 の予 測 に つ いて は,第2節 で詳 し く論 じる。)こ の論 文 で は,こ の 種 の集 積

回 路 を マ イ ク ロ回路 と呼 ぶ 。 とい うの は,シ リコ ンチ ップ上 の各 部 品 の大 きさ が きわ め て小 さい か

らで あ る。 ま た,特 定 の 目的 か ら多 数 の マ イ ク ロ回路 を使 用 す る こ とは マ イ ク ロエ レ ク トロニ クス

と呼 ぶ。

これ は20世 紀 におい て最 も影響 力 が 大 きい 工業 技 術 で あ る。 な ぜ な ら,

iこ の技 術 は知 的 又 は 直観 的 技 術 の 広 い 範 囲 を拡 大 す る。

"11

m

'N

V

.W

この 技 術 は あ らゆ る部 門 に浸 透 す る。

この技 術 の 進 歩 は 依 然 と して速 い。

この技 術 の コ ス トは 低 く,ま た ま す ま す低 くな りつ つ あ る。

この技 術 は国 際 的 資 源 を豊 富 に利 用 で き る。

この 技 術 の信 頼 性 は非 常 に高 い。

半 導 体 技 術 を利 用 す る部 品 の 製 作 と,こ れ ら部 品 の応 用 を 区別 す る こ とが重 要 で あ る。 現 実 に マ

イ ク ロ回 路 を製 作 して い る産 業 は重 要 で あ り,こ れ に つ い て は第2節 で論 じ るが,産 業 上 の 重 要 性

が は るか に大 き く,か っ本 論 文 の主 題 で あ るの は半 導体,特 に マ イ ク ロ回 路 の応 用 で あ る。

半 導 体 技 術 は新 しい 製 品(例 えば,ポ ケッ ト計 算 機 等)を 創 り出 し,既 存 の製 品(例 え ば,機 械 式
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時 計)を 駆 逐 し,製 品 の能 力 を 向 上 させ(例 えば,マ イ クロ プ ロセ ッサ で制 御 す る家 庭用 品),製

作 方法 お よ び事 務 処理 方 法 を 変 え(例 え ば,ロ ボ ッ トや ワー ド ・プ ロセ シ ン グ),そ して製 品 な ど

の 設計 方 法(例 え ば,自 動 設 計 や デー タ バ ン クの使 用)を 変 え る こ とが で きる。 品 質 の この組 合 せ

が,そ の ほ とん どの人 に と って理 解 され な い こ とと相 ま って,半 導 体 技 術 を 自然 に迷 信 的 な 恐 れ や

あ るい は ル ー ダ ィ ト(Luddite)的 ポ ー ズの対 象 に してい る。 に も か か わ らず,こ れ は適 切 に 把 握

し て,利 用 す るな らば,潜 在 的 に きわ め て大 きな利 益 を もた らす 源 に な る。 国 家 と して これ を無 視

した り,あ るい は拒 否 した りす るな らば,イ ギ リスは後 進 国 の 仲 間 に入 れ られ る こ とに な る。
■

■

1.2ア プ ロー チ

この 報 告書 は広 くい えば 関係 分 野 の経 験 を もつ人 々の意 見 を集 約 した もの で あ る。 応 用 研 究 開 発

諮 問委 員 会(ACARD)の 意 図 は この 主題 を徹 底 的 に研 究 す る とい う よ りは,概 観 す る こ とに あ

る。 本 委員 会(ACARD)は これ を よ り数 量 的 に表現 した い のだ が,予 測 を数 量 的 に表 現 す るた

め に単 に数 字 を足 す だ け では,予 測 の 信 頼性 を高 め る こ とは で きない と考 え られ る。 多 くの場 合,

本 委員 会ACARDは,問 題 に な っ てい る こ とを よ り深 く踏 み 込 ん で検討 す べ きで は ない か とい うこ

とを示 唆 す るに過 ぎ ない。 将 来 の 機会 を示 唆 す るた め には,こ の示 唆 が 一 般 に 認 め られ る こ とが で

き る前 に,よ り数 量 的 な 研 究 が 必 要 だ と思 わ れ る。

2.半 導体技 術および半導体 装置産業

2.1半 導 体 技 術

そ の発 明 が エ レク トロ ニ ク ス時 代 の 前 触 れ で あ っ た真空 管 で は,電 流 は少 な くと も,2っ の電 極 間

の 真空 を流 れ る電 子 の流 れ で あ る。 ガ ラス電 球 に は,電 極 と真空 を封入 しな けれ ば な らない 。 トラ

ン ジ スタ にお い て も,電 流 は電 極 を流 れ るが,こ の場 合 に は,半 導体 と して知 られ て い る物 質 か ら

作 った 固体 物質 を介 して流 れ る。 これ が"ソ リ ッ ドス テー ト技 術"と い う用 語 の 由来 で あ る と同 時

に,ト ラ ン ジス タお よび そ の 関連 部 品 が半 導 体 装 置 と して知 られ るよ うに な った理 由 で もあ る。 ト

ラ ン ジ スタ は一 般 に シ リ コ ンを原 料 とす る。 トラ ン ジス タは電 気 信 号 を増 幅,変 換 ま た は記 憶 で き

る と共 に,光 を電 気 に,あ る いは電 気 を光 に変 換 す るな どの 他 の 機能 を あ わせ もつ もの で あ る。

特 に重 要 な半 導体 装 置 は シ リコ ン集 積 回 路 で あ り,こ れ は 数 ミリメー タ の間 隔 を置 い て シ リコ ン

の 単 一"チ ップ"上 で多 数 の相 互 接続 した トラ ン ジ スタ を もつ 。 この論 文 で は,こ れ ら集 積 回 路 が

もた らした影 響 を集 中的 に 論 じる。集 積 の"程 度(scale)"す な わ ち チ ッ プに 設 け る トラン ジス

タの 数 は着 実 に 多 くな っ て い る。1960年 で は,1チ ップ に つ き10個 前後 の素 子 を設 け る こ とが で

き るに過 ぎなか った が,現 在 の装 置製 作者 の 目標 は1981年 ま で に,1チ ッ プに100,000個 以 上 の

素 子 を 設 け る とい う大 規模 集 積(VLSI)を 達 成 す る こ とで あ り,そ の最 近 の収 獲 は 日本 で もた
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らされ た。 以 下 シ リコ ン集 積 回路 を 一括 して マ イ ク ロ回路 と呼 ぶ。

一 方 ,マ イ ク ロプ ロ セ ッサお よ び マ イ クロ コン ピュー タの発 明 が別 な 次 元 を マ イ ク ロ回 路 につ け

加 え た。 これ らは,小 型 コ ン ピュー タの 中 央 プ ロ セ ッサ は い うま で もな く,い くつ か の記 憶装 置 を

もつ 中央 プ ロ セ ッ サで さえ もす べ て単 一 の チ ップに設 け る,素 子 が10,000程 度 の シ リコ ン集 積 回

路 で あ る。 従 って,マ イ ク ロ プ ロ セ ッサは 一種 の マイ クロ回 路 で あ る。 これ が 導入 され る前 で は,

マイ ク ロ回 路 を広 く三 つ に分 類 して 考 え る傾 向 が あ った。先 づ,"標 準"回 路 が あ り,こ れ は いか

な る分 野 に も応 用 で き,か っ 仕事 を 行 な うの に最 善 の方 法 で装 置 に接 続 で きた。 一 方,こ れ とは反

対 に,"注 文 に よ る特 別"回 路 また は"装 置専 用"回 路 が あ り,こ れ は特 に特 殊 な装 置 に応 用 す る

ため に開発,製 作 され た もの で あ っ た。 これ らの中 間 に位 置 す る もの と して,"産 業 用標 準 回路"

が あ る特 定 の装 置 に応 用 す るた め に 開発 され た が,こ れ は そ の後,同 型 式 の装 置 の 製 作 者 す べ て に

利用 され る よ うに な った。

マ イ クロ プ ロセ ッサが 出 現 して以 来,エ ン ジニ ア は設計 決 定 を な す に あ た っ て,新 しい選 択 を採

用 で きる よ うに な っ た。 選 択 の範 囲 は,

川 従 来 の標 準 マ イク ロ回 路 を利 用 して,自 分 の 仕事 に適 合 す る プ リ ン ト回 路 カ ー ドを設 計 す るか,

ま た は,

㈲ 仕事 に適 合 す るマ イ ク ロ回路("注 文 に よる"回 路 ま た は特 殊 回 路)を 設 計 す るか,ま た は,

仙}既 存 の標 準型 式 マイクロプ ロセ ッサを利 用 して,仕 事 を実 行 す るプ ログ ラム を立 て るか,で あ る。

多 様 な応 用,な か ん ず くデ ジ タル 回路 を利 用 す る応 用 に と って,第 三 の 選択 が ます ま す魅 力 的 に

な る と共 に,重 要 に な って きて い る。 これ は注 文 に よ る設 計 の コ ス トお よび 日程 が 電 気的 特 性 よ り

も重 要 な場 合 か,あ る い は生 産 量 が あ ま りに も少 な過 ぎて,注 文 に よ る回 路 が コ ス トの面 か らみ て

有利 でな い場 合 に,特 に い え る こ とで あ る。

マ イ クロ回路 の世 界 市場 は,金 額 の 多 寡 で示 すな らば,1960年 に は ほ とん どゼ ロで あ っ た もの

が,1976年 に は150万 ポ ン ドま で成 長 した。1980年 には300万 ・teンドに,そ して1985年 には

550万 ・teンドに達 す る と見 込 まれ て い る。 とはい って も,こ の 市場 の 成 長 に符 合 して価 格 が 劇 的 な

ほ ど低 下 した た め,等 価 な演 算 素 子の 複雑 さ ま たは容 量 か ら評 価 す る な らば,マ イ ク ロ回 路 市 場 は

1960年 の 素 子数 が108以 下 か ら1980年 の10i2ま で成 長 した。 そ して,1980年 お よび1985年

には そ れ ぞれ1013お よ び10i5に な る と見 込 まれ て い る。

墨

2.2ソ フ トウ ェア

プ ロ グラ ム化 で き る マ イ クロ回路 の 出現 は設計 エ ン ジニ ア に プ ログ ラ ミン グ技 術 を身 に付 け る必

要性 を もた ら したが,こ れ らエ ン ジ ニ アか らみ れ ば,こ れ が 技 術 変 化 の最 も革 命的 な側 面 で あ る。

プ ロ グラ ム とい うもの は マ イ ク ロプ ロ セ ッサが従 う一系 列 の 命 令 で あ る 。 プ ログ ラム は 一 プ ロ

セ ッ サが 直接 解 読 で き る基 本 命 令 一 機械 コ ー ド,あ る いは 使用 が簡 単 で,か つ あ る種 の プ ロ グ ラ
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喝

ミン グ エ ラー を検 出 す る手 段 を もつ高 水 準 言語 で書 込 む こ とが で き る。 この よ うな 高水 準言 語 に よ

っ て,専 門的 に訓 練 され た プ ログ ラマー と同 様 に,エ ンジ ニ アが プ ログ ラ ム を よ り簡単 に書 込 む こ

と が可 能 に な る。

現 在,マ イ ク ロプ ロセ ッサ の ソ フ トウ ェ アは ほ とん どが 機 械 コー ドで書 込 まれ て い る。 この理 由

は二 つ あ り,使 用 す る シ ス テム が あ ま りに も単 純 で,高 級 言 語 を使 用 す る こ とが で き ない こと と,

機 械 コー ドを使 用 す る と,記 憶 回路 を それ 程 使用 しな くて もよい とい う こ とで あ る。(記 憶 回 路 は

プロ グラ ムそ れ 自体 と,プ ロ グ ラム が演 算 す るデ ー タ を記 憶 す る。),現 在 の マ イ ク ロプ ロ セ ッ サ

応 用 の ほ とん どは15年 前普 通 に 行 な わ れ て い た演 算 の レ ベ ル に あ る。

この状 態 は,す ぐれ た ソ フ トウ ェ アが よ り広 範 に普 及 し,か っ記 憶回 路 の コス トが 下 が る に つれ

て,改 善 され て きて い る。 一 方,高 級 言 語 を利 用 して さえ も,シ ス テ ム設 計 者 ま た は応 用 設 計 者 か

ら解 答 を引 き出 す こ とは で きな い。

含

Z3シ ス テ ム の 素子 と して の半 導 体 装 置

半 導体 装 置 を利 用 す る た め に は,こ の装 置 は シ ス テ ムの 主要 部 と して 連結 しな け れ ば な らな い。

代 表 的 な例 を挙 げ る な ら,半 導 体 装 置 は 多数 の入 力装 置,こ れ らか らの 信 号 を処 理 す る少 な く と も

ひ とつ の マ イ ク ロ回 路 お よ び少 な く と もひ とつ の出 力装 置 を もつ。

入 力 装 置 は セ ンサ ー(例 え ば,TVカ メ ラ),物 性 測定 値 を 電 気信 号 に変 換 す る変 換器(例 えば,

ひず み 計),あ る い は人 が動 作 させ る装 置(例 え ば,キ ー ボ ー ド)で あれ ば よい。 出力 装 置 は ア ク

チ ュ エー タ(例 えば,ソ レ ノ イ ド動 作 弁)ま た は人 が 読取 る標 示装 置(例 え ば,ブ ラ ウ ン管)で あ

れ ば よい 。 マ イ ク ロ回路 を製 作 す るた め に開 発 され た技 術 は セ ン サーお よび変 換 器 の 製 造 に使用 す

る こ とが 多 くな っ て きて い る。

マイ ク ロエ レ ク トロ ニ ク ス製 品 とは違 っ て,入 出力 装 置 の コス トは低 下 して い ない 。5000ポ ン

ドの マ イ ク ロプ ロ セ ッサ が5000ポ ン ドの コン ピュ ータ を意 味 す るわ け で は な い。 に もか か わ らず,

マ イ ク ロエ レク トロ ニ ク ス工学 が シ ス テム の使 用 を普 及 させ るの につ れ て,再 設 計 お よび大 量 生 産

に よ って関 連装 置 の コ ス トを 低 下 させ る圧 力 が太 き ≦な って きてい 乱 低価 格 キ ー ボ ー ドの出 現 が

この 一例 で あ る。

英 国 は ほ とん どの 半 導 体 装 置 の 製造 に お い て リー ドを取 っ て い な いが,セ ンサ ー お よび 変 換器 の

製 造産 業 に は注 目す べ き好 機 が 到 来 す るか も知 れ な い。

ワー キ ン グ ・パ ー ティ は そ の初 期 の 研究 に お いて,あ らゆ る種 類 の 半 導体 装 置 の応 用 を検 討 す る

の は可能 で は な い の で,マ イ ク ロ回 路 に集 中的 に 目 を向 け るの が最 善 で あ る と判断 した。 この 理 由

と して,マ イ ク ロ回 路 が 最 大 の好 機を 提供 す る と共 に,脅 威 を もた らす こ とを挙 げて い る。 従 って,

マ イ ク ロ波 また は電 力 半 導 体 も,半 導 体 セ ン サーお よ び変 換器 の考 慮 の 対 象 外 に あ った。 これ らの

必 要 性 お よび革 新 的 な発 展 を もた らす 機 会 も重 要 で あ り,別 に 研 究 す る価 値 が あ る もの で あ る。
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2.4半 導 体 装 置 産 業

マ イ クロ回 路産 業 は1960年 代 初 期 に トラ ン ジス タ産 業 か ら派 生 し,発 展 した。 これ は 米 国 で集

中 的 に発 展 した。 なぜ な ら,米 国 に は,何 は と もあれ,い か な る犠 牲 を払 っ て も,マ イ ク ロ回 路 の

小 型 化 お よ び高 信頼 化 を必 要 とす る巨大 な軍 事/航 空 宇宙 市場 が あ っ て,巨 額 の 着 手 コ ス トを支 払

う能 力 を もっ額 客 を提 供 してい たか らで あ っ た。

大 規 模 な研 究 開発(R&D)プ ロ グラ ムが 米 国 政府 に よ って推 し進 め られ た。 投 機 資本 の利 用 が

容 易 で あ っ た こ と,お よび 当時 の きわ め て有 利 な米 国 の税 制 度 が,こ の 産 業 が もつ短 期 間 収益 力 と

い う よ りは,こ の産 業 が潜 在 的 に もつ成 長 力 に よっ て誘 引 され た投 資 援 助 を得 る こ とが で きた新 企

業 の 出現 をい う形 で結 実 した。 会 社 が競 争 に打 ち勝 っ て生 き残 るた め に は,技 術 お よ び市場 の急 速

な 変化 に対 処 で きる経 営体 制 を もた な けれ ばな らなか った。 成 長 速 度 が 高 い とい う こ との ほか に,

激 しい価 格 競争 が あ った。 この た め,企 業 は,コ ス ト削 減 は生 き残 っ た先 進 的 な企 業 に大 きな 利 益

を もた らす だ ろ うとい う信 念 の も とに,生 産 削減期 にお い て さえ,価 格 引 き下 げ を断 行 して 市場 占

有率 を維 持 しな け れ ば な らなか っ た。 さ らに,製 品 お よ び技 術 革 新 が急 激 な た め,新 しい 製 品 お よ

び製 法 が出現 して きた 。 これ ら市場 特 性 が創 出 す る低 収益 性 を一 部相 殺 す る た め に,米 国 の先 進的

な集 積 回路 企 業 は,マ イ ク ロ回 路 を利 用 す る製 品 例 え ば ポケ ッ ト計 算 機 お よび ミ三 コ ン ピュー タを

製 造 す る こ とに よ って,操 業 の付 加 価 値 を高 め よ う と試 み て きた。

■

轟

3.半 導体技術が産業 に与え る効 果

この節 の 冒頭 には,半 導 体技 術 が もた らす 変化 の形 態 を示 す 。 この場 合,変 化 は特 定 の産業 部 門

にお け る効 果 の簡 単 な 評価 を表 わ す 。 当 面 の 目的 か らみ て,難 か しい こ とで は あ るが,看 過 で きな

い 評 価 は英 国 の 産 業 が この 新 しい技 術 を 開拓 して い る範 囲,即 ち第4節 で展 開 す る主題 に つい ての

評 価 で あ る。

3.1変 化 の 形態

3.1.1製 品 特 徴

テ レ ビ ・ゲ ー ムお よび ビュ ー ・デー タ ・レ シ ーバ は,こ の技 術 に よ っ て製 作 が 可 能 にな った ・ マ

イ ク ロ回 路 の組 込み 率 が 高 い全 く新 規 な製 品 の例 で あ る。

従 来 の 製 品 は完 全 に取 り替 え る こ とが で きる。 こ れ ら新 しい製 品 の例 は デ ジ タ ル時 計,ポ ケ ッ ト

計 算 機 お よ び電 子式 金 銭 登 録 器 で あ る。 この よ うな取 り替 え に よ っ て,性 能 ま た は信 頼 性 を向 上 さ

せ る こ と もで き る し,あ る い は低 コ ス トで 同 じ性 能 を もっ 製 品 を提 供 で き る。

マ イ ク ロエ レ ク トロ ニ ク ス製 品 は一 方 で,従 来 の 製 品 の 一 部 とし て も使 用 で き る。 特 に,マ イ ク
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●

◆

日 工 レ ク トロニ ク ス製 品 は 機械 式 装 置お よ び電 気 機 械 式装 置(例 えば,洗 濯 機 の 時限 装 置)お よび

カム な どの機 械 式 記憶 装 置 に取 っ て 変 りつ つ あ る。

マ イ ク ロエ レ ク トロニ クス製 品 は 機械 式 シス テ ムの 不 正確 さ とい う作用 を相 殺 す るた め に も使 用

で きる。 例 えば,ビ デオ ・テー プ ・レコ ー ダの テー プ速 度 の バ ラツ キに よ る悪影 響 は信 号 の適 当 な

電 子 処 理 に よっ て取 り除 く こ とが で きる。

一 方 ,所 定 レベ ル の機 械 的 精 密 さ を得 る ため に必 要 な技 術 レベ ル を下 げ る こ と も可 能 で あ る。 こ

れ の小 型 で は あ るが,注 目 すべ き実 例 は 最 近 開発 され た ムー ア/ラ イ ト(MooreandWright)の

マ イ クロ メー タ で あ り,こ れ は その 測定 値 を 直接 標 示 す るの で,バ ーニ ヤ ・ス ケー ル を読 ま な くて

もよい。 熟練 した人 材 は一 般 に 不足 して い るの で,あ る操 作 に"技 術が 必 要 でな い(de-skilling)"

とい う効 果 に よ っ て,人 々が よ り高 い レベ ル の 仕事 に つ い て も生 産 率 は高 くな る はず で あ る。

い った ん製 品 を供 給 した後 で も,半 導体 技 術 は保 守 技 術 お よ び補修 技 術 に 影 響 を もつ こ とが で き

る。 信頼 性 の予 測 を い っそ う確 実 に し,交 換 で き る電 子 部 品 を作 っ てお くこ とに よ って 信頼 性 を向

上 させ,か っ あ る種 の 装 置 な らば,プ ロ グ ラム を組 ん で,突 然 にで はな く,こ れ が徐 々に破 損 す る

よ うに し,し か もその 破 損 を早 期 に警 告 で きる よ うに してお く こ とが可能 で あ る。 多 くの分 野 で,

試験 装 置 を全 体 の 装 置 に組 み込 ん で 自動 的 に判定 で き る よ うに す る こと もで き る し,自 動 試 験 装 置

を連 結 してお く こ と もで き る。 この 技 術 の 注 目す べ き応 用 対象 は 自動 車 で あ る と考 え られ る。 製 品

の品 質 お よ び信頼 性 を向 上 させ る こ とは,半 導体 を ベ ー ス とす る製 品 の 導入 を もた らす 主 要 因 の ひ ・

とつ で あ る。

3.1.2製 造 方法

半 導体 技術 は,す で に,数 値 制御 工 作 機械 お よび コ ン ピュー タ化 生産 計 画 お よ び制御 に適 用 す る

こ と に よ って,製 造 産 業 に影 響 を与 え て い る。 コ ス トを低 下 させ,か つ能 力 を 向上 させ る な らば,

そ の 技術 は い っ そ う広 く普 及 す る と共 に,個 々 の工 場 に お け る操 業,あ る い は大 工 場 の操 業 を通 じ

て供 給 され る操 業 が よ り小 規模 にな っ て も,そ れ に この技 術 を応 用 で き る こ とにな る。 この技 術 は,

例 え ば ロ ボ ッ トな どに よ り,い っそ う広 ま る と共 に,さ らに柔 軟 性 を増 す こ とにな る。 この技 術 は

部 品 の製 造,組 立,検 査 お よび試 験 に応 用 で きる。 一 般 に,半 導体 技 術 は 所定 の生 産 高 に対 応 す る

人 間 の労 働 量 を減 らす と同 時 に,単 位 当 りの 製 造 コ ス トを 低 下 させ るこ とが で き る。 ま た,こ の技

術 に よっ て,製 造 プ ラ ン トの信 頼 性 を向 上 させ る こ とが で き る。

3.1.3製 品設 計

自動 設 計 は機 械 式,電 気 式 お よ び電 子 式 設 計 に使 用 され る こ とが ます ま す多 くな って きて い る 。

自動 設 計 シス テム の コス トは低 下 しつ っ あ るの で,小 型 の 内蔵 式 シス テム が大 型 コ ン ピュ ー タ に接

続 した端 末 装 置 に取 っ て変 るか も知 れ な い。 製 品設 計 は,今 後,ハ ー ドウ ェ アの再 設 計 ま た は既 存

の ハ ー ドウ ェアの 再 プ ロ グ ラ ミン グの い ず れ か に よっ て,さ らに頻 繁 に変 化 を被 る可能 性 が 大 きい。

この よ うに,ソ フ トウ ェ アお よび ハ ー ドウ ェア を頻 繁 に変 更 しな けれ ば な らな くな るた め,成 功 し
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た企 業 は,市 場 の 可 能 性 に迅 速 に対 応 で き る よ うに,市 場 認 識 を い っそ う深 め る と共 に,能 力 を高

めな けれ ば な らな くな る。 この ため に は,特 に,マ ー ケ テ ィ ン グ能 力 と開発 能力 の融 合 が 必 要 にな

る。'マイ ク ロエ レク トロ ニ クス製 品 を組 み込 ん だ装 置 を使 用 す る場 合 は,設 計 の 仕事 に 向 け てい た

力 を別 な方 向 に 向 け る必 要 が で て くる。 ほ とん どの 分野 で は,力 を ハ ー ドウ ェアか らソ フ トウ ェア

に 向 け る動 きが で て くる。 以 上 か ら得 られ る重 要 な結 論 は,機 械 エ ン ジ ニア と電 子 エ ンジ ニア に よ

る協 同 的 ア プ ロー チの 重 要 性 が ま す ます 増 して くる とい うこ とで あ る。

3.2特 定部 門へ の作 用

以 下 に,サ ー ビス部 門 を含 む特 定 部 門 に半 導体 技 術 が もた らす影 響 に関 して,本 諮 問委 員 会(A

CARD)が ま とめ た 分 析 結果 を示 す。

3.2.1エ ネ ル ギ ー

エ ネ ル ギ ー産 業 か らみ た半 導 体 技 術 の 重要 性 は,こ の技 術 が 低 コス トで精 密 で 信頼 性 の 高 い制御

素 子 お よび 読取 り素 子(seusingelement)を 提 供 す る とい う点 にあ る。

エ ネ ル ギー 工業 技 術 は,現 在,制 御 装 置 の 全 コ ス トを 占 め る比 率 が 比 較的 小 さい大 規模 な装 置 と

関連 が あ る。 従 って,半 導体 技 術 はす で にか な り利 用 され て い る。 例 えば,こ の技 術 は採鉱 所 お よ

び原 子炉 な どの危 険 な環 境 での遠 隔制 御 操 作 に役 立 っ て い る。 よ り大 きな影 響 が もた らされ る と考

.え られ るの は,エ ネ ル ギー伝 達/供 給 シ ス テム で あ る。 例 え ば,電 気網 の故 障状 態 の広 い範 囲 にわ

た る デ ジタ ル制御 お よ び監 視 は 効 率 を 向 上 させ るの で,プ ラ ン ト能 力 に必 要 な 条 件 を減 らす こ とが

で き る。

しか し,半 導 体 技 術 が 最 も大 きな 影 響力 を発 揮 す るの は エ ネ ルギ ー利 用 にお い て で あ る。 工 業 プ

ロセ ス,並 びに産 業 お よび家 庭 用 暖 房 を よ り有 効 に 制御 す る こ とに よ って,エ ネ ル ギー を節 約 で き

る大 きな潜 在 的 可能 性 が あ る。 一方,半 導 体 技 術 を利 用 した よ り安価 な 制御 装 置 を迅 速 に 販売 で き,

か つ これ を利 用 して,精 巧 さを増 す こ とが で きる製 作 者 に も大 き な好 機 が あ る が,逆 に電 気 機 械 式

シ ス テ ムの 製造 に執 着 す る者 に は脅 威 とな る。 これ は最 も重 要 な応 用 分野 の ひ とつ で あ る。 な ぜ な

ら,半 導 体 技 術 は エ ネ ル ギー 消費 量 を減 らす こ とが で き る と共 に,そ の 広範 な普 及 お よ び 目 に見 え

る形 で もた らされ る利 益 に よ って,半 導 体 技 術 の利 用 お よび利 益 に つ い て国民 を教 育 で きるか らで

あ る。

3.2.2農 業,水 産 業 お よ び食 品 加 工業

全 消 費者 支 出 の5分 の1に 相 当 す る160億 ポ ン ドとい う年 間総 売 上 高 を もっ食 品 加 工 業 は,英 国

に お け る最 も大 きな独 立 した製 造 産 業 部 門 で あ る。 食 品 生 産 お よび食 品 加 工 の いず れ もセ ン シ ング

お よ び制御 を 必 要 とし,従 って半 導 体 技 術 の よい 市場 に な る こ とが で き る。 国 内産 業 の実 績 向 上 と

い うほ か に,輸 出 面 に お け る可能 性 も十分 に あ る 。

雇 用 に関 して は,実 質 的 な無 人 化 が す で に農 業,水 産 業 な ら びに食 品 加 工業 お よび食 品販 売 業 で

●
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進 行 して い る。 しか し,食 品 加 工業 は労 働集 約 的 な 傾 向 を もち,半 導 体 技 術 の応 用 に よ る 自動 化 に

よ って,失 業 状 態 を もた らす恐 れ が あ る。 ホ テ ル ・サー ビス業 お よび団 体 サ ー ビス業 で は,人 件 費

を減 らそ う とす る要 望 が 大 き く,こ れ が食 品 生 産 の集 中 自動 化,食 品 の 急 冷 凍 化 お よ び多 数 の使 用

箇所 へ の食 品 の 急 送 とい う傾 向 を もた ら してい るが,こ れ ら分 野 にお け る新 開発 は半 導 体 技 術 に負

う と ころ が大 きい と考 え られ る。

3.2.3輸 送

空 輸/防 衛 関連 産 業 は,以 前 か ら,先 進 的 な 半導 体 技 術 を か な り使用 し て きて お り,こ の傾 向 は

ます ま す大 き くな る と考 え られ る。 同 じ こ とは 海 上 輸送 につ いて もい える が,こ の場 合 の 日程 は相

当長 い 。 一方,半 導体 技 術 は 陸 上輸 送 にお いて も,将 来,相 当 な進 歩 が あ る と見 込 まれ る。 この陸

上 輸送 の場 合 に お い て も,エ ン ジ ンの 燃 料,点 火 お よび変 速 シス テムの 制御;車 輌 の 計 装 お よび監

視;交 通 管 制 お よ び信 号 シ ス テム;車 輌 内 の安 全,ル ー ト決 定 お よび運 賃 の集 金,記 帳 お よ び乗 客

の 処理 な どの側 面 か らみ て半 導 体 技 術 は重 要 で あ る。

輸送 機 関 の 人員 削減 は,既 存 の 輸 送 施 設 を近 代 化 す るた め に,か な りの程 度 の再投 資 を要求 され

る装 置 供給 産 業 に お け る雇 用 機 会 に よ って相 殺 す る こ とが で き る。

3.2.4電 気通 信

半 導体 技 術 は私 設 ユ ー ザー に多 様 な 設備 を提 供 す る加 入 者 端 末装 置 お よび シ ス テ ムの範 囲 を 広 げ

る こ とを可能 に す る もの で あ るが,さ らに重 要 な こ とは,産 業 お よび商 業 用 通 信 シ ス テム お よび情

報 シ ステ ムに これ ら新 しい設 備 を組 み 込 む こ とに あ る。 これ が 進 む と,デ ー タ情 報 の 処理 か ら電 気

通 信 を切 り離 す こ とが ます ます 難 し くな って くる。

電気 通 信 シス テム内 に あ っ ては,公 衆 電 話 交 換 機 の 性質 が一 変 す る の で,半 導 体 か らな る部 品 の

コス トが上 が る。 加入 者 に対 す る帯 域 幅 を広 げ,そ して デ ジタ ル操 作 を適 用 す るな らば,交 換 を分

散 化 で きる と共 に,交 換,伝 送,ユ ー ザー へ の 分 配 お よ びユ ー ザ ーの装 置 の 間 に現 在 あ る境 界 を取

り払 う こ とが で き る。 マ イ ク ロ回 路 の 低 価 格 お よび高 信 頼 性 に よ っ て,あ らゆ る型 式 の電 気通 信 装

置 に,故 障 の予 知,測 定,標 示 お よび回 避用 装 置 を組 み込 む こ とが で き るた め,保 守 が きわ め て容

易 に な る。

集 積 回路 の開 発 速 度 お よび コス ト低 下 速度 が きわ め て速 い た め,電 気 通信 装 置 は,い っ たん 設 置

し たな らば,寿 命が30年 あ る とい う伝統 的 な考 え を変 え る必 要 が あ る。 一方,例 えば 私 設 の シス テ

ム に関 して は,既 存 の装 置 を再 プ ロ グ ラ ミングす る こ とに よ っ て設備 の 拡 大 お よ び近代 化 をい っそ

う頻 繁 に実 施 す る こ と も必 要 であ る。 これ は特 に供給 者側 に 競 争 が あ る場 合 にお いて い え る こ とで

あ る。

現 段 階 で,新 型 式 の 電 話 交換 機 を設 置 す る には,着 手 して か ら10年 か か る と考 え られ る。 設 計 お

よび製 造 プ ロセ スが複 雑 化 の一 途 を辿 っ てい るの で,(自 動 設 計 お よび コ ン ピ ュー タ化 設 計,製 造,

試 験 お よ び保 守 シス テム を含 む)設 計 方 法 お よび製 造 方 法 の 開 発 に は十 分 な注 意 を払 わ な けれ ば な
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らな い。 いず れ に して も,雇 用 の性 質 が 変 る と共 に,所 定 量 の交 換 機 を製造 す るの に 直接 従 事 す る

人 の数 が 減 る。 この人 数 は電 気 機 械 式 装 置 に必 要 とされ る者 の うち少 な くて10%で あ る と示 唆 され

てい る。 一 方,ソ フ トウ ェア を含 む交 換 シ ス テ ムの 設 計 に従 事 す る エ ン ジニ アな どの数 は増 え続 け

てい る。

3.2.5製 造 プ ラ ン トお よび 機 械装 置

1978年 に ハ ノー バー で開 催 され た国 際 工 作 機 械博 覧 会 に は,マ イ ク ロプ ロ セ ッサ を工 作 機 械 の

制御 に応 用 して い る世 界 中 の 国 か ら数 多 くの 重 要 な 新 開発 製 品 が出 展 され てい た 。

海 外 か らの 増大 して い る競 争 を背 景 に してみ れ ば,英 国 の 機械 製 造 産業 の 立場 は強 い立 場 とは い

えな い 。 この部 門 は 主 に,適 正 な資 格 を もっ エ ンジ ニ アを 比 較 的少 人 数 雇 用 して い る中小 企 業 か ら

構 成 され て い る。 これ ら企 業 が もっ て い る問 題 は,い か に して設 計 援助 お よ び生 産 援 助 を求 め,か

っい か に して財 政 を 十 分 に引 き上 げ るか とい う こ とで あ る。

先 進 的 な 半 導体 技 術 を応 用 した装 置 へ の 需 要 は 世界 的 規模 で 存在 す る。 次 の5～7年 間 にお け る

需 要 対 象 は向 上 した性 能 を も ち,か つ多 数 の 機 械 に組 み こむ こ とが で きる単 一 機 械 で あ る。 ま た そ

れか らの5～7年 間 に おける需 要 対 象 は多 数 の 機 械 か ら構成 され る完 全 自動 化 シ ス テ ムで あ る と考 え

られ る。

この 重 要 な分 野 に お け る イ ギ リス企業 の 困 難 な 立場 に よっ て,財 政 援 助 を,工 学 的設 計 技 術 を更

新 す る特 殊 な 教 育計 画 が必 要 に な っ で き てい る。

3.2.6自 動 車

半 導 体技 術 を 自動 車 に使 用 すれ ば,従 来 の 性 能 を 改 良(速 度 計 ケ ー ブルの 電 気 シ グ ナ リン グへ の

交 換,ソ リ ッ ドス テー ト標 示 装 置 の 導 入)す る ことが で きる と共 に,さ らに 別 な 機能 を もたせ る こ

とが で きる。 これ ら新 しい機 能 は市場 での 魅 力 を増 す た めに 主 に使 用 で き る し,あ るい は 自動 車 に

対 して絶 え まな く変 化 す る需 要 に応 じる た め に も導 入 で きる。 後者 の実 例 は汚 染 抑 制 に従 って燃 料

の節 約 を最 大 限 に達 成 す る エ ンジ ン/ト ラ ンス ミッ シ ・ン制御 シス テムで あ る。 す な わ ち,半 導体

技 術 が な けれ ば,こ の よ うな シス テ ムは経 済 的 では ない。

一 部 の 部 品生 産操 業 は 現 在 自動 化 され てお り,そ して この産 業 が 所 要 の投 資 額 を カ バー で き る市

場 規 模 を維 持 で きる な ら,半 導 体 技 術 は 向 こ う5年 間 に わ た って この比 率 を急 激 に上 げ る こ とが で

き る はず で あ る 。一部 の 部 品 製 造業 者 の 間 でか な り認 識 が深 ま って きてお り,二 三 の 製造 業 者 が 多

少 な り と も半 導 体 の製 造 に従 事 してい る。 しか し,イ ギ リス にお い て標 準回 路 製 造 に 対 す る他 の 計

画 が な けれ ば,必 要 な標 準 回 路 は輸 入 しな けれ ば な らな い。

3.2.7安 全 対 策手 段

現 代 の 半 導体 技 術 は危 険 探 知(例 え ば,火 事,侵 入 者),危 険 評 価(信 号 処理)お よ び取 るべ き

処 置(警 報,信 号)に 対 す る手 段 を提 供 す る もの で あ る。 適 切 な検 知装 置 の 多 くは防 衛 上 の必 要 性

か ら開 発 さ れ た もの で あ って,イ ギ リスが 指 導 的 な立 場 に あ る先 進 的 な技 術 分 野 の ひ とつ を表 わ す
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もの で あ る。

以 下の 理 由 か ら;半 導 体 技 術 を ベ ー ス に した安 全 対 策 手段 は主 要 な新 市 場 機会 を創 出 す る よ うに

思 わ れ る:

i社 会 が 豊 か に な る}こっれ て,安 全 対 策 を改 善 す る こ とが 要 求 され る よ うに な る し,ま た これ を

提 供 で きる よ うに な る;

ii現 代 の 電 子 技 術 は適 正 な コス トで 能 力 を提 供 で き る;

iii市 場 規 模:ハ ー ドウ ェアお よ び サ ー ビスの 世界 市場 は1980年 代 の 中 頃 ま で に,イ ギ リスが 高

い競 争 力 を もつ技 術 に基 づ い て,数 十億 ポ ン ドと算定 され て い る;

iv安 全 対 策手 段 は,イ ギ リスが 既 に あ る程度 の 成 功 を 収 め てい るサー ビス産 業 の 延 長 と して販 売

で きる こ とが 多 い,

V後 進 国 が対 応 で きな い 世 界 市 場 機 会 が あ る。

3.2.8家 庭用 品"

半 導 体技 術 は 家庭 用 品の 設 計,な らびに生 産 方 法 に も影 響 を 与 え る。 これ は 洗 濯 機 お よ び テ レ ビ

受 信 機 を例 に とっ て説 明 で き る。

洗濯 機 の タ イ ミング機 能 お よ び切換 機 能 は電 子的 に行 なわ れ る ことに な る。 性 能 の 向 上 は 負 荷 の

バ ラ ツキ を検 知 す る手 段 な ど に よ って達 成 で き る と考 え られ る。 恐 ら く,大 量 生 産 に よ り,マ イ ク

ロプ ロセ ッサ よ りも,注 文 に よ る集 積 回路 の使 用 を い っそ う経 済 的 に す る と考 え られ る。

生 産 技 術 は 機械 製 品 よ りは,電 子 製 品 を使 用 す る 設計(例 えば,部 品 の打 抜 き加 工 よ りも プ リン

ト回路 ボ ー ドの 生 産)に 対応 で きな け れ ば な らな くな る。 す な わ ち,マ イ ク ロ プ ロセ ッサ で 制御 す

る工作 機 械 お よ び プ ロ セ スの使 用 が 多 くな る と考 え られ る。 自動 設 計技 術 は 電 子 回路 お よび 機 械式

部 品 に適 用 され る ことに な る。

家 庭 用 テ レ ビ受 信 機 は す で に半 導 体 技 術 をか な り応 用 して い る もの で あ る。 大 規模 集 積 回路 を使

用 し,遠 隔 制御 装 置,情 報記 憶 装 置,テ レ テキ ス トお よ び ビ ュー ・デー タ受 信 機 を提 供 し,そ して

事 務 所 お よ び家 庭 の 両者 に お けるインタ ーラクテ ィブ端 末装 置 と して テ レ ビ受 信 機 を使 用 す る こ とが

現 在 の 傾 向 で あ る。 生 産 で は,自 動 部 品 そ う入 法 が す で に回 路 ボ ー ドの製 造 に広 く利 用 され て い る。
ノ

す な わ ち,マ イ ク ロ プ ロセ ッサ は この よ うな プ ロ セ スの 制御 を改 善 す る と共 に,こ れ ら プ ロセ ス の

小 規 模 生 産 を可 能 に す る もの で あ る。 ま た,自 動 設 計 の利 用 は広 範 に普 及 す る と考 え られ る。

3.2.9サ ー ビ ス産 業

サー ビス産業 は イギ リスの 労 働 力 の 半 分 以 上 占 め る もの で あ って,富 の 創 出 お よ び貿易 収支 に か

な り貢 献 す る産 業 で あ る。

半 導体 技 術 は従 来 の サ ー ビス提供 能 力 を 向上 させ,か っ新 しい サ ー ビス を創 出 す る機 会 を提 供 す

る もの で あ る。 公共 団 体 お よ び国 民 の 習慣 に急 激 な 変化 が も た らされ る こ とが予 想 され る。 イギ リ

スが す で に強 い立 場 を確 保 して い る銀 行業 務,金 融,保 険 お よ び教 育 な どの 分 野 では,輸 出 機会 が
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約 束 され てい る。 重 要 な 要 件 は,サ ー ビス部 門 で新 しい職 種 を創 出 し,製 造産 業 か ら配 置 転 換 され

る可能 性 の 大 きい労 働 力 の 一 部 を吸 収 す る可 能 性 であ る。 恐 ら く,輸 送 お よ び通 信 を除 い て,必 要

な総 労 働 量 が 減 少 す る可 能 性 は な く,逆 に この労 働 量 は 中央 お よび地 方 政 府 な どの 分野 で増 え る可

能性 が あ る。 しか し,多 くの サ ー ビス産 業 で は,ハ ー ドウ ェ アお よび ソ フ トウ ェ アの 専 門家 お よ び

複雑 な マ イ ク ロエ レ ク トロ ニ クス ・シス テム を導 入 し,か つ これ を保 守 す る た め に必要 な技 術 を も

つ人 の需 要 が ます ま す大 き くな る と考 え られ る。

技 術の 進 歩 は娯 楽,ジ ャ ー ナ リズ ムお よび レ ジ ャー 分 野 の 範 囲 を 拡 大 して,企 業 家 が 新 しい形 態

の サ ー ビスを提 供 す る 機会 を もた らす可 能 性 が 大 きい 。

●

3.3産 業 に 浸 透 す る半 導 体 技 術の 流 れ

半 導体 の生 産 者 は 半 導体 の 含 有度 が 高 い製 品(例 え ば,電 子 時 計)の 製 作者 を もた らすが,こ の

生 産 者 自体 が この 種 の 製 品 の 製 作 者 で あ る こ とが時 々あ る。 半 導 体 の 生 産 者 は ま た,半 導 体 の 含 有

度 が 低 い に もか か わ らず,そ れ が性 能 に 重要 な効 果 を もつ製 品 の製 作 者 を もた らす もの で もあ る。

この最 後 に言 及 した製 品 群 に は,工 作 機 械(例 え ば,数 値 制 御 工 具)が あ り,こ れ は さ らに製 品

を製 造 す る産 業 に よ っ て使 用 され る。

半 導 体 技 術 が もた らす変 化 は広 範 な影 響 を もた らす 。消 費者 と しての 国 民,公 共 部 門 お よび サ ー

ビス産 業 は すべ て最 終 製 品 を必 要 とす る。従 って,イ ギ リス 自体 が 開 発,製 造 しな い製 品 は輸 入 し

な け れ ば な らな い とい う危 惧 が あ る。

4.機 会 お よ び脅 威
ノ

4.1背 景

第3節 で は,半 導体 技 術 の効 果 が 大 き く,か っ広 範 で あ る こ とを説 明 した。 利 益 を得 る ため に は,

企 業 は新 製 品 お よ び改良 製 品 の 可能 性 を確 実 に追 求 して,複 合 的 な 機 械,電 子お よび電 子 技 術 の挑

戦 に 対 処 しな けれ ば な らな い。 事 態 は過 去 十数 年 に わ た っ て行 な わ れ て きた,真 空 管 か ら トラ ン ジ

ス タ回路 の 変 換 と対 比 す る こ とが で きな い程 に な っ てい る。

総 体 的 な 脅 威 は機 会 の逆 転,す な わ ち新 技 術 導 入 の 失 敗 は た だ ち に競争 力 の喪 失 に つ な が る とい

うこ と で あ る。 よ り特 殊 で かつ 困 難 な脅 威 は マ イ ク ロ回 路 に取 り換 え られ る こ とに な る,例 え ば機

械 装 置 な どの 製 品 の製 造 に対 してみ られ る。

こ の問 題 に対 して適 切 な 対応 策 を見 出 す た め}ζ,ACARDは 産 業 に お け る利 用 範 囲 を画 定 しな

け れ ば な らな か った。 とい うの は,仮 に この利 用 範 囲 が相 当広 範 囲 に わ た って い るな らば,対 応 処

置 は 全 くま た は ほ とん ど必 要 な い。

φ
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●

4.2イ ギ リス 産 業 に お け る利 用 範囲

企 業 は次 の 三 つの カ テゴ リーの いず れ か に分 類 で き る。 す なわ ち,こ の 工業 技 術 に つ い て認 識 が

あ り,そ れ を利 用 してい る企業,認 識 して は い るが,そ の利 用 が抑 制 され て い る企 業 お よ び認 識 が

な い企 業 。 ワー キ ン グ ・パ ー テ ィは これ らカ テ ゴ リー間 の境 界 を定 め,か っ これ らの動 きを 支 配 す

る要 因 を見 出 す べ く努 め た。

こ の種 の 数 量 的研 究 は ほ とん ど とい って よ い程 行 な わ れ て いな い。 この点 で,イ ギ リ スを競 争 者

と比 較 す るの は 酷 で あ る。 サ セ ック ス大 学 の科 学 政 策 機 関 は5っ の部 門(新 聞,自 動 車,時 計,繊

維 機 械 お よ び フォー ク ・リフ ト ・トラ ッ ク)を 研 究 した。 この研 究 に よっ て,多 様 な図 式 が あ る と

共 に,多 数 の境 界 が 変化 す る こ とが確 認 され た。NCC(theNationalComputingCentre)

が実 施 した 小 企 業 にお け る デ ー タ処理 に関 す る標 本 調査 か ら,一 般 的 な 認識 は あ る こ とが判 った。

一 方 ,ワ ー キ ン グ ・パ ー テ ィ,本 諮 問 委 員 会(ACARD)お よび相 談 に きた 人 々 すべ て は,産 業

の大 多 数 の 部 門 は第2お よ び第3カ テ ゴ リー に該 当 す る とい う意 見 を もって い た。 特 定 部 門 の知 識

に基 づ い て行 な っ た産 業 省 の 評価 に よれ ば,主 に高 い 工業 技 術 を もっ分 野 に 関連 す る企 業 の う ち,

約5%が 第1カ テ ゴ リー に,45%が 第2カ テ ゴ リー に,そ して50%が 第3カ テ ゴ リー に該 当 す る。

この 評価 は.国家 経 済 開 発 局(NationalEconomicDevelopmentOffice)の セ クタ ー ・ワー

キ ング ・パ ー テ ィ(SWP)の 報 告 に よっ て も裏 付 け られ る。 当諮 問委 員 会(ACARD)は,e

くわ ず か のSWPだ け が マ イ ク ロ エ レ ク トロニ クス技 術 の効 果 に つい て言 及 して い る に過 ぎな い こ

とに 当 惑 して い る。

第2カ テ ゴ リー に該 当 す る企 業 の さ らに別 な 証拠 は養 成 コ ー スを提供 して い る団 体 か ら もた らさ

れ た もの で あ り,こ れ ら団体 は受 講 申 し込 み 者 が過 剰 気 味 で,関 連 す る相 談 業 務 に つ い て すべ て の

要 望 に 対処 で きな い。 しか し,こ の証 拠 は認 識 の 範 囲 とい うよ りは,コ ー ス の不 足 を示 す証 拠 の よ

うに思 わ れ る。

イ ギ リスで は 半 導体 技 術 が数 多 くの分 野 で もた ら した変 化 に十 分に対 応 で きて い な い の が現 状 で

あ る。 この結 果,金 銭登 録 機,食 品加 工装 置,プ ロ セ ス機 器(外 国の企 業 が 自 己 の技 術 を イギ リス

に あ るそ の 子会 社 に導 入 して い る場 合 を除 く),工 作 機 械,電 話 交換 シス テム,印 刷 機械 な どの分

野 は い うま で もな く,船 舶 用 ク ロノ メ ー タの 分 野 にお い て さ え,競 争 者 の圧 倒 的 な介 入 を 許 して き

た。過 去,こ れ ら分 野 で は イ ギ リ スは ほ とん ど支 配 的 な立 場 に あ った。

さ らに,イ ギ リス は競争 者 が製 品 を生 産 す る まで,新 しい 機会 を認識 す る こ とはな か っ た。 計 算

機,電 子 時 計,ワ ー ド ・プ ロセ シ ン グお よ び テ レ ビ ・ゲ ー ムが 実例 で あ る。

生産 方法 に関 す る状 況 は ま さに悲 観 的 とい って よい ほ どで あ る。 企業 の数 値 制御 工 作 機 械 な ど新

技 術 の 製造 シ ス テムな らび に生 産 計 画 お よ び制御 へ の 導 入 は きわ めて遅 々 と してい る。

産 業 の新 しい部 門 は マ イ ク ロ回 路応 用 の 可能 性,特 に 電 子技 術 な どの高 い 技 術 を もつ分 野 に お け
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る可能 性 に は気 づ い て い るが,総 体 的 にみ れ ば,状 況 はや は り思 わ し くな く,入 手 した証 拠 か ら判

断 す るな ら,本 諮 問 委 員 会(ACARD)は 産 業 の 多 くの 部 門 で イギ リスは 半導 体 技 術 の応 用 にお

い て競 争 者 に 遅 れ を取 っ てい る と結 論 せ ざ る を得 な い。

4.3原 因 お よび 対 応 策

この よ うな状 況 を もた ら した理 由 につ い ては全 体 的 に 一致 をみ てい る。

i総 体 的 な技 術 認 識 ま たは企 業 の特 定 な 活動 に対 す る可 能 性 の認 識 の 一般 的 な欠 如;

ii産 業 界 に あ る一 般 的 な懸 念,投 資 に対 す る信頼 の欠 如,高 い個 人 課税 に よる抑 制,政 府 の応 用

促 進 を促 が す積 極 的 な姿 勢 の欠 如;

m必 要 な複 合 的 な ハ ー ドウ ェ ア とソ フ トウ ェ アの技 術 を もっ人 材 の 不足;

lV必 要 な 人 材 の養 成 お よび開 発 設 備 の獲 得 な どを含 む新 製 品 開 発 コ ス ト;

V－ 部 の 国 に は存 在 す る刺 激,例 えば米 国 政 府 お よび米 国 経 済 の 巨大 な購 買力,日 本 の集 中 的 な

ア プ ロー チ お よび西 ドィ ッでみ られ る全 体 的 な政 府 援 助 な どが イギ リスに は存 在 しな い ことで あ

る。

この 分 析 が 暗 に示 唆 して い る こ とは,将 来 鍵 とな る要 因 の ひ と つ は十 二分 に養 成 され た エ ン ジニ

アの 供 給 で あ ろ う。 も うひ と つの重 要 な要 因 は製 品 お よ び製 造 プ ロ セ スの両 者 に お け る応 用 を政 府

が 十二 分 に 援 助 す る こ とで あ る。

数 量 的 な情 報 は不 足 してい るが,政 府 お よ び産 業 が 対 策 の適 切 な 規模 を判定 す るた め に必 要 で あ

る。 考 え られ る コ ス トの 試 算 は可能 で あ る。 現 在 イ ギ リスに は 約260,000人 の エン ジニ アが い る。

この うちの 半 分 が5年 間継 続 す る プ ロ グラ ム にお い て応 用 技 術 を マ ス ターす るた め に3ヵ 月 の養 成

コー スに 出 る必 要 が あ り,そ して養 成 セ ン タ ーが50以 上 あると仮 定 す る。 この場 合,各 養 成 セ ンタ

ーは 年 間520回 程 度 の コー スを提 供 す る必 要 が あ る と同時 に
,20人 の ク ラスに は6人 な い し7人 の

教職 員 が 必 要 で あ る。 年 間教 師 ひ と りに対 して15,000・teン ドか か る と して,こ の 計画 の年 間 コス

トは 約500万 ポ ン ドに達 す る。政 府 か らみ れ ば,資 金 よ りも大 きな問 題 は 養成 組 織 で あ る。

応 用 技 術 に つ いて い え ば,製 造 産 業 に は被 雇 用 者数 が200人 以 下 の企 業 が約70,000程 度 で あ る。

これ ら企 業 の う ち10%が 年 間 に 自社 製 品 に マ イ クロ エ レ ク トロ ニ ク ス技 術 を導 入 し,か つ その 平 均

コ ス トが 電 気 技 術 研究 協会(theElectricalResearchAssociation)の 試 算 に よって約40 ,000

ポ ン ドで あ る と仮 定 す る と共 に,各 企 業 に 対 して 産業 省 が25%の 補 助 金 を 出 す と仮 定 する と,国 庫

が負 担 す る 費 用 は70,000,000ポ ン ドに達 す る。

しか し,必 要 では あ るが,こ れ ら処 置 自体 だ け では 十分 で な い。 よ り総 合 的 な措 置 が必 要 で あ る。

この点 に 関 す る詳 細 な勧 告 は 次第 で 述 べ る。
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5.結 論 お よ び勧 告

5.1政 府 に よ る承 認

最 も重 要 な結 論 は,半 導体 技 術 が産 業 お よび経 済 に お よぼす 影 響 の重 要 性 を政府 各 省 お よ び各 機

関 が認 識 す る こ とで あ る。

きた るべ き自動 化 の衝 撃 に っいて,20数 年 前 に出 され た警 告 を 蒸 し返 す 傾 向 が あ る と同 時 に,状

況 は予 想 され る程 激 変 しなか った とす る傾 向 が あ る が,半 導 体 技 術,特 に マ イ ク ロエ レ ク トロ ニ ク

ス技 術 が根 本 的 な 作 用 を もつ 時代 に我 々が 突 入 して い る こと を示 す証拠 は 十 分 に あ る。 この作 用 が

た だ ちに現 われ る とは考 え られ な いが,向 こ う10～15年 間 にわ た って,必 ず英 国経 済 に影 響 を 与

え る。 製 造 産業 お よ びサ ー ビ ス産 業 の 両 者 で変 化 が 起 こ る こ とは確 信 で き る。

半 導 体 技 術 を 利 用 した製 品 の需 要 は 世界 的 な 規模 で 高 ま って きてお り,輸 入 と輸 入 代 替 の 機会 は

相 当な もの であ る。 逆 に,こ の技 術 を 製 品 に利 用 し,か っ生 産 性 を向 上 で きな けれ ば,競 争 力 の 欠

如 が 国 際 収 支 に 深刻 な 脅威 を与 え る こ とに な る。

この 半 導 体技 術 の もつ衝 撃 は多 くの政 府 機 関 に と って も大 きな関 心事 で は あ るが,こ の 影 響 は特

に 産業 省,雇 用 省,教 育科学 省,大 蔵 省 お よび 国 防省 な どの購 買 側 で あ る政 府各 局 にお い て顕 著 で

あ る と考 え られ る。

これ ら各 局 が た だ ちに明 確 に確 定 され た応 用 担 当 チ ー ム を設 置 する こ とを勧 告 す る。 目的 は 次 の

通 りで あ る。

i職 員 に半 導 体 技 術,そ の応 用 お よび効 果 を認 識 させ るの に適 切 な養 成機 関 を組 織 す る。

ii本 諮 問 委 員 会(ACARD)の 勧 告 を早 急 に検 討 し,他 の 関係 各 局 と協 力 して これ を 実行 に移

す と共 に,産 業 お よ び国民 に広 め る こ とを保 証 す る。

■

5.2産 業 およ び 国 民 によ る承 認

ワー キ ング ・パ ー テ ィは産 業 な どに お け る半 導 体技 術 の効 果 の認 識状 態 に関 し て数 量 的 情 報 が か

け てい る こ とを 認 識 して は い るが,認 識 は 不 十 分 で あ り,こ れ が イギ リス産業 の 競争 力 に 脅 威 にな

っ てい る とい う意 見 が圧 倒 的 に多 か った。 特 に,多 くのNEDOの セ ク ター ・ワー キ ン グ ・パ ー テ

ィ(SWP)の 報 告 は この技 術 を ほ とん ど餌 酌 して い な か っ た よ うに思 われ る。

従 っ て,産 業 が 同業 組 合,イ ギ リス産 業 同盟(CBI)お よ びNEDOを 通 じて,そ の 認識 状 態

を 再検 討 す るこ とを勧 告 したい。 特 に,NEDOの セ クタ ー ・ワ ーキ ン グ ・パ ー テ ィ(SWP)は

当該 部 門 に お け る半 導 体 技 術 の影 響 に対 す る反応,直 面 してい る脅威 および この技 術 に お け る進 歩

を利 用 す る た めの 提 案 を明 らか に すべ きで あ る。NEDOの セ ク ター ・ ワー キ ン グ ・パ ー テ ィ(S

WP)は 適 切 な 分 析 を実施 すべ く十 分 な活 動 を実 施 しな けれ ば な らない 。 当諮 問 委 員 会(ACAR

D)は 産 業 省 が この活 動 を援 助 す る もの と理 解 し てい る。 産業 な どにお け る認 識 を深 め る た め に採
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るべ き政 府 の処 置 に っ い て は,後 述 す る。

5.3必 要 な 経 済 的お よび 社 会 的条 件の 創 出

半 導 体 応 用,特 に 米 国 に お け る進 歩 の特 徴 の ひ とつ は,そ れ が ほ とん どが 民 間 で あ る革 新 的 な企

業 者 の活 動 に 依存 してい た こ とで あ る。 イ ギ リスが 好 機 に うま く対応 で きる な らば,こ の 種 の 活動

を促 が す適 切 な経 済 的 お よび社 会 的 条件 を創 出 す る必 要 が あ る。 これ を もた らす ため に必 要 な 処置

に は,ACARDの 権 限 がお よば な い社 会 的 お よ び政 治 的 問 題 が 含 まれ て い るに もか か わ らず,こ

れ ら重要 な 事項 は検 討 され るべ きだ と当委 員 会 は確 信 して い る。

同 様 なACARDの ワー キ ン グ ・パ ー テ ィが 産 業 革 新 とい う問題 を検 討 し た。 得 られ た結 論 は,

半 導 体 技 術 が 提 供 す る機 会 を 国 家 的 な規 模 で 十分 に利 用 で き るな らば,有 利 な経 済 的 機運 を醸 成 す

る必 要 が あ る とい う見 解 を支 持 す る もの で あ る。

●

5.4機 会 お よ び 脅 威

5.4.1機 会

本 委 員 会(ACARD)は 国家 的 な技 術戦 略 の 必 要 性,た とえば 輸 出 な どに よ って 国 家 に利 益 を

もた らす 可 能性 が大 きい,あ るい は産 業 に 広 範 な影 響 を もた らす 製 品 お よび サ ー ビス の ネ ー ミン グ,

購 買,研 究 ・開 発 お よび助 成 金 な どに よっ て これ らの分 野 を優 先 的 に政 府が 援助 す る必 要 性 を確信

してい る。 この戦 略 の 目的 は援 助 処 置 を 有効 に広 め る こ とに あ る。

この 戦 略 に包 含 され る半 導 体応 用 には,以 下 の特 徴 を い くつ か もつ応 用 が な けれ ば な らない 。 す

な わ ち,従 来 の能 力 を強 化 す る こ と,商 業 ・教 育に お け る英 語 の強 い立場 を利 用 す る こ と,シ ス テ

ム設 計 に お け る イギ リ スの技 術 力 を利 用 す る こ とお よ び世 界 市場 を拡 大 す る こ と であ る。

当委 員 会(ACARD)は 以 下 の 形 式 の製 品 お よ びサ ー ビスが大 きな可能 性 を も っ と確 信 してい

る 一

家 庭用 品

教 育 機器

電 子式 情 報,デ ー タ ・サー ビス

自動 車 用 電 子 製 品

省 エ ネ ル ギ ー

食 品 の生 産 ・加 工

家 庭 用 娯 楽 品

医 療 シ ス テ ム

小 売 ・流 通 業 一 自動 倉 庫業 を含 む

安 全 対 策
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電 気通 信

交 通管 理

この段 階 にお け る実 例 は 上記 の 通 りで あ る。 これ ら以 外 の もの もあ る の は ほ とん ど確 実 で あ るの

で,研 究 を続 け る必 要 が あ る。 に もか か わ らず,本 委 員 会(ACARD)は 第5.1節 で 言 及 した よ

うな応 用 担 当チ ー ム を十 分 に 利用 して,選 択 的 な技 術 戦 略 を これ らの方 向 に そ っ て確 立 す る こ とに

政 府 各 局 が た だ ちに着 手 す べ き で あ る と勧 告 した い。

5.4.2特 定 な脅 威

短 期 的 に み るな らば,イ ギ リスの 製 造産 業 が よ り進 ん だ半 導 体 技 術 を応 用 して い る外 国 の競 争 企

業 か ら深 刻 な影 響 を被 る 分野 は 多数 あ る。特 に,製 造 プ ラ ン ト ・機 械 産 業 の現 状 を確 認 すべ きで あ

る。

本委 員 会(ACARD)は 関係 機 関 が この よ う な脅 威 に さ らされ て い る産 業 部 門 に優 先 的 に 可能

な 形 態 で緊 急 援助 を提 供 す べ きで ある と勧 告 す る。

■

5.5半 導 体 技 術 の 応 用 促進

半 導 体 技 術 は あ らゆ る種 類 の産 業 を 改 変 す る もの で あ るか ら・全 政 府 機 関は応用 担当チームを通 じ

て半 導 体 の利 用 を促 進 しな けれ ば な らな い 。本 委 員会(ACARD)は 政 府 機関 が以 下 の処 置 を取

る こ とを勧 告 す る もの で あ る。

i政 府 お よび 国有 産 業 の購 買政 策 を利 用 して,半 導体 技 術 の応 用 を刺 激 しな け れ ば な らな い。 し

か し,こ れ らは この分 野 に お け る進 歩 の 実験 台 で あ る ので,必 然 的 に 幾 つ か は失 敗 す る とい う こ

とを 認 め なけ れ ば な らな い 。第5。4.1節 に記 した戦 略 に応 じて 選択 され る分 野 を優 先 しな け れ ば

な らな い。

ii例 え ば,企 業 の 社 員 教 育 な ど に よっ て,産 業 にお け る この 計 画 の認 識 を高 め るた め に 財政 ・組

織 的 な援 助 を提 供 しな けれ ばな らな い。(養 成 に つい て は,第5.6節 で論 じる)。 この よ うな援

助 は最 近 の産 業 省 の イ ニ シ アチ ブに 基 づ い て提 供 しな けれ ばな らな い 。

ili本 質 は産 業 に対 す る 専門 的 助 言 か らな る財 政 ・組 織 的 な 援 助 を提供 しな けれ ば な らな い。 これ

は企 業 の 応 用 可能 性 に っい て 初期 的 な指 針 を 与 え る と同時 に,可 能性 を 実現 させ る方 法 を示 唆 す

る もの で あ る。 以 前 の経 験 か ら,こ の種 の計 画 は しば しば認 識 の深 化 に.役立 つ こ とが判 っ て い る。

援 助 で き る能 力 を もつ企 業 を含 め て,既 存 の研 究 協 会,政 府 の 研 究 機 関,お よび他 の専 門 的な助 言

を 与 え る こ とが で き る団 体 な どの資 料 に基 づ い て サ ー ビス を提 供 す べ きで あ る。 こ こで もま た,

本委 員 会(ACARD)は これ に対 処 す る産 業 省 の提 案 に 同意 す る もの で あ る。

iv新 製 品,新 し い サー ビスの 開発 を対 象 とす る政 府 計 画 に お い て は,半 導 体技 術 の応 用 を 包 含 す

る もの を重 視 す べ き で あ る。 将 来 の製 造 にお け る基 礎 にな る技 術的 に新 しい指 向 を もつ 産業 を政

府 が 優 先 しな けれ ばな らな い。 こ こで もま た,本 委 員 会(ACARD)は 産業 省 の イ ニ シ アチ ブ
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を支持 す る もの で あ るが,他 の国 に おい て様 々な方 法 で提 供 され てい る援 助 か らみ て,こ れ らす

べ ての イ ニ シ アチ ブは現 在 公 表 さ れ て い る計 画 の 範 囲 を か な り超 えな けれ ば な らな い もの で あ る

こ とを確 認 す る もの で もあ る。

Vこ の よ うな 計画 の規 模 は本 報 告 書 で指 摘 した応 用 の重 要 性 に 符合 す る もの でな け れ ば な らな い。

この 規模 が 半 導体 装 置 それ 自体 を援 助 す る計 画 の 規模 を上 回 る可能 性 は あ るが,予 備 評 価 に よれ

ば,計 画 着手 時 に1億 ポ ン ド程 度 が 必 要 で あ る。 に もかか わ らず,本 委 員 会(ACARD)は 半

導体 装 置 に 固有 な製 造 能 力 もま た重 要 で あ る とい う こ とを確 信 す る もの で あ る。 す な わ ち,産 業

省 お よびNEDO電 子部 品 セ クタ ー ・ワ ー キ ン グ ・パ ー テ ィが 確 立 した戦 略 に 同意 す る もの で あ

る。

全 政 府 機 関 が購 買 を通 じて応 用 の認 識 を深 化 させ,応 用 を促 進 させ る こと に対 して責 任 を もつ が,

上記 項 目ll～Vお よ び次 第 で説 明 す る養成 計 画 に つい ての 責 任 は主 に産 業 省 が負 うべ きで あ る。 本

委 員 会 は この責 任 を完 遂 す る案 が 明 らか に され る こ とを勧 告 す る もの で あ る。

●

5.6教 育 お よ び 養 成

半 導 体 技 術 は 家庭 生 活 お よ び労 働 を変 化 させ る もの で あ る。CSEお よ びGCEt`o"お よ び"

A"レ ベ ル の教 授 細 目 を含 む学 校 の カ リキ ュ ラ ム は この 変 化 を考慮 に入 れ な けれ ば な らな い。 従 っ

て,教 育審 議 会(theSchoolCounci1)に 早 急 に これ を実 施 す べ きで あ る こ とを勧 告 す る。

総 合 大 学,工 芸 大 学 お よ び工 業 大 学 は半 導 体 技 術 に よって もた らされ る需 要 に 対処 す るた めに,

設 計 者,生 産 技 術 者 ・作 業 員 を養 成 す る コ ー ス を設 置 しな けれ ばな らな い。 従 っ て,本 委 員 会 は教

育科 学 省 に適 切 な コ ース案 を明 らか に す る こ とを勧 告 す る。 これ らコー ス は雇 用 省 お よ び人 材 サ ー

ビ ス委 員会 と協 力 して準 備 され な けれ ばな らない 。 目標 は5年 以 内 に,半 導 体 技 術 の利 用 を抑 制 す

る 要因 で あ る適 格 な 人材 の不 足 を解 消 す る こ とで あ る。

年 間5百 万 ポ ン ド程 度 の費 用(第4.3節)で,半 導 体 技 術 の応 用 に っ い て資格 獲 得 者 の 教 育 お よ

び職 務 内教 育 を 実施 すべ きで あ る。 これ を なす 団 体 に は,職 業教 育機 関,研 究 協 会,工 業 大学,工

芸大 学,総 合 大 学 お よび産 業 それ 自体 が 含 まれ る もの とす る。 従 っ て,本 委 員 会 は,こ れ ら計 画 が

産 業 省 の指 示 に よ って統 合 され る こ とを勧 告 す る もの で あ る。

●

5.7雇 用

所 定 レベ ル の生 産 また は活 動 で は,半 導 体 技 術 は 肉体 的 な通 常 の 仕事 を減 らす が,多 くの頭 脳 労

働 を 変 化 させ る と共 に,創 造 力 お よび技 術 を もつ 人材 の需 要 を増 加 させ る もの で あ る。

プ ロセ ス 自体 はい くっ か の最 も極 端 な予 測 ほ どに は 激 変 しな い と思 わ れ るが,10～15年 の 間 に

わ た っ て,多 くの産 業(製 造,サ ー ビ スの両 産 業 を 含 む)に お け る雇 用 の質,形 態 が 影 響 を受 け る

の は 確 実 で あ る。 この 変 化 に は各 産 業 間 で 時間 的 な 差 が あ る こ とはい うま で もな い。 従 っ て,本 委
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■

員 会(ACARD)は,政 府,産 業 が この よ うな 変化 に っい て可能 な 限 り早 い 時期 に 警 告 を発 す る

こ とが で き,し か もこれ に そ っ て社 会 的 に容 認 で きる方 法 で,か っ ス ム ー ズに 事 を運 べ る処 置 を計

画 で き る よ う研 究 を進 め る こと を勧 告 す る。 この処 置 に よっ て,雇 用 の性 質 に突 然 予 想 して もい な

か った 変化 が 起 き る とい う恐 れ を少 な くす る こ とが 可 能 に な る か,そ うで な けれ ば,こ の 変 化 は半

導体 技 術 か ら利 益 を得 る こ とを 目論 む イ ギ リス に とっ て障害 に な る。

以 上 は別 なACARDワ ー キ ン グ ・パ ー テ ィの副 議長,ジ エ ム ス ・メ ンタ ー(SirJamesMen-

ter)が 現 在検 討 して い る事 項 で あ る。本 委 員 会(ACARD)は,半 導 体 技 術 の 進 歩 は これか ら

の10～15年 間 に お い て最 も重 要 な変 化 で あ る と確 信 して い る。

■

5.8将 来

上 記 勧 告 は製 造,サ ー ビス産 業 の ほ ぼ あ らゆ る部 門 に わ た り短 期 間 で行 った 調 査 か ら引 き出 され

た もので あ る。 い くつか の点 か らみ れ ば,反 相 的 な もの もあ る と思わ れ るが,そ れ に もか か わ らず,

本 委 員 会(ACARD)の 勧 告 は 総体 的 に みれ ば,政 府,産 業 界 に力 説 した戦 略 に 合 致 す る もの で

あ る こ とを確 信 して い る。 よ り詳 細 な 調査 を続 行 して,成 果 を実 際に数 量 的 に示 さな け れ ば な らな

い 。 時 間 は な い の で,た だ ち に着 手 す る必 要 が あ る。

●

'

ノ
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F・ 西 ドイ ツの第3次 情 報 処 理 振 興 政 策

(5.デ ー タ処 理 ア プ リケ ー シ ョンの 促 進 の項 鼓 す い)

5.1ソ フ ト ウ ェ ア 市 場,そ の 助 成 の 原 則

5.1.1西 独 の ソ フ ト ウ ェ ア 市 場
亀

昨 年 の デー タ処 理 シ ステ ムの 利用状 況 を み て み る と,装 置 の 稼 動 に 要 し た コ ス トの増 加 率 が,

ハ ー ドウ ェアの コ ス トの そ れ を は るかに 上 回 ってい る こ とが わか る 。 この こ とか ら,今 年 は ほ

とん どの ユ ー ザ ーの 場 合,装 置 の メ ンテ ナ ン スと稼 動 に か か る コス トな らび に ア プ リケ ー シ ョ

ン ・ソ フ トウ ェアの 開 発 あ るい は その 購 入 と メ ンテ ナ ン スの コス トが,ハ ー ドウ ェアの コ ス ト

に追 い つ くので は ない か と思 われ る。

こ の コ ス トの か な りの 部 分 は,ア プ リケ ー シ ョ ン ・ソ フ ト ウ ェ ア が 占 め て い る 。 ユ ー ザ ー 自身 が

ソ フ ト ウ ェ ア を 開 発 す る よ う に な っ た 原 因 に つ い て 調 査 し た1973年 の 報 告 書 注1に よ る と,プ ロ グ
'

ラ ム の90%は ユ ー ザ ー に よ っ て 開 発 さ れ,残 りの わ ず か10%が ハ ー ド ウ ェ ア ・メ ー カ ー や ソ フ トウ

ェ ア ・ハ ウ スに ょ る もで あ る とい う こ と が 明 ら か に な っ た 。

西 独 の ソ フ ト ウ ェ ア 市 場 の 特 徴 は,売 り手 が 無 数 に い て,先 の 見 通 し が つ か な い こ と で あ る 。 売

り手 と し て 次 の よ う な グ ル ー プ を 挙 げ る こ と が で き る 。ハ ー ドウ ェ ア ・メ ー カ ー,ソ フ ト ウ ェア ・

ハ ウ ス,コ ン サ ル タ ン ト会 社,計 算 サ ー ビ ス ・セ ン タ ー,デ ー タ 処 理 装 置 の ユ ー ザ ー(こ れ らの ユ

ー ザ ー た ち は 次 第 に 自分 た ち の 必 要 に 応 じ て プ ロ グ ラ ム を 開 発 し,市 場 に 出 す よ うに な り つ つ あ る。)

ISISソ フ トウ ェ ア ・レポ ー トは,ハ ー ドウ ェ ア ・メ ー カ ー を 除 く こ れ らの ソ フ ト ウ ェ ア供 給 者

の 概 観 を載 せ て い る 。 そ れ に よ る と,「 商 用 プ ロ グ ラ ム 」,「 科 学 技 術 プ ロ グ ラ ム 」,「 シ ス テ ム

/サ ー ビ ス ・プ ロ グ ラ ム 」 の3種 類 の プ ロ グ ラ ム の 割 合 は 過 去3年 間 は ほ と ん ど 変 わ っ て い な い こ

と が わ か る 。(第7表 参 照) ●

、

注1:出 典LOGON-Report1973年
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第7表ISISソ フ ト ウ ェ ア ・レ ポ ー トに ょ る プ ロ グ ラ ム の 種 類 別 に み た 割 合

プ ログ ラム の種 類 1973 1974 1975

商用 プ ロ グラ ム 56% 59% 57%

科 学 技 術 プ ロ グ ラ ム 15% 13% 13%

シ ス テ ム/サ ー ビ ス プ ロ グ ラ ム 29% 28% 30%

供給 され た プロ グ ラム の統 計 525 668 866

出 典:ISISソ フ トウ ェ ア ・レ ポー ト1973年6月,1974年8月,1975年10月

Infratest会 社)

第8表 は,プ ロ グ ラムの 種 類 に よ って どの よ うな プ ロ グ ラ ム言 語 が使 われ てい る か を表 わ した も

の で あ る。商 用 プ ロ グ ラムは,ほ とん ど60%がCOBOLで 書 か れ てい る。科 学 技 術 プ ロ グ ラ ムの 場

合 は,約90%がFORTRANで あ り,そ れに 対 して,'シ ステ ム/サ ー ビス ・プ ロ グ ラムの 場 合 は65%

第8表 適 用 プ ロ グ ラム言 語(プ ロ グ ラムの 種 類 別 の 割 合,重 複 し てい る こ と もあ る)

プ ロ グ ラム言 語 商 用 プ ロ グ ラム 科 学 技 術 プ ロ グラム
シ ス テ ム/サ ー ビス

プ ロ グ ラ ム

FORTRAN1974 9 80 一

1975 9 88 3

ASSEMBLER1974 23 13 52

1975 22 12 65

COBOL1974 54 一
19

1975 58 一
15

RPG1974 13 一 一

1975 17 一
1

出 典:ISISソ フ トウ ェ ア ・レ ポ ー ト1974年10月,Infratest会 社

がASSEMBLERで 書 か れ て い る 。ま た,プ ロ グ ラ ム の 種 類 別 の 使 用 頻 度 も様 々 で あ る
。(第9表

参 照)こ れ に よ る と,シ ス テ ム/サ ー ビ ス ・プ ロ グ ラ ム が 最 も平 均 し て お り,科 学 技 術 プ ロ グ ラ ム

第g表 プ ロ グ ラ ム の 使 用 頻 度(%)

プ ロ グラ ムの種 類 0～5 6～10 11～20 20

商 用 プ ロ グ ラム

科 学 技 術 プ ロ グ ラ ム

シ ス テ ム/サ ー ビ ス ・プ ロ グ ラ ム

73

90

58

15

5

8

8

3

6

4

2

28

出 典lISISソ フ トウ ェ ア:レ ポ ー ト1975年10月Infratest社
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が最 もか た よ って い るこ とが わか る。

第10表 ソ フ トウ ェ ア ・ハ ウ ス お よ び コ ン サ ル タ ン ト会 社 に つ い て

項 目 1973年 1974年

利用 された会社数 68 71

総売上げ高(100万DM) 198 210

従業員数 3100 2700

各社の平均的な売上げ高(100万DM) 2.9 2.9

〃 〃 従 業 員数 46 38

従業員1人 当 りの平均売上げ高(千DM) 68 76

出 典:ISIS会 社 レポ ー ト1974年8月,1975年10月Infratest社

第11表 ソ フ ト ウ ェ ア ・ハ ウ ス と コ ン サ ル タ ン ト会 社 の 構 造

従業員数による会社の規模 全体の割合(%)

0～20人 29

21～50 51

51～100 15

100人 以上 5

売上げによる分類
会社数全体に対する割合 総売上げ高に対する割合

(単 位100万DM) (%) (%)

0～2 48 19

2～4 27 26

4～10 20 29

10以 上 5 26

出 典:ISIS会 社 レポ ー ト75年10月Infratest社

(65社 を対 象 とし た 。)

ア プ リケ ー シ ョン ・ソ フ トウ ェ アの 分 野 で ソ フ トウ ェア ・ハ ウ ス と コ ンサ ル タ ン ト会社 が,ど れ

位 の売 上 げ を 上 げ たか とい う正確 な数 字 は わ か ってい な い 。 とい うの は,1つ には 多 くの 小会 社 の

売 上 げ が っ か め な い 乙と,そ し て,戸 ンサ ル タ ン ト,ソ フ トウ ェア,訓 練,計 算 サ ー ビ スな どに対

す る売 上 げ を分 類 す るこ と は,ほ とん どで き ない た め で あ る。第10表 は,ISIS会 社 レポ ー トに よ

って 明 らか に され た比 較的 大 規 模 な 会社 を対 象 と した数 字 で あ る。 それ に ょ る と,1973年 と74年 の

2年 間 で各 社 の平 均 売 上 げ高 に 大 きな 変化 が ない の に 対 して,各 社 の 平 均 従 業 員数 は減 ってお り,

それ と と もに従 業 員1人 当 りの 売 上 げ高 が 増 えてい る こ とが わか る。対 象 とな った会 社(計 算 サ ー

ビス'セ ン タ ーは除 外)の 総売 上 げ は,わ ず か に 上 っ てい る。
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第11表 は 、ζの分 野 の 会社 の 構成 の 一部 を表 わ した もので あ る。 対 象 とな っ た65社 の う ち,従 業

員数 が50名 以 下の と こ ろが80%,100名 以上 の従 業 員 を抱 え る と ころ は わ ず か5%に す ぎない 。売

上 げ別 に み て み ると,年 間 売 上 げ が400万DM以 内 の 会社 が,65社 中75%で,こ れ は65社 全 体の 売

上 げ 高の わず か45%で あ る。全 体 の30%に あ た る会 社 が計 算 サ ー ビス ・セ ン ター と し ての 業務 を行

な ってい る。そ の うらの15%の 会 社 は,そ の業 務 を外 地 の支 店 で 扱 わせ てい る。

.

●

中 小 の 会社 に と って,計 算 サ ー ビス ・セ ン ターは デ ー タ処理 アプ リケ ー シ ョンの面 で重 要 な

役割 を演 じて い るの で あ る。西 独 で は300か ら400に の ぼ る この よ うな会社 が,年 間約10億D

M畦 の 売 上 げ を上 げ てい る 初 と思 われ る。

こ の中 に は,一 部 の ソ フ トウェ ブ ・ハ ウ スや コンサ ル タ ン ト会 社 の よ うな 大手 の会 社 の 計算 サ ー

ビス ・セ ンター も含 まれ てい る。 第12表 は,こ の分 野 の 構成 が ソ フ トウ ェ ア ・ハ ウ スの それ と類似

して い る こ とを示 してい る。す な わ ち,多 くの小 会社 の 売 上 げ は,全 体 の売 上 げ に対 して ご くわ ず

か な割 合 で し か ない とい う点 で あ る。第13表 は,計 算 サ ー ビ ス ・セ ン ター の業 務 内容 を表 わ した も

の で あ る 。中 小 会社 の計 算 サ ー ビ ス ・セ ンター は,中 規 模 な ハ ー ドウ ェ ア ・メー カ ー と直接 競 合 す

るこ とが よ くあ る。

第12表 計 算 サ ー ビス ・セ ンタ ーの 売 上 げの 構 成(対 象66社)

売 ヒげ(100万DM) 会社総数に対する割合(%} 全売上げ高に対する割合船

0～2

2～5

5～10

10以 上

56

26

11

7

15

21

21

43

出 典:構 成 の 分 析1部,ド イ ツ計 算 セ ン ター協 会

将 来,ソ フ トウ ェアに 要 す る費 用 は,ハ ー ドウ ェアの コス トを 凌 ぐこ とに な ろ う。従 っ て,こ の

分 野 に お け る合理 化 を促 進 す るこ とが どうし て も必 要 とな って く る。 例 えば,不 必 要 な 重 複 した 開
●

発 を避 け,適 用 の 簡単 な メ ンテ ナ ンスの楽 な ソ フ トウ ェアを開 発 す るこ とが で きれ ば コス トの 削減

に 役 立つ だ ろ う。特 に中 小 の 会 社 の 場 合,経 済性 を考慮 して特 殊 な開 発 よ り もむ し ろ市場 に提 供 す
●

る汎 用 性 の あ る プ ロ グ ラ ム を 開 発 す る準 備 を進 め る べ き で あ る
。 ま た,大 部 分 の ハ ー ドウ ェ ア.メ

ー カ ー が ソ フ トウ ェ ア と ハ ー ドウ ェ ア を 別 個 に 考 え て い る とい う事 も,こ の 分 野 の 会 社 に よ る ソ フ

トウ・ア醐 へ雌 出細 した一因である・しかしそれに もかかわ らず・適用範囲の広い・タンダ

x注:出 典 一構 成 の 分 析 ド イ ツ 計 算 セ ン タ ー 協 会(Verba
ndDeutscberRecbenzenrenr)

Georgswa1112,3000Hannover
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第13表 計 算 サ ー ビ ス ・セ.ンタ ーの業 務 内 容(対 象66社)

業 務 内 容 対象会社の割合舶

デ ー タ収 集 72

デ ー タ処 理 100

計算時間の販売 54

プ ロ グ ラム の作成 96

シ ステ ム の分 析 77

組織 68

ソ フ ト ウ ェ ア作 成 と オ ペ レ ー シ ョ ン 49

出 典:構 成 の 分 析1部 ドイ ツ計 算 セ ン タ ー協 会

一 ド ・ソ フ トウ ェア の 売 り上 げ は期 待 され た程 の躍 進 を とげ なか った 。 こ の売 り上 げは,ソ フ トウ

ェ ア ・ハ ウスお よ び コ ンサ ル タ ン ト会 社 の総 売 り上 げ の10%に も満 た ない もの だ った よ うだ 。 その

原 因 とし て,次 の こ とが 考 え られ る 。

一提 供 され た プ ロ グ ラム の大 部 分 に,ユ ーザ ーが 必 要 とす る フ レキ シ ビ リテ ィが欠 除 し てい た こ と。

一同業 者 間 で さ え構 造 的 に大 きな違 い が あ るとい う点 を顧 慮 す るこ とが 非常 に 困難 で あ った こと 。

一 プ ロ グ ラム を提 供 す る側 に,非 常 に 経費 のか か る ス タ ン ダー ド ・ソ フ トウェ アの開 発 の た め の事

前 金 融 をす るだ け の資 本 の 蓄積 が な か った こ と。

一 プ ロ グ ラム供給 者 の ほ とん どは 狭 い範 囲 に限 られ てお り,広 範 囲 の 販 売 を思 うよ うに行 な うこ と

が で きなか った こ と。

ソ フ トウ ェ ア市場 の この 激 しい 競 合 状 態 は来 年 も続 け られ るだ ろ う。こ の競 合 に よ っ て次 第 に よ

り大 きな企業 が誕 生 し,場 合 に よ って は,異 な った分 野 の 企 業 同志 の 協 力 を促 進 す る こ とに な ろ う。

それ と同時 に専 用 プ ロ グラ ム を開発 す る小 規 模 な企 業 も生 き残 る こ とが で きるだ ろ う。

5.1.2助 成 の対 象 とな る分 野

ア プ リケ ー シ ョン ・プ ロ ジ ェ ク トの助 成 は特 に次 にあ げ る分野 に対 して重 点 的 に 行 な われ る。

■

一 デ ー タ バ ン ク ・ソ フ ト ウ ェ ア:情 報,処 理,意 思 決 定 シ ス テ ム(5.2)

一 健 康 管 理(5 .3)

一教 育 制 度(5 .4)

一技 術 革 新(5 .5)

助 成 は,ユ ー ザ ー,ユ ー ザ ー ・グ ル ー プ お よ び 西 独 ま た は 欧 州 に ベ ー ス の あ る ハ ー ドウ ェ ア ・メ

ー カ と ソ フ ト ウ ェ ア ・ハ ウ ス,そ れ に 大 学,研 究 所 に 対 し て 行 な わ れ る 。
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、

その 他 に も助 成 の 対 象分 野 と して 重要 視 され るのは,一
の開 発 で あ る。 これ は,西 独 ま たは 欧 州 に根拠 地 を もつハ ー ドウ ェ ア ・メー カー に 対 して援 助 が与

え られ る。 デ ー タや顧 客 プ ログ ラム を助 成 され るデ ー タ処理 装 置 に移 す作 業 に 対 す るサ ポ ー ト も含

まれ る。

また次 の2つ の 分 野 も助 成 の 対 象 とな ってい る 。

一遠 隔 デ ー タ処 理 シ ス テ ム(5 .7)

一 パ タ ー ン 認 識 及 び 処 理(5 .8)

その 結 果 は,多 くの デー タ処 理 ア プ リケ ー シ ョンに と っ て同 じよ うに重 要 で あ る。

5.1.3助 成 の 標 準

ア プ リケー シ ョン ・プ ロ ジ ェ ク トは 有 力 な欧 州 の デ ー タ処理 産 業(第4章)を 創 設 す る こ と を顧

慮 して選 出 され,結 成 され た の で あ る。 ソ フ ト ウェ ア ・パ ッケー ジは,助 成 の 対 象 とな っ た計 算 機

に 適用 で き るよ う開 発 され な けれ ば な らな い 。特 に,新 市場 を 開 拓 で き る よ うな アプ リケー シ ョ ン

システ ムは,ド イツ あ るい は欧 州 の ハ ー ドウ ェア ・メー カ ーの装 置 を投 入 し て開 発 され な けれ ば な

らな い 。

も

問 題解 決 装 置 と し ての デー タ処 理 システ ムの 機能 は,そ の問 題 領 域 に お け る デー タ処理 の組

織 的,技 術的 な統 合 に よ っ て決 ま るの で あ って,個 々の部 分(計 算 機,遠 隔 処理 装 置,プ ロ グ

ラムの 一部 な ど)の 性 能 だ けに依 存 してい るの で は ない 。従 っ て,ア プ リケ ー シ ョン分 野 に お

け るデー タ処理 の 統 合 とデ ー タ処 理 を その 他 の 合理 化 の手 段 とか み 合 せ る努 力 を強 化 しな けれ

ば な らな い 。 目標 は,個 々の 装 置 の 部品 を完 全 にす る こと よ り も,ア プ リケー シ ョン ・シス テ

ムの 総 体 と しての 機 能 の 程 度 を高 め る ことで あ る
。 そ の ため に は,デ ー タ処理 技 術 を向 上 させ,

ユ ーザ ー に とっ て信頼 の お け る経 済 的 かつ 簡単 な解 決 策 を考 えな け れ ば な らない
。

ア プ リケ ー シ ョン ・プ ロ ジ ェ ク トの援 助 は,ユ ーザ ー や その 団体 あ るい は そ の 他 の 公共 施 設 お よ

び サ ー ビス機 関 や デー タ処 理 産 業(ソ フ トウ ェア ・ハ ウス も含 む)に よ っ て開 発 され た もの を,そ

れ ぞ れ の責任 に おい て 管理 し・ さ らに発 展 させ,普 及 す る こ とが で き るよ うな状 態 に ま で もって い

か な ければ な らな い 。

実 際 に必 要 と され る問 題解 決 を 引 き出 す ため に熟 練 した ユ ー ザ ー と緊 密 な協 同 作業 を進 め て

い るパ イ ロ ッ ト ・プ ロジ ェ ク トに 対 し て特 に 援助 を 与 え る。 この よ うな プ ロ ジ ェ ク トを次 第 に
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実 現 させ てい く こ とに よ って,そ の 過 程 上 に あ る危 険性 は少 な くな るだ ろ う。

しか し,全 く新 しい開 発 あ るい は改 良 され た開 発 を,対 象 と な るユ ーザ ー す べ て の場 合 に あ て は

め て援助 す る こ とは不 可 能 で もあ り,効 果 的 な方 法 とは い え ない 。 そ こで,特 別 な パ イ ロ ッ ト ・ユ

ー ザ ーの 利用 す る比 較 的大 きな開 発 に焦 点 を あ て て援助 す る
。

た っ た一つ の ユ ー ザ ー が パ イ ロ ッ ト ・ユー ザ ー にな ると,プ ロ グ ラム ・シス テ ム は機 能 的 に も組

織 的 に もその ユー ザ ー だ け に 合 うよ うに 設計 され て し ま うの で,そ の危 険 を 防 ぐた めに も,ま た 中

小 企 業 の 適用 を可 能 に す るた め に も,開 発 の最 初 か らよ り広 い 適用 範 囲 を 目 ざ し,適 宜 その範 囲 を

広 げ る措 置 が とれ るよ うな機 能 を もたせ た開 発 を行 な わ な けれ ば な らな い 。

連 邦 政 府 は,援 助 の 規 準 とし て次 の よ うな条 件 を出 し てい る。

一援助 の結果 ,提 供 され るサ ー ビス内容 が拡 が り,改 良 され,安 くな る こ と。

一援 助 の結 果 ,経 済 的 に 合 理 化 され,効 率 が 良 くな る こ と。

一援 助 の結果 ,ユ ーザ ーの 労 働 条件 が 改良 され る こと 。

一援 助 に よ って
,ア プ リケ ー シ ョンの問 題 領域 の申 で 、よ り効 果 的 な デ ー タ処 理 の組 織 的,技 術 的

な統 合 を達 成 す るこ と 。

一援 助 の 結果 と,開 発 の過 程 で 得 られ た ノ ウハ ウが,欧 州 の デー タ処 理 産 業 の 強 化 を もた らす こ と。

一援 助 に よ って
,ア プ リケ ー シ ョン問 題 に 対 す る処 理 技 術 な らび に そ の問 題 解 決へ の オ リエ ンテー

シ ョンが期 待 され る。

一援 助 に よ って
,デ ー タ処 理 ア プ リケー シ ョ ンの普 及 を妨 げ る技 術的,組 織 的 な 障害 を撤 去 す る 。

一公 的 な援助 に よ って 開発 され たプ ロ グラ ムに 基 い て
,そ の 後 さ らに,援 助 を受 けず に 開発 を進 め

てい け るよ う設 計 され る 。

一援助 額 の程 度は ,将 来 予 測 され るデ ー タ処 理 ア プ リケ ー シ ョンの必 要 性 の程 度 に 比例 す る。

社 会 の あ らゆ る領域 あ るい は プ ラ イベ イ トな生活 に お け るデ ー タ処 理 の絶 え間 な い発 展 の過 程 に

は,社 会 全 体 の発 展 を促 す 要 素 が潜 ん で い るの で あ る。 その こ と を常 に意 識 し,有 害 な 副作 用 を避

け て,そ の要 素 を十 分 に 生 か す よ う努 力 してい か なけれ ばな らな い 。専 門 的 な構想 に加 えて,そ れ

と関連 した,社 会 的 な分 析 と付 随研 究 も促進 され な けれ ば な らな い 。

■

5.2デ ー タ バ ン ク ・ソ フ ト ウ ェ ア,情 報/処 理/意 思 決 定 シ ス テ ム

産 業界 お よ び公共 機 関 に お け る情 報 処 理 システ ムは,処 理,プ ラ ンニ ン グ,意 思 決 定 を助 け,そ

の 合理 的 な基 盤 を 拡 げ る こ とに 貢 献 しな けれ ば な らな い。

産 業,科 学,行 政分 野 の情 報 シ ス テムの 構 成 作 業 は現 在進 行 中 で あ る。 しか し,開 発 は 当初 の 期

待 よ り も遅 く不 均 衡 で,予 想 外 の 問 題 も生 じた 。1960年 代 後 半に は まだ信 じ られ てい た包 括 的 な 総.
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■

合 シス テ ムの 製 作 に っ い て の楽観 的 な期 待 は 現 実 的 な観 点 に よ って打 ち消 され た 。 その 当時 進 め ら

れ て い た プ ロ ジ ェク トは,長 期 的 な総 合計 画 の 一環 と して設 計 され た部 分 シス テ ムの 開 発 を 目 ざす

こ とに な った 。

5.2.1開 発 の 現 状

高性 能 な コ ンピ ュー タに よ る情 報 処理 シ ステ ム製 作 の た め の 必 要条件 は,デ ー タの 管理,供 給,

変 更,送 付 の ため の適 切 な ソフ トウ ェ アを 自在 に 扱 うこ とが で き るとい う点 に ある 。 今 ま で の 援助

の 重 点 は デ ー タバ ンク ・ソ フ トウェ アの開 発 に お か れ て い た 。 この分 野 で は,Siemens社 の シ ス

テ ムGOLEM,SESAM,PRISMA,TelefunkenComputer社 のTELDOK,DBS,Sof-

tware社 のADABASが 助 成 され て い た 。

昨 年 提 供 され た デ ー タバ ンク ・ソ フ トウ ェ アは,機 能 や効 率 に 関す る要 求 を満 た し たが,増 加 す

る今 日のユ ー ザ ーの 要求 に対 し て,あ ま りに もフ レキ シ ビ リテ ィが少 な い ことが 証 明 され て い る。

この こ とは,将 来 よ り多 くな るユーザ ーの要 求 を満 たす こ と は全 く不可 能 か あ るい は 巨額 の 費 用 を

投 入 す る こ とに ょ って の み可 能 で あ る こ とを意 味 し てい る。 モ ジ ュラ リテ ィと イ ン タ ー フ ェイ スへ

の要求 が こ こで は 具 体 的 に重 要 で あ る。 デー タ バ ン ク ・ソ フ トウ ェアの 場 合,イ ン タ ー フ ェ イ スの

デー タの情 態 は その 他 の ソ フ トウ ェアに組 み合 せ る こ とが で き,様 々に組 み 立 て られ た 質 問/情 報

/処 理 システ ムに お い て 処理 す る ことが で きる よ うに 構成 され てい な けれ ば な らな い 。

デ ー タ バ ンク ・シス テ ムは,普 通 ハ ー ドウ ェア ・メー カ ー に よ って開 発 され る。

特 に 公 共機 関 の 場 合,複 雑 な問題 を解 決 す る ため に,デ ー タバ ンク とメ ソ ッ ドバ ン クに分 け られ

た デー タ バ ンク間 の 連動 が ま す ます必要 とな る。 色 々な場 所 に 散 在 してい る デー タを利 用 す る ため

の ハ ー ドウ ェアお よび ソ フ トウ ェアの 必要 条 件 が 研 究 され,改 良 されな けれ ば な らな い 。

現 在,様 々な デー タの分 類 法 とか,デ ー タ ・バ ン クの 言 語 が この目的 の 達成 をは ば ん で い る。 長

期 的 に は デー タ ・バ ン ク言語 の 標準 化 と 一連 の プ ロ グ ラ ム構 成 要 素 にお け る個 々の デ ー タ ・バ ン ク

の機 能 を組 織 的 に分 析 す る ことに よ って そ の対 策 を講 じ る こ とが で きる。 ま た,言 語 の多 様 性 を調

整 す るよ うな解 決 策 を探 す こ と も目的達 成 に 役 立 つ だ ろ う。

デー タ'バ ンク ・システ ム とデ ー タ通 信 シス テ ムの 両 方 に 通 用 す る イ ン ター フ ェ イ スを導 入 す る
ノ

ことに よ って様 々な デー タ ・パ ンク ・システ ムへ の 話 しか け を可 能 にす る試 みが す で に具 体 的 な ア

プ リケー シ ョン'プ ロ ジ ェク トに よ っ て公的 な分 野(土 地 制度
,'住 民)で 実用 化 され てい る。

デ ー タ'バ ンク'ソ フ トウ ェアの 開 発 と関 連 し て,複 雑 な シス テム との 通信 を改 良 す るた め の 語

学 的 な 方 法 も援助 の 対 象 とな って い る。

情 報 ・処 理 ・ 意思 決 定 が統 合化 され た システ ムへ の 援助 の場 合,重 点 は パ イ ロ ッ ト ・プ ロ ジ ェ ク

トを遂 行 す る こ とに 置 か れ る。 自動 デ ー タ分 析 の シス テ ムに 基 い て ,次 第 に開 発 が始 め られ,こ れ

に よ って計 算 機 は 処理 や プ ラ ンを提 示 す る手 段 とし て役 立 っ よ うに な る
。 産 業 界 の領 域 で は,特 に
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経 営 経 済 方 面 の情 報 シス テムの 完成 処理 の た め の プ ロ グラ ムが 促進 され る。 公 的 な領 域 で援 助 の 対

象 と な る もの は次 の 通 りで あ る。連 邦 政 府 の 内 政,財 政,会 計 事 務 の 自動 化 お よび ドイ ツ連 邦 特 許

庁 の た め の情 報 シス テ ムの開 発:住 民 お よ び土地 制度 の よ うな行 政 の 自動 化 計 画,(こ の計 画 は総

合的 な 適用 範 囲 の広 い シス テム の開 発 を 目 ざ し てい る。):地 方 自治 団体,地 域 団体,州 の 計 画 の

た め の計 算 機 の 導 入 一 ケル ン市 のDATUMとSiemens社 の協 力 に よ っ て,「 地 方 自治 団 体 計 画」

プ ロ ジ ェ ク トが発 足 した 。 その 他 の 自治 体 に も開 発 され た プ ロ グラ ムが導 入 され る こ とに な って い

る 。 デー タ処理 の社 会 的 な課 題 は デ ー タの機 密 保 護 に 関 す る研 究 な らび に職 場 の 構 成 に デー タ処 理

シス テ ムを 適 用 す る こ との効 果 に関 す る社 会 科 学 的 な 研 究 を行 な うことで あ る 。

情 報 シス テ ムの 構想 とそ の実 現 化 に必 要 な組織 的 な 努 力 は ま だ始 め られ たば か りで あ る。現 在 こ

の 仕 事 に 従 事 し てい るの は,組 織 と 自動 化 に関 す る経 営 経 済研 究 所(Betriebswirtscbaftlic-

henInstitutforOrganisationSndAutomation=BIFOA)と ドイ ツ機 械 製 造 工 場 連 盟

(VereinDeutscherMaschinenbananstAlten-VDMA)で あ る。 それ 以 前 は,大 部 分 が マ

ニ ュア ル な方 法 を採 用 して い た ため に,標 準 化,適 合性,互 換 性 へ の努 力 が妨 げ られ てい たの で あ

る。従 って,そ れ ま では組 織 間 の 通 信装 置 と して の情 報 システ ムの 開発 は ほ とん ど され なか っ た 。

この よ うな将 来 に向 け ての研 究 や 開発 計 画 の ほか に,ソ フ トウ ェア ・ハ ウ スや ユ ー ザ ー の共 同施

設 の プ ロジ ェク ト も助 成 され る。

こ こで 役 に 立 つ ア プ リケー シ ョ ンの知 識 は,す で に 市場 で 必 要 と され,適 用範 囲 の広 い ソ フ トウ

ェ ア(標 準 化 され た ソ フ トウ ェア ・パ ッケ ー ジ)に 変 え られ る。 それ に よ っ て特 に 産 業界 の 中 小 の

企 業 は比 較 的安 い値 段で ソ フ トウ ェアを 買 うこ とが で き る。 それ と同時 に経 済 全体 の 観 点 か ら も,

供 給 側 の改 良 に ょ って実 現 した この よ うな 多 くの ユ ー ザ ー に適 用 で き る ソフ トウ ェア は,こ れ まで'

各 ユ ー ザ ーが別 個 に 行 な ってい た 二重 三 重 の 開 発 を不 要 な もの に した 。 これ まで に120の プ ロ グ ラ

ム ・パ ッケ ー ジが完 成 され て お り,現 在70の パ ッケー ジが 開発 中 で あ る。 この場 合,焦 点 とな るの

は,マ ネ ジメ ン ト ・プ ロ グ ラム,シ ス テム お よ び サ ー ビ ス ・プ ロ グ ラム,科 学 技 術 プ ロ グ ラ ムで あ

る 。市 場 に1年 以上 出回 って い るプ ロ グラム は,平 均8回 は売 買 され てい る。 この 中 に は,計 算 サ

ー ビス ・セ ン ターが 適用 した プロ グラ ムの 利 用 回数 は 含 まれ て い ない 。後 で 開 発 され た プ ロ グ ラム

が,最 初 に 開 発 され た もの よ りも良 く売 れ る とい うこ とは,標 準 化 の効 果 が それ だ け大 きか っ た こ

とを示 して お り,そ の結 果,市 販 可 能 性 が 向 上 した わけ で あ る。 この こ とは,何 度 も適用 で き る ソ

フ トウ ェ ア ・テ ク ノ ロ ジ ーを習得 し,実 現 化 の 可能 性 を公 正 に評 価 す る こ とが で きた こ とを証 明 す

る もの で あ る。

5.2.2目 標

主 な課 題 は,現 在 市 場 で売 られ て い るデ ー タ ・バ ン ク ・ソ フ トウ ェ アの 種 類 を制 限 し,最 もひ ん

ぱ ん に 出 て く る問 題 の カ テ ゴ リーに 焦 点 を しぼ る こ とで あ る。整 理 の 段 階 で,不 要 な シ ステ ムの 種
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類 を削 減 し てい か な けれ ば な らな い。将 来,デ ー タ処 理 シス テ ムを開発 して い く場 合 ・共 通 言語 や

モ ジ ュー ル に ょ っ て手 ごろ な費 用 で ユ ー ザ ーの必 要 とす る新 た な特 性 を備 え る こ とが で き る よ うに

な るだ ろ う。 それ に ょ って次 の こ とが 可 能 に な る。

一計 算 機 の 中 に ス トア され てい るデ ー タ ・パ ン ク と,そ の折 々の ユ ーザ ーの 要請 を切 りは な す こ と

が で き る。

_ユ ーザ ーの 要 請 が変 っ て も,新 たに デ ー タ ・パ ン ク ・シス テムを開 発 す る こ と な く・ それ に 合 わ

せ て デ ー タ処 理 を行 な うこ とが で き る。

一 ポー タ ビ リテ ィが か な り高 ま り,一 つ の シス テ ム ・フ ァ ミ リーの 内部 で他 の デ ー タ処 理 シ ステ ム

へ の移 行が 容 易 に な る。

企 業 や行政 機 関 に とっ て,多 種多 様 な プ ラ ンニ ング,処 理,意 思 決 定 に 役立 つ シ ステ ム の開

発 は ど うして も必 要 で あ る。 この よ うな シス テ ムに よ って,益 々,複 雑 化 す る問題 を展 望 し,

処理,プ ラン ニ ン グ,意 思 決 定 の そ れ ぞ れの 過 程 を速 め,短 縮 す る こ とが で きるの で あ る。計

算 機 とい う手 段に よ って,よ り複雑 な 方 法 を 導入 す る こ とが で きる。 ハ ー ドウ ェア と ソ フ トウ

ェアは,専 門家 と システ ム の直 接 的 な相 互 作用 を可 能 に す る もの と言 っ て よ いだ ろ う。 企 業 お

よ び行 政機 関 に お け る業務 の プ ロセ スは さ らに 合理 化 され る こ とに な ろ う。 この 二つ の 分 野 に

あ って は,常 に 変化 す る要請(例 え ば宣 伝 とか政 治 的 な優 位 性 な ど)に 対 して以 前 よ り もよ り

迅 速 に,よ り柔 軟 に反 応 で き るよ うな状 態 を保 ってい な けれ ば な らな い 。 コ ン ピ ュー タに基 い

た情 報 シス テムの 導 入に よ っ て,企 業 や行 政 機 関 内部 の作 業 能 率 が上 るだ け で な く,外 部 に対

して も新 しい,質 の良 い サ ー ビス業 務 を提 供 す る こ とが で き るので あ る。

情 報,処 理,意 思 決 定 の統 合 的 な シス テ ムの 導入 に伴 い,そ の シス テム の組 織 的,社 会 的 な 機 能

が 注 目 され るこ とに な るだ ろ う。 この よ うな 機能 は,職 場 で 直接 その シス テ ム を扱 った り,あ るい

は 市民 が 直接 それ と係 りあ った場 合 に この 機能 は理 解 され,分 析 され るの で あ る。 その 結 果,社 会

的 に問 題 の あ る開 発 は早 め にチ ェッ クされ,場 合 に よ っ て は中 止 され る こと もあ る。

5.2.3助 成 策

デー タ ・バ ンク ・システ ムの 分 野 で は,再 開 発 の 可 能性 に 関 す るオ リエ ンテ ー シ ョンや様 々な 開

発 の 方向 を統 合す るのに 必要 な作 業 が助 成 され る。 この助 成 の 中心 は,総 合 デ ー タバ ン ク機 能 と そ

の範 囲 の 設定,機 能 とア プ リケ ー シ ョン ・プ ロ グ ラム,ユ ーザ ーのた め の デ ー タバ ン ク言語 の 研 究

開 発,多 様 な構 成 の デー タ バ ン クを変 換 す る方 法 の開 発 な どに 置 かれ る。

改良 され た新 しい デー タ バ ンク ・ソ フ トウ ェ アの開 発 に あ た って,次 の よ うな シス テ ムが 援助 の

対 象 と な る。す なわ ち,経 済性 の あ る もの,デ ータバ ン ク間 の連 結 を可 能 に す る もの,デ ー タの 機

密 ろ う えい に対 し て プ ロ グ ラム技 術 的 に予 防措 置 を と るこ とが で きる シス テ ム な どで あ る。 これ ら
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の開 発 の過 程 で,効 率 の 良 い小 型計 算 機(場 合に よ って は そ れ を連 結 し て)に よ る置換 の可 能性 も

試 め され る。

行 政 機関 や企 業 に お け る作 業 の領 域 を決 め た り意思 決 定 をす る段 階 で,情 報 を拡 張 し た り,ま と

め た りす るこ とに よ って プラ ンニ ン グ,処 理,意 思 決 定 に役 立 つ 手 段 を提 供 し,処 理 の 方 法 に つい

て提 案 を し,訓 練 を必 要 とし な い よ うな情 報 シス テ ムの開 発 も促進 され る。

この よ うな要 請 に 答 え る情 報 シス テ ムを合理 的 に開 発 す るた め に は,広 範 囲 の技 術 的 な 知 識

と機械 が必 要 と され る訳 で あ るが,現 在 それ だ け の もの は 十 分揃 っ てい る。従 っ て,コ ン ピ ュ

ー タに 基 く情 報 お よ び通 信 シス テ ムや ソ フ トウ ェア技 術 の プ ラ ン
,作 成,記 述,分 析 の た め の

総 合 的 な方 法,装 置,原 則 を 今 ま での経 験 の積 み重 ね を十 分 に 生 かす こ とに よ って創 造 し てい

か な け れ ば な らな い 。

◆

情 報 シ ステ ム を開 発 す る際 に,コ ミュニ ケー シ ョンと テキ ス ト処理 の新 しい 可能 性 を考 えて

い くべ きで あ る。 それ に よ っ て,職 場 にお け るデ ー タ処理 の 合 理 化 の可 能性 が 開 け るだ ろ う。

標準 化 さ れ た ソ フ トウ ェ ア要 素 か ら構 成 され,個 々の ユ ーザ ーの 問題 を解 決 して くれ るよ う

な 適用 範 囲 の広 い ソフ トウ ェアの 開発 は,特}と 中 小 企 業 に と っ て役 立 つ だ ろ う。

広 範囲 の開 発 を必 要 とす る アプ リケー シ ョン分野 に関 す るユ ーザ ー団体 の共 同 作業 で は,必 要 と

され る ソ フ トウ ェア要 素 に つ い ての 枠組 み を決 め,そ れ を実 現 し てい かな けれ ば な らな い。 分 析 と

開 発 の 中心 は,完 成 以 前 の 要 素 か ら個 々の プ ログ ラム を作 成 し,総 合 す るた めの 方策 と,技 術 的,

組 織 的 な デ ー タ処 理 ア プ リケ ー シ ョンであ る。 それ に よ って,中 小 企 業 が よ り複 雑 な デ ー タ処 理 ア

プ リケ ー シ ョンへ 移 行 す る こ との可 能性 が試 め され る こ とに な る。

第 二 次情 報処 理 計 画 の 経験 に 基 い て,特 別 な デ モ ン ス トレー シ ョン ・プ ロジ ェク トとパ イ ロ ッ ト

プ ロ ジ ェク トが発 足 す る 。 ま た,第 二次情 報処 理 計 画 に よ っ て始 め られ,続 行 され る住 民 お よ び土

地 制 度 の 自動 化 に 関 す る共 同 プ ロ ジ ェク トも助 成 され る。 この よ うな 行政 関 係 の プ ロジ ェク トの 他

に,地 方 自治 体 や地 域,州 の プ ラ ンニ ン グの領 域 で す で に促 進 され て い る研 究 に 基 いて,計 画行 政

の た めの情 報/意 思 決 定 システ ム もデ モ ンス トレー シ ョンお よ び パ イ ロ ッ ト ・プロ ジ ェク トと して

促 進 され る。

特 に,行 政 機 関 に お け る情 報/意 思決 定 システ ム の場 合,デ ー タの 機密 保護 と プ ラ イバ シーの保

護 に対 す る要 請 が 高 ま っ てい る現在,こ れ まで は機 能 的 に 分 類 され てい た デー タを総 合的 な情 報 シ

ス テ ムに ま とめ て蓄積 し た りあ るい は,遠 隔 デー タ処理 装 置 に よ って空 間 的 に分 散 させ た情 報 シス

テ ムを設 置 す る こ と の技 術 的 な可能 性 が 重 要 な意 味 を 持 つ こ とに な った 。従 って,デ ー タの 機 密 保

護 な い しプ ラ イバ シー保 護 の観 点 に 立 って開発 され るべ き情 報/意 思 決 定 シス テ ムの付 随研 究 も助

'
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成 され る こ とに な る。 この よ うな研 究 によ って,プ ラ イバ シー保 護 と統 合 化 の間 で,一 方 で は 当 局

に 適 し た意思 決 定 を行 ない や す くし,ま た 一方 で は プ ロ グ ラム開 発 の際 に デ ー タの 機 密 保 護 の た め

の必 要 条件 を考 慮 に 入れ よ うとす るこ とか ら,両 者 間 に衝 突 が起 こ るか もしれ な い。

今 まで の 開発 努 力 に よ って,利 用 者 側 の企 業 や行政 機関 内 の 多様 な分 野 に 情 報/意 思 決 定 シ ステ

ムを適 用 す る こ とは非 常 に 問題 の多 い こ とで あ る こ とが証 明 され て い る。 組 織 的 な統 一に つ い て の

問題 を解 決 す る ため には,情 報/意 思 決 定 シス テ ムの開 発 の際 に組 織 的 な関 連領 域 の 研 究 を促 進 す

る必 要が あ る。 そ の結 果,組 織 の 実情 に ょ くあ った シス テ ムを つ くる こ とが で き るだ ろ う。

ユ ーザ ー の情 報の 内 容 や意 思 決 定 の や り方 に関 す る研 究 も大い に促 進 され るべ きであ る。この

よ うな研 究 に よ っ てユ ー ザ ーの 好 む情 報/処 理/意 思 決 定 シ ステ ムの形 を知 る こ とが で きる。

さ らに,問 題 に ふ さわ しい,ユ ーザ ーの 望 む通 信 周辺 装 置 の 開 発 も促 進 され る。会 話言 語 の ほ

かに も,例 え ば情 報の 入手,分 類,記 述 の方 法 と処 置 な どが それ に付 随 す る。

情 報 お よ び ドキ ュメ ンテ ー シ ョン促進 に関 す る連邦 政 府 の プ ロ グ ラム(IuDプ ロ グラ ム)の 中

では,主 にIuD領 域(情 報 お よ び ドキ ュ メ ンテー シ ョンの領 域)に とっ て意 味 の あ る,機 械的 な

処 理 の 導 入の た め の研 究 と開発 計 画が助 成 され る。(特 に イン デ ッ クス,文 献,言 語 分 析,言 語 の

翻 訳 な どの機 械 化,特 殊 な デー タ ・バ ン ク/検 索 シス テ ム)

プ ロ ジ ェ ク ト代 表 者:数 理 計 画 研 究 所(GesellschaftflirMathematikundDatenver-

rbeitungmbH)1郵 便 私 書 箱12405205St.Augustin1

5.3健 康 管理

、

5.3.1開 発 の 現 状

昨 年 は健 康 管 理 分 野 に お け る デー タ処理 の 利 用 が か な り目立 って い た 。 この よ うな デ ー タ処理 ア

プ リケ ー シ ・ンの大 部分 は,公 衆衛 生 の 管理 と組 織 の分 野 に 関 係 してい る
。 この 分 野 で は,関 連 施

設(例 えば病 院 ・医院 ・健 康 保 険組 合,薬 局)に お い て,患 者 の カル テが 支払 い デ ー タ を規 定の 形

式 に従 っ て記 入 し ・後 に パ ンチ ・カ ー ドや その 他 の デ ー タ記録 媒 体 に転 写 し,中 央 の計 算 セ ンター

で(例 えば ・保健 医 の協 会 ・ 自治 体 の計 算 セ ンター や各 州 の デ ー タ ・セ ン ター な ど)処 理 され る
。

利 用 の 目的(例 えば ・精 算,統 計,報 告 な ど)に よ っ て,各 種 の プ ロ グ ラ ム ・シス テム は,あ る も

の は特 定 の計 算 セ ン ターで 利用 され る こ と もあ れ ば,ま たあ る ものは 一般 的 に各 種 の デ ー タ処 理 装

置 あ るい は様 々な ユ ー ザ ー団体 の た めに適 用 す る こと もで き る。 医 療分 野 に お け る管理 目的 で 利 用

され る標準 化 され た汎 用性 の あ るプ ロ グ ラム ・システ ムは,ソ フ トウェ ア会 社 ,各 州 の計 算 セ ンタ

ー,教 会 団 体 な ど各 方 面 で盛 ん に使 われ てい る
。
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連邦 政府 の第 二次情 報 処理 計 画 に よ って,こ れ らの 分 野 の作 業 は促 進 され た。 公 衆 衛 生担 当 の 州

の最 高 主務 官 庁 との共 同 作業 に ょ って,病 院 内 の 集中 的 な 自動記 帳 や運 営関 係 の プ ロ グラ ム ・シス

テ ムが 開 発 され た 。 この こ とは,病 院 の経 済 的 援助 と助 成 規 定 に関 す る法 の施 行 に貢 献 す る もの で

あ る。 この プ ロ グ ラ ム ・シス テ ムは部 分 的 に は 完 成 して お り,2～3の 病 院 で実 験 的 に使 わ れ て い

る。 デ ィス プ レイ ・ユ ニ ッ トを使 って 出 力 デー タの 表 示 を行 な っ てい る と ころ もあ る。 それ に よ っ

て,会 話 の間 に 出 力 デー タを チ ェ ックす る ことが で きる上 に,端 末 局か ら直 接 中 央 に ス トアされ て

い る デー タを引 き出 す こ と もで きるの で あ る。

病 院 専用 の デー タ処理 装 置 に よ る病 院情 報 シス テ ムの設 置 は,ご くわず か な病 院 に 限 られ る。

医 療 ア プ リケ ー シ ョ ン向 け の 大 型 デ ー タ処理 装 置 を設 置 し て研 究 を進 め てい る2～3の 大 学 付 属

病 院 が この分 野 の開 発 の イ ニ シャ テ ィブを と って い る。一般 の病 院 の 場 合,専 用 の デー タ処 理 装 置

を 自由 に 使 え る と ころ は ほ と ん どな い 、開 発 作 業 は,第 二 次情 報 処 理 計 画 に よ っ て助 成 され た特 に

ヘ ル フ ォー ド(Herford),ク ル ムバ ッハ(Kulmbach),メ ー ル ス(Moers)の 病 院 で 行 な わ

れ て い る 。これ らの病 院 では,デ ー タ処理 に 基 い た病 院情 報 シス テム の た めの各 種 プ ラ ンお よ び問

題解 決 の モ デ ルが 開 発 され て お り,そ の中 のい くつ か の サ ブ シス テ ム(例 えば,デ ィス プ レ イや医

療 ドキ ュメ ンテ ー シ ョンに よ る患 者 の 記録,経 営状 態 の把 握,決 済 や情 報 シス テ ムに お け る医 療 化

学 的 な実験 的所 見 と レン トゲ ン所 見の 統 合)は 実験 段 階 にあ る。 これ までの 努 力 は か な り報 い られ

て い る。 しか しな が ら,特 に デ ー タ処理 に よ る問題 解 決 を現 存 の組 織 や個 人的 な 分 野 に 適 用 す る場

合,今 な お大 きな問 題 が 残 って い る。(一 部 に は,心 理 的 な 障害 を取 り除 い てい か な け れ ぱ な らな

い し,訓 練 も集 中 的 に行 なわ れ る必 要 があ る。)こ れ に特 に管理 分 野 に お け る(例 えば,医 療 一化

学 実験 室 に おい て)合 理 化 へ の 努 力 が必 要 で あ る こ と を示 してい る。 その結 果,デ ー タ処 理 を導 入

す るこ とに ょ って,デ ー タ と情 報の 標 準化 と質 の改 良 が進 み,情 報伝 達 が 改良 され,機 能 的 な関 係

が よ り明確 化 され,問 題 が よ り明 確 に,合 理 的 に 認識 され る こ とに な るだ ろ う。 この こ とは,公 衆

衛 生 分 野 にお け る組 織 と機能 をよ り良 くす る 上で 重 要 な要 素 で あ る。

特 殊 な 医療 機 器 を使 う医 学 分 野,特 に 実 験 医 学,人 体 機 能 の 診 断(特 に心 電 図)や 核 医 学 分 野 に

お け るデー タ処 理 ア プ リケ ー シ ョンは最 も進 歩 し てい る。 この 分 野 で は,す で に特 定 の 問 題 解 決 の

た め に デ ー タ処理 を 自由 に使 い こな して い る。 シ ステ ム全 体 と'しては 例 え ば実験 室 の 自動 化 や心 電

図 ア プ リケ ー シ ョ ン(EKG-Answertung)ま た部 分 的 に は検 査 の確 認,エ ンチ ー ム診 断,ガ ン

マ ・カ メ ラの ア プ リ ケー シ ョ ンと し て利用 され,様 々な場 所で その 効 果 が認 め られ てい る 。 この よ

うな シス テムに よ っ て,医 療 一化学 実験 室 に お い て 目 ざま しい 合理 化 が達 成 され,(個 人負 担 を か

な り少 な く して も相 当の成 果 を 上 げ る こ とが で き るよ うに な った 。)特 に情 報 の綿 密 性 と確 実性 が

増 し,医 師 が必 要 とす る情 報 が本 質 的 に改 良 され る こ とに な った 。 この よ うな進 歩 は ヂ第 二 次情 報

処理 計 画の助 成 に よ る と ころ が大 きい 。 こ の援 助 に よ って,病 院 に お け る医療 一化 学 実 験 室 の 自動

化 の た め の デ ー タ処 理 システ ムが開 発 され,そ の 効 果 が確 証 され た。 また同 シス テム は他 の病 院 の
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ル ー チ ンに も適 用 す る ことが で き る。 さ らに,特 殊 な医 学 分 野 に お け る核 医学 の 診 断,心 電 図,脳

波,筋 電 図に ょ る診 断 や診 断 上 の計 算 法 や 標準 化 され た デー タの 入手 や監 視 な どの領 域 の 研 究,開

発 作 業 も促 進 され た。 そ れに よ っ て,医 学 分 野 に デ ー タ処 理 を 導 入 す る際 に起 る様 々な 問 題 は,市

場 の 利害 に左 右 され る こと な く処理 され,価 値 の あ る問 題 解決 の た めの プ ラ ンを開 発 す る こ とが で

きたの で あ る。以 上述 べ て きた こ とは,医 学分 野 に きわ め て効 果 的 な デ ー タ処理 を導 入 す る上 の,

基 本 的 な 条件 であ る。

5.3.2'目 標

将 来 の 援助 の 目標 は,デ ー タ処理 に よ って住民 の健 康 管理 を改 良 し,、さ らに進 歩 させ る こ とに あ

る。

それ に は 次の よ うな 目標 を達 成 し な けれ ば な らな い。

、

1.よ り広 い層 の 住民 の健 康 管理 を質 的 量 的 に 改善 す るた め,デ ー タ処 理 に よ って現 在 の医 療 方 法

と処 置 を改良 し,さ らに新 しい開 発 を行 な う6そ の 際,標 準 化 され た診 察(ス ク リー ニ ン グ)」

予 防 健 診,予 防 処 置,り ハ ビ リテ ー シ ョンな ど,デ ー タ処理 を導 入 す る こ とに よ って よ り効 果 の

発 揮 され る領 域 に 重点 が 置 かれ る。

2.作 業 を機 能 別 に分 け る こ とに ょ っ て,公 衆 衛 生 関 係 の 仕事 に 従 事 し てい る人 員 の負 担 を軽 くす

る 。機 械 的 な ル ーチ ン作業 は さ らに デ ー タ処 理 に よ つ て 自動 化 され,人 員 を質 的 に レベ ル の 高 い

作 業 に ふ りわ け る ことが で き る。す な わ ち,診 察 や 治 療 に伴 な う単純 作 業 は医 師 以 外 の 人員 が行

な うこ とに よ っ て,医 師 は それ だ け多 く直接 患 者 に接 す る時 間 を持 つ こ とが で き,医 師 と して の

本 来 の 仕 事 に専念 す るこ とが で きる 。

3.現 在 およ び将 来 の健 康 管理 の構 造 を顧 慮 し た プ ラ ン ニ ン グと意思 決 定 を行 な うた め に,公 衆 衛

生 関 係 の各 施 設 内 また は各 施設 間 の情 報 を収 集 し結 合 す る。 その た めに は 先 ず,次 の 目的 を達 し

な けれ ば な らな い。

一 ドキ ュ メン テー シ ョンと所 見 の 伝達 を改良 す る
。

一診察 と治 療 処 置 の 改良 と促 進
。

一治 療 効 果の 監 視 を改良 す る
。

一病 院 や 公 衆衛 生 施 設の 管理 運 営 を改 良 し合理 化 す る
。

一保 健 施 設の 経 済 的 な収 益 を 上げ る
。

一公 衆衛 生 施 設 内部 の
,又 は 施設 間 の 機 能 の充 実 をは か る。

4.健 康 管 理 の 全 シス テ ムに お け る医 学 的 な措 置 の 効 果 を高 め最 適 化す る 。 デ ー タ処 理 に よ って,

ぱ らぱ らに 行 な われ てい た 診察 お よび治 療 法 を調 整 し て,医 師 や患者 に と ってで き るだ け 有 効 な

もの と し,健 康 管 理 の シス テム 全体 の コ ス トを上 げ るこ とな く公 衆衛 生 の 向 上 を促 進 す る。
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公 衆 衛 生分 野 へ の デー タ処 理 の 導 入 に伴 な う経 済 的 な 問題 に 関 す るプ ランニ ン グと その コ ン ト

ロ ー ル を行 な う上 で 前提 条 件 とな るコ ス ト/効 果 の開 発 は 優 先 的 に行 な わな けれ ば な らな い 。

5.3.3援 助

これ か らは,す で に獲 得 され た知 識 に 基 い た改 革 を促進 し,こ れ まで に扱 われ な か った各領

域 間 の 空 白 の部 分 を埋 め てい か な けれ ば な らな い 。 さ らに デ ー タ処理 ア プ リケ ー シ ・ンの社 会

的 効 果 も考 慮 され な けれ ば な らない 。従 づ て,特 に重 要 と思 われ る促進 プ ロジ ェ・ク トの 場 合,

社 会 科 学 的 な付 随研 究 を行 な い,そ の 中 で例 えば,職 場 の構 造 的 な変 化 や医 師 と患者 の 関 係,

コ ス トの問 題 な どの 社会 的 な 効果 につ いて 考 えてい く。

次に示す領域における開発促進作業と精選 されたモデル計画に対して援助が与えられる。

一医 学 関係 の部 分 的 な領 域 内 の デー タ処 理 ア プ リケ ー ソ ヨン

o診 察 お よび治 療 法 の改 善(例 え ば,レ ン トゲ ン診察,心 臓 学,が ん治 療.精 神 科 患 者 の診 療 な ど

の分 野)

o公 衆 衛生 分 野 に お い て す で に開 発 され た デ ー タ処理 方 法 を応 用 す る こ とが で き るよ うに す る。

(例 えば,病 院 管理 システ ム,実 験 室 シス テム,そ の他 の診 察 シ ステ ム)

Oデ ー タ処 理 に 基 く問 題解 決 法 の導 入 を促 す た めに,医 学 的 な デ ー タ処 置(組 織 的 な処 置 も含 まれ

る)の 標 準 化 と客 観 化 が 促進 され る。例 えば,所 見 記 入 の 標 準 化,診 察 方 法 の 客観 化,実 験 室 や

各 種 医療 機 器 を利 用 し た処 置 の 標 準化 な ど。

O公 衆 衛生 分 野 に デ ー タ処理 を導 入す るこ と と個 人 的,心 理 的,社 会 的 な関 係 を調 査 し,有 害 な副

作 用 を避 け て,望 ま しい成 果 を強 化 して い く。

一公 衆衛 生分 野 の内 部 的 な問 題 の た めの デー タ処理 ア プ リケ ー シ ョ ン

o多 様 な構 成 の 総 合病 院 の た め の経 済性 の あ る病 院情 報 シ ス テム の 適用範 囲 の広 い モ デル を開 発 す

る 。

o開 業 医 向 け の経 済 的 な デ ー タ処理 導 入の ため の モ デ ル を開 発 し,健 康 管理 の 全領 域 に お け るデ ー

タ処 理 の 意 味 を研 究 す る。

o公 共 の保 健 サ ー ビスや 企 業 な どの相 談 医 の た めの デ ー タ処理 モ デ ル ・シス テ ムを開 発 し,医 院 や

病 院 の 日常 の 業 務 を補 充 す る社 会 的 な医 療 サ ー ビ スの抱 え る問 題 を解 決 す る 。

o公 衆 衛 生 関 係 の各 種 施 設 に お け る管理 的,組 織 的 な 問題 解 決 の た めに,適 用 範 囲 の 広 い プ ロ グ ラ

ム ・シス テ ム を さ らに開 発 し,試 験 し てい く。
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一公 衆衛 生 の運 営 的 な 問題 解 決 の た め の デ ー タ処 理 ア プ リケ ー ショ ン

●

ODOMINIGプ ロ ジ ェク トを継 続 す る。

o中 央の 医学情 報 シス テムの た め の モ デ ル を作 る。

o医 療 サ ー ビ ス運 営 の た め の デ ータ処 理 を各 種 機 関 に導 入す る実 験 的 な研 究 を行 な う。

o法 的 な公 衆衛 生 分 野 の た めの 総 合的 な デ ー タ処理 に よ るデ モ ンス トレー シ ョ ン ・モ デル を実 験 す

る 。

o健 康管 理 の分 野 一 特 に予 防 と リハ ビ リテ ー シ ョンを考 慮 し て 一 に おい て は,デ ー タの標 準 化

や患者 の カル テの 整理 に デ ー タ処理 を適 用 した り,症 状 の 経 過 に 関す る ドキ ュ メ ン テー シ ョンや

監 視,コ ン トロー ルに デー タ処 理の 方 法 を 適用 す るた めの モ デ ルを作 り,実 験 す る。

O地 域 内 お よび地 域 を超 えた公 衆 衛生 の プ ラ ン ニ ン グと その 最 も効果 的 な実 施 の た め に デ ー タ処 理

の 導 入 の可能 性 を研 究 し,実 際 に試 め して み る。

O医 学的 な救 済処 置 を改良 す るため の デー タ処理 導 入 の 可 能性 を研 究 し,実 験 す る。

o任 意 に抽 出 した地域 に お け る各 種 の 医 学 的措 置 と構成 が 有 効 な もので あ るか ど うか に関 す る調 査

を デー タ処理 を使 っ て行 な う。

プ ロ ジ ェ ク ト代 表 者 放 射 線/環 境 研 究 協 会(GesellschaftforStrahlenundUmwelt

forschuing)

IngolstadterLandstrape18042Neuherbezg

5.4教 育制度

自覚的 な 市民 の成 人 お よび社 会 問題 に対 す る要求 の ほ とん どは教 育 の 質 と 制度 の 向 上 に 集 中 し て

お り,そ のた め に,自 然科 学 お よ び技 術的 な知 識 を徹 底 的 に駆 使 す るこ と を望 ん で い る。 その 際,

職 業教 育 の内 容 が か な り流動 的で あ る こと,被 教 育 者 の転 職 の 可 能性 とい う2つ の 要 素 を考 慮 に 入

れ な け れ ばな らな い 。 その こ とか ら,教 育 制 度 は従 来 の教 師個 人 に頼 る伝 統 的 な 方 法 か ら脱 皮 し て

更 に集 約 的 な方 法 を発 展 させ な けれ ば な らない 。この 場 合,職 業学 校 と同様,一 般 的 な学 校 に お い

て も,そ れ に続 く第 三,第 四 の教 育 分 野 に おい て も,技 術 的 な メ デ ィアに よ る教 育 が 今 後 ます ま す

重 要 な役 割 を果 たす こ と に な るだ ろ う。 こ こで は,情 報 の 処理 お よ び情 報 の提 示 の 手 段 と して 特 に

デ ー タ処理 に 基い た改 革 が 必 要 とされ て い る。

5.4.1開 発 の 現状

西独 に おい て は,1960年 代末 まで は 指導,教 育行 政,教 育 プ ラ ンニ ン グの分 野 でEDPは 実 用 化
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され て い な か った 。 この 年 以 降,種 々の デ ー タ処理 アプ リケ ー シ ョンが 明確 な 目標設 定 の 可能 な産

業 界 や 技 術分 野 で行 な われ るよ うに な っ た 。1973年 の場 合,西 独 の教 育分 野 の支 出 は450億DMと

思 われ るが,こ の うち,教 育分 野 に お け るデ ー タ処理 ア プ リケ ー シ ョ ンの 研 究開 発 お よび モ デル 作

成 の た め の年 間 支 出 は 約2000万 ～4000万DMで,そ の割 合 は0.05～0.1%に も満 た な い もの で あ

っ た 。 この資 金 は各 州 が フ ォル ク ス ワ ーゲ ン財 団(Volkswagenwerk)と 提 携(第 二次情 報 処理 計

画,モ デル実験 計 画)し て,供 給 した もの で あ る 。 これ に よ って,デ ー タ処理 は経 営管 理分 野 と同

じ よ うに学 習,指 導,実 験 の分 野 に お い て も効 果 を発 揮 し うる とい うこ とが証 明 され た 。

第 二 次情 報処 理 計 画 の 一環 で あ る 「教 育 分 野 の デ ー タ処 理 」 プ ロ ジ ェク トに 対 す る助 成 金は1971

年 か ら1975年 ま で,通 算 約5300万DMで あ った 。

1971年 か ら1975年 の 間 に 問題 解 決 の た めの 開 発 が進 み,実 験 が行 な わ れ,そ の成 果 が 実 っ

た。 先 ず,コ ン ピ ュー タに よ る学 習者 の応 答 デ ー タの処 理 の ため の プ ロ グ ラム ・シス テ ムを外

国か ら輸 入 し,そ れ を さ らに 開発 した り,全 く新 たに開発す ること に よ って,コ ン ピ ュー タ援 用

学 習(CAI){こ 必 要 な技 術 を産 み 出 す こ とに成 功 したの で あ る。 ソ フ トウ ェ アを供給 し,超

地 域 的 な研 究 プロ グラ ムの 開発 に よ っ て,質 的 に 国際 的 レベ ルに達 す るこ とが で きた の で あ る。

現 在 では単 科 大 学 や職 業教 育 お よび 普 通科 中 学,高 校(Gymnasium.)で,そ れ ぞれ約700名 の

学 生,2000名 の職 業 教 育受 講者,1000名 の 生 徒 に約700の 指 導 プ ロ グラ ムの 指 導 プ ラ ンに従 って

約300の 端末 局 が 提 供 され て い る。学 習 者 が 一人 で コ ジピ ュ一 夕との 会 話 に ょ って教 材 を学 ぶ ケ ー

スが 目立 って 多 くな った 。 自然 科 学,数 学,技 術,経 済 学 な どの分 野 に お い て も,コ ン ピ ュー タを

教 育 の現 場 に 導 入 す るこ とは 重 要 な新 しい課 題 とな ってい る。

この分 野 で もさ らに 多 くの 活 動 が開 始 され,実 質 的 かつ 集 約 的 な援助 が な され て お り,こ れ に よ

っ てす で に各 種 の教 育 分 野 を貫 徹 す る最 初 の教 育情 報 システ ムが完 成 し た 。1年 に2回 開催 され る

コ ン ピ ュー タ援 用 学 習 研究 会(Arbe、itskreisesComputeruntersttitzterUnterricht

-ACU)の 会 合 参 加 者 は1971年 の35人 か ら1974年 に は250名 に 増 え,コ ン ピ ュー タ援用 学 習

(CAI)を 実 施 し てい る単 科 大学 は,1970年 の1校 か ら今年 は8校 に 増 え て い る。

時間 割,学 習者 に 対 す る テ ス トの 利用 や学 習 者 の デ ー タの た め の ソ フ トウ ェア ・パ ッケ ー ジが 開

発 され,各 種計 算 機 で処 理 され 実 用 化 され た 。

各 州 の文 部省 が共 通 して抱 い て い る分 業 構 想 の 中 に デー タお よび ア プ リケ ー シ ョ ン'プ ロ グ ラム

が 含 まれ てい る。 これ らは連 邦 的 な シス テ ムに お け る 自由 な協 力に 基 い た教 育 情 報 装 置 や プ ラ ン ニ

ン グ装 置 の開 発 の 基 礎 をつ く るこ とに な る だ ろ う。

第 二次情 報 処理 計 画に よ って実 施 され た研 究 開発 計 画は,実 質的 に は 教 育 分 野 に お け る広範

囲 な デ ー タ処 理 の 導 入に 必 要 な科 学 的,技 術 的 な 要 素 を つ く り出 す こ とに 貢 献 し た。第 二 次情
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報 処 理 計 画 の主 要 促 進 目 標 で あ っ た テ ク ノロ ジ ーの開 発 は これ に よ って達 成 され た の で あ る。

■

5.4.2 .目 標

教 育 分 野 に お け るデ ー タ処 理 導 入 の 効果 と適 用 の可 能性 は教 育 テク ノロ ジ ーを駆 使 す る こと に ょ

っ て さ らに 拡 大 され な けれ ば な らな い 。 それ に加 えて,教 育 テ クノ ロ ジー の要 素 とし ての デ ー タ処

理 は,主 要 な各領 域 で さ らに 開 発 され るべ きで あ る。

5.4.3助 成 策

教 育 分 野 に お け るデ ー タ処理 ア プ リケ ー シ ョンのた め の改 良 され た ハー ドウ ェ ア/ソ フ トウ ェ ア

シス テ ムに よ って遂 行 され る研 究開 発iζ援 助 が 与 え られ る。

一 ハ ー ドウ ェアお よび ソ フ トウ ェアの 標準 化 と最 適 化
。

一情 報 処理 機 能 を もつ 自動 端末 局 の開 発
。

一指 導 用情 報 システ ムの た めの ソフ トウ ェ アの 適 用 と開 発
。

一指 導 用人対 マ シン ・コ ミュニ ケー シ ョンの ため の ハ ー ドウ ェ アと ソ フ トウ ェ アの開 発 。

以 上 の 作業 を行 な うハー ドウ ェア ・メ ー カ ー お よび これ らの メ ーカ ーに 協 力 す る機 関 に対 して援

助 が 与 え られ る 。

BMFT1976は,デ ー タ処 理 ア プ リケ ー シ 。ンの 実 用的 な 導 入 を 目 ざ し て 目下 進 行 中 の開発,

実 験 作業 の 大部 分 を,今 後 もひ き続 き援助 し てい くこ とに な る。 その た めに 必 要 な条 件 が 与 え

られ る限 り,こ の計 画 は今 後 実験 モ デル プ ログ ラム の範 囲 内 でBMBWに よ って,あ るい は各

州 の特 別 な協 定 に基 い て促進 され るこ とに な るだ ろ う。

研 究 技 術 省(BundesministerflirForschungundTechn610gie)の プ ロ ジ ェ ク ト

代 表=客 観 的 学 習 指 導 の た め の 研 究 開 発 セ ン タ ー(Forschungs-undEntwiclungsze-

ntrumflirobjektivierteLehr-undLernverfahren(FEoLL)GmbH

郵 便 私 書 箱467

4790Paderborn

5.5技 術 革 新

大 資 源 に 恵 まれ な い産 業 先 進 国で あ る わが 国 に と って,産 業界 の生産 力 とそ の生 産 物 が 唯 一 の 大

きな支 え で あ る6賃 金 の 安 い 国 々や 米 国 や 日本 の よ うな テ ク ノロ ジーの 高度 に 発達 した 国 々との 競
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合 にた ち う ちす るた めに は先 ず,な に よ り も経 済 と産 業 構造 の近 代 化 をは か る連邦 政 府 の積 極 的 な

テ ク ノロ ジ ー政 策 を推 進 し てい か な けれ ば な らな い。 それ に よ っての み,西 独 は先進 的 な産 業 国 の

一 つ に数 え られ ,国 民 に対 して良 い職 場 を確 実 に提 供 す る チ ャ ンス を つか む こ とが で き るの で あ る。

第 三 次情 報 処 理計 画 で実 施 され る特 別 な研 究 開発 計 画は,以 上 の 目標 に 貢 献 す る もの で あ る。 こ

の 他 に も,研 究 お よ びテ ク ノロ ジ ー相 の 専門 分 野 に よ って援助 され る研 究 開 発計 画 が含 まれ てい る。

5.5.1開 発 の 現 状

特 に開 発,組 織,製 造,製 品 な どめ領 域 に お け る産 業 の 近代 化 の 可 能性 は,今 日で もな お残 され

て い るので あ る。 この ことは,次 に 示 す機 械 製 造分 野 の例 に よ って証 明 す る こ とが で きる。

一製品 の生 産 費 全体 に対 す る設計 費 は わ ず か10%に す ぎない の だ が ・生 産 費 の70%は 設 計 の 段 階 で

砦1決 め られ
て し ま う。

_設 計 者 は,労 働 時 間 の60%を 製造 の ため の 基礎 の 仕 上 げ と詳 細 な 記述 に ・30%を 製品 の企 画 と製

缶2

品 設 計 に 費 し,残 りの わず か10%で 一番 肝 心 な具 体 的 な 設計 の プ ラ ン ニ ン グを行 な って い る。

一仕 上 げ処 置 に 費 され る時間 は全体 の6%に す ぎな い 。 これ は デー タ処理 の 導 入 に よ って70%に 高

ee3め る こ とが で き る
。

一製 品 の完 成 に要 す る時 間 の う ち,部 品 一 つの 仕k'げ に費 され る時 間 は わず か5%で,残 りの時 間

x3は運 送期 間
,待 機 期間 で あ る。

一産 業 の 製造 部門 に 自動 デ ー タ処理 シ ステ ムを 導入 す る こ とに ょ って生産 体 制 を強 化 す る可能 性 は

ま だ研 究 され つ くして い な い。

特 に,公 共 の 近距 離 輸 送 や土 木 建 築 分 野 の能 率 の 向 上 と合 理 化,燃 料,ガ ス,水 に 対 す る配 給 方

法 や課 税 方法 の 改善 に関 す る公 共 の要 求 が 強 い 。

この よ うな条 件 の もとで,技 術分 野 に デ ータ処 理 を導 入 す る こ とは大 きな意 味 を持 つ 。 この場 合.

一般 的 に次 の2つ の領域 に分 け られ る。

6

一計 算 機 を禍 した 醗,組 み立 て,仕 上 げ'"11Rの2つ の点 樋 要 で あ る・

o開 発 技 師 お よび 設計 者 の 一手 段 と して デ ー タ処 理 を適 用 す る こと に よ って,さ らに短 い開 発

期 間 で よ り良 い製 品 を開 発 す る こ とがで きる。

x1～3)の 出 典 は オ リ ジ ナ ルP.85の 下 欄 を参 照 の こ と 。

x1)こ の よ うな 複 合 的 な 適 用 はCAD/CAMに ょ っ て 可 能 で あ る 。

CAD・ ・C。mp。terAid・dDesig・(・ ン ピ ・一 夕 ・エ イ デ ・ ・ ド'デ ザ イ ン)

CAM-C。mp。terAid・dManuf・ ・t・・i・g(・ ン ピ ・ 一 夕 ◆エ イ デ ・ ・ ド'マ ニ ・ フ ・ク

チ ャ リ ン グ)
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●

o作 業 計 画,作 業 準 備 ,完 成 計 画,完 成 まで の よ り良 い工 程 を考 え るた め の モ ン ター ジ ュに デ

ー タ処 理 を適 用 す る
。

一ーデ 一 夕処 理 装 置 に よ る 工程 の コン トロー ル(PDV)次 の2点 が 重 要 で あ る
。

o技 術的 工程 を よ り有効 に 正 確 に 自動操 作 す るこ とに よ って,サ ー ビスや 生産 に よ り良 い 成 果

を もた らす デ ー タ処 理 の 導 入 。

○適切 な デー タ処 理 システ ムの働 きに よ って,製 品 の質 の 向 上 をは か る。

デー タ処 理 を で き るだ け 有効 に製 品 の 生産 過 程全 体 に 適 用 す る こ とが で きれ ば,国 民 経 済 的 な観

点 か ら も大 きな意 味 を もっ こ とに な る 。.一

図2西 独 に お け る国内 総 生産 に対 す る各 産 業 分 野 別 生 産 高 の 割 合

(総 生産 高:8350億DM,1972年)

その他 の分 野

42%

農 業 林 業

漁 業

商 業

サ ー ビス 業

国 そ の 他

およ

情 報

技 術

鉱

学

材

材

維

科

料

採

化

石

木

繊

衣

食

技 術

58%

9%

土 木,建 築

鉄・非鉄 金属

嫌々

紙 印 刷

皮 革

出 典:統 計 年 鑑1975512頁(StatistischesJahrbuch)
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一製品 の質 の 向 上

一製品 の料 金(コ ス トパ ー フ ォーマ ンス)に 対 す る実 質 の 改良

一 よ り良 い製 品 を生 み出 す 改良 期 間 の短 縮

を適切 な デ ー タ処理 を導 入 す る こ とに よ って初 め て実 現 で き るの で あ る。

図2に よ っ てわ か るよ うに,国 内 総 生産 高 の約60%は 技 術分 野 が 占 め て い る。 この こ とは,援 助

の 対 象 とな る分 野 が それ に ふ さわ しい こ とを 示 す もの で あ る。

技 術面 に お け る デ ータ処理 ア プ リケ ー シ ョンの レベ ルは各 分 野 に よ っ て異 な り,企 業 の規 模 に も

影 響 さ'れる。

建 築,電 子 技 術,化 学,船 舶 分野 の 数社 の 大規 模 な企 業 で は,CAD/CAMを 計 算,デ ー タ処

理,製 造 の管 理 に 利 用 し てい る。 この よ うな 企業 は,商 業 的,技 術的 な問題 解 決 に 適 し た ハー ドウ

ェ アを 大 い に利 用 し てい る。

建 築,一 般 的 な機械,工 作機 械,化 学 機 器 お よ び精 密 機 械 な どの比 較 的 小規 模 な 企業 の場 合,デ

ー タ処 理 は 設計 や製 作 の分 野 で わず かに 使 われ て い る にす ぎな い
。 た だ時折,か な り制 限 され た 小

さな問 題 解 決(例 えば,統 計 計 算 な ど)に 関 連 し てデ ー タ処 理 が 利 用 され る こ とが あ る程 度 で あ る言

設計 お よび 製造 分 野 で,進 歩 的 な コ ン ピ ュー タ利 用 を行 な っ てい るの は,車 輌関 係 の 産 業 で あ る。

草 案,設 計,基 礎 部分 の製 造 段 階 で は,作 業 の10%は コ ン ピ ュー タに よ って行 なわ れ て お り,生 産

計 画 や その 管理 の 領域 で は コ ン ピ ュー タの利 用は10%を 上 回 っ てい る 。

プ ロ グラ ムの供 給 は全 体 的 に うま くい って い ない 。特 に,設 計 の 最初 の 段 階 す なわ ち草 案 の 段 階

で 適 用 で きるよ うな プ ロ グ ラ ムが不 足 して い る。 また 開発,設 計,製 造 段 階 に お け る重 要 な 応答 の

ため の機 能 的 か つ経 済性 に 富 ん だ プ ロ グラ ムお よ び製 造 や 設計 の変 更 の ため の プ ロ グラ ム も不足 し

てい る。 生産 計 画 や管 理 部 門 で は,別 々に い くつ か の作 業 が行 な わ れ てい る。

海 夘 こお け るCAD/CAM－ ア プ リケ ー シ ・ンは様 々で あ る ・ 日本 で は ・造船 ・ エ レク トPニ

ック分 野 の利 用が 目立 ってい る。 米 国 で は,飛 行 機 製 造,自 動 車 製 造,エ レク トロニ ック産 業 の 分

野 で最 も多 く利 用 され て い る。

西独 にお け る コン ピ ュ ー タ設置 台 数 は 、1975年1月1日 現 在 で8400台 で あ った 。 砦(Diebo-

1d統 計 によ る)こ の 設 置台 数 の比 較 的 高 い 数 字 に もかか わ らず,数 多 くの 主要 な コ ンピ ュー タ ・

ア プ リケ ー シ ョン分 野 は 今 だ に 全 く開 発 され てい な い か,あ るい は開 発 され てい た と し て も部分 的

な レベ ルに と ど まっ て い る。

さ らに,種 々の分 野 に設 置 され た コン ピ ュー タの 利 用は,大 部 分 が デ ー タの大 量 な 収集 とその 管

理 に終 始 して い る と言 って い い だ ろ う。

現 在,な ん と言 っ て もソ フ トウ ェ アの欠 乏 が デー タ処 理 ア プ リケ ー シ ・ンの広 汎 な開発 を妨 げ て

善 出典 は オ リ ジナ ルP.88の 下欄 参照
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い るの が 実情 で あ る。従 って,現 在 の コ ンピ ュー タ ・ハー ドウ ェ ア用の 信頼 性 の 高 い ポー タブ ル な

ソ フ トウ ェアを妥 当 な コ ス トで っ くる ことは い まだ に不 可 能 な状 態 で あ り,ま して将 来 の ハ ー ドウ

ェアの ため の ソフ トウ ェ アに っ い て は 言 うまで もない 。 ま た開 発 を行 な う適切 な方 法 も不 十 分 で あ

り,特 に 経済 的,か っ 信頼 し うる シ ステ ムお よび総 合 テス トの 問 題 も未 解 決 の ま ま で あ る。 さ らに,

技 術的 な 過 程 を分 析 す る こ とに ょ って,シ ス テム設計 か らオ ペ レー シ ョン,メ ンテ ナ ン ス まで行 な

うよ うな ア プ リケ ー シ ョン ・シ ステ ム を実 現 す るため の実験 的,シ ステ ム的 な構 想 が な い 。

処 理 装 置 は将 来,よ り多 くの互いに連結 した機 能 的,組 織 的 な 自動 演算 装 置,プ ログラム,メ モ

メ イン フ レー ム ・ワー キ ン グ,パ ック グ ウ ラン ド・ス トア,入 出 力装 置,サ ー ビス,信 号

伝送 な どの 標準 化 され た イ ンタ ー フ ェイ スを もっ シ ステ ム とな るだ ろ う。

それ に加 え て,マ イ ク ロ プ ロ セ ッ サ ー も導 入 され て益 々,処 理 シ ステ ムの全 体 の構 成 は フ レ

キ シ ビリテ ィに富 み,よ り確 実 な,適 用 しやす い もの と な るだ ろ う。 この よ うな構成 の処 理 シ

ス テ ムは,こ れ まで 少 しつ つ 開 発 され た もの に比 べ て機 能 的 に 数段 と改良 され た もの とな るだ

ろ う

以 上 の こ とに よ って,生 産 と生産 財 調 達 の た め に デ ー タ処理 を実 用化 す る ことが で き,こ の 分 野

の 有 力 な中 小 企 業 に と って,大 い に 役立 つ もの とな るだ ろ う。 そ し て さ らに,新 たな可 能 性 を開 発

す る作 業 を進 め て い か な け れ ば な らない 。

●

5、5.2目 標

技 術 的 な デ ー タ処 理 アプ リケ.一シ ョンを開発 す る こ とに よ って次 に 提 げ る目 標 を達 成 す る。

一産 業界 に お け る生産 力 と競 合に 耐 え得 る能 力 を強 化 す る
。

一職 場 を 長期 的 に 保証 し ,労 働 環 境 を向 上 させ る。

一 交通 ,マ ス コ ミ,エ ネル ギ ー供 給 分 野 の公 共 お よび民 間 サ ー ビスを 合理 化 し,改 善 す る。

一エ ネ ル ギ ーや原 料 の 消費 を節 約 し
,環 境 汚 染 に対 す る監 視 を厳 重 に し て,そ の 減少 に努 め,技 術

的 な設 備 の 安 全性 を 高 め る 。

一欧 州 の デー タ処理 産 業 は 新 た な潜 在 的 市場 と輸 出の 可 能性 を開 拓す る
。

5.5.3助 成 策

効 率 の よい,経 済 的 な 流 通 性 の あ るデ ー タ処 理装 置 を開 発 し,パ イ ロ ッ ト ・アプ リケ ー シ ョンに

よ って テ ス トす る。

コ ン ピ ュー タに よ る開 発,設 計,製 造 の分 野 に お い て は,

一特 定 の 作業 段 階 に お い て プ ラ ンナ ー や設 計 者 を補 助 し た り
,(例 え ば プ ラ ンニ ン グ,草 案,演 算,

形 成,基 本 部 分 の 製 造 な ど)作 業 の展 開(例 えば供 給 作業,実 験,製 造,モ ンタ ー ジ ュ,精 算 な
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ど)の ため の 方法 や処 置 を開 発 しプ ロ グ ラ ミングす る。

一特 定 の生 産 部 門 に お け る生産 の全 工程 を で き る限 り有効 に コ ン ピ ュー タに よ っ て処 理 す るこ とが

で きる よ うな モ ジ ュラ リテ㌦イの あ る プロ グラ ムを開 発 す るσ

一技術 分 野 の プ ロ グラ ムや デ ー タを機 種 に 左右 され る こ とな く連結 す る こ との で き るプ ロ グ ラ ム'

シ ステ ムを 実際 に テ ス トし,ア プ リケー シ ョンの た めの 基礎 と して,実 際 に 利 用す る。

-CAD/CAMア プ リケ ー シ ョンの た め の ソ フ トウ ェ アを そ な え た装 置 を テ ス トす る。(例 えば・

小 型計 算 機,イ ンテ リジ ェ ン ト ・ター ミナ ル,デ ー タ処理 装 置)

デ ー タ処 理装 置 に対 す る援助 は次 の 点 に焦 点 が あ て られ る。

令

一技 術的 工程 を コン ピ ュー タに よ って進 行 し,監 視 す る こ とを可 能 に す る汎 用性 の あ る手 段 をつ く

る。

_作 業 員 に作 業 工程 を監 視 し コ ン トロー ル しや す くす る ため の よ り良 い条 件 を備 えた 作 業場 建 設 を

助 け,設 計 す る。

一分 散 して 配置 され た 一定 の事 前 処 理 機 能(業 務)を 取 り扱 か う コン ピ ュー タ ・ベ ー スの 測 定 ・調

整 ・制 御 ・シ グナル伝 送 の各 設備 。

一 ネ ッ トワー ク と分散 型 プ ロ セ ッサ ー.記 憶 装 置 と標準 化 され た プ ロ トコル に よ るデー タ通 信 を含

む その他 の デー タ処理 シ ステ ムの 適切 な構 成 。

一組 織 的に 組 立 て られ た プ ロ グ ラム ・シス テ ム,プ ロ グ ラム実 験 の 補助,技 術 的 な処 理 の た め の 標

準 化 され た プ ロ グラ ム言 語,そ の適 用方 法 。

一最 適 な技 術的 処理 の実 施 を可 能 に す る アル ゴ リズム(算 法)を 割 出 し抽 出す る方 法 。

一処理 全 体 の シ ミュレー シ ョンの方 法 。

一高性 能 で経 済性 に 富 ん だ情 報 処理 装 置 製 造 の た めの 方法,選 ばれ た ア プ リケー シ ョン ・シス テ ム

の実 現 化 とテ ス ト。(例 えば,交 通,エ ネル ギ ニ供 給,冶 金 な ど)

これ らの 開発 は,ユ ー ザ ー会 社,デ ー タ処 理 ハー ドウ ェ ア ・メー カー ・ ソフ トウ ェア'ハ ウ ス・

研 究機 関 な どの共 同 作業 に よ って行 な われ なけ れ ば な らな い 。

この共 同作 業の 成 果 が,直 接 開 発 に参 加 しな い会 社 や 公 共 機 関に よ って 大い に 必要 と され る

こ とは今 か ら予 測 す るこ と が で き る。 開 発 や アプ リケ ー シ ョ ンは 刊 行 物,会 議,セ ミナ ー.パ

イ 。 。 ト.。 プ リケー シ 。ンな どに よ ・ て発 表 され る.プ ・ グ ラム の ・ ンテ ナ ンス・ プ ロ グ ラ

ム開発,お よび ユ ー ザ ーの コ ン サル タ ン トとユ ーザ ー訓練 は特 に ユ ー ザ ー や その 団体 に関 し て

は保 証 され てい る。

》

■

プ ロ ジ ェ ク ト代 表:GesellschaftflirKernforschungmbH
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(原 子 力研 究 所)

・一 プ ロ ジ ェ ク トCAD/PDV

郵 便 私 書 箱3640

7500Karlsruhe1

■

'

◆

5.6ユ ー ザ ー ・サ ポ ー ト

5.6.1開 発 の 現 状

デ ー タ処 理 は,開 拓期 の熱 狂 が さめ た今 日,次 第 に 国 の経 済 に とって必 要 不可 欠 な(道 路 や鉄 道

な どの よ うな)日 常 的 な 設備 と し て定 着 し っ っあ る。

ハ ー ドウ ェ ア部 門 で は,過 去3年 間 で コス ト ・パ ー フ ォ ー マ ンス の 倍加 を達 成 し た。 それ に対

して,プ ロ グ ラムの 場 合,ま す ま す困 難 に な る問題 解 決 の複 雑 さが加 わ り,さ らに上 る一 方 の 人 件

費 が これ に拍 車 を か け る。統 合 シス テ ムの場 合,ソ フ トウ ェ ア ・コス トは す で に約 半 分 の 割 合 を占

め て お り,1985年 に は約70%に な る もの と予 想 され てい る。 この アンバ ラ ン スは,プ ロ グ ラム作

成 の 合 理 化 を行 な うこ との難 し さに原 因 が あ る。 特 に プ ロ グ ラム ・シス テ ムの見 通 し が きか ない こ

とが メ ン テ ナ ンスや 開発 の コス トを不 均 衡 に つ り上 げ る こ とに な る。

ユ ーザ ーは デ ー タ処 理 システ ムが さ らに使 い や す くな るこ と を期待 して い る。 特 に,一 つ の モ ジ

ュー ルが な くて も システ ム は停 止 す るこ とな く,最 少 限 の 稼 働 を続 け る こ とがで き る よ うな 可 能性

は,現 在 まだ十 分 に あ る とは い えな い 。 これ で は結 局,装 置 が 完 全に稼 働 を停止 して しま った 場 合,

メ ン テ ナ ン ス技 師 の 到着 を待 っ てい るだ け で は,そ の 間 のサ ー ビス(あ るい は往 々に して 一 日 の サ

ー ビス)が で きな い とい う事情 が あ る
。 こ れ ま での メ ンテ ナ ンス ・プ ロ グ ラム も似 た よ うな 効 果 し

か な い。

ア プ リ ケ ー シ ョン ・プ ロ グラ ム と蓄積 デ ー タを新 し い装 置 に 入れ か え る作 業 は,ユ ーザ ーや メ ー

カ ー に と って か な り負 担 のか か る もの で あ る。 これ に よ って,メ ー カーが 市場 取 引 を ゆ が め る恐 れ

が あ る。2～3の メ ー カ ーが 市場 での 優 位 を い い こ とに 各 自で事 実 上の 標 準 を設 定 し,そ れ を 押 し

通 そ うと す る限 り,現 在少 しつ つ 実施 され よ うと し てい る デ ー タ処理 言 語 や デ ー タな どの 統 一 化 を

い く ら推 進 し て みて も完 全 な 問題 の 解 決 を達成 す る こ とは で きな い。

5.6.2目 標

ユ ー ザ ー や メ ー カ ー の ソ フ トウ ェ ア開 発 の 能 率 を 高 め,合 理 化 す る こ と は 、開 発 を 進 め て い く上

で 有 効 な 手 段 で あ る 。 プ ロ グ ラ ム の 開 発 と ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ンは,デ ー タ処 理 の コ ス トパ ー フ ォ

ー マ ン ス を 向 上 す る た め に ,組 織 化 さ れ,マ シ ン に よ っ て 補 助 さ れ な け れ ば な らな い 。
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デー タ処 理 装 置 の オペ レー シ ョンは,オ ペ レー テ ィン グ ・マ テ リ ア ル の 利 用 の 仕 方 を改 善 し・

それ に よ っ て デー タ処理 シス テムの 信頼 性 を 高 め,そ の管 理 を容 易 にす る こ とが で きる 。計 算 機 の

オペ レー シ ョン とメ ンテ ナ ン スが非 常 に 簡単 に な るの で,ユ ー ザ ー は その た め の専 門 家 グル ー プを

常 に待 機 させ て お く必 要 が な くな る。

欧 州(特 に 西 独)に 本拠 を 置 くメー カ ーは,プ ロ グ ラムや 蓄積 デ ー タの 入 替 え を 自動 化 す る こ と

に よ っ て,計 算 機 の 置換 を簡単 に す るよ う努 力 す べ きで あ る。 入 替 えの た め の装 置 や プ ロ グ ラムに

よ っ て,現 在 の 周辺 装 置 との非 互換 性 を調 整 す れ ば,ユ ーザ ーは メー カ ーに頼 るこ と な く,経 済 的

な"複 合 ハ ー ドウ ェア"に よ る問題 解 決 が 可 能 に な る。

v・

レ

5.6.3助 成 策

一 ソフ トウ ェ ア作成 の 合理 化

コ ン ピ ュ ー タ に よ る設 計,ド キ ュメ ン テ ー シ ョ ン,プ ロ グ ラ ム 遂 行 の た め の シ ス テ ム が 助 成 され

る 。

デー タ処 理 装 置 の オ ペ レー シ ョンの 簡 易 化 と合理 化

計 算 セ ン ターの 機 能 を補助 す るコ ン ピ ュー タの プ ロ グラ ムが 高 度 な知 識 と技 術 を も った専 門家 に

よ っ て開 発 され,そ れ に対 し て助 成 金 が 与 え られ る。 ま た,計 算 セ ン タ ーや そ の 利 用者 が必 要 と す

るデ_拠 殿 置ならびに基本的なソフけ.ア のよ り有効な綱 に役立つプ・グラ・醗 も鋤

の対 象 とな る。 オ ペ レー シ ョン とメ ン テ ナ ン スの ため の 自動測 定 や診 断 の 他 に も特 に.自 動 的 な オ

ペ レー テ ィ ン グ ・マテ リア ルの管 理 に 関 す る開 発 も助 成 され る。

一 プ ロ グ ラ ム と蓄積 デー タの転 換

エ ミ ュ レ ー タ ・プ ロ グ ラ ム,イ ン タ ー フ ェ イ ス変 換 装 置.転 換 プ ロ グ ラ ム が 助 成 さ れ る 。

プ ロ ジ ェ ク ト代 表:GesellschaftflirMathematikundDatenverarleitungmbH

(数 理 計 画 研 究 所)

郵 便 私 書 箱1240

5205St.Angustin1

、
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◆

5.7遠 隔 デ ー タ 処 理 シ ス テ ム

5.7.1開 発 の現 状

ロ ジ ック ・ユ ニ ッ ト,記 憶 装 置 関 係 の 領 域 で は テ ク ノ ロ ジー の進歩 と コス トの 開 発 が分 散 処理 型

デ ー タ処 理 システ ム志 向 を招 い た。 特 に ター ミナル ・ユニ ッ トを利 用 す る こ とに よ っ て,職 場 に 居

な が らに して 中央 の コ ン ピ ュー タに ア クセ ス で き,必 要 な処 理 を 自由 に行 な うこ とが で き る組 織 的

で経 済 的 な 遠 隔 デー タ処 理 の 利 点 を開 発 す る。

この よ うな 開発 は,デ ー タ処理 や 送信 の 開 発 と共 に行 な われ る。欧 州 の 郵 便行 政 の 委託 に ょ っ て

実 施 さ.れたEurodata－ ス タ デ ィで は,1972年 を もとに し た欧 州17か 国 に お け る デ ー タ通 信 の 開

発 に つ い て調 査 した 。 その結 果,1985年 まで に その範 囲 内 の 欧 州の デ ー タ通 信に よ る デー タ伝 送 は,

送 信 サ ー ビスの基 本 的 な構成 要 素の.一つ に な る とい う結 論 に達 した。 これ ら欧 州17か 国 に お い て 、

デ ー タ通 信 量 が12倍 に増 えた場 合,タ ー ミナ ル数 は140万 に な る もの と予 想 され る。そ の う ちの60

%は 公 共 ネ ットワー クに接 続 され る こ と にな るだ ろ う。

遠 隔 デ ー タ処理 シス テ ムには,多 種 多様 な 複 雑 さ と便 利 さを兼 ねそ な え た パ ター ンが あ る。

デー タ の接 続
■

今 日,実 現 化 が進 め られ て い る最 も簡単 な デ ー タ接 続 の パ タ ー ンは,各 端 末 装 置 か ら中 央 の デ ー

タに ア ク セ スす る方 法 で あ る。 アク セ スに は,呼 出 し,ス トア,デ ー タの変 更 も 含 まれ る。 これ は

座 席予 約 シス テム,ド キ ュ メ ンテ ー シ ョ ン ・シス テ ム,目 録,商 用デ ー タ処理 な どに 適 用す る.こと

が で き る 。 デー タ接 続 の もう一 つ の パ タ ー ンは,そ れ ぞれ 別 の 場所 に 設 置 され た計 算機 や イ ンテ リ

ジ ェ ン ト ・ター ミナル が相 互 に 接 続 し,相 互 に デ ー タを交 換 す ることが で き る よ う な分 散 処 理 の 構

想 に よ る もの であ る。 この方 法 な ら,デ ー タは それ が発 生 し た所 で処 理 され,関 係 者 全 員 が 自由 に

利 用 す る こ とがで きる。 そ れ に よ って デ ー タの接 続 は,よ り経 済性 の高 い もの とな る。

機 能 の接 続

計 算 機 の処 理 プ ロ グラ ムは遠 隔 端 末 装 置 に よ って運 転 が開 始 され,影 響 が 与 え られ る。 い くつ か

の お 互 い に別 々の 場 所 に あ る計 算 機 の機 能 が接 続 され る と,こ れ らの計 算 機 の う ちの 一 つの 利 用 者

は接 続 され た計 算 機 すべ ての 処理 能 力 を 自由 に 操 作 す る こ とが で きる。 っ ま り,そ の加 入者 は 全 員,

他 の デ ー タ処理 機 能 や デー タ処 理 サ ー ビス を必 要 に 応 じて利 用 す るこ とが で きる の で あ る。

.機能 の接 続 は,そ の 中 に デ ー タの接 続 に よ る効 果 も含 んで し ま うの で あ る。

ロー ドの接 続

さ らに 大 きな 目標 は,共 通 の接 続 し た シ ステ ムが 利 用者 に は 一つの 大 きな計 算機 に思 え るよ うな

ロー ドの接 続 で あ る。 自動 制 御 シ ステ ム に ょ って,最 も適 した計算機 に コ マ ン ドが ふ りあ て られ る。

従 って,ロ ー ドの接 続 は今 日の 視点 か らす る と機 能 の接 続 に よ って得 られ る効 果 の す べ て を含 ん で

し ま う最 も包 括 的 な接 続 の 方法 で あ る。
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実 際 の利 用 に 際 し て,個 々の 利 用パ ター ンの境 界 線,特 に デー タの 接 続 と機 能 の接 続 の らが いは

消 え て し ま う。

遠隔 デ ー タ処 理 め 経 済 的 な利 用例 としてINFONETが あ る。 これ は 連 邦調 達 庁(GSA)が 米

国連 邦 政 府 当局 間 の デ ー タ処 理 に対 す る要 求 を調 整 し, ,その需 要 を満 た す た め に利 用 したCompu-

terScienceCorporation社 の情 報 ネ ッ トワー ク であ る。

それ に よ っ て米 国 連邦 政 府 は,デ ータ処 理 コ ス トを それ 以前 、個 別 的 に行 な ってい た 時の コス ト

の約 半 分 に 削減 す る こ どに成 功 した。

INFONET'以 外 の 遠 隔 デー タ処 理 システ ムを設 置 し て も問題 解 決 に 必 要 な コス トの 値 上 げ とい

う結 果 しか 得 られ な か った。 この事 実 は明 らか に遠 隔 デー タ処理 シス テ ムの 問題 と その危 険 性 を示

す もの で あ る 。

欧 州 に おい て は この方 面 の 開発 は まだ始 め られ た ば か りで あ る。1971年,多 国間 の協 力 に よ って

AktionCOST11が 開始 され,実 験 的 な欧 州情 報 ネ ッ トワー ク(EIN)に ょ っ て科 学分 野 の施

設 が相 互 に連 結 され る ことに な った 。西 独政 府 は ζのAktionCOST11に 監 視役 と し て参 加 して

い る。 欧 州共 同 体(EC)で は,さ らに科 学 技 術 分 野 の 欧 州情 報 ネ ッ トワ ー ク(EURONET)の

敷 設 を決 議 し た 。そ の ため の 通信 ネ ッ トワー クは郵 便 行 政機 関 に ょ って つ く られ,運 営 され る。 わ、

が 国 の1Fiキ ュメ ンテ ー シ ョン関係 機 関 は,デ ー タベ ー スの 国 際 的 な 利 用 を促進 す るEURONETに

寄 与 す る よ う努 力 し てい る。

現 在,商 業 お よ び公 共 機 関 に おい・て計 画 され.つ く られ っ っあ る問題 解 決 は特 殊 な もの で あ る。

デー タ処 理 ジ ステ ム を もとに した開発 と利 用 は,こ こで か な り大 きな 問題 に 遭遇 し た。 欧 州 の 八 一

ドウ ニ ア ・メー カー は シス テ マ テ ィッ クな標 準化 され た問 題 解 決 を開発 し,欧 州 圏以 外 の 先進 国,

特 に米 国に追 い つ か な けれ ば な らな い。従 っ て,現 在 の デ ー タ処理 市 場 の独 占 を将 来 に もち こ さ な

い よ うに対 策 を講 じな けれ ば な らな い。

遠 隔 デー タ処 理の 利 用 をは ば む要 因 と して次 の よ うな要 素が 考 え られ る。

一 デー タ処 理 装 置 の オペ レーテ ィン グ ・シス テ ムが まだ 十分 に遠 隔 デ ー タ処理 に活 用 され てい な い。

この こ とは,例 え ば コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー クの 構成,通 信 中 断 後 の 再接 続,滞 積 し て い る仕

事 の 配分,ワ ー ク ロー ドの決 済 方法,内 部 の情 報 表示 とその 伝送 な どにつ い て あて は ま る 。

一規準 化 され た プ ロ グ ラ ム言語 で さえ,マ シンに よ っ て左 右 され る。 す なわ ち・ マ シ ンに よ って条

件 が 異 な るの で,各 デー タ処 理 システ ム ご とに プ ロ グ ラ ムが つ く られ,プ ロ グ ラムが進 行 して い

く過 程 で それ ぞれ 異 な った 効果 を表 わ すの で あ る 。

_コ ン ピ ュー タの デ ー タ構成 や アクセ スの 仕 方 は,大 部 分 が 規 格 化 され てい ない 。

一各 コン ピュー タを連 動 す る時 の統 一的 な コマ ン ド用語 が な く,デ ー タバ ン ク用語 や デ ー タの 分 類

法 を まず 統 一化 し な けれ ば な らな い。

一 アク セ スや 優先 順 位,な どに 関す る組 織 間 の協 約 が 不十 分 で あ る。
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一 ネ ッ トワー クに よ る接 続 の場 合
,さ らに 改良 され た デ ー タの 安 全性 どそ の 機密 保 護 が 必要 とされ

る。

一遠 隔 デ ー タ処理 シ ステ ムに対 す るユ ー ザー の要 求 に っ い て の詳 細 は まだ わ か って い な い し
,ユ ー

ザ ー の反 応 に つ い て は それ 以 上 に 知 られ てい な い。

5.7.2目 標

遠 隔 デ ータ処理 シス テ ムの 場 合,次 の よ うな 目標 が設 定 され て い る 。

一ユー ザ ー か らの 要 求 を各 システ ムにふ り分 け て し ま うの で
,1台 に つ い て の 容 量 が少 な くて

す む。計 算 機 が独 立 に オ ペ レー トされ る場 合 は,そ れ ぞ れ1台 で ユー ザ ーの 要求 を最 大限 満

た さな け れ ば な らない 。

一冗 長 度 を あ る程 度 大 き くす るこ とに よ って個 々の 装 置の 故 障 を防 ぐ
。 あ る装 置 ≦々故 障 した り,

修 理 され てい る間,そ の他 の 計 算 機 の 容量 を 自由 に 利 用 で き るよ うに す る。

一 シス テム を さ らに 拡 大 す る場 合 も妨害 されず に行 な うこ とが で き
,ユ ーザ ー も不 断 に利 用 で

きる とい う硫 システ ムの 利点 を役 立 て る?
,'

一 また ,加 入 者 数 の多 い接 続 ネ ッ トワ ー クな ら,特 定 の問 題 解 決 に使 われ る専 用 コ ン ピ ュー タ

の 設 置 も個 々に 設 置 す るよ り もか な り経 済的 に行 な うこ とが で き る。

令

'

5.7.3助 成 策

遠 隔 デ ー タ処 理 の 主 な問 題 点 は,デ ー タ処 理 装 置 の オ ペ レー シ ョン ・シス テ ムに始 ま り,ア プ リ

ケ ー シ ョ ン ・プ ロ グラ ム か らユ ーザ ー 自体 の組 織 的 な問 題 に まで 及 んで お り,お 互 いに密 接 に 関連

し 合 っ てい る。従 って援助 は,基 礎 的 な研 究 は 別 として,個 別 的 な もの で な く,三 一 ザ]の 立 場 か

らみ た シ ステ ム総 体 と し ての 遠隔 デー タ処 理 を対 象 とす べ きで あ る。

援助 は 主 に遠 隔 デ ー タ処理 の ア プ リケ ー シ ョン ・システ ム を い くつ か選 出 し て,集 中 的 に行 な わ

れ る 。 ア プ リケ ー シ ョンに対 して様 々な要 請 が あ るの で,発 展 性 の期待 され る以 下 の 分 野 か ら選 ん

で デ モ ン ス トレー シ ョン ・プ ロ ジ ェク ト又 は モ デ ル ・プ ラ ンを実 施 す る。

一商 用 デ ータ処理('例 え ば
,サ ー ビス業)

一科 学 用 デ ー タ処理(研 究所 関 係
,大 学)

一公 共機 関 に お け る デー タ処 理(管 理 当局)

そ の際,ユ ー ザ ー,ハ ー ドウ ェ ア,メ ー カー,デ 一 夕処 理 研 究 者 の 三 者 の緊 密 な協 力 が必 要 で あ

る 。 それ に よ って,利 用 し や すい 経済 性 の あ る問題 解 決 を導 き,デ ー タ処 理 シス テ ムの 構 成 と構成

要 素(例 えば,端 末 装 置 や プ ロ グラ ミン グの 技 術 な ど)に ふ さ わ し い遠 隔 デ ー タ処 理 の 適 用 を考 案

し,将 来 の 開 発 に影 響 を及 ぼ す こ とが で き るだ ろ う。端 末 装 置 に つい ては,多 勢 の利 用者 のた め の
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簡単 で 安 い装 置 の導 入を促 進 し,そ れ と同 時に 特 殊 な 問題 解決 の ため の特 殊装 置 の開 発 も助 成 して

い か な けれ ば な らな い。 そ れ に よ っ て,か な りの 合理 化が 期 待 で き る。

公共 ネ ッ トワー クの ユ_ザ_の 動 向 と要求 を明 らか に す る全 プ ロ ジ ェク トは 郵政 お よ び通信

者 との協 力 に よ って助 成 され る。 この プ ロ ジ ェク トの調 査 に よ っ て,今 後 さ らに 増 え続 け るユ

ーザ ーの要 求 に い か に対 処 す るか とい う点 に 関す る ヒン トが 得 られ るだ ろ う。

遠 隔 デー タ処 理 お よび コン ピ ュ・一 タ ・ネ ッ トワー ク分 野 で,連 邦 政 府,州 政 府 が払 っ て きた 努 力

を組 織 化 す るた め に,ADP連 邦,州,自 治体 連 合会 議 は,遠 隔 デ ー タ処理 作 業 グル ー プ を復 活 さ

せ た 。 この 作 業 グル ー プの責 任 は 内務 相 に あ る 。

遠 隔 デ ー タ処理 の接 続 方 法 の標 準 化 に関 連 し て,連 邦 お よび各 州 は ・ コ ン ピ ュー タ間 お よび コ ン

ピ ュー タ と端 末 装 置 間 の情 報 交換 の 統 一的 標準 的 な 方法 を と り入 れ る こ とに な るだ ろ う・ これ は 内

務 相 が公 表 した 「公 共機 関 にお け るADPデ ー タ交換 規 定 の形 成 」 に追 加 され,次 の 標準 化対 策 の

資料 に され る。

プ ロ ジ ェ ク ト代 表=GesellschaftftirMathematikundDatenverarbeitungmbH

(数 理 計 画 研 究 所)

郵 便 私 書 箱1240

5205St.Angnstin1

5.8パ タ ー ン 認 識 と 処 理

5.8.1開 発 の 現状

デ ー タ処理 システ ムへの デ ー タや情 報 の 入 力媒 体 は ほ とん どが キー ボー ドで あ る 。情 報 を イ ン プ

ッ トす る前 に 変 形す る こ とは情 報損 失 の原 因 とな り,デ ー タ処 理 ア プ リケー シ ョンの 合 理 化 の 効 果

を そ こ な う労 力 の浪 費 と もな るので あ る。

作業 分野 の状 態 を概 観 し た もの に,情 報処 理 ・パ ター ン認 識 研究 所(FIM所 在地=カ ール ス ル

_エ)や 技 術,生 物 学分 野の情 報 処 理 研 究所(IITB所 在 地==カ ー ル スル ー エ)が 作成 し た ・

「パ ター ン処理 とパ ター ン認 識 の 長期 予 測 」(1975年)が あ る 。

これ まで 重 点 的 に取 り組 まれ て きた 文字 の 識 別 認知 の 問 題 は完 全 に解 決 され た 。 機 械語 の規 格 化

(・CR-A,・CR-B,P・ ・aな ど)・ こよ ・ て ・文字 読職 置 が醗 され た の3あ る・ その 誤

り率 は 通常,100万 の 読 取 文 字の う ち誤 りca1字 で あ る・ま た活 字 体 で 書 か れ た 文字 も+分 に 劃U

す る こ とが で き る。 しか し,手 で 書 か れ た テキ ス トの 識 別 は未 解 決 の ま まで あ る。 利 用例 と し ては

郵 便 物 の宛 名 の 読取 りな どが あ る。

⑳
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これ に 対 して,複 雑 な グ ラ フ ィ ック ・パ ター ン認識 の ため の 図形 処理 分 野 に お け る研 究 開 発 作 業

は,ま だ初 歩 の 段 階 で あ る。 十分 な問 題 解 決 は,演 算 能 力(多 くの情 報 は迅 速 に 処 理 され な けれ ば

な らな い)と 蓄積 容 量 の実 質 的 な 向上 に か か って い る。 演 算能 力 は1010～1012イ ンス トラク シ ョ

ン/秒,蓄 積 容 量 は108～109ビ ッ トが 必 要 で あ る。

重 要 な利 用は,

'

一生 医学(が ん細 胞分 析
,血 液 分 析,レ ン トゲ ン写 真 の 利 用)

一産 業(光 学 的 な 品 質 テ ス ト
,モ ンター ジ ュの た めの 図 形に よ る自動 操 作)

一航 空 写 真 の 利 用(集 落 の 区 画 プ ラ ン
,交 通道 路 プ ラ ン,環 境 保 護の た めの 監 視,地 図 の 作成)

一特 殊 な利 用(指 紋
,飛 行 機 の操 縦)

一軍 事 的 利 用

言 語 の 自動 的 な認 識 もま だ初 歩 の 段 階 に あ る。個 々の単 語 の 認識 に 使 われ る装 置 は す で に利

用 で き る状 態 に あ るが,デ ー タの 機密 保 護 の 問題 に と って意 味 の あ る話 者 の ア イ デ ンテ ィ フ ィ

ケ ー シ ョ ンは現 在 なお 実験 段 階 に あ る。

音 声 の 認 識 と処 理 の 方 法 は,特 に 医学(例 え ば,心 電 図 な どの 利用 に 基 く診察 な ど)や 品 質 管 理

(音 の分 析)な ど重 要 な分 野 で か な り開発 が 進 ん でお り,近 い将 来 ル ー チ ンの よ うに 利用 で きる と

ころ ま で きて い る。

●

■

5.8.2目 標

半 導 体 や ス ト レ ー ジ技 術 の 目 ざ ま し い 発 展 に よ っ て,新 し い コ ン ピ ュ ー タ ・ア ー キ テ ク チ ャ ー や

ス トレー ジ技 術 が 上記 の パ タ ー ン認 識 の 問 題 点 を 克 服 す る 日が や って くる だ ろ う
。 そ れ に よ って,

従来 の パ ター ン認 識 が 改良 され るば か りで な く,パ ター ン認 識 の新 た な アプ リケ ー シ ョン領 域 が 拡

が る こ とに な る だ ろ う。

パ タ ー ン認識 と処理 の 方 法 が 改良 され る こ とに よ って ,デ ー タや情 報 か らの パ タ ー ンは分 類 され,

コ ン ピ ュ ータ内 で 次 の 処理 を 直接 行 な う こ とがで き るよ うに な る
。 パ ター ンの種 類 に 応 じ て,パ タ

ー ン処 理 も次 の よ うに分 け られ る
。

一 文字 認 識

一図 形 認 識

一 パ タ ー ン処 理

(言 語 認 識,持 続 的 な信 号 や 音 の 処理 な ど)

パ ター ン認 識 とパ ター ン処理 に よ って ,デ ー タ処理 は解 決 す べ き問題 に密 接 に,直 接 的 に結 び つ

け られ るの で あ る。情 報 の 損失 は 防 が な けれ ば な らない 。 第 二 次情 報 処理 プ ロ グ ラ ムに お い て,信

号 お よび パ ター ン認 識 は す で に様 々な各 プ ロ グ ラムの 範 囲 内(デ ー タ処理 シス テ ム,公 衆衛 生,P
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DV,CAD,プ ラ ンニ ン グ ・シス テ ム)で 促進 され て い る。別 々に扱 われ てい る問題 点 を集 約 す

るこ と に よ って,方 法 の 開発 を 一 まと めに し,ア プ リケ ー シ ョンの 開発 を均 等 化 す る。

そ れ に よ っ て,い まだ に パ ター ン識 別 者 とし ての 人間 の感 覚 を必要 とす るよ うな領 域 に もデ

ー タ処 理 の 適 用 を可能 に す る こ とが で き るよ うに な るだ ろ う
。従 来 の非 能 率 的 な作 業 を中 止 す

る こと に よ っ て デー タ処理 の 利用 は(特 に 公衆 衛 生,技 術的 な オ ー トメ ー シ ョン,製 図法,自

治 体 お よ び 州 の プ ラ ンニ ン グな どの分 野 に お い て)よ り迅 速 に,よ り経 済 的 に行 なわ れ る こ と

に な るだ ろ う。
'

5.8.3助 成 策

パ ター ン認 識 の方 法 を さ らに開 発 してい く際 に,期 待 さ れ る技 術開 発 に適 応 す るこ とが主 眼 とな

る。 これ が その 他 の計 画 に と って切 り離 す こ との で きな い構 成 要 素 で あ る限 り,同 じ よ うな援 助 が

与 え られ る。

基礎 的 な開発 は数 台 の特 殊 な専 用 装 置 で集 中 的 に 行 な い,実 験 の ため の 資 金 が提 供 され る。 パ タ

ー ン認識 に関 す る基本 的 な研 究開 発 作 業 は 大部 分 がFIM,IITB,GMDに よ って現 在 実 施 され

てい る。

マ イク ロ ・プ ロセ ッサに よ って 構成 され て い る シス テ ムの 効 果的 な プ ロ グ ラ ミン グや ス トレー ジ

技術 の応 用 の ため の ソ フ トウ エ アが 醗 され,テ ・ トされな け れ ば な らな い ・ 一般 的 な パ タ ー ン処

理 言 語 の 開 発 もそれ に 含 まれ る。

、

5.9第3次 情報処理計画の範 囲外の資金の調達

5.9.1西 独 連 邦 郵 政 省(Bundespost)に よ る デ ー タ 伝 送

5.9.1.1現 状

公 共 電 話 ネ ッ トワ ー ク に よ る デ ー タ伝 送

デ ー タ の 入 手,伝 送,オ ー デ ィオ ・リ ス ポ ン ス ・ユ ニ ッ トを 備 え た 照 会 シ ス テ ム は 電 話 回 線 の 中

に あ る モ デ ム に よ っ て 行 な う こ とが で き る 。

直 列 の デ ー タ 伝 送 の 場 合,速 度 は200(300)・600・1200・2400ビ ッ ト/秒 の 各 段 階 が あ る 。

自 動 的 な オ ペ レー シ ョ ンの た め の 特 別 な 装 置 が 利 用 され て い る 。 自 動 的 な オ ペ レ ー シ ョ ンに よ っ て ・

夜 の 利 用 で も時 間 外 手 当 て な し の 安 い夜 間 料 金 で す ま す こ と が で き る よ うに な っ た 。

テ レ ッ ク ス お よ び デ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク に ょ る デ ー タ 伝 送

西 独 郵 政 省 の テ レ ッ ク ス ・ネ ッ ト ワ ー ク は ・現 在 加 入 者 数105・OOOを 超 す 世 界 で 最 も過 密 な テ?

ッ ク ス ・ネ ッ トワ ー ク の 一 つ で あ る 。 デ ー タ 伝 送 は50ビ ッ ト/秒 で 自由 に 行 な う こ と が で き る。 こ
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の ネ ッ トワ ー ク の ほ か に,西 独 郵 政 省 は1967年,デ ー タ 伝 送 の た め の 伝 送 速 度200ビ ッ ト/秒 ま

で 出 せ る ネ ッ トワ ー ク,Datexnetz(ダ ー テ ッ ク ス ・ネ ッ ト)を つ く っ た 。 こ れ ま で に1500の

加 入 者 が,こ の ネ ッ トワ ー ク を 利 用 し て い る 。

公 共 の ダ イ レ ク ト応 答 ネ ッ ト ワ ー ク に よ る デ ー タ 伝 送

郵 政 省 は公 共 の 自動 ネ ッ トワー クを補 うた め に1974年,公 共のダイ レク ト,ネ ッ トワー クを公 表

した。 これ に よ っ て タ ー ミナ ル間 の接 続 を 自由 に行 な うこ とが で きるよ うに な った。 そ の 伝 送速 度

は 次の よ うな段 階が あ る。50ビ ッ ト/秒,200(300)ビ ッ ト/秒,1,200ビ ッ ト/秒,2,400ビ ッ

ト/秒,4,800ビ ッ ト/秒,9,600ビ ッ ト/秒,4,800ビ ッ ト/秒 。

ほ とん どの デー タ ・ア プ リケ ー シ ョンや特 定 の シ ステ ム構成 に と って,タ ー ミナ ル間 の し っか り

とし た連 結 は 有 益 で あ るの で ユ ー ザ ーの デ ー タの ダ イ レク トネ ッ トワー ク に対 す る関 心 は 非 常 に 大

きい もの が あ る。

ダ イ レク トネ ッ トワー クに は,来 年 さ らに多 くの デ ィジ タル 伝送 シス テ ムが 設 置 され る こ と に な

る だ ろ う 。

5.9.1.2目 標

西 独郵 政省 は,遠 隔 デ ー タ処 理 の ため に 必 要 な通 信 回線 を敷 設 す る とい う目標 を達 成 し た。 それ

に よ っ て,郵 政 省 は タ ー ミナ ル間 の 互 換 性 を促 進 し,サ ー ビス業 務 を提 供 す る こ と に ょ っ て 国際 的

な 標準 に達 しよ う と努 め たの で あ る。 それ に は 国際 的 な標準 化 団 体間 の積 極 的 な 協 力 と国 際 的 な協

定 を厳 し く守 るこ とが 前 提 と な る。

郵 政 省 は,利 用 し や す くす る ため に,遠 隔 デー タ処理 に必 要 な デー タ伝 送 を 公共 の 通 信 ネ ッ トワ

ー ク に移 す こ とに 努 力 をか た む けて い る
。現 在 の ネ ッ トワー クが 遠隔 デー タ処理 の需 要 を 満 た さな

けれ ば,特 別 な デ ー タ ネ ッ トワ ー ク を敷 設 し,適 切 な伝 送技 術 を開発 す るた め の努 力 が続 け られ る

こ と に な ろ う。

5.9.1.3対 策

電 子 デー タ伝 送 シ ステ ム(EDS)

西 独郵 政 省 で は,テ レ ック スお よ び デー タの統 合 的 な ネ ッ トワー クの敷 設 を開 始 し た 。 この ネ ッ

トワー ク で様 々な サ ー ビス を統 合的 に 行 な うこ とが で きる。(テ レ ック ス,ダ ー テ ッ ク ス,ホ ッ ト

ラ イ ン ・ネ ッ トワー ク)こ の 伝 送 シ ステ ムEDSは 中 央 で 制御 され,ス トア され て い るプ ロ グラ ム

に よ って 機能 を 伝達 され る シス テ ムで あ る。 この デ ー タ伝 送速 度 は2,400ビ ッ ト/秒 まで出す ことが

で き る し,同 期 式 の 装 置 の場 合 な ら もっ と速 い 速 度,例 えば4&000ビ ッ ト/秒 ま で 出 す こ とが で き

る。 このEDSは,様 々な速 度 で 伝 送 で き る とい う利点 の ほ か に,加 入者 の要 求 に応 じた種 々の特

典 を そ な え て い る。 ま た,加 入 者 が実 際 の処 理 を しや す くす るよ うな特 別 な サ ー ビス も提 供 す る こ

とが で き る。1976年 以降 伝 送 速度2,400ビ ッ ト/秒 を全 国的 に可 能に す るよ うな計 画 が 出 され て い

る。
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多 重 式 デー タ伝 送 シス テ ム

デ ジ タル 伝 送の 方 法 を と り入れ る こ とは,テ レ ック ス/デ ー タ ・ネ ッ トワー クの敷 設 に と って必

要 で あ る。 この方 法 に よ って デー タ伝 送 は従 来 よ り も経 済的 に な る し,そ の 上 伝送 量 もか な り増 や

す こ とが で き るの で あ る。

テ レ ッ ク ス/デ ー タ ・ネ ッ トワー クに対 す る助 成 金 の予 想 額 は 次 表 の通 りで あ る。

1973-75

233

1976

213

1977

177

19781979

18994

1980

65

1981

50

(単 位100万DM)

機 能 的 な拡 張

公 衆 電 話 回線 を補 な うテ レ ック ス/デ ー タ ・ネ ッ トワー クの敷 設 を もって,遠 隔 デ ー タ処理 関 係

の郵 政省 の 基本 的 な サ ー ビスは ほぼ完 成 され る。 さ らに,中,高 速 の 伝 送 速度 用 に中 央 の 指 定 サ イ

クル を導 入 し,様 々な遠 隔処 理 シス テム間 の 連 動 を 容 易 に す るよ うな 機能 上 の特 徴 を備 え る ことに

よ っ て,さ らに機 能 的 な拡張 を実 現 す るこ とが で き る。

西 独 郵 政省 の情 報技 術研 究

ダル ム シ ュタ ッ トに あ る通 信 技 術 中 央局 郵 政 研 究 所 で は,情 報技 術 研 究 の範 囲 内 で よ り良 い,安

全 で 迅 速 な デー タ伝送 に 関 す る予 備 作業 が行 な われ てい る 。 こ こで は接 続 ネ ッ トワー ク に お け る基

本 周 波 数 帯域48Kボ ー まで の デ ータ ・フ ロー の た めの 必 要 条件 が研 究 され た 。 また そ の他 のEDS

草 案 の 部 分 的 な 問題 もここで 調 査 され 解 決 され る。

将 来 の デ ジ タ ル伝 送 ネ ッ トワー ク敷 設 へ の 努 力 は デ ー タ 伝送 に と って非 常 に 重要 で あ る。 この広

範 囲 に わ た る作業 は,現 在 の 伝 送 システ ムお よび デ ジ タル信 号 伝 送 の た め の従 来 の 伝 送媒 体 の 利用

か ら施 設 、装 置,新 しい広 帯域 伝 送媒 体 の 準 備 に まで 及 ぶ 。 それ に よ って 最 も大 きな,重 要 な デー

タ ・フ ロ ーの 伝送 が 可 能 とな るば か りで な く,デ ー タ伝 送 を 含 む全 通 信 サ ー ビスを 一 つの デ ジ タル

ネ ッ トワ「 クに統 合 す る こ とが注 目 され るよ うに な るか も知 れ な い 。 そ うな れ ば,通 信 ネ ッ トワ ー

クの どの 入 口 か らで もデ ー タを 入手 す る ことが で きる よ うに な るだ ろ う。

デ ー タ伝 送 に関 す る特 殊 な 問題 も取 扱 わ れ る予 定 で あ る。 誤 りの検 出方 法 や 高 速 伝 送 の場 合の 誤

り検 出 方 式,誤 りを予 防 す る方 法 な どの改善 もそ の中 に 含 まれ る。 ま た 誤 り訂 正 コー ドも検 討 され

る。

ECの プ ロ ジ ェ ク ト

西 独 郵 政省 は科 学 技 術情 報交 換 と欧 州 セ ンタ間 の コ ン ピ ュー タ ・コ ミュニ ケ ー シ ョ ンの 実 験 に関

す る2つ のECプ ロ ジ ェク トに参 加 して い る。 この2つ の プ ロ ジ ェク トは ・ パ ッ ケー ジに よ るデ ー

タの 伝 達 を予 想 して つ く られ た 。

■
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5.9.2国 防 分 野 の デー タ処 理

軍 事 分 野 の デ ー タ処 理 シ ステ ムや装 置 は,操 作 方 法(例 え ば 操 作は特 別 な デー タ処 理 訓 練 を受 け

て い な い者 に で もで き るな ど)や,耐 久 性,フ レキ シ ビ リテ ィに対 す る要 望 が 民 間 の場 合 よ り も大

きい 。従 って部 分 的 に は 企業 に よ って提 供 され る製品 を 凌 駕 す る特 殊性 が 要 求 され る 。

この よ うな要 請 は ハー ドウ ェ アに対 し てだ け で な く,そ れ と同 じ位 デ ー タ処 理 シス テ ム や装 置 の

構 成 や プ ロ グ ラ ミン グに対 し て も向 け られ るの で あ る。 それ らは司 令部 技 術,管 理 シス テ ム,中 心

的 あ るい は 専門 的機 能 と して兵 器 システ ムの中 へ 組 み 込 まれ るの で あ る。

防 衛 関 係 の研 究 で扱 う問題 は次 の通 りで あ る。

一新種 の情 報処 理 アー キ テ ク チ ャー

一 自動 パ ター ン認 識

一 コ ン トロ ール の問 題

一兵 器 システ ムの ため の リアル タイム ・デ ー タ処理

一人 「機 械 の 会 話

一管 理 シス テ ム をっ く るため の組 織理 論 的
,シ ステ マ テ ィ クな 評 価方 法

一専用 デ ー タ処理 装 置 の ため の 新 しい種 類 の 構 成

一 デ ー タ処 理 システ ム ・コン ポー ネ ン トの多 面 的 な安 定性(放 射線 な ど)

将 来,軍 事 的利 用 に 供 され る装 置は非 軍事 的 な ア プ リケ ー シ ョンも可 能 で あ る。 例 えば,ラ ー ジ ・

スク リー ン ・プ ロ ジ ェク シ ョン・群 管理 デー タ処理 装 置 ・ 多 重 処理 シス テ ムな どが それ に 該 当す る
。

意 思 決 定 の手 段 と して さ らに管 理 お よ び情 報 シ ステ ムが つ く られ る。 そ の デ ー タバ ン ク技 術 や シ

ス テ ム構成 は軍 事 的 な課題 並 び に 一般的 な マ ネ ジ メ ン トの 課題 の解 決 に 利用 で き る
。

次 の よ うな プ ロ ジ ェク トが それ ぞ れ開 発 され る こ とに な っ てい る。

一航空 兵 器 の管 理 シス テ ム

一瓶 お よ び海 ,空 の 軍 事兵 器 の管理 シ ステ ム

ー道 路 の 交通 管 理 と監 視 システ ム

ー軍 隊 の管 理 システ ム

,

5.9.3放 射 線,環 境 研究 会 の 医学 デー タ処 理 研 究 所(lMD)

5.3章 で 述 べ た助 成 策 に加 え て,放 射 線,環 境 研 究 会 のIMDは 長期 的 な課 題 で あ る,医 師 の 診

断学 お よび予 後学 の た め の マ シ ンに ょ る意思 決 定 方 法 の適 用 に つい て開 発 を進 め るこ とに な った 。

そ の際,診 療 所 の パ ー トナー との密 接 な共 同 作 業 が 必 要 で あ る。 こ こで は主 に次 の よ うな課 題 が扱

われ る。

早 期 診 断 学 と予 後 学 の アル ゴ リズ ムの 開 発
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健 康 管理 の対 策 と して は健 康 の維 持 と病 気 の予 防 が な に よ り も大切 で あ る。従 って広 範 囲 な住 民

の病 気 の早 期 発 見 は 次 第 にそ の重 要 性 を増 しつ つ あ る。疾 病 デー タは(個 々の 診察 の ため に 役 立 つ

以外 に)流 行 病 の 疑 問 点 を解 決 す るの に 役立 ち,そ れ に よ って病 因や 病状 に 関 す る理 解 を深 め る こ

とが で き る。集 団 検 診 に必 要 な要 員 が,将 来 不 足 す る ことは確 実 で あ る。従 って病 気 の早 期発 見 の

た め の 自動 ス ク リー ニ ン グお よ び マ シンの利 用 の措 置 を講 じな け れ ば な らな い 。IDMは 、そ の た

め の方 法 を開 発 し,そ れ を心 臓 病 や 血管 の疾病 お よ び腫 瘍 の早 期 発 見 に 適用 し,実 験 す る 。

臨床 診断 の アル ゴ リズ ムの開 発

コ ン ピ ュー タに よ る診断 の 目標 は,医 学 上 の 知 識 を客 観 的 に適 用 す る こ とで あ る。病 気 と症 候 群

の関 連 を統 計 的 に と らえ る こ とを可能 に す る よ うな 診察 例 に よ って得 られ る実 地 の 経験 が その た め

の 基礎 とな る。

IMDで は,コ ン ピ ュー タとの応 答 に ょ っ て診断 で きるよ うな方 法 の開 発 に 取 組 んで い る。 この

た め に 診断 の 過 程 が分 析 され,モ デ ルが つ く られ,プ ロ グラ ミン グされ,テ ス トされ,そ の 結 果 を

シ ミュ レー シ ョ ンしな けれ ばな らな い。特 にIMDで は,す い臓,肝 臓,胆 の うの疾患の診察 にED

Pを 利用 してい る。

医学 情 報 シス テ ムの開 発

す で に述 べ たIMDの 課 題 に とっ て,医 学 情 報 シス テ ムの開 発 は特 別 な意 味 を持 って い る。 そ れ

に関 連 し て'IMDは 次 の よ うな 問題 を取 扱 っ てい る。

一莫 大 な数 に 上 る病 気 の早 期発 見の 症 例 に 関 す るデ ー タの中 か ら関連 の あ る情 報 を組 合 せ る作 業

一流 行病 や病 気 の早 期発 見 に 関 す る莫 大 な デ ー タを蓄積 す る プ ラ ンの 開発 と実 験

一流 行病 や病 気 の早 期発 見 に 関 す る莫 大 な デ ー タの 利 用 法 の開 発

この ほか に,医 学 デー タ バ ン クを 実際 に 適用 してい く場 合の デ ー タの選 択,適 合,識 別,デ ー タ

の機 密 保 護,デ ー タの安 全性 な どに 関 す る問題 も扱 う。

GesellschaftfurStrahlenundUmwcltforschungmbtt(放 射 線,環 境研 究 協 会)の 予

算 か ら,1976年 ～1979年 まで 以 下 の よ うな補 助 金が 与 え られ るこ とに な ってい る 。

1976 1977 1978 1979 計

7.9 82 9.5 10.3 35.9

(単 位100万DM)

冑

■

●

5.9.4GesellschaftfUrKernforschu㎎mbH(原 子 力 研 究 所)の 技 術 デ ー タ 処 理 ア プ リ

ケ ー シ ョン に 関 す る 研 究 開 発

カ ー ル ス ル ー エ のGesellschaftfurKernforschungmbH(原 子 力 研 究 所)は,独 自 の 予 算

で 次 の2っ の プ ロ ジ ェ ク トに よ る研 究 開 発 を 行 な っ て い る 。
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一 デ ー タ処理 装 置 に よ る オペ レー シ
ョン ・コン トロ ー ル(InstitutfUrDatenveravbeitung

inderTechnik(技 術 デ ー タ処理 研 究 所)に お い て)

一 コ ン ピ ュー タに ょ る開 発 と構成

原 子 炉 開 発研 究所(InstitutfUrReaktorentwicklung)に お い て

この よ うな 作 業 は 第 三 次情 報処 理計 画 に よ っ て促進 され る研 究 開 発作 業(5 .5章 参照)と の 同 意

の もとに 計 画 され実 施 され る。

InstitutfUrDatenverarbeitunginderTechnik(技 術 デー タ処理 研 究所=IDT)で

は.典 型 的 な計 算 機 の オ ペ レー シ ョン ・シス テ ムの基 本 的 な機 能 が開発,実 験 され,ド キ ュメ ン テ

ー シ ョンが行 な われ る
。 規格 化 され たVDI/VDE作 業 の 一環 で あ る 「プ ロ セ ス ・コン トロ ー ル

コン ピ ュー タ ・オ ペ レー テ ィ ン グ ・システ ム」 は この 成 果 を反 映 した もの で あ る
。特 に高 水 準 の 安

全性 と信頼 性 を もつ この オ ペ レー ショ ン ・システ ムは開 発 され,ナ トリウ ム原 子 炉SNR-300の

安 全装 置 シ ステ ム と して推 せ ん され る こ とに な るだ ろ う。計 算 機 に よ る通 信 ネ ッ トワ ー クに 関 す る

標 準草 案 が 作成 され,そ れ にふ さわ しい シ ミュ レー シ ョン ・システ ムが分 析 され た。

処 理 装 置 の ソ フ トウェ アの 安 全性 の 実 証,テ ス ト,信 頼 性 の あ る製品 に関 す る最 初 の研 究 が始 め

られ た。 化学 装 置や 実験 室 の 自動化 に処 理 装 置 を利 用 す る ため,シ ステ ム分 析が 実 施 され ,そ れ に

適 した プ ロ グ ラム ・パ ッ ケー ジが開 発 され テ ス トされ る こ とに な ってい る。

この 作業 は,1979年 に 向 けて 次 の よ うな 目標 を設 定 し てい る。

一処理 装 置 システ ムの 新 しい 構成 とオ ペ レー シ
ョン組 織 の 開発 と実験 。 その 際,経 済性,使 いや す

さ,そ れ に 標準 化 され た プ ロ ジ ェク トの補 助 装 置 の 開発 に重 点 が置 か れ る。

一処 理 装 置 ソ フ トウ ェ アの 安 全性 と信頼 性 を試 験 す る コ ン ピ
ュー タに 基 い た方 法 と手 段 の開 発 。

一化 学 処 理 技 術分 野 の 具体 的 な 自動 化計 画の 遂 行
。 そ の中 で新 に 開 発 され た デ ー タ処 理 技 術 を実 際

に テ ス トす る。

一処理 装 置 の ソ フ トウ ェ アの機 能 と安 全 性 を証 明 す るた め の リ アル ・タ イ ム ・シ ミュ レー シ ョン と

テ ス トの 実 施 。

InstitutfUrReaktorentwicklung(IRE－ 原 子 炉 開発 研 究 所)の 作 業 グル ー プ に よ

っ て,長 年 の 経験 を基 に し た原 子技 術 装 置 や シス テ ムは プ ロ グ ラ ム ・シス テ ムREGENTと な っ て

実 を 結 んだ 。 グ ラ フ ィッ ク ・シ ステ ムが小 型 計 算 機 に接 続 され て い る。 この よ うな シス テ ムの た め

に,さ らに構 造 的 な技 術 上 の問 題 を解 決 す る,装 置 の機 種 に 制約 され な い プ ロ グ ラムが 開発 され る

だ ろ う 。Siemens330,310用 の プログラ ム言 語 コンパ イラBASICが 開発 され,ア プ リケー シ ョ ン

用 の ポ ー タ ブル な処 理 装 置 の ソ フ トウェ アの プ ラ ンにつ い て の研 究 が行 な われ る。

1979年 ま での計 画 に は 次 の よ うな作 業が 含 ま れ てい る。

一装 置 の 設計
,製 造 準 備,シ ミュ レー シ ョン,工 程 の 管理 に利用 で き るよ うな小型 計 算 機 を そ な え

た イ ン タ ラク テ ィブな グ ラ フ ィック ・シス テ ムの 開発 と適用 。
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一 コ ン パ イ ラや ア プ リケー シ ョン ・ソ フ トウェ アの 開発 と テス トに 必要 な特 別 な補助 プ ロ グ ラ ム

な ど技 術 的 な課 題 の た めの モ ジ ュラ ー ・シ ステ ムの 開 発 。

一 コ ン ピュー タに よ る設 計 に 関 す る理 論 的 な分 野 の 基本 的 な研 究 を推 進 し 、す で に開 発 され た プ ロ

グ ラム ・シス テムREGENTを 実 用 化 す る 。

GesellschaftfUrKernforschung(原 子 力 研 究所)の 予 算 か ら1976年 ～1979年 まで に 出 さ

れ る金 額 は 次の 通 りであ る。

'

1976 1977 1978 1979 計

デ ー タ 処 理 装 置 に よ る プ ロ セ ス ・コ ン ト ロ

ー ル ・コ ン ピ ュ ー タ
2.3 2.8 33 3.8 12.2

コ ン ピ ュー タに ょ る開発 と組 立 て 1.3 1.0 1.0 1.0 4.3

計 3.6 3.8 4.3 4.8 16.5

〔

(単 位:100万DM)
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G-1.イ ギ リ ス の コ ン ピ ュ ー タ 産 業 ・政 策 を め ぐ る 足 跡

年 月 『

1965年

1968

1969

1970

1971

1972

1973

1974

1月

月

月

4

7

2月

4月

10月

出 来 事

・Science&TechnologyAct制 定

・IndustryExpansionAct制 定

・ICL設 立

・ICL,超 大 型 機1908A開 発 計 画 を 断 念 ,新 た にProject52を 打 ち出 す

・(EEC,超 大 型 機 共 同 開 発 を 計 画)

・ ピー ス保 守 党 政 権 ス タ ー ト

・ 産 業 省 を 貿 易 省 に 統 合 ,MinistryofTrade&Industryと な る

・ICLと フ ラ ン スCIIの 提 携 説 流 れ る

・ICL/CII/CDC ,ベ ル ギ ー にMultinationalData設 立

・ICL,1900Sシ リー ズ発 表

・保 守 党,ICL援 助 続 行 を約 束

・政 府 の コ ン ピ ュ ー タ 調 達 機 関 ,Centra1ColnputingAgency設 立

・ICLウ ォ ー ル 会 長 辞 任,後 任 にIBMUK出 身 の ハ ド ソ ン 氏 就 任

・ICL社 長 にUnivac・ 出 身 のG .ク ロ ス氏 就 任

・ICLに1420万 ・teン ドの 助 成 約 束

・IndustryAct制 定

・SPS(SoftwareProductScheme)開 始

・ イ ギ リ ス な ど の 加 盟 で 拡 大EC発 足

・ICL,ハ ノ ー バ ー 見 本 市 で モ デ ル2903発 表

・(CII/Siemens/Philips3社 ,Unidata結 成)

・ICLに2580万 ポ ン ドの 助 成 追 加

・労 働 党 政 権 成 立,貿 易 産 業 省 か ら分 離 独 立 し てDepartmentofIndustry(DOI)

設 立

・ICL,NCR/CDCの 合 弁 会 社CPLに 参 加 表 明

・ICL,ニ ュ ー レ イ ン ジ2900発 表(モ デ ル2970 ,2980)
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年 月

1975年

2月

9月

11月

12月

1976

2月

3月

5月

出 来 事

6月

7月'

9月

11月

1977

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

・ICL/CDC/Plessey/Nixdorf,合 弁 会 社Stak設 立(フ ラ ン ク フ ル ト)

・(Philipsの 脱 退 でUnidata崩 壊)

・ICL,CPLに 正 式 参 加

・(CII,HB両 社 合 併 調 印)

・ イ ギ リ ス の プ ラ イ バ シ ィ 白 書 発 行 さ る

・ICL,モ デ ル2903/20発 表

・ICL,モ デ ル2960発 表

・ICL,SingerBMD海 外 部 門 買 収

・ICL,モ デ ル2904発 表

・ICL,CDC両 社,合 弁 でContro1DatasetLtd.設 立

・ICL,モ デ ル2976発 表

・ICL,Singer子 会 社Cogar吸 収

・ICL,最 後 の 助 成 金 を 受 領

・ICL,買 上 策 強 化 を 政 府 に 要 請

・ICL,米 国 子 会 社 再 編 成ICLInc.に

・BPO,EPSSでX25採 用 を 表 明

・NEB,ソ フ トウ ェ ア 輸 出 推 進 の た めInsac設 立 準 備

・EPSS稼 動 開 始

・ICL,2900シ リ ー ズ ・ニ ュ ー モ デ ル と してS1(2950),S2開 発 中 と発 表

・CSA,サ ー ビ ス 分 野 の 優 先 買 上 を政 府 に 要 求

・ICLの ミニ コ ン戦 略 と し て 米 企 業 吸 収 取 沙 汰

・ICL,Singerシ ス テ ム10の 改 良 版220シ リ ー ズ の 米 国 販 売 を 発 表

・(EC,VLSI開 発 プ ロ ジ ェ ク ト発 表)

・ICL,82年 売 上7億2400万 ポ ン ドを 見 込 む5ケ 年 計 画 発 表

・NEBのInsac発 足

・ICL,77年 度 決 算 で 総 売 上 高(4億2000万 ポ ン ド)の50%以 上 を 海 外 で 達 成

OICL,DBプ ロ セ ッ サCAFS(ContentAddressableFileStore)の1年 以

内 発 表 を 表 明

・ICL・ モ デ ル2950発 表
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年 月

1978

◆

1月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

出 来 事

・ICL,G .ク ロ ス 社 長 辞 任,後 任 は ウ ィ ル ソ ン氏

・産 業 省,マ イ ク ロ エ レ ク トロ ニ ク ス 分 野 の 強 化 策 を検 討

・ICL,優 先 買 上 を 地 方 政 府,教 育 機 関 に も拡 大 す る よ う要 請

・ 企 業 庁(NEB),82年 ま で の 強 化 分 野 と して コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ ス,オ フ ィ ス

通 信,半 導 体,建 設 な ど を 決 定

・ICL,ス ー パ ー コ ン ピ ュ ー タDAP発 表

・NEB,通 信 機 器 メ ー カ ーCSE(Computer&SystemsEngineering)の 株 式

28%取 得

・ イ ギ リ ス ー ア メ リ カ 間 の パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビ ス 開 始

・ICL,Siemensレ ー ザ ー ・プ リ ン タ のOEM購 入 契 約

・BPOのViewdataの 正 式 名 称,Prestelに 決 定

・ICL,日 立 と技 術 交 流 で 提 携

・産 業 者,マ イ ク ロ エ レ ク ト ロ ニ ク ス 分 野 強 化 策 を 近 く策 定 と発 表

・BPOのPreste1の テ ス ト ・サ ー ビ ス 開 始

・ICL,16Kメ モ リ ・チ ッ プ の モ デ ル2972,2976を 発 表

・GEC/Fairchild,合 弁 会 社UK .MemoriesLtd.設 立 を 計 画

・ ロ ン ド ン でDIYコ ン ピ ュ ー タ ・ シ ョ ウ 開 催

・NEBの 半 導 体 企 業INMOS設 立(投 資 額5900万 ポ ン ド)

・NEBのInsac,米 国 サ ー ビ ス会 社 買 収 を 計 画

・InsacにLogica参 加 準 備

・産 業 省,マ イ ク ロ エ レ ク ト ロ ニ ク ス 分 野 強 化 策 と してMISP,MAP発 表

・産 業 省 にElectronicsApplicationsDivision新 設(MAP担 当)

・INMOS,米 国Mostekか ら企 業 機 密 盗 用 で 告 訴 さ れ る

・BPO/Insac/GEC,Prestelの 国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ協 力 を 約 束

・ICLの9月30日 締78年 度 決 算 で 総 売 上 高5億940万 ボ ン ド達 成

・NEB,オ フ ィ ス ・オ ー ト メ分 野 へ の て こ入 れ を 表 明

・ICL,新POSタ ー ミ ナ ル9500シ リ ー ズ 発 表

・ICL米 国 子 会 社 の 新 社 長 にR・ ブ ラ イ ト氏 就 任

・ デ ー タ保 護 委 員 会(DPC),プ ラ イ バ シ ィ保 護 勧 告 案 ま と め る

・GEC,オ フ ィ ス ・オ ー ト メ分 野 に 進 出

・ キ ャ ラ バ ン首 相,マ イ ク ロ エ レ ク ト・ロ ニ ク ス ・サ ポ ー ト拡 充 を 発 表(1億 ポ ン ド/
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年 月

1979年

1月

2月

3月

出 出 事

3ケ 年)

・Insac,メ ン バ ー のSystimeソ フ トを 米 国 で 販 売 開 始

・BPO,コ ン ピ ュ ー タ 電 話 交 換 シ ス テ ム の 海 外 販 売 で 国 内 通 信 機 メ ー カ ー3社 と の

合 弁 を 計 画

・INNOSの 幹 部 陣4名 発 表 さ る

・NEB,オ フ ィ ス ・オ ー トメ参 入 の た めNexosOfficeSystemsLtd .設 立

・ICLハ ドソ ン会 長,78年 度 年 次 報 告 書 の 中 で79年 内 引 退 表 明

・Plessey,ICL持 株 を 売 却,オ フ ィ ス ・オ ー トメ 分 野 強 化 打 ち 出 す

・ICL,ネ ッ トワ ー ク ・ア ー キ テ ク チ ャ ア を4～5月 に 打 ち出 す と発 表

・Systilne,MidlandBusinessMachinesを 吸 収 し て イギ リ ス大 手 ミニ コ ン ・

メ ー カ ー と な る

・ICLウ ィ ル ソ ン社 長,ECに 対 して 欧 州 メ ー カ ー 優 先 購 入 を 要 請

・産 業 者,オ フ ィ ス ・オ ー トメ 調 査 で コ ン サ ル テ ィ ン グ会 社 を 結 集

・NEB,`LogicaVTSの43%を 保 有,同 社 はNexosの 第1号 メ ン バ ー と な る

・NEDC,マ イ ク ロ エ レ ク トロ ニ ク ス利 用 に 関 し て ワ ー キ ン グ ・パ ー テ ィ新 設 を 計 画

・Insac,ビ ュ ー デ ー タ 海 外 売 り込 み セ ン タ ー と し てInternationalViewdata

Centre(ロ ー ド ン)新 設

・GEC ,BPOプ レ ス テ ル 用 の ミニ コ ン で 大 幅 な 売 上 増 発 表

、

、

v
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◆
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G-2.フ ラ ン ス の コ ン ピ ュ ー タ 産 業 ・政 策 を め ぐ る 足 跡

1963年

1966

1972

1973

2月

7月

8月

10月

1974

1月

2月

3月

7月

・GE,MachineBullを 吸 収,BullGE設 立

・米 国 政 府,フ ラ ン ス 原 子 力 庁 へ のCDC6600輸 出 認 可 却 下

・ 情 報 代 表 部(D61ege51'Informatiqne)設 立

・ 第1次 プ ラ ン ・カ ル キ ュ ル 開 始(5ケ 年)

・CII発 足

・CII,プ ラ ン ・カ ル キ ュ ル 第1号 機(IRIS50)発 表

・CII,大 型 機IRIS80開 発 計 画 発 表

・(EECが 超 大 型 機 共 同 開 発 構 想 を 表 明)

・(Honeywel1 ,GE汎 用 コ ン ピ ュ ー タ 事 業 を 買 収,HIS設 立)

・ フ ラ ン ス政 府 ,HoneywellのBullGE買 収 認 可,HoneywellBullと な る

・CII-ICL-CDC ,ベ ル ギ ー に 合 弁 会 社Mu・ltinationalData設 立

・CII-Siemens-Philips3社 の ヨ ー ロ ッパ 連 合 取 沙 汰 さ れ る

・CII,周 辺 機 器 メ ー カ ーSperac吸 収

・(RCA,汎 用 コ ン ピ ュ ー タ 事 業 か ら撤 退)

・第2次 プ ラ ン ・カ ル キ ュ ル 開 始(5ケ 年)

・CII/Siemens提 携 で合 意

・CII/Siemens ,コ ン ピ ュ ー タ 事 業 提 携 で 正 式 に合 意

・(イ ギ リ ス な ど の 加 盟 で 拡 大EC発 足)

・(EC委,ヨ ー ロ ッパ ・メ ー カ ー に 結 束 を 呼 び か け)

・CII/Siemens/Philips3社,Unidataを 結 成

・(EC委,〈 ニ コ ン/周 辺 装 置 業 界 へ も結 束 呼 び か け)

・ フ ラ ン ス で ク ラ ブ ・ ドラ ・ペ ン ァ ン フ ォル マ テ ィ ク設 立

・Unidata第1号 機7 .720発 表

・CII大 手 株 主,Thomson/CSFとCGE対 立 表 面 化

・CAP仏 とSOGETI合 併

・(EC,IBM独 占 問 題 を 調 査)
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年 月

9月

10月

12月

1975

2月

4月

5月

6月

月

月

7

0
∨

10月

11月

1976

月

月

月

月

月

1

3

4

⊂」

7

9月

出 来 事

・Unidata ,7000シ リ ー ズ3機 種 発 表

・ フ ラ ン ス 政 府 機 構 改 革,新 産 業 省(Ministrede1'IndustrieetlaRecher-

che)の 下 にDIELI(DesIndustriesElectroniqueetdel'Inforrnati-

que)を 設 立(情 報 代 表 部 は こ の 中 に 統 合 さ れ る)

・CIIの 財 政 問 題,HoneywellBullと の 合 併 な ど表 面 化

・ ジ ス カ ー ル ・デ ス タ ン大 統 領,CII援 助 続 行 を 表 明

・(EC委,デ ー タ 処 理 優 先 プ ロ ジ ェ ク ト第1次 提 案)

・(EC,欧 州 リー シ ン グ 会 社 設 立 を検 討)

・CII/HB,合 併 で 合 意

・CII,ミ ニ コ ンMitra125発 表 ,

・Telemecanique,ミ ニ コ ンSolar16/05発 表

・Intertechnique,ミ ニ コ ンMulti2発 表

・Thomson/CSF,CII/HB合 併 を 非 難

・PhilipS,Unidataを 脱 退(同 時 に 汎 用 事 業 撤 退)

・Thomson/Telemecanique,ミ ニ コ ン事 業 を 合 併

・ ドル ナ ノ産 業 相,SICOBシ ョ ウ で ぺ り ア ン フ ォ ル マ テ ィ ク業 界 統 合 策 を発 表

・CAP/SOGETI/GEMINIグ ル ー プ発 足,世 界 最 大 の サ ー ビ ス組 織 を め ざ す

・CII/HB,合 併 に 正 式 調 印(フ ラ ン ス 政 府 は 向 う4年 間 に 助 成 金,買 付 保 障 を 用

意)

・(Siemens,Unidataか ら継 承 し た7000シ リー ズ で ニ ュ ー

・HoneywellBull,CDC/HIS合 弁 のMPIに 参 加

・ ペ リ ア ン フ ォ ル マ テ ィ ク統 合 に 関 す る 予 算 発 表

・Tymshare,Sligos株 式 の20%獲 得

・ ペ リ ア ン フ ォ ル マ テ ィ ク統 合 第1グ ル ー プ,SEMS設 立

.CII-HB発 足

・CII-HB,ニ ュー ・モ デ ル7730,7735発 表

・CII-HB,7000シ リー ズ を77シ リ ー ズ に 改 称

・CII-HB,X4/X5プ ロ ジ ェ ク トをY4/Y5に 改 称

・CII-HB,次 世 代 統 一 シ リ ー ズ,Unisys構 想 発 表

・HBNetworkInformationServices社 設 立

・モ デ ル7 .722発 表)
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年 月 出 来 事

1977年

3月 ・CII-HB,分 散 処 理 ネ ッ トワ ー ク ・コ ン セ プ トUnisys/DSE発 表

7月 ・(EC ,VLSI開 発 プ ロ ジ ェ ク ト検 討)

9月 ・SICOBシ ョ ウ 開 催

・CII-HB,レ ベ ル6ミ ニ コ ン製 造 へ

・左 翼 連 合,CII-HBな どの国 有 化 打 ち出 す
●

s冑 10月 ・下 院 で プ ラ イバ シー法 可 決

ヂ
1978

2月 ・CII-HB,Philips子 会 社RTC(RadioTechniqueComplec)とLSI購 入

で提携

7月 ・CII-HB,マ イ コ ン ・メ ー カ ーR2Eの 買 収 取 沙 汰 さ る

8月 ・SEMS,新 モ デ ル 発 表

12月 ・ フ ラ ンス政 府,電 子 機器 開 発 で中 国 と協 力

1979

1月 ・Transpac稼 動 開 始

・ECFIS(Thowsonと 原 子 力 委 の 合 弁)とMotorola,半 導 体 で 合 弁

2月 ・CII-HB,CPTCorp(ミ ネ ソ タ州)(Dワ ー ドプ ロ セ ッ サ 販 売 権 獲 得

・CII-HB,ニ ュ ー ・ス モ ー ル ・ ビ ジ ネ ス ・シ ス テ ム61/DPS発 表

〉

◆
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G-3.西 ドイ ツ の コ ン ピ ュ ー タ 産 業 ・政 策 を め ぐ る 足 跡

1967年

1969

1970

1971

月

月

月

月

1

4

CO

7

月

月

月

月

-

ρ
0

7
σ

0
∨

11月

1976

1月

・第1次 情 報 処 理 振 興 政 策 開 始(～70年)

・Siemens,モ デ ル306発 表

・SiemensとAEGTelefunken,大 型 機 共 同 開 発 で 提 携

・第2次 情 報 処 理 振 興 政 策 開 始(～75年)

・政 府 のSiemens ,AEGTelefunken縁 組 み 失 敗

・(Siemensが ラ イ セ ン ス 契 約 し て い たRCA ,コ ン ピ ュ ー タ 事 業 か ら撤 退)

・Nixdorf,Victorコ ン ピ ュ ー タ 部 門 を 買 収 し て 米 市 場 に 本 格 参 入

・Siemens,CII提 携 で 合 意

・NixdorfとTelefunken,合 弁 会 社TelefunkenComputerAG設 立

・SiemenS,CII合 弁 に 関 し て1部 正 式 調 印

・Nixdorf,Entrexの キ ー ・ッ ー ・デ ィ ス ク ・シ ス テ ム の 販 売 権 獲 得

・Siemens,シ ス テ ム4004に2モ デ ル 追 加 発 表

・Siemens/CII/Philips3社,Unidata設 立

・Unidata第1号 機7 .720発 表

・Nixdorf,Entrexか ら生 産 権 獲 得

・Siemens,TelefunkenComputerAGを 吸 収

・Unidata,7000シ リ ー ズ で3機 種 発 表

・Nixdorf,米 市 場 で の 生 産 計 画 棚 上 げ

・Philipsが 離 脱 し ,Unidata崩 壊

・SiemensにUnivac接 近 と取 沙 汰 さ れ る

・(CII,HB合 併 に 正 式 調 印)

・Siemens,Unidata継 承 の7000シ リ ー ズ で,ニ ュー ・モ デ ル7 .722お よ び

7.730強 化 バ ー ジ ョ ン発 表

・Siemens,CIIか らのX45大 型 機 導 入 取 りや め.
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12月

1977年

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

1978

4月

5月

・Siemens ,ニ ュ ー ・モ デ ル7.738,7.748発 表

・(CII,Unidata継 承7000シ リー ズ を77シ リ ー ズ に 名 称 変 更)

・Siemens,新 コ ン ピ ュ ー タ 事 業 部 門 新 設

・Siemens,ニ ュ ー ・モ デ ル7 .760発 表

・西 ド イ ツ連 邦 議 会,プ ラ イ バ シ ー 法 可 決

・Nixdorf,Entrex買 収 を 接 渉

・Nixdorf,Entrexを 買 収

・Siemens,米 子 会 社SiemensCorp設 立

・(EC,VLSI開 発 プ ロ ジ ェ ク ト発 表)

・ 西 ド イ ツPTT,BPOのViewdataノ ウ ハ ウ&ソ フ ト購 入 決 定

・Siemens,Ite1と ノ ン イ ン パ ク ト ・レ ー ザ ー ・プ リ ン タ の 共 同 開 発 を 契 約

・Siemens,AdvancedMicroDevicesInc .に 資 本 参 加,合 弁 会 社 設 立 へ

・Siemens,富 士 通 と提 携

・Siemens,ICLと レ ー ザ ー ・プ リ ン タ のOEM販 売 契 約

・Siemens,ニ ュー ・モ デ ル7 .708,7.718発 表(Eシ リー ズ 対 抗?)

・Siemens,1挙 に11の ニ ュ ー ・ モ デ ル 発 表(SBCか ら3033対 抗)

・Nixdorfに ド イ ツ銀 行 が25%の 資 本 参 加

・NixdorfのIBMブ ラ コ ンCPU参 入取 沙 汰 さ る
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